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刊行にあたって 

 

 地球観測連携拠点（温暖化分野）は平成18年度に設置されて以来、地球温暖化関連のニーズの取り

まとめ、文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会地球観測推進部会（以下、推進部会）

に関係する資料の取りまとめ、国内ワークショップの開催、国際シンポジウムへの参画等の活動を行

ってきた。 

事務局の下に設置された地球温暖化観測推進ワーキンググループ（以下、WG）における活動の最も

重要なものが、地球温暖化観測における関係機関の連携の促進に資するための、地球温暖化に関連し

た観測ニーズについての議論とその報告書の作成である。本報告書は、このWGの第2号となる報告書で

ある。 

地球温暖化観測推進ワーキンググループ報告書（以下、WG報告書）第1号については、平成20年3月

に、「地球温暖化観測における連携の促進を目指して－温室効果ガス・炭素循環および温暖化影響評

価に係わる観測－」として刊行し、その概要版（日本語版、英語版）についても刊行した。地球温暖

化問題の対応に関しての観測データの重要性については、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の

第4次評価報告書において指摘されており、WG報告書第1号においても、モデルによる将来予測と並ん

で、観測データによる実態把握とモデル結果の検証が非常に重要であることを指摘している。また、

WG報告書第1号は、推進部会の基礎的な資料として活用されている。さらに、WG報告書に述べられてい

る各種連携についても、そのいくつかについては、具体的な活動として取り組まれている。 

WG 報告書第2号においては、地球温暖化の観測において重点的な取組みが求められている分野で、

WG 報告書第1号では取り扱わなかった、雲・エアロゾル・放射ならびに対流圏オゾンに関する観測、

およびWG報告書第1号では概括的に取り扱った温暖化影響評価に係わる観測について、報告書を作成

することとした。影響評価に係わる観測項目については、社会的に重要な影響を与える水循環分野、

ならびに温暖化の影響が顕著に現れる脆弱な地域等での生態系や雪氷圏等の観測項目を取り上げた。

さらに影響検出・影響予測に係わる社会・経済データの整備・共有の促進についても触れることとし

た。 

このため、新たなメンバーによる地球温暖化観測推進ワーキンググループを発足させ、以来、約2

年間にわたって検討を行った。検討にあたっては、「雲・エアロゾル・放射」ならびに「影響評価」

の2つのサブワーキンググループを設置した。その検討の結果、地球温暖化の観測に関して「データ標

準化の促進」、「データ流通の促進」、「観測施設等の相互利用の促進」、「地球システムモデル開

発の視点から見た観測ニーズ」、ならびに「時空間的観測空白の改善および観測項目の充実」の観点

から各分野の専門家が執筆を担当した。このたびWG報告書第2号を上梓するにあたり、種々の適切なア

ドバイスを頂いた地球観測推進委員会（温暖化分野）の小池勲夫委員長以下の先生方、お忙しいなか

原稿を執筆されたワーキンググループの委員ならびに執筆協力者の方々に感謝するとともに、サブワ

ーキンググループでの議論をリードしていただいた早坂委員ならびに高橋委員に感謝する次第である。 
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（注）本報告書の編集にあたって、参考文献欄および略号について、以下のようにした。 
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第Ⅰ部 はじめに 

1 報告書作成の経緯 
深刻化する地球温暖化問題は、国として喫緊の対応と早急な対策の実施が求められている。地球温暖化問題を

解決するためには、包括的で統合された地球観測を長期的・継続的に推進することが必要不可欠である。特に、

ポスト京都議定書に関連する施策に対応するためには、地球温暖化の実態把握の観測のみならず、適応・緩和の

課題に資するための温暖化影響等に係わる観測の推進も、今後一層重要となってくる。 

2004年（平成16年）に策定された「地球観測の推進戦略」(以下、推進戦略)に基づいて2006年（平成18年）

に設置された「地球観測連携拠点（温暖化分野）」（以下、連携拠点）においては、連携拠点の事務を担当する地

球温暖化観測推進事務局（以下、「事務局」）の下に設置された「地球温暖化観測推進ワーキンググループ」（以

下、WG）において、地球温暖化観測に関連する課題について、現状や問題点、今後の展望等について取りまとめ

を行うこととし、2008年（平成20年）3月に地球温暖化観測推進ワーキンググループ報告書（以下、WG報告書）

第1号を刊行した（日本語および英語の概要版についても2008年7月および11月に刊行）。 

WG 報告書第1 号においては、地球温暖化において重点的な取組みが求められている課題のうち、特に炭素循

環（陸域・海洋・大気）および影響評価の2つの項目について、「データ標準化の促進」、「データ流通の促進」、

「観測施設等の相互利用の促進」、ならびに「時空間的観測空白の改善および観測項目の充実」の観点から検討

を行った結果について取りまとめられている。 

WG 報告書第1 号は、文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会地球観測推進部会（以下、推進

部会）に正式資料として提出され、推進部会等における各種の検討に際して、その基礎的な資料として活用され

ている。また、事務局においては、報告書に述べられている連携に関する要望等に基づいて、2008年（平成20

年）より連携施策について検討を開始し、2009年（平成21年）以降、具体的な連携施策の構築を進めている。 

2009年度（平成21年度）においては、地球温暖化において重点的な取組みが求められている分野で、WG報告

書第1号では取り扱わなかった、雲・エアロゾル・放射ならびに対流圏オゾンに関する観測、およびWG報告書

第1号では概括的に取り扱った、温暖化影響評価に関する観測についてWGで検討を行い、WG報告書第2号を作

成することとなった。 

このため、関連する分野の研究者の方々にご参加いただき、新たなWGを発足させ（巻末委員一覧参照）、さら

に多数の執筆協力者（巻末執筆協力者一覧参照）にもご参加頂き、数次の会合、さらには地球観測推進委員会（温

暖化分野）（以下、推進委員会）との合同会合等を経て本報告書が作成された。 

 

2 報告書の目的 
本報告書の目的は、地球温暖化の研究等において重点的な取組みが求められている、雲・エアロゾル・放射な

らびに対流圏オゾンに関する観測、および、今後ますます重要性が増す温暖化影響評価に係わる観測について、

統合された地球温暖化観測システムを構築するために必要不可欠な項目に関して、その現状、課題および今後の

展望を明らかにし、推進部会ならびに関係府省・機関における今後の施策等の検討に資することを目的としてい

る。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書（以下、IPCC-AR4: IPCC, 2007）でも指摘されてい

るように、観測された温暖化とその影響との関係について、より広範囲かつより確信度の高い評価が可能となっ

てきており、観測された変化とモデル化された変化の整合性から、人類起源の温暖化が多くの物理・生物システ

ムに対して識別可能な影響をすでに及ぼしている可能性が高いと述べられている。このことから、影響を受ける

多くの個別の要素を統合することにより、より確実に影響評価を行うことが可能になるものと考えられる。 

このため本報告書では、上述の観測分野について、特に、連携拠点の設置によって進展が期待される、①「デ

ータ標準化の促進」、②「データ流通の促進」、③「観測施設等の相互利用の促進」、④「時空間的観測空白の改

善および観測項目の充実」の各項目を実現する方策について、機関間・分野間連携および長期継続観測の視点か

ら検討を行っている。 

 

3 報告事項の選定 
IPCC-AR4 においても指摘されているように、地球温暖化を解明するためには、雲・エアロゾル、ならびに大

気放射に関する観測が非常に重要であることから、今回の報告書において集中的に検討を行うこととした。また、
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あわせて、対流圏オゾンに関する観測についても検討を行うこととした。さらに、影響評価に係わる観測項目に

ついては、社会的に重要な影響を与える水循環分野、ならびに温暖化の影響が顕著に現れる脆弱な地域等での観

測項目に絞って、検討を行うこととし、さらに、影響検出・影響予測に係わる社会・経済データの整備・共有の

促進についても触れることとした。 

本報告書に記述されている具体的な各項目は、推進委員会委員ならびにWG委員および関係府省・機関から提

示された事項等から、推進委員会およびWGでの検討を経て選定されたものである。 

なお、本報告書の作成にあたっては、今後の連携施策等の検討に資することを目的としていることから、必ず

しも各事項について網羅的なレビューは行っていない。 

 

4 報告書の構成 
本報告書は5部から構成される。まず、第Ⅰ部において、本報告書の作成の経緯、目的、事項の選定、報告書

の構成等が説明されている。第Ⅱ部「地球温暖化に関する観測」を構成する第1章と第2章では、雲・エアロゾ

ル・放射ならびに対流圏オゾンに関する観測を取り扱う。第Ⅲ部「温暖化影響評価に関する観測」では、第 3

章において「水循環分野」、第4章において「雪氷分野」、第5章において「生態系分野」、第6章において「社

会経済データに関する取組み」を取り扱っている。第Ⅳ部「地球温暖化観測に関する横断的課題」では、統合的

な観測に不可欠である衛星観測を取り扱っており、第7章「地上観測と衛星観測の統合に関する課題」となって

いる。さらに第Ⅴ部「まとめ」においては、それまでの各章で述べられた観測について、第8章において「課題

と展望」を示すとともに、第9章において「優先的に取り組むべき課題」を示している。 

（事務局） 
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第Ⅱ部 地球温暖化に関する観測 

第1章 雲・エアロゾル・放射に関する観測 

1.1 はじめに 
1.1.1 科学的背景 

 地球温暖化問題は、現在、人類が直面している様々な問題の中で最も重要かつ複雑なものの1つである。それ

は、この問題が単に自然科学の分野だけでなく、社会経済学、さらには哲学や倫理学のような人文科学の分野に

も関係するからである。様々な学問分野や文化、経済力、政治体制の異なる国家や地域と密接に関係するがゆえ

に地球温暖化問題の捉え方は多様であり、その対策は容易ではない。 

 このような状況においても、最近の気候変動の科学の進展や、国際的な政治経済の分野における努力により、

地球温暖化問題は、化石燃料の消費や土地利用の改変などの人間活動がグローバルスケールの気候変動に影響を

及ぼし、その結果、農業や経済、さらには日々の生活など広範囲の人間活動にフィードバックされる問題である

という認識はかなりコンセンサスを得るようになってきた。 

 気候変動の科学に関わる研究においては、気候変動のメカニズムを理解し、将来予測の確度を向上させること

が急務である。気候システムの中で、エアロゾルと雲は放射収支・水循環と密接に関係しており、最も重要な要

素であると同時に不確定要素の最たるものの1つでもある。 

 人為起源のエアロゾルは、温室効果ガスと同様に石炭を中心とする化石燃料の燃焼により排出される硫酸や硫

酸塩のほか、森林伐採や焼き畑などバイオマス燃焼によるブラックカーボン（BC）、間接的には砂漠化による土

壌エアロゾルの増加など多岐にわたっている。これらのエアロゾルの多くは自然起源でも発生するので、その区

別が容易でないことが地球温暖化問題をさらに複雑にしている。 

 エアロゾルの増加は、太陽放射を散乱して地球のアルべドを増加させる直接効果、逆にBCなど光吸収の強い

粒子が太陽放射を吸収して雲を減少させる準直接効果、あるいは雲凝結核として機能することにより雲のアルベ

ドを増加させる第一種間接効果、そして雲凝結核としての機能が水循環に影響する第二種間接効果として、気候

変動に影響を及ぼす（IPCC, 2007）。エアロゾルが気候に及ぼす影響の様々なメカニズムが解明されつつあるが、

気候変動の科学はすぐれて定量的なものである点に注意しなければならない。 

 エアロゾルの直接効果に関係するパラメーターは、光学的厚さ・一次散乱アルベドであるが、これらのパラメ

ーターはエアロゾルの粒径分布と複素屈折率によって決まる。また、大気中の加熱・冷却の鉛直分布を評価する

ためには、これらの鉛直分布も必要となる。さらに、エアロゾルの光学特性、特に一次散乱アルベドが大気－地

表系の放射収支に及ぼす影響を推定する場合には、地表面アルベドも考慮する必要がある。すなわち、ある程度

光を吸収するエアロゾルを考えた場合、アルベドの小さい海面上に分布する場合とアルベドの大きい雪氷面上に

分布する場合では大気上端におけるアルベドへの影響は逆になる。 

 他方、エアロゾルの間接効果の評価はより複雑である。エアロゾルが雲凝結核になることは100年以上も前か

ら知られていることであり、雲凝結核が例えば硫酸のような純粋な物質から構成されている場合には理論計算が

容易で、周りの湿度（過飽和度）と粒子の大きさによって雲粒が成長するのか蒸発するのかということが決まる。

これは教科書に載っている話である。ところが、現実のエアロゾルは様々な化学組成のエアロゾルが外部混合し

ていたり、またはくっついていたり（内部混合）するために、理論計算による定量的評価は極めて困難で、従っ

て観測が不可欠になる。例えば、0.3％の過飽和度で凝結するエアロゾル粒子が0.2％の過飽和度で凝結するエ

アロゾルと混在した場合、前者のエアロゾルは雲凝結核としてはあまり働かないということになる。ところが、

逆に0.4％の過飽和度で凝結するエアロゾルと混合していれば、十分雲凝結核として機能することになる。土壌

粒子やBC粒子は氷晶核として機能することが知られているが、その雲に及ぼす影響は定量的には解明されてい

ない。最近ではこれらの粒子に硫酸や硫酸塩などの親水性の物質が付着することにより、雲凝結核として機能す

ることが明らかになってきた。また、同じだけエアロゾル濃度が増加しても、すでに大気汚染の激しい、従って

雲凝結核濃度が高い地域における影響と、大陸から離れた清浄な地域における影響では、その効果が大きく違っ

てくる（Rosenfeld et al., 2008）。 

 以上のようなエアロゾルの直接効果・間接効果を気候システム全体の中で考える際に、温室効果ガスと比べて

エアロゾルと雲の時空間変動が極めて大きいという点に注意する必要がある。エアロゾルの生成・消滅のメカニ

ズムは複雑で、大気中の滞留時間はおおむね一週間程度と推定されている。従って、エアロゾルの放射強制力を

評価する場合、全球平均値の議論では極めて不十分である。特に東アジア・東南アジアのエアロゾルは土壌粒子・
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工業起源粒子・バイオマス燃焼起源粒子・海塩粒子などが複雑に混合して変動しており、エアロゾル濃度や光学

特性の定量的評価も不十分であると言わざるを得ない。その結果、地球大気－地表面系の放射収支、ひいてはエ

ネルギー収支もいまだ解明されているとは言えない。例えば大気－地表系のエネルギー収支は、教科書にも記載

されているため、すでによく知られているかのような印象を与えるが、実際のところはよくわかっていない。最

近になって放射収支を高精度で観測する衛星データが得られるようになったこともあり、その値は改訂されてい

る（Trenberth et al., 2009）。一例を挙げると、大気による太陽放射エネルギーの吸収は全球年平均値で、気

候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書（IPCC-AR4）において68W/㎡であったものが最新の値では78W/

㎡となっている。これに対して、地球温暖化問題においては、0.数～数W/㎡の放射強制力が議論されている。

従って、放射強制力の評価を考える際に今一度、我々は基本的なことをどこまで把握しているのかということを

再検討する必要もあろう。 

 近年、エアロゾルの太陽放射への影響の例として、日射量（地表面での下向き短波放射フラックス）の長期変

動が議論されている。すなわち、様々な地域における日射量の観測は1957/58年の国際地球観測年(IGY)を契機

として開始されたが、その後1980年代後半から1990年頃まで日射量の長期減少傾向が見られた。ところが、そ

の後は、アフリカやインドなど一部の地域を除き、日射量はおおむね増加に転じている。これはGDB (Global 

Dimming and Brightening)と呼ばれている。その値は、例えば減少率では数W/㎡ /decadeであり、無視し得な

いものである。これだけの変化があれば、当然、地表気温にも影響を及ぼすことが予想される。ところが、気候

モデルは、観測された気温はほぼ再現しているものの、この日射量の長期変動をほとんど説明できていない。GDB

のメカニズムの解明は現在進行中であるが、エアロゾルの直接効果と間接効果の組合せで説明できる可能性があ

ることが指摘されている（Wild, 2009）。 

 ところで、二酸化炭素やメタンなどの長寿命温室効果ガスと比べて、対流圏オゾンなどの短寿命ガスはエアロ

ゾルと同様に時空間変動が大きい。従って、その研究においては長寿命の温室効果ガスとは同様に扱うことが難

しい。また、最近では、オゾンに加えて亜硫酸ガスなどのエアロゾル前駆気体やエアロゾルそのものなども含め

て、人間活動に伴うローカルな大気汚染と気候変動の関係を調べる重要性が強まっており、国際的な研究の枠組

みの構築も進められている（Ramanathan et al., 2007）。 

 

1.1.2 観測の現状 

 エアロゾルの地上観測に関しては、以前から世界各地の気象官署において視程観測が実施されてきた。また、

直達日射計を用いた大気混濁度の観測も長年にわたって実施されている。その後、サンフォトメーターによるエ

アロゾルの波長別光学的厚さの観測が進められ、現在では、例えばアメリカ航空宇宙局(NASA)による大気エアロ

ゾル観測ネットワーク(AERONET)の構築よってサン・スカイラジオメーターの観測網が展開されるに至った

（Holben et al., 1998）。現在では世界中に300以上の観測点を展開している。 

 我が国においても、SKYNETと称する独自のスカイラジオメーターの観測網が、アジアも含めて展開されてい

るほか、ミー散乱ライダーの観測網もある。スカイラジオメーターとライダー観測の組合せにより、エアロゾル

の粒径分布と鉛直分布の相補的な観測が可能となった。さらに最近では、沖縄県辺戸岬や長崎県福江島のように

SKYNETのいくつかの観測サイトで、雲・エアロゾル・放射の総合的かつ継続的な観測が実施されている。これ

らの総合観測サイトは黄砂などの集中観測にも用いられ、エアロゾルに関する光学特性と化学特性の同時観測が

行われるようになってきた。 

 エアロゾルの観測に比べて雲の地上観測は困難な点が多い。雲は通常地面には接していないので、地上からの

観測は基本的にマイクロ波放射計やライダー・レーダーを用いたリモートセンシング観測が主流となる。また、

可視・近赤外域の放射計による観測や、全天カメラによる雲状況の把握も自動的に行われている。雲はエアロゾ

ルに比べて時空間変動がさらに大きく、放射計算と観測データを比較して雲微物理量を求める際に、平行平板状

の大気モデルを仮定できない場合も多い。また、レーダーやライダーなどの能動型センサーは放射計に比べて絶

対値の較正が難しい。従って定量的なリモートセンシグにはいまだ課題も多い。 

 雲・エアロゾル・放射に関する衛星観測は、気候変動の研究に用いることが可能なレベルですでに20年以上

の実績がある。エアロゾルに関しては全球エアロゾル気候計画(GACP: Global Aerosol Climatology Project)

が、また雲に関しては国際衛星雲気候計画(ISCCP)が長期データのアーカイブ・解析を行っている（Geogdzhayev 

et al., 2005; Rossow and Schiffer, 1999）。エアロゾルの衛星観測においては、ある仮定の下におおまかな粒

径分布や化学組成の判別も可能になりつつある。また、雲に関しては、光学的厚さや鉛直積算雲水量・雲粒有効
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半径が定常的に求められるようになり、水と氷の区別もできるようになっている。さらに近年では、衛星搭載能

動型センサー（ライダー・レーダー）による観測から、グローバルスケールで雲とエアロゾルの実際の鉛直分布

が明らかにされるようになるとともに、衛星搭載放射計による観測と併せて、より定量的な解析が行われつつあ

る。その結果、これを基に放射収支の評価も3次元でできるようになりつつある。 

 以上のように地上観測や衛星観測は大きく進展したが、それぞれ観測可能な時空間スケールには特徴・限界が

あり、従って、これらの観測データをより活かすためには、当然のことながら比較検証、データの相補的な利用

が重要となる。近年においては、新しい能動型センサーに加えて従来型の各種放射計を用いた衛星観測と地上観

測をどのように組み合わせるのかということが重要な課題の1つになっている。他方、エアロゾルと雲を再現す

る数値シミュレーションも格段に進歩したが、上記の各種観測結果はモデルの計算結果を単に比較検証するだけ

なく、各種モデルを用いた解析やデータ同化が行われつつある。 

 最後に、航空機や船舶を用いた観測について簡単に触れておく。欧米の動向に合わせるように、我が国では中

層大気国際共同観測計画(MAP:Middle Atmosphere Program)や世界気候研究計画(WCRP)の枠組みの中で、雲・エ

アロゾル・放射の航空機観測が1980年代半ばから10年間程度積極的に行われた。その結果、例えば火山噴火に

よる成層圏エアロゾルの変動や雲の太陽放射の異常吸収の解明に関する研究に貢献した。しかしながら、その後

はそれほど進展していない。また、二酸化炭素やメタンなどの長寿命温室効果ガスの航空機観測は長期にわたり

実施されているが、短寿命気体の航空機観測は頻繁には行われていない。他方、船舶を用いた観測は、観測船「み

らい」に搭載されたライダー・スカイラジオメーター・雲レーダーによる雲・エアロゾルの観測が断続的に行わ

れている。これらのデータについても、地上観測と同様に、各種モデルや衛星観測の解析結果も併せて総合的な

解析を行うようになっている。 

 以上の科学的背景と観測の現状を踏まえ、第1章においては、雲・エアロゾル・放射に関する観測のレビュー

と我が国の特徴を活かした今後のこの分野における観測研究の在り方を取りまとめる。 

（早坂） 

 

1.2 データ標準化およびデータ流通の促進 
1.2.1 放射観測 

(1) 必要性  

放射収支は地球の気候を決定するうえで基本的な要素の1つである。1950年代後半から定量的に測定がなさ

れるようになり、1990年頃まで多くの文献で地上での下向き短波放射量が減少傾向（dimming）にあることが示

されていたが、その後基準地上放射観測網(BSRN)による観測が展開され、1990年代以降増加傾向（brightening）

になっている（Wild et al., 2005）。この傾向と対応し、地表面の気温の上昇率・日変化の振幅の変化傾向が

変わっていることが指摘されているが、IPCC-AR4で使われたモデルでは短波放射量は再現されていない（Wild, 

2009）。 

 このように継続的な観測を行うことで地球の放射収支の現状を知ると同時に、エアロゾルや雲などほかの観測

と併せて解析することにより放射量の変化が何によって引き起こされているのかを知ることができる。従って、

正確な放射観測を今後も継続していくことが是非とも必要である。ひいては、このことが気候システムの理解や

気候変動モデルの改善につながり、より良い予測を可能にする。 

(2) 現状 

ここでは、観測項目、既存の観測網、日射計・赤外放射計の較正、その他の測器の現状の順に述べる。雲・エ

アロゾル・放射の地上観測網に関わる放射の観測は、放射収支の測定と、観測される様々な種類の放射から雲・

エアロゾルの物理・化学特性を推定するための測定がある。また、太陽や大気からの放射ではなく、レーザーや

ランプ等を光源として、雲やエアロゾルの物理・化学特性を現場で直接測定するための観測が行われており、本

節においてはこれらの測定についても述べることにする。 

① 観測項目 

 現在、地上での放射観測として測定されている項目には以下のものがある。受動型の放射観測として、広帯域

の上下向き赤外放射フラックス、狭帯域の上・下赤外放射輝度（輝度温度）（10μm帯）、連続スペクトル下向

き赤外放射輝度、広帯域の上・下向き可視・近赤外散乱日射フラックス、広帯域の可視・近赤外直達日射フラッ

クス、狭帯域の可視・近赤外散乱日射輝度分布、狭帯域の可視・近赤外直達日射フラックス、連続スペクトル可

視・近赤外散乱日射フラックス、連続スペクトル可視・近赤外直達日射、連続スペクトル可視・近赤外散乱日射
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輝度分布、マイクロ波放射などがある。 

 エアロゾルの微物理・化学特性としては、エアロゾル量（質量・体積）・数密度・粒径分布・成分（BCを含

む）・混合状態、・状・吸湿特性、雲核（CCN:Cloud Condensation Nuclei）などがある。エアロゾルの光学・

放射特性については、光吸収・散乱・消散係数（多波長）、一次散乱アルベド（多波長）、光学的厚さ（多波長）

などがある。雲の特性としては、雲頂・雲底高度、雲量、雲の光学的厚さ、雲水量、雲氷量、雲の相（水・氷・

混合）などがある。これらと同時に、大気状態の把握のため、気温（鉛直分布）、湿度（鉛直分布）、気圧、風

向・風速、降水量なども測定されている。 

 データ標準化、流通の促進には、多くの観測点で共通のデータを取得することが望ましいが、上記のすべてを

測定している観測点は、後述の大気放射観測計画(ARM)の観測サイトぐらいしかないのが現状である。また、そ

れぞれの項目を測定するための測器も多種多様にあり、精度も異なる。 

② 既存の観測網 

 現在、放射に関係した観測網・観測研究計画として、BSRN・SKYNET、・AERONET・ARMなどがある。このほ

か、世界気象機関（WMO）の枠組みによる観測網もあるが、これは1.2.3で記述する。 

BSRNは、WCRP・全球エネルギー・水循環観測計画(GEWEX)1のプロジェクトの1つであり、もともとは衛星観

測による地表面放射の推定の検証のために計画されたが、現在は気候変化に関係する地球表面での放射場の変動

を検出することを目的としている。このため地表面での放射フラックスの測定に重点が置かれている。また、観

測点は、気候を代表する地点をカバーするようになっているが、精度を重視するためそれほど多くの観測点はな

く現在約40点の観測点からなっている。BSRNの観測は、BSRN Operations Manual（Version 2.1）（McArthur, 

2004)に、測定の仕方・設置場所・保守の仕方・較正の仕方について、こと細かく記述されている。現状では、

BSRNの手順に従うことで最も精度良く放射フラックスの観測を継続することができる。 

 AERONETは、放射収支に影響を与えるエアロゾルの特性を地上からリモートセンシングで測定するためのNASA

によって管理されている観測網である。観測網へは個人の研究者・研究機関・気象業務機関も参加可能であるが、

データの管理はNASAが一元的に行っている。使われている測器はCimel社のサンフォトメーターである。この

サンフォトメーターは太陽直達光の減衰量だけでなく、天空の輝度も測定する。AERONETからの成果物は、光学

的厚さ・解析値（一次散乱アルベド・粒径分布など）・可降水量である。成果物は、処理法によりデータのレベ

ルを示して提供されている。サンフォトメーターの較正は、マウナ・ロア観測所(MLO)で較正された機器を準器

としてNASA/GSFC（Goddard Space Flight Center）で比較較正される。較正は、6～12ヶ月ごとに行われる。準

器の較正は2～3ヶ月おきに、MLOでLangley 法でなされる。放射輝度の較正は、較正された積分球を使ってNASA 

Goddard Calibration Facilityで6～12ヶ月ごとになされる。 

 SKYNETは、雲・エアロゾル・放射の相互作用を解明することを目的にした日本の観測網である。観測サイト

は、スカイラジオメーター・日射計・赤外放射計からなる基本観測点と、さらに直達日射計、マイクロ波放射計、

ライダー、全天カメラ、エアロゾル散乱・吸収率計、気象要素観測測器が整備されたスーパーサイトからなって

いる。これ以外にスカイラジオメーターの所有者からデータの提供を受けている観測点もある。SKYNETの観測

点は、主に東アジア域に展開されている。スーパーサイトのデータは千葉大学環境リモートセンシングセンター

に集約されデータ処理されている。スカイラジオメーターの解析データは、AERONETに準じた処理レベルで管理

されている。較正は、スーパーサイトに関しては手順を定めて実施している。直達日射計・全天日射計につい

ては、WMOの枠組みにより維持されている気象庁が保有する国家準器と比較（検定）を行ったものをSKYNET

準器としている。赤外放射計は、WMOの世界放射センター(WRC)の準器と比較したものをSKYNET準器としてい

る。スカイラジオメーター・サンフォトメーターは、MLOでLangley法による較正を行ったものをSKYNET準

器としている。それぞれの測器は、これらの準器と気象研究所または各観測サイトで1年に一度比較観測を行

っている。 

ARMは、もともとは1980年代のICRCCM（Intercomparison of Radiation Codes in Climate Models ）から始

まり、SPECTRE (Spectral Radiance Experiment) を経て1989年にアメリカエネルギー省（DOE)の支援を受けて

始まった巨大なプロジェクトである(2009年度予算で＄55M、このうち研究費が約＄14Mである)。ARMの目的は、

雲と放射の過程の相互作用に関係した基礎的物理過程の科学的な理解を深めることである。このために地上での

連続観測・集中観測・データ解析・プロセスモデルの開発・領域モデルの開発・全球モデルのパラメタリゼーシ

                                            

1
 http://www.gewex.org（参照日：2010/02/16） 



 

 

 

7

ョンを行っている。主要な観測サイトは3か所あり、広い気候域をカバーするためにSGP（Southern Great Plains) 

site、North Slope of Alaska、Tropical Western Pacificが選ばれた。これに加えて、ARM Mobile Facility

と呼ばれる、固定観測サイトとほぼ同じ測器からなる観測システムが作られ、以下の地点に設置された（Point 

Reyes National Seashore：California(2005)・Niamey、Niger：West Africa(2006)・Black Forest：Germany(2007)・

Shouxian：China(2008)・Graciosa Island：Azores(2009～2010)）。放射計の較正は、SGPサイトに比較観測を

行うための施設がある。日射計は、WRCの絶対放射計群と比較された絶対放射計を用いて行われている。赤外放

射計は、BSRNに準拠した手順で、基準となる赤外放射計との比較観測と黒体の測定で行われている。 

 上記のように既存の観測網は、特定の項目に絞ったものから、大きな研究プロジェクトの下で行われているも

のまである。雲・エアロゾル・放射の観測網としては最低限、地球観測システム構築推進プランによるSKYNET

のスーパーサイトのような総合的な施設が必要である。 

③ 放射計の較正 

 データの標準化を図るうえでは、放射計の較正が重要になる。広帯域の全天日射計・直達日射計・赤外放射計

は下記のようになっている。 

 日射計は、WMOが行っている放射計の基準システム（較正体系）がある。WRCで維持されている絶対放射器群

(7台）を基準（World Radiometric Reference)として、5年ごとに地区準機器の比較を行い、各地区ではこの地

区準器との比較観測から値を転写している。Working Standardとしても絶対放射計を使えない場合は、SKYNET

のように比較的安定で経年変化の小さい直達日射計をWorking Standardとして値を転写することになる。 

 赤外放射計は、2004年からWMOの枠組みの下、WRCで較正ができるようになっている。WRCでは4台の赤外

放射計（PIRが2台、CG-4が2台、太陽光遮蔽、通風有りで測定）を比較較正用に使用している。 

 赤外放射計の較正には空間走査型の絶対放射計と黒体が利用されるが、比較観測は、安定な晴天日の夜間に

しかできないなどの制約がある。 

④ 他の測器 

 マイクロ波放射計による地上観測は、放射に影響を与える水蒸気量・水蒸気量の分布・気温分布・雲水量に関

する情報を得ることができるので、観測項目として重要である。マイクロ波放射計を複数台用いて同一の雲を走

査して測定し、トモグラフィーの手法で雲水量の分布を推定する方法も開発されている。 

 能動型センサーは、鉛直・水平分布の情報を反射波を利用して得ることができる。ミリ波レーダーによって、

雲底・雲頂がわかり、また、反射率は、雲粒のサイズ・形状に依存しているので、雲の微物理特性の情報が得ら

れる。 

 地表付近に限られるが、エアロゾルの光学特性を測定し監視することは、直接エアロゾル光学特性の変動とそ

の放射フラックスへの影響を評価できるので、放射観測と併せて実施されている。SKYNETではネフェロメータ

ーによる散乱係数の測定、粒子吸収率測定器(PSAP)による吸収係数の測定が行われているが、ネフェロメーター

は原理的に散乱光をすべて測定しているわけでないので過小評価する。また、PSAPのようなフィルター上に粒

子を採取して透過率を測定する方法では正確な測定が難しい、などの問題点がある。PSAPが透過光しか測定し

ていないのに対して、反射光を測定して吸収係数を推定する測器、マルチアングル吸光光度計（MAAP）も開発さ

れている。また、光音響法を用いる測器もあるが、揮発性物質を含んだり、液滴粒子では蒸発による潜熱が誤差

の原因となるなど、吸収係数を正確に測定できる測器はない。これらのエアロゾル吸収係数の測定からBC濃度

を推定する手法もあるが、フィルターサンプリングから燃焼温度を決めてElemental CarbonとOrganic Carbon

の濃度を推定するようなほかの手法と比較した結果からは、不確定性が大きいことが示唆されている。そもそも

BCに関しては厳密な定義づけが難しく、エアロゾルの中でも重要な位置を占めているにもかかわらずデータの

標準化は進んでいない。さらに、エアロゾル粒子は吸湿性がある場合、湿度によって大きさが変わるため、湿度

を制御した測定が必要であるが、現状では乾燥させて測定する程度である。 

 エアロゾルの粒径分布は、光散乱を利用した測器（光散乱式粒子計数器：OPC)が使われることが多いが、光散

乱強度は屈折率・粒子形状に依存するため定性的にしか使えない。また、通常は、0.3μm程度より大きな粒子

しか測定できない。光散乱を利用しない方法としては、TOF（Time of Flight）を利用する測器もあるが、測定

できる粒径範囲はOPCと同程度である。小さな粒径に対してはDMA（Differential Mobility Analyzer）が使用

される。DMAとCPC（Condensation Particle Counter）を組み合わせることによって10～500nmくらいまで測定

できる測器もある。雲粒の大きさまで含めて単一の測器で粒径分布を測定することができず、複数の測器が必要

である。 
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(3) 今後の展望 

 雲・エアロゾル・放射の地上観測では、放射収支の測定、放射に影響を与える要素の推定のための放射観測、

放射に影響を与える要素の直接測定やそれらの光学・放射特性の測定を行わなければならない。そのためには

SKYNET（地球観測システム構築推進プラン）のスーパーサイト程度の観測を行う必要がある。 

 放射フラックスを測定する測器の較正のうち日射計観測に関しては、気象庁がWMOの枠組みで維持している

地区準器から値づけられた国家準器による比較検定を定期的に行うことによって、国際的なトレーサビリティ

の確保ができる。 

 赤外放射計については、現時点で、WMOの枠組みで地区準器が確立しておらず、世界準器を保有するWRCで

比較較正を行って値づけを行う。 

 太陽直達分光日射計のMLO等における定期的な較正作業は、現在は各研究機関が各々の予算で行っているが、

今後は系統的な較正体制の確立を図る必要がある。精度の確保のためには、作業用準器も用意して最低3台程

度で運用する必要がある。また、比較観測による転写は、天候に作用され計画的な較正が難しい場合があるので、

光源を利用した方法の可能性も検討する必要がある。 

 日射観測・地球放射観測ともに、放射フラックスのみならず何がその放射フラックスを決定しているか知るこ

とが重要である。このためには、観測放射の解釈をし易くするために分光データの取得を行うべきである。また、

併せて分光データの較正手法についても確立する必要がある。また、マイクロ波放射計のように雲の特性の情報

を含む波長域の測定も同時に行うことが重要である。 

 エアロゾル散乱係数計、吸収係数計、消散係数計の精度のよい測定がなされていないが、放射過程の理解のた

めに正確な測定が必要である。また、これらの量は湿度に大きく依存するので、湿度を制御した下での測定が望

まれる。また、散乱の位相関数を含めた測定が必要である。 

 エアロゾル特性・雲物理特性は、直接測定においても放射観測からの推定においても複数の方法がある。それ

ぞれの測定は、長所・短所があるため総合的に判断するためには、同一種目を複数の機器で測定することが望ま

しい。スーパーサイトのように複数の機関が多種の測器を持ち込み、観測を行う観測点が望ましい。 

 多くの観測計画では、取得し解析したデータは、公開されている。また、世界気象機関全球大気監視（WMO/GAW）

の枠組みで世界放射データセンター（WRDC）が設置されており、気象業務機関のみならず研究観測によるデー

タも対象としているので、GAWのデータセンターへデータを提供することが望ましい。 

（内山） 

 

1.2.2  ライダー観測 

(1) 必要性・特徴 

ライダーはエアロゾルの高度分布を時間的に連続して測定できる極めて有用な測器である。多波長の後方散乱

や偏光解消度、さらにラマン散乱やレイリー散乱を利用した消散係数の測定により、エアロゾルの詳細な光学特

性やエアロゾル種の推定が可能である。また、ライダーをネットワーク展開することにより、人為起源の大気汚

染性エアロゾルや森林火災の煙、ミネラルダストなどの領域規模・地球規模の立体的な動態を捉えることができ

る。適正に配置されたライダーネットワークによる時間的に連続した高度分布データは、例えばエアロゾルのデ

ータ同化の観点からも、地上の放射計のネットワークや衛星観測からは得られないユニークかつ重要な情報を与

える。 

(2) 現状と課題 

エアロゾル観測を目的とするライダーネットワークは、現在、世界各地域で展開されている。東アジアのADNet 

（Asian Dust Network）、ヨーロッパのEARLINET（European Aerosol Research Lidar Network to Establish an 

Aerosol Climatology） 2、旧ソビエト圏のCISLiNet（Commonwealth of Independent States Lidar Network）、

北アメリカ、南アメリカのネットワークなどである。また、NASAは、放射観測を目的とするマイクロパルスラ

イダーのネットワーク（MPLNET：Micropulse Lidar Network）を世界に展開している。 

 (独)国立環境研究所（NIES）を中心に運用している東アジアのネットワーク（NIES Lidar network/ADNet）で

は、黄砂と東アジアの大気汚染エアロゾルの動態解明を目的に、日本・韓国・中国・モンゴル・タイの計22地

点において2波長（1064nm・532nm）偏光（532nm）ライダーによる連続自動観測を行っている（Sugimoto et al., 

                                            
2 http://www.earlinet.org/（参照日：2009/12/14） 
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2006）。ネットワークのいくつかの地点は、SKYNETにも位置づけられている。測定データは、一部の地点を除い

てリアルタイムでNIESに転送され、自動で解析処理される。自動解析では偏光解消度のデータを用いて、非球

形粒子（黄砂）と球形エアロゾル（主に大気汚染性エアロゾル）の消散係数の鉛直分布を分離して推定する。解

析結果は、黄砂と大気汚染の動態解明研究や輸送モデルの同化の研究（Yumimoto et al., 2008; Uno et al., 2008; 

Hara et al., 2009）に用いられている。また、観測データのクイックルックと一部の解析結果はweb上で公開

している。 

 EARLINETは、ライダー研究グループのネットワークという趣が強く、多波長ラマンライダーのような高度な

ライダー装置（1064nm・532nm・355nmの後方散乱と532nm・355nmの消散係数を測定）が用いられている。しか

し、観測は週2回以上といった具合で、必ずしも連続観測は行われていない。EARLINETの主目的はエアロゾル

の気候学的研究で、多チャンネルのライダーデータを用いたエアロゾル光学特性の解析が行われている。

CISLiNetもEARLINETと近い考え方で運用されているようである。 

 MPLNETは、基本的には、AERONETの放射計の解析に高度分布情報を与えるという考えに基づくものと思われる。

ライダー装置（MPL）は1波長（523nm）で偏光解消度の測定機能も持たないが、自動連続観測が行われている。 

 最近、WMO/GAWのcontributing networkとして、既存のライダーネットワークを連携したGAWエアロゾルラ

イダー観測ネットワーク（GALION：GAW Aerosol Lidar Observation Network）が承認された（Bösenberg et al., 

2007）。上に挙げたネットワークは、いずれもGALIONへ参加する計画である。今後、GALIONでデータの標準化

の議論が行われることになるが、考え方の異なるネットワークのネットワークであるので困難も予想される。今

後の地球規模のエアロゾル研究の重要な方向の1つはデータ同化であるが、そのためには観測データの解析は、

モデルの持つエアロゾル光学モデルと整合した手法で行われることが望ましい。従って、観測ネットワークから

は、距離補正信号など、生データに近い形でデータを提供することが必要である。これは、放射計などとの複合

解析の観点からも必要である。いずれにしても、GALIONにおけるデータの標準化は重要な課題である。 

(3) 今後の展望 

 地球規模のエアロゾル観測において、高度分布情報を与える観測として、地上ライダーネットワークと衛星搭

載ライダーの両方が重要である。地上ライダーネットワークでは、例えばデータ同化の観点から考えて有効な地

点配置で、有用なパラメーターを高い精度で測定することが求められる。当面、GALIONの活動に期待されるが、

中国や南半球の空白域の改善も望まれる。中国については、法律上の問題のためデータが得られない状況である

が、ライダー観測分野の研究者は育っており、中国が独自にライダーネットワークを構築してGALIONに参加す

ることが期待される。また、ライダー装置の観点からは、既存のライダーの高精度化とともに、消散係数プロフ

ァイルを昼夜を問わず高感度で測定できる高スペクトル分解ライダー方式の多波長ライダーの実現が期待され

る。 

(杉本) 

 

1.2.3 全球大気監視(GAW)計画 

(1) GAW計画の概要・枠組み 

WMOでは、地球環境に関する現状および変化を科学的見地から正確に把握するため、GAW計画の下、全球的で

統一的な組織的観測を推進している。GAWは、全球気候観測システム（GCOS）の大気化学成分の観測を担当する

ことによって、気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）に定められた研究および組織的観測を支援してい

る。また、統合地球観測戦略（IGOS）の大気化学に関するテーマ、統合地球大気化学観測（IGACO: Integrated Global 

Atmospheric Chemistry Observations）に沿うことを実施方針としており、地上・航空機・衛星による観測や予

測モデルデータ同化等の活動を通じて、全球地球観測システム（GEOSS）に貢献している。 

GAWでは、主な科学的分野ごとに科学諮問部会（SAG）が設置されており、科学的・技術的な側面から分野ご

との活動について指導・助言している。観測データの品質および統一化を確保するため、観測要素や測器ごとに

観測基準およびこれを維持する中央較正施設（CCL）を定め、同基準に対するトレーサビリティの確保のための

世界較正センター（WCC）および地域較正センター（RCC）や、データ品質確保のための技術的活動を行う品質保

証科学センター（QA/SAC）を設置している。観測データは、世界データセンター（WDC）により保管・提供され

ている。GAWの観測所は、幅広い観測を実施する全球観測所、一部の観測項目についてGAWの基準に沿った観測
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を行う地域観測所などがあり、それらの位置や観測項目はGAW観測所情報システム（GAWSIS）3に掲載されてい

る。 

(2) エアロゾルに関する活動 

エアロゾルの観測は、エアロゾルに関する科学助言部会が指導・助言しており、多波長の光学的厚さ・大小粒

子の重量濃度・大小粒子の主要化学成分濃度・光吸収係数・多波長の光散乱係数をコア要素と定めている （WMO, 

2003）。2009年8月19日現在、世界で169か所がエアロゾルの観測所としてGAWSISに掲載されており、観測デ

ータはイタリアにあるヨーロッパ合同研究センターが運営するエアロゾル世界データセンター（WDCA）4に報告

されることになっている（なお、WDCAは近くノルウェー大気研究所（NILU）に移転する予定）。2009年8月19

日現在、WDCAでは、世界で15か所（綾里・南鳥島・与那国島を含む）での光学的厚さ、14か所での光散乱係数、

11か所での光吸収係数、62か所での化学成分などの観測データをそれぞれ公開している。 

GAWのエアロゾル観測の中で、精密フィルター放射計（PFR）による光学的厚さの観測ネットワーク（GAW-PFR）

の構築が進められている。2009年8月19日現在、同ネットワークの下で綾里を含む12か所のGAW観測所にお

いてPFRによる観測が行われており、スイスのダボスにある物理気象観測所（PMOD）が世界光学的厚さ研究較正

センター（WORCC）として、基準器の維持および各観測所で使用するPFRの較正を行っている。また、エアロゾ

ル鉛直分布の長期監視を目指すGALIONの構築に向けた取組みが進められている。 

2008～2015年までを対象としたGAW戦略計画（WMO, 2007）では、エアロゾルの観測に関し、観測手順の統一

化、観測ネットワークの設立、衛星・航空機・地上での観測の統合とともに、観測データの提出および利用の拡

大や準リアルタイムでのデータ交換が課題として挙げられており、実施戦略として、光学的厚さのデータの品質

保証・統合・提供・利用手順の作成、GALIONを通じた長期的かつ高品質のライダーネットワークの構築、デー

タセンターへのデータ提出の迅速化などが定められている。 

 このように、GAWでは、特にエアロゾルの光学的厚さおよび鉛直分布について、観測手順の統一化および観測

のネットワーク化に対する取組みが進められている。このうち最も取組みが進んでいる光学的厚さについては、

GAW-PFRにおいて較正センターを通じてデータが標準化され、品質管理されたデータがWDCAを通じて流通して

いる。その一方で、ヨーロッパにおけるエアロゾル化学成分データなど一部の地域および観測要素を除き、WDCA

において収集・公開されている観測データは、時間的・空間的にもかなり限定されたものにとどまっている。特

に我が国を含むアジア地域ではデータの流通が進んでいない。GAW観測ネットワークにおけるエアロゾル観測所

および観測項目の特定、観測基準に対するトレーサビリティの確保、観測期間全体にわたる観測データの流通、

ならびにほかの地域観測ネットワークとのデータ交換の促進が必要とされる。 

 今後、光学的厚さについては、観測データの流通および利用の拡大や準リアルタイムでのデータ交換を引き続

き促進し、世界規模でのプロダクトの作成やモデルでの利用が期待される。特にWORCCを中心とした較正・デー

タ品質管理体制のさらなる強化が必要とされる。また、鉛直分布について、GALIONを通じて、ライダー観測の

ネットワーク化および標準化、ならびに観測データ流通の促進が期待される。我が国のGAW観測所は、光学的厚

さ観測データのWDCAへの報告を継続するとともに、ライダー観測データの報告に向け関係機関と協力・調整す

る。また、GAWのエアロゾルデータの利用を促進するため、国内外のほかのネットワークと協力し、共同研究の

促進およびGAW関連活動の周知等が求められる。 

(3) 放射に関する活動 

放射の観測については、WMO加盟国による全球地上放射観測網（GSRN）において長期継続的な観測が行われて

いる。スイスのPMODがWMO世界放射センターとして、直達日射計の世界基準器群による世界放射基準を維持す

るとともに、5年ごとに各地区や各国の基準器を較正する国際日射比較を通じて観測スケールを各々の測器に伝

達している。我が国は、WMO第Ⅱ地区（アジア）放射センターに指名されており、第Ⅱ地区内の各国の国家基準

器と我が国の地区基準器の相互比較観測を実施し、地区内日射観測の精度維持に貢献している。放射に関する観

測データは、ロシアのサンクトペテルブルクにあるロシア水文気象局中央地球物理観測所が運営するWRDC5に報

告されている。GAW観測所については、29か所の放射観測データがWRDCから公開されている。 

 放射（日射）観測は、WMOではGAWのほか世界気象監視（WWW：World Weather Watch）計画が関係しており、

                                            
3 http://gaw.empa.ch/gawsis/（参照日：2009/08/09） 
4 http://wdca.jrc.ec.europa.eu/（参照日：2009/08/19） 

5 http://wrdc.mgo.rssi.ru/（参照日：2009/08/19） 
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組織横断的な科学助言グループの設立がGAW戦略計画の実施戦略の1つとして記述されている。また、GCOSを

構成する観測網の1つであるとともに、WCRPのGEWEXの下に設立されたBSRNと連携しており、WRDCから提供さ

れるデータのトレーサビリティの確保、利用者に配慮したデータ提供形態での協力などが掲げられている。 

 気象庁では、直達日射量の観測所を、2007年10月にそれまでの14か所から札幌、つくば（館野）、福岡、石

垣島の4か所に集約した。なお、2009年度中に、この4か所に南鳥島を加え、散乱日射量および赤外放射量も

観測するなど能力を向上させる予定である。このことにより、BSRNへの参加およびエアロゾル観測との連携を

強化し、さらにGAW計画に貢献することが期待される。 

 放射収支がGCOSの必須気候観測要素（Essential Climate Variables）の1つになっており、GCOSのそれぞ

れ大気組成および地表面放射収支測定を担当するGAWおよびBSRNが連携・協力してGCOSへの貢献を強化するこ

とが必要であり、特にこれらのネットワークの間でのデータ標準化およびデータ流通の促進が期待される。 

 また、放射（日射）観測について、WRDCで保管・提供されるデータの充実および利用性向上とともに、地上観

測と衛星観測の統合に向けた取組みが期待される。我が国においては、気象庁による観測データを引き続きWRDC

に提供するとともに、国内外のほかのネットワーク、特にBSRNとの連携・協力を強化することが必要である。

また、データ標準化のさらなる促進のため、WMO世界放射センターおよび地区放射センターにおける相互比較の

継続・強化が求められる。 

（須田） 

 

1.2.4 衛星観測 

(1) 衛星観測の有効性について 

地球温暖化研究における衛星観測は、いわば総合的な地球の健康診断に該当する。雲やエアロゾルは全球規模

で分布するため、それらの観測には広域を短時間インターバルで観測することができる地球観測衛星の活用が極

めて有効である。地球観測衛星の軌道には大きく分けて静止衛星（軌道高度36,000㎞。例：気象衛星「ひまわ

り」）と低軌道衛星（軌道高度350～1,500㎞程度。例：地球環境観測衛星「みどり」「みどりⅡ」）がある。「ひ

まわり」を代表とする静止軌道は赤道上を24時間で地球を周回する軌道である。地球の自転と同期した衛星軌

道であるため、観測領域は衛星が地球と正対する特定の大陸規模あるいは大洋規模の領域である（図1-1）。観

測領域が特定の場所に固定される代わりに30分ごと、1時間ごとのような「高頻度」観測が可能であり、雲や

エアロゾルの連続観測を行うことができる。一方、「みどりⅡ」のような低軌道衛星は、地球をおおよそ100分

で周回する軌道である。観測領域は常時変化するため全地球規模の観測が可能、かつ画像解像度などの点で有利

になるため、雲やエアロゾルの「高精度」観測に適している（図1-2）。 

衛星の軌道は、観測頻度・解像度・観測範囲などの要求項目に対して合理的かつ整合的な軌道が選ばれる。例

えば、低軌道衛星イメージャー型のセンサーを例にすると、陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）搭載の高性能

可視赤外放射計2型（AVNIR2）のように、狭い領域（観測幅70㎞）を高解像度（直下視10m）で観測するセン

サーと、地球観測プラットフォーム技術衛星「みどりⅡ」（ADEOS-Ⅱ）搭載のグローバル・イメージャ（GLI）の

ように、広い領域（観測幅1,600㎞）を中程度解像度（250m～1㎞）で観測するセンサーがある。AVNIR2は主に

陸域沿岸域の地域環境の把握や災害監視、GLIは全地球規模での地球物理量の把握とその変動にそれぞれ最適化

された結果の仕様である。以下の項目では、雲エアロゾル観測を念頭におき、衛星観測データの標準化と流通促

進について述べる。 

(2) 安定的な衛星計画とデータ流通の関係 

地球観測衛星計画の安定度や新規性はデータ流通の活性度と密接な関係がある。ここでは雲・エアロゾル観測

における、2つのデータ利用形態別に論じてみる。1つ目の利用形態は、事象、すなわち雲やエアロゾルの分布

や物理特性の長期観測である。このような観測においては、観測システム全体の信頼性が高く十分ながい期間、

例えば10年を超える長期にわたって安定的に供給される観測データが歓迎される。可視赤外イメージャーを例

にすると、1970年代の終盤から現在まで継続運用を行っているアメリカTIROS-N/NOAA衛星シリーズの改良型高

分解能可視赤外放射計（AVHRR） 6は、搭載チャンネル数こそ5～6と現在においては小規模であるが、数十年に

わたる連続的観測データの存在ゆえに、その利用例が非常に多くなっている。我が国においては、1996年、2002

年にそれぞれ打上げられた「みどり」「みどりⅡ」衛星、そしてこれらに続く地球環境変動観測ミッション（GCOM）

                                            
6 http://noaasis.noaa.gov/NOAASIS/ml/avhrr.html(参照日：2009/12/14) 
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の衛星による10年超規模での観測データのアーカイブ計画 7が、このような長期モニタリングに資する重要な

観測計画である。例えば、気候変動観測衛星（GCOM-C）に搭載される多波長光学放射計（SGLI）は、先に述べた

AVHRRセンサーの4倍に相当する約20波長を保有しており、観測項目や観測精度が飛躍的に高められているた

め、長期運用で得られたデータの価値は非常に大きい。このように、長期モニタリングに資する衛星データの流

通を促進するためには、まず長期安定的な運用が必須であり、さらにアクセシビリティやデータ定義の統一も含

めた積極的なデータ標準化を併せて進めるべきである。 

 2つ目の利用形態は、地球温暖化予測に不確定性をもたらしているプロセスの解明における衛星データの利用

である（「プロセス研究」）。例えば、IPCC-AR4が指摘しているように、エアロゾルと雲は、地球温暖化に対する

これらの応答メカニズムとプロセスの理解に大きな不確定性を持つために、温暖化予測における曖昧さを大きく

している主要因となっている。このようなプロセスの解明には主としてモデルによるシミュレーションが使用さ

れるが、そのモデルが実装する各種モデル（力学モデル・物理モデル）の妥当性を診断するために衛星データが

必要不可欠となる。例えば、エアロゾル粒子の発生・種類・個数濃度、雲粒子の成長から消滅にいたるプロセス

の解明には、これら微粒子の時空間変動を3次元的に捉えた観測データセットが必要となる。すなわち、プロセ

ス研究の観点からは、サイエンスのニーズに適合した新しいプロダクトの提供が、データ流通の活性度に影響す

ると言える。例えば、最近の衛星観測では、全球モデルでの衛星データ利用を想定し、可視赤外イメージャーや

マイクロ波放射計のような受動センサーによる2次元観測に、降雨レーダーや雲レーダーなどの能動センサーに

よる鉛直探査を加えた3次元観測システムが提案されている。我が国では、雲・エアロゾルの3次元構造を明ら

かにすることを目的とした「雲・エアロゾル・放射ミッション」（EarthCARE）（日欧共同ミッション）8という先

進技術の結晶である衛星観測システムが計画されている。本システムでは、雲粒のドップラー観測が世界で初め

て可能になるため、雲の発生から消滅過程の観測を通じたモデル改善への貢献が期待できる。以上のように、プ

ロセス研究に資する衛星観測データの流通を促進するためには、まずはデータ利用者のニーズにあったチャレン

ジングかつ新規性のある衛星計画から新しいデータセットが提供されることが重要である。 

(3) 雲エアロゾル衛星観測データの標準化の現状と展望 

日本では、東京大学気候システム研究センター・東北大学大気海洋変動観測研究センター・近畿大学理工学部・

東海大学情報技術センター・NIES・（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）などが緩やかな連携の下に、雲・エア

ロゾルの衛星観測データのアーカイブを行っている。これらのアーカイブの衛星データソースは、AVHRR・海色

海温走査放射計（OCTS）・GLI・表面反射偏光計（POLDER）・中分解能分光放射計（MODIS）などである。我が国で

は、2011年度を予定している水循環変動観測衛星（GCOM-W）の打上げを皮切りにGCOMプロジェクトがスタート

し、10年超規模の雲・エアロゾルの連続データが得られようとしており、データ標準化への早急な取組みが必

要となっている。そのような中で、国家基幹技術「海洋地球観測探査システム」の基幹要素整備の1つとして、

データ統合・解析システム(DIAS)における一元的なデータアーカイブへの準備が始まった 9。世界に目を向ける

と、1980年代から現在まで続いているISCCP10が整備するデータセットは、現在において世界中で最も多く使わ

れている雲の衛星観測データの1つである。ISCCPでは、NASA/GISS(Goddard Institute for Space Studies)、・

NASA/GSFC・NASA/LaRC(Langley Research Center)・アメリカ海洋大気庁（NOAA）・ウィスコンシン大学・コロラ

ド州立大学などのアメリカ合衆国の研究教育機関、ヨーロッパ気象衛星機関(EUMETSAT）・フランス気象局（Meteo

－France）などのヨーロッパの研究機関、日本からは気象庁がデータセットの作成に協力している。なお、雲や

エアロゾルのデータ解析手法は現在も改善作業が続いており、すなわち解析アルゴリズムが数年に一度程度の頻

度で更新されることに留意したい。エアロゾルの例でいえば、1990年代はエアロゾル種別を問わない物理量、

すなわちただ1組のエアロゾル光学的厚さと粒子サイズ指数のデータを算出していたが（Higurashi et al., 

2000）、2000年代中盤頃からはエアロゾルの種別判定へと発展しており（Higurashi and Nakajima 2002）、アー

カイブすべきプロダクトが細分化され増加している。雲の例では、2000年代前半までは単波長による雲粒子サ

イズの推定値であったが（Nakajima and Nakajima 1995）、2000年代中頃以降は多波長による雲粒子サイズの推

定が提案されており（Platnick et al., 2003; Nakajima et al., 2009 accepted）、これも算出プロダクトの増

                                            
7 http://suzaku.eorc.jaxa.jp/GCOM/index_j.html(参照日：2009/12/14) 
8 http://www.eorc.jaxa.jp/EARTHCARE/ja/index_j.html(参照日：2009/12/14) 
9 http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp/project.html(参照日：2009/12/14) 
10 http://isccp.giss.nasa.gov/(参照日：2009/12/14) 
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大をもたらしている。2000年代中頃からのCloudSat・ CALIPSO（The Cloud-Aerosol Lidar and Infrared 

Pathfinder Satellite Observation）などのアクティブセンサーの登場は、近い将来、観測データが2次元から

3次元データへ拡張されることを意味している（Stephens et al., 2008; Winker et al., 2007）。すなわち、

雲・エアロゾルデータの標準化を計画するうえでは、数年に一度程度発生し得る解析アルゴリズムの更新に伴う

精度向上やプロダクト項目の増加に備え、すべての観測データを全量再解析して格納するに耐え得るだけの冗長

システムが必要であることに留意すべきである。 

(4) データ検索取得手法およびプロダクトにおけるデータ標準化の現状と展望 

地球を包括的に観測するために、過去から現在まで、多くの衛星搭載センサーが打ち上げられ、それぞれが何

千何万という貴重な観測データファイルを生産してきた。これらの無数のファイルからユーザーの目的にかなう

データが含まれているファイルを特定し、そのファイルから目的の情報を取り出すのは、思いのほかストレスの

かかる作業である。データ流通促進においてはデータファイルへのアクセシビリティが留意すべき重要事項の1

つである。 

ユーザーが目的のファイルを特定する場合に指標とするのは、日付・時間・場所そしてデータ種別であろう。

しかし、これらの情報すべてをファイル名に含めるのは認識性の観点からも必ずしも適していない。そこで、フ

ァイル名を記号の羅列とし、その代わりにファイル検索システムが用意されることが多い。ファイル検索システ

ムは、ファイル名あるいはファイル内に書き込まれているメタ情報を頼りに、ユーザーが必要とするファイルを

同定する作業を担う。ファイル内部には多くの情報が含まれている。例えば可視赤外イメージャーが観測した輝

度データ（各観測チャンネルの明るさや反射率のデータ）の場合、ファイル内には各画素のデータのほかにも、

時刻情報・位置情報・センサー較正情報等、メタ情報と呼ばれる多くの情報が整理格納されている。以下に、現

状におけるデータ検索（取得）システムについて、そしてデータ形式の標準化の現状について記述する。なお、

この節では観測対象を雲・エアロゾルに限定せず、すべての衛星観測データに共通的な事項もある。 

① データ検索取得手法 

 データ検索／注文／取得の作業は衛星データの利用における最初の作業である。データ検索取得システムには

いくつか参考となるモデルが出来ているが、基本的には観測プロジェクトごとにシステムが設計されており、標

準化が進んでいるとは言い難い。標準化が進まない主な理由は、衛星データのユーザーには全地球規模における

数万シーンのうちの数シーンを利用するような小口ユーザーから、全地球規模の全シーンを利用する大口ユーザ

ーまで多岐にわたり、それぞれ適切なシステムが異なることが挙げられる。また、ユーザーが行う研究の性質に

よって、必要とするデータが観測領域重視であったり、時間軸重視であったりすることも事情を複雑にしている。

現状では、データ検索取得の方法には大きく分けて次の3ケースがある。まず、インターネットのWeb画面から、

日時・緯度経度（の範囲）・雲の有無、などを入力してデータカタログを検索し、注文を行う、いわゆるショッ

ピングカート方式（あるいはシーンオーダー方式）である。次に、ある特定の地域の観測データを連続的・継続

的に注文するスタンディングオーダー方式がある。最後は、巨大なファイル転送プロトコル（FTP: File Transfer 

Protocol）サーバにユーザーがログインし、該当データをダウンロードする方式（データプール方式）である。

ユーザーによるデータアクセシビリティを向上させるために、それぞれ様々な方法が考えられている。まずショ

ッピングカート方式であるが、これは比較的小規模なデータ取得に適した方法といえる。例えば、特定の日の特

定の場所の画像を数シーンだけ取得する場合、何万というファイルから該当ファイルを探し出す作業を、データ

提供側が用意したWebインターフェースと検索エンジンが代行してくれる。多くの場合、ユーザーが指定した日

時や場所などの検索項目の範囲に該当するデータファイルが絞り込まれ、候補がリストで提示される。ユーザー

は提示されたリストから必要なファイルにチェックしてオーダー操作を行う。多くの場合、データファイルはデ

ータ提供者が用意した一時的なデータストレージ領域に用意され、ユーザーはインターネット経由でダウンロー

ドするという方式であるが、DVD等への媒体による提供が用意されている場合もある。概して本方式で注文され

るデータ総量が小規模であることや（注文容量に上限が設けられている）、検索→受注→発送までの作業が完全

自動化されているため、事前登録のみ必要なMODISデータ提供システムのように、ユーザーアクセス制限がかな

り緩やかなシステムも見られる。次に述べるスタンディングオーダーは、比較的大規模なデータユーザーに適し

たオーダー方式である。ユーザーは、データ提供機関に対して、例えば日本の関東地方が観測範囲に含まれるフ

ァイルを長期にわたって連続注文したい、という要望を伝える。多くの場合、注文は紙の申込書をベースに行わ

れる。データ提供機関は、オーダーおよびデータ容量の規模を元に提供の可否を個別に決定する。提供するデー

タ総量が大規模になり、かつ注文の内容がユーザーごとに特化されるため、このオーダー方式が可能なユーザー
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は、例えばデータ提供機関との研究契約が締結された主要なユーザーに限定されるのが普通である。最後のデー

タプール方式は、小規模から大規模までに対応できる方法の1つである。ユーザー認証については、事前登録が

必要なものから、匿名認証を認めるところまで多様である。この方式では、観測データファイルは常に大規模デ

ータストレージシステム（FTPサーバ）上に展開されており、ユーザーはWebブラウザやコマンドラインのFTP

コマンドなどで同システムにアクセスし、クリック操作やコマンド操作によって目的のファイルを自分で探し出

してからダウンロードすることになる。多くの場合、データの取得日時や種別ごとにディレクトリ構造が設けら

れ、一定の知識があれば該当ファイルを短時間で探し出せるように工夫されているが、ディレクトリ名なども記

号の羅列であるから、やや上級者向けのデータ配布システムと言える。データプール方式では該当ディレクトリ

のファイルをまとめてダウンロードすることも容易であるから、全地球規模の解析を行う大規模ユーザーにも適

している。では、将来的に上記の3種類のデータ注文取得システムは統合し得るかという問題について検討して

みる。前述のように、データ注文取得方式は異なるユーザー像に最適化されたシステムであるから、いたずらな

統合はかえって不便をもたらす可能性があるので慎重を要する。DIASのような超巨大アーカイブを用いた一元

的なデータを管理は、複数の衛星観測プロジェクトを横断するような検索が可能になるため、例えば、衛星デー

タから推定された地球物理量をダウンロードするようなエンドユーザーには有効なシステムである。このような

ものはJAXAにおけるデータ検索取得システムでも部分的に実現されているので、これらのシステムをひな形と

して徐々に最適なスタイルに収斂してゆくと思われる。データ検索システムにおいて、ユーザーが最もストレス

を感じるのは、データ検索速度が相当に遅い場合、検索項目をどのように設定しても該当ファイルが1つも見つ

からないという場合である。前者は検索エンジンの高性能化により対応が可能である。後者については多くの場

合、プロジェクト初期やバージョン切り替え時期に見られる現象で、得られた観測データ全数に対して解析済提

供可能ファイル数が非常に少ない場合である。例えば、ファイル全量に対する解析済みファイルの比率を示すこ

とで検索行為を行う前に「確かにデータは存在する」ことをユーザーに知らしめるような工夫や、ある検索項目

を入力するごとに該当ファイル数が動的かつ瞬時に更新されるような、いわゆるインクリメント検索システムが

有効である。 

 衛星データの流通を考えるうえでの検討事項の1つに、データ提供を有償とするか無償とするかという議論が

ある。例えば、世界的に活用事例が多く、重要な研究成果が多数でているMODISのデータは無償であり、匿名で

のデータ取得も可能となっている。実際、MODISは研究教育のみならず新聞雑誌などメディアでの利用も非常に

多い。地球環境観測データは、利益を目的としない研究あるいは教育で使用されることが多いため、この種のア

クセシビリティについてデータ提供者とプロジェクト関係者は検討を行う価値があろう。もっとも、衛星センサ

ープロジェクトに主体的に貢献した研究者や技術者へのインセンティブの確保、そして衛星観測データの精度は

センサーの打上げ後の様々な調整を経て徐々に向上してくることを考慮し、ある程度の期間を経たデータから無

償提供対象にするという視点が必要であろう。 

② データ処理レベル 

 衛星観測データの処理レベルに関する標準化は比較的進んでいる。衛星観測データは処理レベルが進むに従っ

てLevel 0・1・2・3と分類されて呼ばれる（表1-1）。さらに細かく分類するために、1A・1Bのような分類がな

されることがある。一般的な分類では、Level 0はセンサーが出力した電気信号そのままの出力である。衛星か

ら地上基地に転送されたデータはLevel 0としてデータ格納される。次のレベルであるLevel 1Aは、Level 0

にセンサーの軌道上での状態パラメーター・観測時刻・幾何補正に必要な衛星姿勢データや、ラジオメトリック

補正に必要な較正データを関連情報として付加したデータである。Level 1Bは1Aに対して幾何補正とラジオメ

トリック補正を施した後のデータである。例えば、可視赤外イメージャーであれば、Level 1Bを適切に可視化

することで写真のような画像を得ることができる。Level 2は、Level 1Bを入力としてアルゴリズムを介して得

られた各種物理量である。雲エアロゾルの光学的厚さや粒子半径などのプロダクトはLevel 2である。Level3

は、Level 2に各種統計処理（マッピング・空間的平均・時間的平均）を施したものや、異なる種類のLevel 2

の結果から新たに生み出されたような複合的成果物である。それぞれのレベルデータの大雑把なユーザー像であ

るが、Level 0と1はセンサー開発技術者、Level 1Bは物理量推定アルゴリズムを開発するリモートセンシング

研究者や技術者、Level 2は地球物理量を使ってサイエンスを行う研究者である。なお、ユーザーへの便宜のた

めに、衛星輝度データあるいは地球物理量データを適切に可視化した確認画像（QuickLookと呼ばれる）がJPEG

やPNGフォーマットで別途用意されることがある。現在、地球観測分野でよく使われるデータフォーマットは

NetCDFとHDFである。どちらもファイル内に自分自身の情報が記述されている自己記述フォーマットであるた
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め、ファイルの取扱いに慣れることで、センサー輝度データ等のみならず、位置情報や時刻情報、そしてプロジ

ェクトに関するメタ情報なども含めた多くの情報を正確に読み出すことができる。FortranやCのような開発言

語、あるいはIDL（Interface Definition Language）やMATLAB（Matrix Laboratory）のような衛星リモートセ

ンシングでよく使われる開発環境には、ネットワーク共通データフォーマット（NetCDF: Network Common Data 

Form）や階層型データフォーマット（HDF: Hierarchical Data Format）ファイルに容易にアクセスするための

ライブラリーが用意されている。処理済みデータファイルにおける標準化で必要な改善事項がいくつかある。ま

ずは、ファイル内のどこかに書き込まれるデータ素性に関するメタ情報の統一的な取扱いである。HDFフォーマ

ットのような場合、これらメタ情報はタグと呼ばれる見出しを頼りに詳細な記述内容を読み出されるため、この

タグ見出しを標準化することによってメタ情報の読み出しが容易になる。次に物理量プロダクトの定義の問題が

ある。例えば、雲やエアロゾルの光学的厚さプロダクトには、その定義波長として0.5µm・0.55µm・0.66µmなど

が用いられ、衛星観測プロジェクトによって異なっている。現在のところ、定義波長を統一するという動きは見

られていないが、エンドユーザーの混乱を避けるためにも、基準の統一あるいはメタ情報への定義の記述を必須

とするなどの工夫が是非もと必要である。最後に、可視化ソフトウェアの充実がある。多くの衛星データは、数

値の羅列であり、しかも多くの場合はバイナリ形式となっており、人間が目で見て内容が判るものではない。HDF

には数種類のビューアーが無償で提供されており、簡素なレベルでの可視化は可能になっている。しかしながら、

可視化ソフトをもう少し発展させ、マッピングやチャンネル合成が簡単な操作で可能になるような工夫があれば、

衛星データ利用のハードルが低くなる。プログラミング言語を利用する場合でも、内部データの読み出しを記述

したルーチン群が提供されていれば、データユーザーの負担が大きく軽減される。データ提供機関はこのような

データアクセシビリティの向上にも留意すべきである。 

（中島（孝）） 

 

 

表1-1 衛星データのプロダクトレベル分類。 

 

レベル 特徴 主なユーザー 

Level 0 センサーの電気信号 センサー開発者 

Level 1A Level 0にセンサーの状態パラメーター、観

測時刻、姿勢データ、較正データが付加さ

れたもの 

センサー開発者 

Level 1B Level 1A に幾何補正とラジオメトリック補

正が施されたもの 

リモートセンシング研究者と技

術者 

Level 2 Level 1Bから算出された地球物理量 Level 2 の地球物理量を使って

サイエンスを行う研究者 Level 3 Level 2の統計処理、あるいは複数のLevel 

2から得られた複合成果物など 
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図1-1 ひまわり6号の熱チャンネル画像の例（2009年12月3日 東海大学TSIC受信）

（http://www.tric.u-tokai.ac.jp/tsic/jgmsglobe.html）。 

 

 

 

 

図1-2 みどりII搭載GLIセンサーによる1日分の観測範囲(JAXA提供)

（http://suzaku.eorc.jaxa.jp/GLI/cal/browse/index.html）。 
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1.3 観測施設等の相互利用の促進 

1.3.1 アジアの地表ステーションにおける観測強化 

(1) ABC計画 

① 我が国のスーパーサイトとSKYNET 

 エアロゾルは地域による違いが大きく、時空間分布も粒径や化学組成に大きく依存するため、観測によってデ

ータを蓄積することが不可欠である。特に、アジア域は、人為起源の硫酸塩・硝酸塩・有機エアロゾル、自然起

源の黄砂粒子・海塩粒子、バイオマス燃焼のBCなど、多様なエアロゾルが混在しているため、観測によって時空

間分布や化学組成情報を明らかにする必要がある。さらに、放射観測と同期し、エアロゾルの光学特性と物理特

性、化学組成情報を関連づける研究が必要である。近年では、衛星観測からもこれらの情報をある程度推定する

ことが可能になりつつあり、また、大気化学輸送モデルの発展も目覚ましいものがあるが、それらの手法の時空

間分解能の限界や、解析あるいは計算を行う際に仮定すべき点が依然として存在することなどを考えると、地上

における総合的な観測はほかの手法では代替できない重要な情報をもたらすといえる。 

アジア地域における地上観測網としてはSKYNET・AERONET・国連環境計画（UNEP）アジア褐色雲計画(ABC-Asia）・

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）などがある。その中でもUNEP ABC-Asiaは日本・韓国・中国・

インド・タイ・ネパール・モルディヴなどを含む各国が連携して、微粒子の気候や健康影響を評価するための基

礎的データ取得を目指し、長期観測データの蓄積を行っている。今後とも、経済発展の著しいアジア地域におい

て観測を継続することが必要である。 

② 辺戸ステーション 

国内の代表的なエアロゾル・放射観測施設としてNIES沖縄辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーション（辺戸ス

テーション）11がある。同ステーションはUNEPの国際プロジェクトであるABC－Asiaプロジェクトの拠点となる観

測ステーションとして位置づけられている。辺戸ステーションは、NIESアジア広域大気研究室の下で運営され、

2005年以来約4年間、国内の大学や研究機関の研究者の利用を促進し、エアロゾルの化学組成・物理的光学的性

質・放射関連の観測を継続している。通年の観測のほかに短期の集中観測も行い、例えば2008年・2009年の春季

には航空機観測と地上観測を同期し、エアロゾル・放射・雲の総合的な観測を行った。主な参加機関は、NIES

のアジア・大気・化学領域、千葉大学、大阪府立大学、東京農工大学、北海道大学、東京大学、琉球大学、（独）

産業技術総合研究所（AIST）、（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）、環境省などである。測定器の一覧を表1-2

に示した。 

長期的な安定運用のための課題としては、人材の育成・確保と運営費である。現在はNIESの中期計画に組み込

まれているが、5年ごとの見直しがあるため、人材や運営費が流動的であり長期的には不安定な要素となってい

る。 

③ 福江島ステーション 

長崎県福江島にもエアロゾル・放射観測施設があり、千葉大（もともとは総合地球環境学研究所と北海道大学）、

NIES・NIES／AIST・JAMSTECの4つの観測施設がある。こちらも近年観測機器が充実し、エアロゾルの化学組成・

物理的光学的性質・放射関連の観測を行っている。この施設は、それぞれの研究機関の独自の研究費で維持運営

されている。個別の研究費で独立に維持運営されているため、リスクは分散されているが、一体的運用ではない

ため、重複観測や個別事情で観測が中止になる可能性がある。また、定期的に観測機器や施設をメンテナンスす

る人材がいないため、不測の事態（停電等）の対応が困難である。 

④ SKYNETとその他の国内ステーション 

辺戸岬や福江島のような総合的な観測施設ではないが、スカイラジオメーターを中心に、ミー散乱ライダーや

日射計などほかの測器を組み合わせたエアロゾル・放射の観測サイトが日本国内に多数存在する。辺戸岬や福江

島の施設にこれらを加えた観測ネットワークをSKYNETと称して千葉大学や富山大学などが中心となって管理・運

営を行っている。このほか、国内には能登半島（金沢大学）や天草（熊本県立大学）などにも観測ステーション

があり、観測を行っている。 

⑤ 外国のステーション 

外国の施設としては上記UNEP ABC-Asia以外にSKYNET、AERONET、EANETなどがある。 

EANETは、日本の環境省が主導して、2001年1月よりアジア地域の10ヶ国が参加し、酸性物質の沈着をモニター

                                            
11 http://www.nies.go.jp/asia/hedomisaki/home-j.html(参照日：2009/12/14) 
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している。当初の参加国は中国・インドネシア・日本・マレーシア・モンゴル・フィリピン・韓国・ロシア（極

東地区）・タイ・ベトナムであった。その後2001年からカンボジアが、2002年からラオスが、2005年からミャン

マーが参加しており、現在は13ヶ国が参加している。 

EANETサイトでは、乾性沈着・湿性沈着物質の観測が行われており、エアロゾルの組成としてはフィルターパ

ック法により2週間に一度の頻度で、SO4
2-・NO3

-・Cl-・NH4
+・Na+・K・Mg2+・Ca2+の分析が行われている。結果はData 

Reportとして1年に一度データ集が発行されている（ADORC, 2008）。 

 現在、観測に携わることのできる人員が減少している。観測的研究への研究資金の投入とともに、長期モニタ

リングに対応した人材育成システム（長期観測の専門職職員の配置）などが望まれる。また行政側と協力して、

辺戸ステーションで行っているような、データ相互利用促進も望まれる。 

（高見） 

表1-2 辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーションの測定機器リスト。 

 

放射・雲特性の測定 化学組成分析測定 物理的／光学的特性の測定 

スカイラジオメーター 

直達日射計 

全天日射計 

赤外放射計 

マイクロ波放射計 

雲カメラ 

 

*雲レーダー 

 

 

エアロゾル質量分析計（AMS） 

粒子状有機・元素状炭素計(ECOC)  

全反応性窒素計(NOy) 

ナイトレート(粒子状NO3)モニター 

形態別水銀測定器 

フィルターサンプリング 

  (有機、無機、重金属、多環芳香族の

分析)  

降水中の重金属分析 

炭化水素計（GC） 

 

*飛行時間型レーザー蒸発エアロゾル質

量分析計(ToF-AMS)  

*炭化水素計（GC-MS),  

*ガス状アンモニア計  

ライダー 

光散乱式粒子計数器(OPC) 

TEOM 

ブラックカーボン測定 

   粒子吸収率測定器(PSAP) 

   エサロメーター 

   マルチアングル吸光光度計(MAAP)

  COSMOS 

ネフェロメーター 

MAX-DOAS 

 

*走査型粒子移動度測定器（SMPS） 

*雲凝結核計測器（CCN）  

*Tandem-DMA 

＊印は集中観測時のみ使用した測定器を示す。 

 

(2) 気象庁による観測 

気象庁では、サンフォトメーターによるエアロゾル光学的厚さの観測を綾里（岩手県大船渡市：大気環境観

測所）、南鳥島（東京都小笠原村：南鳥島気象観測所）および与那国島（沖縄県与那国町：与那国島特別地域

気象観測所）で、エアロゾルライダーによる高度約25㎞までのエアロゾル鉛直分布（散乱比・偏光解消度）

の観測を綾里で行っている。また、直達日射計を用いた直達日射量の観測を札幌（札幌市中央区：札幌管区気

象台）、つくば／館野（茨城県つくば市：高層気象台）、福岡（福岡市中央区：福岡管区気象台）および石垣

島（沖縄県石垣市：石垣島地方気象台）で行っている。 

 これらの観測所では、世界気象機関全球大気監視（WMO/GAW）計画およびBSRNなどの国際計画と連携して、

気象庁（高層気象台および気象研究所を含む）が長期継続観測および研究観測を行っている。 

 気象研究所ではまた、研究観測の一環として、南鳥島でスカイラジオメーター・全天日射計・赤外放射計・

ネフェロメーター（Radiance Research M903）・PSAP（Radiance Research）による観測を行い、SKYNETにも

貢献している。 

 南鳥島は、渡航や観測機器の輸送・保守・修理の困難さがあり、また、波のしぶきから観測機器を守るため

の防塩対策が必要ではあるものの、人為起源・大陸起源から十分に離れた観測点としての重要性を考えると、

できるだけ堅固で保守が必要ない測器を開発し、観測を継続できるよう工夫する必要がある。 

また、エアロゾルの光学特性観測をより正確に測定するためには、空気取り入れ配管まで含めた温湿度制御

を行った観測システムの開発も必要である。 

（内山・須田） 
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1.3.2 極域における観測強化（北極・南極） 

(1) 必要性 

グローバルな地球温暖化問題における極域の役割を解明するうえで、極域における観測は極めて重要である。

地球全体の放射エネルギー収支を見ると、低緯度域で日射エネルギーは過剰となり高緯度域において赤外放射の

射出により失われる。その際、極域での雲の振る舞いは放射エネルギー収支を左右する重要な要因となっている。

極域のエアロゾルは中低緯度に比べて極めて低濃度であることから、その直接効果は小さいことが予想されるが、

間接効果による雲の特性の変化や降水過程に及ぼす影響を考えるとその存在は無視できず、さらにその効果は両

極で大きく異なることも予想される。また、極域の高い地表面反射率（アルベド）は雲・エアロゾルの影響を増

幅する作用を持つため、極域では特に中低緯度と比較して精密なアルベド観測の重要性が高い。 

雲の観測ではリモートセンシングが主要な観測手法となる。これまで主流だった受動型センサーを搭載した衛

星観測による極域の雲の抽出は、海氷や氷床の高い日射反射率により極めて困難なことから、雲抽出アルゴリズ

ムの開発・改良にとって、極域での検証観測は欠かせないものであった。能動型センサーが主流となりつつある

今日でも、地上検証観測の重要性は変わらない。地球を構成する一領域として極域観測は不可欠であるにもかか

わらず、極域の観測サイトは少なく、観測データも少ない現状では、特に観測施設の国際的な相互利用の促進が

強く望まれる。 

(2) 現状と課題 

北極と南極とではその地理的条件や歴史的政治的背景が異なることから、結果として両極での観測体制も異な

る。北極圏は北極海を取り囲むように、ロシア・アメリカ・カナダ、および北欧諸国の領土として構成されるた

め、北極での観測はいずれかの国土において行われるのに対して、南極域では、南極条約に基づき各国の領土権

の主張が凍結され、南極域での活動は南極条約ならびに南極環境保護議定書に基づき強く制限されている。この

ため、その枠内で観測基地が建設され、観測が行われることになる（国立極地研究所編, 2004）。 

① 北極 

北極域で国際的に開かれた観測拠点としては、アメリカアラスカ北岸のバーロー（Barrow）やノルウェー北方

のスバールバル諸島に位置するニーオルスン（Ny-Alesund）が挙げられる。バーローはBSRN・GAW・ARMの観測

サイトとして、NOAAおよびARMコミュニティにより充実した雲・エアロゾル・放射観測が維持されている。ア

メリカの観測施設ではあるが、実質的に国際共同利用が図られている。ニーオルスンではスバールバル条約の加

盟国に同等な研究活動が保証され、現在、ノルウェー・スウェーデン・ドイツ・フランスイギリス・イタリア・

オランダ・インド・中国・韓国・日本の11ヶ国が、独自にあるいは共同で各々の観測施設を維持している。日

本が維持する観測施設は、国立極地研究所の北極観測センターを通じて施設利用が可能となっている。ニーオル

スンはBSRNならびにGAWの観測サイトになっており、その観測は主にドイツが担当している。極地研究所がド

イツ基地と共同で維持しているマイクロパルスライダー観測は、MPLNETの一サイトとしてNASAのウェブサイト

を通じてデータが公開されている。また、スカイラジオメーター観測も極地研究所により維持され、SKYNETに

準拠する形でデータ解析・データ公開がなされている。 

雲・エアロゾル・放射に関する北極大気研究のトピックスとして、北極ヘイズ、混合相雲、エアロゾル輸送・

変質過程、雪氷圏相互作用などの問題などが取り上げられてきた。これらの問題解明には観測施設のさらなる拡

充と相互利用による国際共同研究が欠かせないが、いまだ十分とは言えない。極地という厳しい自然環境の下で

観測施設をどのような形で維持し相互利用を図るべきか国際共同のあり方について課題が残る。 

② 南極 

南極大陸およびその周辺を含む南極域における越冬観測は、20ヶ国の40基地で行われているが、雲・エアロ

ゾル・放射に関する観測を継続的に行っている観測基地は多くはない。BSRNの観測サイトを有するのは南極点

基地（アメリカ）・ノイマイヤ基地（ドイツ）・ドームＣ基地（イタリア・フランス共同）・昭和基地（日本）の

4基地のみである。昭和基地ではGAWおよびBSRNサイトとしての放射観測は、定常観測の一環として気象庁に

より維持されている。また、地上ベースのエアロゾル観測（CPC: Condensation Particle Counter）によるエア

ロゾル粒径別濃度測定）やスカイラジオメーター観測、全天カメラ観測は、モニタリング観測という位置づけで

継続的に実施され、マイクロパルスライダー観測もMPLNETの一サイトとしてデータ提供を行っている。南極基

地での観測データは原則としてすべて公開され、観測データの共有が図られている。 

南極は基本的に人為汚染のない遠隔地であることから、バックグランド・エアロゾルや南大洋でのエアロゾル

生成、エアロゾルの長距離輸送等に関する研究に適した領域である。これらの研究を進めるうえで、南極の広い
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領域をカバーするためには、南極で観測を行う諸外国との連携や国際共同が欠かせない。しかし、現状では観測

施設の相互利用は地理的要因からだけでなく、各国の南極観測事業体制の違いから容易ではない。すなわち、南

極は国境がないにもかかわらず、真の国際共同研究が十分行われていないとの印象を拭えない。今後、国際的な

枠組みの中で、各国の観測施設の相互利用や交換研究者制度をさらに推進することが肝要である。それと同時に、

各国の観測基地・観測施設・観測データに関する情報交換システムの構築が今後の課題である。 

(3) 今後の展望 

地球温暖化問題において、地球の気候の形成における極域の役割の解明という観点から、極域観測やその国際

協力は今後さらに重要性を増し、各国の観測施設の相互利用はさらに促進されるであろう。シベリアのティクシ

（Tiksi）ではロシアとアメリカとの共同により新たな大気観測施設が立ち上がり、雲・エアロゾル・放射観測

が実施される。ロシアの国情の変化により後退した、シベリア域の観測網を補ううえでも重要な観測拠点となる

もので、このような国際協力による観測拠点の北極域での拡充が強く望まれる。一方、南極観測はこれまで半世

紀の活動を経て、各国の観測基地は施設の規模や観測体制も多様である。日本の南極観測体制は、現在、広く内

外の研究者に開かれた観測基地を目指して、研究計画の公募体制が整いつつある。観測施設の相互利用の点から

も、南極観測基地での研究環境の整備は強く望まれるところであり、南極へのアクセスを容易にする努力ととも

に、今後一層の推進が大きく期待される。 

（塩原） 

 

1.4 地球システムモデル開発の視点から見た観測ニーズ 
1.4.1 はじめに 

放射過程や雲微物理過程を通じたエアロゾルの気候に対する影響は、過去の気候変動の理解および将来の気候

変動の定量的予測を行ううえで非常に重要である。東京大学気候システム研究センター・NIES・JAMSTECを中心

とした研究チームがIPCC第3次評価報告書（以下IPCC-TAR：IPCC,2001）およびIPCC-AR4へ貢献するために、

気候モデルMIROC（Model for Interdisciplinary Research on Climate）を用いて気候変動シミュレーション

を行った。その際、エアロゾルの効果を考慮するために、全球エアロゾル気候モデルSPRINTARS（Takemura et al., 

2000, 2002, 2005, 2009）を開発し、世界に先駆けて詳細なエアロゾルの気候影響を組み込んだ。その研究成果

は、IPCCによる放射強制力の見積りおよび気候変動評価に直接貢献している。しかし、IPCC-AR4でも示されて

いる通り、エアロゾルの気候影響に関する定量的評価には依然として大きな不確定性が存在し、人為的な気候変

動を評価するうえで鍵となっている。また、雲特性（雲量・光学特性・微物理特性など）の変動は、放射収支お

よび水循環の変化を通して、地球の気候を大きく左右する。そのため、気候変動に伴う雲特性の変動を、フィー

ドバック効果を含めていかに適切に数値モデルで表現するかも、定量的な将来の気候変動予測の鍵となる。人・

自然・地球共生プロジェクト（2002～2006年度）や21世紀気候変動予測革新プログラム（2007年度～）により、

次世代モデルの1つである大気・海洋・エアロゾル・大気化学・海洋化学・生態系の各モデルを結合した地球シ

ステムモデルの開発も進められており、各コンポーネントの複雑な相互作用を表現し得る数値モデルが発展しつ

つある。統合的な地球システムモデルにおいて、雲とエアロゾルの分布や気候に対する影響を地球規模で適切に

表現することは喫緊の課題である。 

 

1.4.2 地球システムモデルにおける観測データの利用状況 

一般的に、気候モデルによる再現性を評価するためには、観測データを用いた検証が必要であることは言うま

でもない。特に、エアロゾルおよび雲は、代表的な温室効果ガスと比較して大気中での寿命が短いことから、気

候モデルによる過去の気候再現と将来の気候変動予測の信頼度向上、および地球システムモデル構築には、時空

間的に密で詳細な観測データが不可欠である。 

気候モデル内の雲やエアロゾルは、質量保存の観点から、質量混合比を予報変数として扱うのが一般的である。

つまり、大気密度が正しく計算されていれば、雲やエアロゾルの質量濃度（質量混合比×大気密度）は一次的な

モデル出力変数であると言える。よって、地上・船舶・航空機からの雲とエアロゾルの質量濃度の観測は、数値

モデルの定量的不確定性を低減するためにも非常に重要である。また、雲・エアロゾル相互作用を定量的に理解

するうえでは、それぞれの数濃度が直接的なパラメーターとなるため、数濃度の観測も重要である。ただし、モ

デル内で質量混合比を数濃度へ変換するには、粒径分布を仮定する必要がある。いずれにしても、これらの現場

観測を一層充実させ、雲やエアロゾルを直接サンプルして解析することにより、エアロゾルの物性および雲・エ
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アロゾル相互作用をより適切かつ詳細に数値モデルへ組み込むことが可能となることが期待できる。 

しかし、直接サンプルの定常観測を全球規模で密に展開するのは、現実的ではない。そこで、人工衛星や地上

観測網からのリモートセンシングを用いた観測が重要となってくる。これらは広域的・定常的な観測が可能であ

るため、分布の時空間変動が大きいエアロゾルや雲には非常に適している。広域的な把握のみであれば人工衛星

のみで十分であるかもしれないが、エアロゾルは下部対流圏に集中しているため、定量化のためには地上からの

リモートセンシング観測網も不可欠である。リモートセンシングのデータを解析して得られるのは、光学的厚

さ・消散係数・吸収係数・一次散乱アルベド・エアロゾルオングストローム指数（粒径の指標）などといった、

雲やエアロゾルの光学特性である。気候変動を理解するうえにおいては、質量濃度よりも光学特性の方が直接的

な指標である。ただし、数値モデルでは雲・エアロゾルを質量ベースで扱っているため、これらの光学パラメー

ターは、複素屈折率・粒径分布・吸湿成長率などを仮定して導出しなければならず、間接的な変数であることに

は注意が必要である。 

世界の各研究機関の全球エアロゾルモデルの相互比較プロジェクトとしてAeroComがある（例えばKinne et 

al., 2006; Schulz et al., 2006）。AeroComは、IPCC評価報告書におけるエアロゾルの気候影響評価を実質的

に取りまとめるという重要な役割を担っており、アジアからはSPRINTARSが唯一参加している。AeroComでは、

モデル間の相互比較以外に、モデルと観測との比較や、異なる観測間の比較も行っており、数値モデル側からの

観測ニーズを統合的に体現している場でもある。しかし、現在のところ、欧米の人工衛星搭載センサーや地上観

測網から得られたデータのみの利用であり、日本の研究グループによる観測データは利用されていない。IPCC

への直接的な貢献へつながるプロジェクトでもあることから、日本の観測グループによるデータも利用されるよ

うに、早急に対処すべきである。また、SPRINTARSは、大気汚染物質半球規模輸送調査委員会（TF HTAP）のモ

デル相互比較プロジェクトにも参加している（例えばShindell et al., 2008）。 

 

1.4.3 地球システムモデルの視点からの今後の観測推進の必要性 

国内外の雲・エアロゾル観測態勢は、ここ約10年間で急速に整備され、広域的な動態を把握できるようにな

ってきた。一方、エアロゾルモデルも、様々な種類のエアロゾルのより詳細なプロセスを扱えるようになるなど、

急速に発展してきており、その開発過程において、観測データを参照しながら定量的なモデル構築を行ってきた。

また、地球全体を3.5㎞メッシュにしてパラメタリゼーションなしに雲を表現する「雲解像モデル」という次世

代のモデルの開発も、観測データを参照しながら進められている（Sato et al., 2008）。しかし、数値モデル開

発の視点からは、さらなる観測データの充実が望まれる。ここでは、2つの大きな課題を挙げておく。 

1つは、シミュレーションによるエアロゾルの気候影響評価を検証するためには、数年～数十年スケールの継

続的な観測データの蓄積が必要ということである。例えば、世界の多くの地域で、1950年代から1980年代まで

地表に届く太陽放射量は減少し続け（global dimming）、その後増加に転じている（global brightening）こと

が知られているが（例えばWild, 2009）、これは数十年スケールの質の高い観測データにより解明できたことで

ある。この太陽放射量の増減はエアロゾルが大きく関わっていると推測されているが、数十年前からの地球規模

でのエアロゾルの直接的な継続観測は存在しないことから、今となっては観測のみで確認することはできない。

しかし、今後は、近年整備されてきたエアロゾル観測態勢を継続することにより、気候を大きく左右する太陽放

射量の増減に関わる雲・エアロゾルの長期データを取得し、数値モデルによる過去の気候の再現および将来の気

候変動予測の精度向上に貢献することが期待される。 

もう1つは、比較的新しい観測技術であるレーダーやライダーといった能動センサーを用いて、雲・エアロゾ

ルの高度分布のデータを蓄積していくことである。一般的に、低層雲は正味として地球を冷却する効果がある一

方、高層雲は地球を暖める効果があると言われているため、雲の高度分布を定量的に把握することは非常に重要

である。また、エアロゾルと雲の相対的な高度差は、エアロゾル間接効果だけではなく、直接効果にも大きな影

響を及ぼすと考えられている（例えばTakemura et al., 2002）。日本においては、NIESによる地上ライダーネ

ットワークがアジア域に展開されているほか、人工衛星搭載のレーダー・ライダーのプロジェクトEarthCARE

が進行している。能動センサーによる雲とエアロゾルの観測データは、数値モデルによるシミュレーション結果

の新しい検証材料となり、その結果として気候変動の評価の不確定性を大きく低減するものと期待される。 

（竹村） 
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1.5 時空間的観測空白の改善および観測項目の充実 
1.5.1 雲・エアロゾル・放射に関する新観測手法の開発 

(1) 地上観測 

① 必要性 

放射収支を通して気候への影響を正確に見積もろうとしたとき、エアロゾル特性（組成・混合状態・形状など）

と光学特性（一次散乱量・屈折率）や雲物理特性（過飽和度スペクトル）の関係を明らかにする必要がある。ま

た、衛星データの検証、モデル検証として、比較的精度のよい地上からの観測データの必要性は高い。 

② 現状と課題 

現場での光学特性の測定の重要性から、エアロゾル散乱係数・吸収係数の測定がなされているが、測定精度が

悪い。また、測定波長も1波長しかない場合が多い。さらに、放射伝達を理解するには一次散乱光の散乱パター

ン（phase function）の情報も必要である。 

現在、気候モデルで使われるエアロゾルモデルは、現実に存在するエアロゾルと比べるとかなり簡略化された

ものである。エアロゾルは様々な過程を経て存在しており、その経歴によって、形状・成分組成が単純なものか

ら複雑なものがある。気候モデルなどで使われているエアロゾルモデルの適用範囲を明らかにするためにも、今

後さらに精緻なものにしていくためにも、現実のエアロゾルの特性を調べる必要がある。そのために、個々の粒

子の形状・組成・相（固体か液滴か）・混合状態を知ると同時に、それらの粒子がどのような光学特性や吸湿特

性を持っているかを測定する必要がある。 

大気中にあるエアロゾルや雲の特性を推定するために太陽直達光と散乱光を測定する装置が使われる。現在の

ものは、太陽方向から3度より大きな角度しか測定できないが、さらに小さな角度まで測定できるようにするこ

とで、大きな粒子に対する感度が上がると思われる。また、太陽追尾の精度が悪いため、直達光測定の精度を落

としており、太陽追尾精度の改善も必要である。 

前述のように、放射量の変化を監視するのは重要であるが、それと同時に何が原因で変化しているかわかる情

報を取ることも重要である。このためには、高分解能の連続スペクトルデータの放射観測が役に立つ。また、太

陽光を利用したエアロゾル観測では、日中のエアロゾルについては推定できるが、夜間のエアロゾルについては

情報を得ることができない。夜間のエアロゾルを測定する手段の開発が望まれる。 

地球放射収支にとっては、赤外放射も重要である。地上での下向き赤外放射にとって雲の存在は重要であるが、

夜間の全天の雲分布は測定されていない。夜間の雲分布の測定、あるいは赤外線の天空輝度分布の測定が必要で

ある。地球放射の測定においても、太陽放射同様に、高分解能の連続スペクトルの観測が必要である。エアロゾ

ルは、夜間には赤外放射を通して放射収支に影響を与える。赤外域のエアロゾルの光学特性の測定も行う必要が

ある。 

③ 今後の展望 

雲・エアロゾル・放射の観測は、それぞれ単独で監視を行っても利用目的が限られてしまう。このため、観測

は、SKYNETのスーパーサイトやARMの観測点のような各種測器を揃えたものである必要がある。特にエアロゾ

ル組成においては、BCの評価をどのように行うのか、データの標準化が図られていないなど課題が多く、今後

の進展が望まれる。また、エアロゾルの光学特性については、その光吸収特性（一次散乱アルベドなど）の定量

的評価の精度向上が必要である。 

各種測器そのものについても、引き続き開発・改良を行っていかなければならないが、予算が限られているこ

とを考えても、1つの研究プロジェクト、研究グループだけで観測サイトを充実させていくことは困難である。

このような状況では、相互利用できる観測点を増やし、測器を持ち寄り測定し、データはお互いに公開して研究

を促進するシステムを作ることによって、少ない予算で、充実した観測点を作ることが肝要である。そのために

もデータの標準化や、ホームページの本来の意義に立ち返った有効的活用を推進する必要があろう。 

（内山） 

(2) エアロゾル観測用ライダーの高機能化 

① 必要性 

ライダーによるエアロゾルの自動連続観測では、ミー散乱ライダー、偏光解消度測定機能を持つミー散乱ライ

ダーが広く用いられている。しかし、エアロゾルの光学特性やエアロゾル種ごとの分布を解析するためには、複

数の波長で、後方散乱に加えて、消散係数を測定することが必要とされる。消散係数の測定ではラマン散乱ライ

ダーが知られているが、ラマン散乱は散乱断面積が非常に小さいため太陽光による背景光雑音の多い昼間の測定
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は困難である。そこで、レイリー散乱を利用する高スペクトル分解ライダー方式の多波長ライダーが期待されて

いる。 

② 現状と課題 

高スペクトル分解ライダー(HSRL)では、狭帯域のレーザーを送信し、散乱光のミー散乱成分（スペクトル幅が

狭い）とレイリー散乱成分（分子運動のためスペクトル幅が広い）を高分解能の分光素子で分離して測定する。

レイリー散乱成分の減衰から消散係数が求められる。分光素子として、ヨウ素などの分子フィルターを用いる手

法とファブリペロ干渉計などを用いる手法がある。Nd:YAGレーザーの第2高調波ではヨウ素セルが利用できる。 

 これまでに、波長532nmのHSRLがアメリカ（Eloranta, 2005）やNIES（Liu et al., 1999; Tatarov et al., 

2006）で開発され観測研究に利用されてきた。アメリカでは、北極域での自動連続観測のためのHSRLが開発さ

れ観測が行われている。また、Nd:YAGレーザーの第3高調波の355nmでは、ファブリペロエタロンを用いたHSRL

が福井大学で開発された（Imaki et al., 2005）。最近、衛星搭載ライダーCALIPSOの検証等を目的として、航

空機搭載のHSRLがNASAやドイツのDLR、フランスなどで開発されている。 

 地上ライダーネットワークの次世代のライダーとしては、自動連続観測が可能な多波長のHSRL（1064nm・

532nm・355nmの後方散乱、532nm・355nmの消散係数、1064nm・532nmの偏光解消度を測定））が必要とされる。

現在、NIESでは、ヨウ素セルとファブリペロエタロンの両方の手法を合わせて、これに応える多波長HSRLを開

発中である（Nishizawa et al., 2008; Sugimoto et al., 2008）。 

③ 今後の展望 

多波長HSRL装置は、現在NIESが展開するネットワークの2波長（1064nm・532nm)偏光（532nm）ライダーと

比べて大型でコストも高いが、ネットワークの主要な地点に多波長HSRLを配置することによってエアロゾル種

ごとの特性や分布に関する極めて有効な観測が実現できる。また、従来、ヨーロッパのネットワークEARLINET

などで用いられている多波長ラマンライダーに取って代わる標準的な装置となる可能性を持っている。 

（杉本） 

(3) 混合状態・前駆物質等の観測 

光学的厚さや一次散乱アルベドを計算する場合、エアロゾルの組成と混合状態の解明が必要となっている。し

かし、現状では一次散乱アルベドなどの観測と、化学組成から計算した一次散乱アルベドが必ずしも一致してい

ないので、化学組成、エアロゾルの混合状態と一次散乱アルベドを結びつける研究が必要である。 

現状では、特に、BCとそのほかの人為起源エアロゾル（硫酸塩・硝酸塩・有機エアロゾルなど）、および自然

起源であり東アジアに特有の黄砂も含めたエアロゾルの混合状態の解明が必要とされている。化学組成について

はフィルターサンプリングや、エアロゾル質量分析計、ブラックカーボン計などで測定できるが、それらの混合

状態については、サンプルを採取し、電子顕微鏡写真をとり、例えば黄砂上のどこにBCが吸着しているかを観察

する必要がある。また粒子状に吸着したBCや硫酸塩などの同定と同時に、その位置を特定するためにはPIXE

（Particle Induced X-Ray Emission）などの活用も必要であろう。しかし電顕写真などは手作業で数多くの粒

子を観察する必要があるため、習熟した人材、観察するための時間などが必要であり、実現には困難が伴う。 

気相の前駆物質が化学変化を起こして蒸気圧が低くなり、既存の粒子へ吸着するプロセスの解明も混合状態を

理解するうえでは重要である。 

中国など新興国の経済発展等により、東アジアにおける排出量は増加し、それに伴いエアロゾルの負荷量も増

加していると考えられる。対流圏におけるエアロゾルの空間的分布を把握するには、観測点が少ないアジア地域

において観測が必要である。 

(高見) 

(4) ABC-Asia・EANETのアジア域におけるエアロゾルの観測 

ABC-AsiaはUNEPのプロジェクトである。参加国は中国・インド・日本・モルディヴ・ネパール・パキスタン・

韓国・タイであり、南アジア域やヒマラヤの山岳地域にまで観測拠点が広がっている。ABC-AsiaではBCや人為起

源の硫酸塩や硝酸塩など微小粒子の観測が主である。観測方法については様々であり、日本のようにエアロゾル

質量分析計をはじめ先端的な装置を整備しているところもあれば、フィルターサンプリングのみの場所もある。 

先にも述べたが、EANETサイトでは、乾性沈着・湿性沈着物質の観測が行われており、エアロゾルの組成とし

てはフィルターパック法により2週間に一度の頻度で、SO4
2-・NO3

-・Cl-・NH4
+・Na+・K・Mg2+・Ca2+の分析が行われ

ている。EANET参加国は中国・インドネシア・日本・マレーシア・モンゴル・フィリピン・韓国・ロシア（極東

地区）・タイ・ベトナム・カンボジア・ラオス・ミャンマーが参加しており、現在は13ヶ国となっている。 
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ABC-AsiaとEANETはお互い補完的な場所に観測サイトを構築しており、両者の観測地点においてエアロゾル・

放射観測が行われれば空間的な空白は解消されていくと思われる。ただしEANETは環境省が主導し酸性雨観測を

主目的としているため、短期間で観測項目を増やすことは難しいと予測されるが、将来的には、観測空白を埋め

るべく項目の増加を行っていくことが望まれる。 

中国などでは公表されている資料が少なく、個々の研究者の取組みでは、それぞれの国の国内事情や法令のた

めデータの取得や公表などに制限がある場合があり、データの利用やそれを用いた解析に大きな支障が出ている。

EANETのような国と国との条約に基づいた施策が必要である。 

（高見） 

 

1.5.2 船舶搭載型システムの開発と配備   
(1) 必要性 

雲やエアロゾルは放射収支過程を通じて地球の気候形成に影響をおよぼす。雲・エアロゾルを気候影響という

観点で捉え、その影響を定量的に評価するためには、それらの物理・化学的特性や光学的性質の地域特性や季節

変化など地球規模での分布や振る舞いの詳細を知る必要がある。そのため、雲・エアロゾル・放射観測等の全球

的なネットワークが展開されている。しかし、これらは主に陸域に偏在していることから、地球表面の7割を占

める海洋上の観測データを取得する手段として、船舶による洋上観測が必要である。また、全球データの蓄積に

は衛星観測が最も有効であると言えるが、一方で、衛星観測リトリーバルの精度向上には地上検証観測が不可欠

であり、船舶観測は洋上の検証観測として重要な役割を持つ。 

(2) 現状と課題 

時空間的観測空白の改善という点で、広域観測のプラットフォームとしての船舶の利用は極めて有効である。

雲・エアロゾル・放射に関する船舶観測は日本ではこれまで、みらい・白鳳丸・海鷹丸・しらせなどの研究観測

船のほかに、商船も利用して行われてきた。しかし、船舶観測の場合、地上観測のようなネットワークを展開し、

長期的な観測の維持やデータの蓄積を行うことは困難である。そのため、船舶観測のノウハウが研究者や研究グ

ループの間で共有される機会が少なく、船舶観測用の観測機器や観測データの標準化も進んでいないのが現状で

ある。 

装置の作動に影響を与える船舶動揺や振動、海塩による装置の腐蝕の問題など、船舶での観測環境は地上観測

に比べて格段に悪い。そういった環境で高度な観測を維持することは極めて困難であるが、研究対象としての

雲・エアロゾル・放射観測に求められる観測項目や観測精度は基本的に地上観測と同じであることを考慮すると、

船上においても、以下に示すような受動型・能動型のリモートセンシングとin-situ測定を組み合わせた総合的

な船舶観測システムが必要である。また、これらの物理計測と同期した化学成分の高時間分解能を持ち、低濃度

である外洋域でも測定できる高感度なリアルタイム化学分析装置の開発も必要となるであろう。 

○受動型機器－スカイラジオメーター・全天カメラ：エアロゾル光学特性、雲の分布 

○能動型機器－ライダー・シーロメーター：雲の鉛直構造、雲底雲頂境界層高度 

○in-situ 光学機器－ネフェロメーター・エサロメーター・OPC・CPC（Condensation Particle Counter）：エ

アロゾル散乱・吸収係数、粒径分布 

また、エアロゾルの光学特性はエアロゾルの化学成分と密接に関係していることから、各発生源からの寄与や

混合状態、時空間分布をモデルにより再現・予測する必要がある。さらに、エアロゾルの生成、ひいては雲の生

成過程において、海洋域に発生源を持つ前駆気体の存在が重要であることから、これらの物理計測と同期してエ

アロゾルやガス成分の化学組成を高時間分解能で、しかも低濃度である外洋域でも測定できるような高感度のリ

アルタイム化学分析装置の開発も必要となるであろう。具体的には、エアロゾル質量分析計（AMS）や単一エア

ロゾル質量分析装置（ATOFMS）のほかに、洋上大気中の窒素酸化物（NOX）・硫黄酸化物（SOX）濃度の高感度測

定装置や微量有機ガス測定のための陽子移動反応質量分析計（PTR-MS）などが挙げられる。 

このような船舶観測システムの開発においてハード面では次のような仕様が要求される。 

・長期観測可能なメンテナンスフリー（停電後の自動復帰なども含め）の測定システムの開発。 

・船舶搭載のための耐振性があり、海塩などによる腐蝕に耐える装置の開発。 

・気温・湿度・積雪などの気象条件が大きく異なる観測点で標準化したサンプリング手法と標準装置の運用が可

能となる工夫。 

・船舶上でのエアロゾル等のサンプリングで、船自体からの汚染等を避ける、あるいはデータ棄却できる測定シ
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ステムの構築。 

・データの自動転送システムの構築。 

 また、より良い環境で船舶観測を行うためには、装置搭載のための船舶改造だけでなく、新造船の計画段階か

ら換気システムやエンジンからの排ガス対策等について配慮した船舶設計ができるような体制が肝要である。 

(3) 今後の展望 

 地上観測網と異なり、船舶観測に基づく国際的観測網は極めて少ない。そのような現状において、NASA のグ

ループが地上ベースの AERONET を補うために展開し始めた船舶ベースの観測網である MAN（Maritime Aerosol 

Network）は、雲・エアロゾル・放射に関する数少ない海洋観測網の1つとして、今後ますますその重要性を増

すであろう。AERONET が Cimel 社の自動追尾型サンフォトメーターを主要測器として採用しているのに対して、

MANではMicrotops社の簡易型サンフォトメーターを用い、エアロゾルの波長別光学的厚さを測定することを目

的としている（Smirnov et al., 2009）。このサンフォトメーターは、観測者が本体に取り付けられた照準を用

いて太陽を捉え、手動で測定を行うものである。そのため、精度の良い観測を行うためには技術的に相当の熟練

を要する。これに対応するものとして、日本では船舶搭載型のスカイラジオメーターを用いてエアロゾルの光学

観測を行ってきた。船舶搭載型スカイラジオメーターは船舶動揺に対して太陽を自動追尾しながら光学的厚さを

測定する測器であるが、これまでのモデルは太陽追尾性能が十分でなく、動揺の大きい海域では高精度の観測を

行うことができなかった。これらの問題点を解消した新たなモデルが最近開発されており、今後の船舶観測に期

待が持たれると同時に、MANへの貢献も期待される。 

 さらに、気体成分の鉛直分布を測定可能とする MAX-DOAS (Multi-Axis Differential Optical Absorption 

Spectroscopes) を、船上大気多成分観測システムとして船舶へ搭載する具体策の検討を進め、国際的にも標準

測定法として確立していく必要がある。 

（塩原・植松） 

 

1.5.3 雲・エアロゾル・放射観測用航空機の導入 

(1) 必要性 

地上からの放射観測は、衛星観測と比べると保守を常に行えること、問題が起こったときに対処できることの

ため精度の高い測定ができる。しかし、その場合においても、地上観測データを利用した解析では、測定値の解

釈、リーモーとセンシングで推定した物理量の検証のためには、上空での直接測定した情報が必要である。 

エアロゾルを含む気塊が上昇する過程で、温度変化により過飽和度が変化し、雲が生成する。エアロゾルの組

成・粒径に依存して雲が生成する臨界過飽和度が変化する。また、エアロゾルの個数に依存して生成する雲の数

にも差ができると予想される。これらの関係を観測から解明するためには、雲の下部、雲中、雲の上部でのエア

ロゾル・雲・水分量の観測が必要不可欠である。さらにエアロゾルや雲がもたらす放射への影響を観測するため

には、鉛直方向のデータが必要である。これらの観測は航空機や気球、飛行船など、高度10㎞程度まで飛行で

きる観測プラットフォームを用いる必要がある。特に雲は地上からの観測に大きな制約があり、航空機等の飛翔

体を用いた観測は極めて重要である。 

(2) 現状と課題 

日本国内では、雲・エアロゾル・放射の航空機観測は、1980年代から民間の小型航空機を借り上げて細々と

航空機観測がなされてきた。1990年代に、2機の航空機を用いて、雲と放射、雲層の放射収支を同期して測定す

るシステムが開発され、雲の放射収支（異常吸収）の解明につながる観測が行われた。その後、航空機観測の予

算が打ち切りとなり、放射収支と結びつける航空機観測はほとんどできない状況になっている。現在、雲・エア

ロゾル・放射に関する観測はAPEX（Asian Atmospheric Particle Environmental Change Studies）・A-FORCE

（Aerozol Radiative Forcing in East Asia）などのプロジェクトで散発的に行われているが、定期的な観測は

行われていない。また、観測用航空機も制限があり、現状では必要な測器をすべて搭載できるわけではない。雲・

エアロゾル・放射観測を同時に行うためには、ある程度大型の飛行機が必要であり、日本では民間航空機の借り

上げについても、経費だけでなく使用できる航空機そのものの数も限られる。 

アジア域における代表的な雲・エアロゾルの観測としてAPEX、ACE Asia（Aerosol Characterization Experiment 

in Asian Region）が挙げられる。APEXではセスナにSO2計・雲粒子観測計を載せ、もう1機のビーチクラフト

にCAPSなど雲観測測器や放射観測測器を搭載し、同期観測を試みた。さらにGulfstream-IIにライダーなどの

測器を搭載し、高度10㎞程度での広域の観測を行った。一方、ACE-Asiaではアメリカの研究者が日本の岩国
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を基地として、C-130・King Air・Twin Otter (CIRPAS:Centre for Interdisciplinary Remotely-Piloted Aircraft 

Studies）などを用いて観測を行った。例えば、Twin Otterにエアロゾル質量分析計など大型の測器を搭載し

日本、韓国、その周辺域で上空のエアロゾル化学組成観測を行った。イギリスではMetOffice・NERC／NCASが

BAEs146 regional jet aircraftを運用し、イギリスの研究者のために航空機観測を行っている。 

以上のように、雲・エアロゾルの観測には特殊な測器が用いられるため、保守や据付調整に要する手間を考え

ると、定期航路の航空機を利用した観測はほとんど不可能である。現在、国公立の研究機関、大学とも観測に用

いる航空機を持っていないので、航空機観測は民間航空機を借り上げて実施している。観測専用の航空機がない

ため、観測のたびに測器を搭載し、撤収しなければならない。また、測器を航空機に搭載する場合、航空機の改

造が必要となり、改修を行い検査を受けることになる。このために多くの費用がかかること、また、航空機の借

料が外国に比べて高いことのため航空機観測には大きな予算が必要となる。 

航空機観測において良質なデータを取るためには経験に裏づけされた特殊な技術が必要であるが、現状では予

算の制約から飛行時間を確保できず多くの経験を積むこともできない。特に雲・エアロゾルの観測に使用する測

器は外国製品が多く、細かな調整や較正はメーカーに送り返して行っている。しかし、メーカーにおいても万全

の較正システムを持っているわけでないので、十分な調整・較正ができるわけではない。かつてドイツ雲物理測

定グループが測器に熟知した技術者を持ち、独自の較正技術を開発していたように、日本国内でも、測器に熟知

し、きちんと較正できる技術者の養成が必要である。 

(3) 今後の展望 

今まで、雲・エアロゾル・放射に関する国内の航空機観測は、主として下層大気を対象に行われてきた。巻雲

の地球放射収支への重要性を考えると、今後、巻雲を観測できる氷雲用のプローブを搭載した高高度を飛行でき

る航空機の整備が必要である。また、航空機観測の大きな利点として、短時間で長距離を移動できることが挙げ

られる。その特性を利用して、輸送途上の変質、数千㎞スケールの空間変動などを調べるための航空機も必要で

ある。さらに、雲・エアロゾルの放射影響を航空機で調べようとする場合、雲・エアロゾルの測定と放射の測

定の同時性を確保しなければならない。複数の航空機による同期観測ができる体制が必要である。 

予算上の制約、利用可能な航空機が少ない。研究機関で観測用航空機を持たないなどの制約が多いが、研究観

測で定期的な観測を行っていくことからまず始める必要がある。独立行政法人や大学で観測用航空機を維持する

のは非常に困難であるため、当面は民間の航空会社の航空機を利用する方策が現実的である。これまでは個別の

研究者が科学研究費等で予算を確保し観測を行ってきたが、散発的な観測にならざるを得ない。定期的な観測

を目指すには、何らかの予算を確保することが必要である。 

理想的には、雲・エアロゾル・放射の観測グループで共通に使える測器を搭載した観測用航空機を共同で持つ

必要がある。このような航空機を使って定期的に決められた飛行航路を飛ぶような観測を行うことによって、較

正法の改良、測器の改良が可能になる。 

（内山・高見） 

 

1.5.4 雲・エアロゾル・放射・降水に関する衛星観測システムの研究開発 

(1) 概要  

雲・エアロゾル・放射・降水は、地球温暖化との関連性が大きい地球物理量である。例えば、放射とはすなわ

ち地球システムへの光と熱の出入りであり、全地球規模での変化モニタリングは温暖化研究における必須項目と

いえる。雲・エアロゾル・降水は放射を変化させる地球物理量として重要である。これらの地球物理量は、地球

上での分布のみならず、これらの発生消滅過程のプロセスが地球温暖化研究において非常に大きな意味を持つ。

例えば、エアロゾルを核に雲粒が凝結成長するとき、その成長効率はエアロゾルの種類や大きさ、そして水蒸気

等の大気場に影響する。降水は雲粒が衝突併合過程によって巨大化した結果、水滴となって地上に落下する現象

である、雲粒の衝突併合の効率もまたエアロゾルの存在や、大気場に影響する。これまでに、静止衛星による雲

観測は30年近くの歴史を持ち、国際的なプロジェクトISCCPが、雲の全球分布を把握する目的で1983年に設立

されている。ISCCPでは複数の静止衛星を組み合わせることで、水平解像度30km、 時間分解能3時間の全球の

放射輝度や雲物理のデータを提供している（Rossow and Schiffer, 1999）。これらのデータセットは気候モデル

の長期間の検証に非常に有益なものとなっている。 

次に、日欧米で行われている現行あるいは将来の主な衛星観測システムの概要を記す。日本の現行の運輸多目

的衛星（MTSAT）は雲や水蒸気の動きを短い時間間隔(30分)で把握し、主に気象予報に役立てられている。これ
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までの静止気象衛星（GMS）の頃からすでに雲・エアロゾルの観測への適用も試みられている（Takenaka et al., 

2009）。特にMTSATでは搭載チャンネル数が増加したことから、今後は静止気象衛星の気候変動研究への利用が

活発化してくるであろう。ただし、MTSAT搭載センサーはセンサー装置関数や較正値等のセンサー固有の情報が

不十分な場合があり、雲・エアロゾル物理量の解析時に較正値が決まらない場合がある。今後の静止気象衛星の

開発においては、低軌道衛星センサーと同程度のセンサー仕様と較正値の管理等が必要である。 

 2006年6月に95GHz(波長3.16㎜)のレーダーを搭載したCloudSatと、可視と近赤外波長のライダーを搭載し

たCALIPSOが打ち上げられた。これらはアクティブセンサーと呼ばれ、自ら電磁波を照射し、散乱体からの反射

を観測する測器であることから、散乱体まで距離を高い精度で求めることができる点が、従来の受動型センサー

と異なる大きな特徴である。CloudSatとCALIPSOでは雲と降水、雲とエアロゾルの3次元分布をそれぞれ検出

できる(Okamoto and Sugimoto, 2008)。 

2011年度に1号機（GCOM-W）の打上げが予定されているGCOMシリーズは、地球上の雲・エアロゾル・水蒸気

量・海面水温・地表面温度・雪氷面特性・植生等の地表面キャラクタリゼーションの把握に活躍する、主として

長期モニタリングの役割を担った衛星観測システムである。GCOMには高性能マイクロ波放射計2（AMSR2）が搭

載されたGCOM-Wと、SGLIが搭載されたGCOM-Cがある。衛星システムの小型化という時代の要請の結果、2つの

衛星に分けて搭載されているが、マイクロ波と可視赤外チャンネルの複合利用によって雲の内部構造の把握が行

われた事例（Masunaga et al., 2002; Nakajima et al., 2009）があるように、可視光からマイクロ波までを網

羅する複合センサー観測システムとして、センサーの同時搭載あるいは後述のA-Trainシステムのように同一軌

道に複数の衛星を周回させるという考え方も検討事項の1つである。また、亜大陸スケールでの温室効果ガスの

観測を目的として2009年1月に打上げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）には雲・エアロゾ

ルイメージャ（TANSO-CAI）が搭載されており、雲とエアロゾルの観測が可能である。 

 2013年度の打上げを予定している日欧共同ミッションEarthCAREは、雲とエアロゾルの相互作用メカニズム、

雲・エアロゾルの輸送過程と放射的影響の解明が主な目的である。EarthCAREには能動・受動型センサーがバラ

ンス良く同時搭載されており、雲・エアロゾルに関するプロセス研究への貢献が期待される。2013年度の実現

を目指している日米共同ミッション全球降水観測（GPM）は、熱帯降雨観測衛星（TRMM）の成功を受けて企画さ

れた降水観測プロジェクトである。TRMM後継機となる主衛星と、マイクロ波放射計を搭載した副衛星群により、

全球規模における降水現象を高頻度で観測する。EarthCAREとGPMから得られた観測データの複合利用による、

エアロゾル～雲粒～降雨にいたるプロセス解明も重要研究の1つであるため、両衛星観測システムを同時期に稼

働させることには大きな意義がある。NASAとCNES（フランス国立宇宙研究センター（NASA-: Centre National 

d’Etudes Spaciales）によるA-Trainは、異なるセンサーが搭載された複数の衛星をほぼ同一の衛星軌道上を

周回させ、多波長、多方式による準同時地球観測を実現させた観測システムである。現在、Aqua・CloudSat・

CALIPSO・PARASOL（Polarization & Anisotropy of Reflectances for Atmospheric Sciences Coupled with 

Observations from a Lidar）・Aura等の衛星が観測を行っている。この中では、Aqua搭載MODIS・CloudSat搭

載CPR・CALIPSO搭載Lidar・PARASOL搭載POLDERが雲・エアロゾルの観測に活躍している。 

(2) 雲特性解析に利用される衛星観測システムの現状と将来展望 

 今後5～10年のスパンにおける雲特性解析においては、受動型可視赤外イメージャーによる、雲光学的厚さ・

雲粒有効半径・雲頂温度・鉛直積算雲水量の推定をベースに、さらなる多波長を用いた雲粒有効半径の鉛直探査

や、雲レーダーなどの能動型センサーとの複合的な活用が主な改善発展事項である。実際、GCOM衛星のセンサ

ーによる長期モニタリングの継続、およびA-Trainの衛星センサー群やEarthCAREに搭載された可視赤外イメー

ジャーと雲レーダーによる、プロセス研究を主目的とした雲の鉛直構造と水平広がりの同時観測が予定されてい

る。 

(1)でも述べたが、CloudSatには雲レーダーが搭載されており、雲と降水の3次元分布が得られる。従来受動

型センサーでは、雲の上部の情報しか得ることができなかったため、中層や下層に大きな不確定性を抱えていた。

これがCloudSatのように雲レーダーを利用することで、深い対流域などでも雲の全領域を検出可能であるため、

気候モデルとの詳細な比較検証が可能となると期待される。レーダーは測器自らが、ある決まった周波数の電磁

波を送信し、それをある細かい時間間隔で受信する。また受信機の時間分解能は、レーダーの鉛直分解能に相当

することになる。実際にレーダーデータを解析するためには、受信強度を散乱体の後方散乱断面積と、散乱体と

レーダーとの距離等を結ぶレーダー方程式が必要となる。 

 ライダー搭載のCALIPSOでも雲の検出は可能であるが、雲レーダーとの違いは上層のsub visual cirrus等の
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ように非常に薄い雲にも感度があること、下層の水雲にも感度があること等が挙げられる。小粒子に感度を持つ

ため、エアロゾルも検出できる。このため、雲とエアロゾルの識別も大きなテーマとなる（Okamoto et al., 2007）。

雲からのレーダーやライダーの受信信号の強度は、雲の粒子サイズ・形状・個数密度などに依存する。このため、

レーダーとライダーを組み合わせて雲の微物理特性を抽出する試みがある（Okamoto et al., 2003）。レーダー

信号が単位氷粒子の体積あたり半径の3乗に比例するのに対し、ライダーでは半径の1乗に逆比例することを利

用して、雲粒子の微物理特性を求める手法であり、航空機による現場観測データによる検証などから、氷粒子の

解析では現在最も精度の高い手法であるとされる（Heymsfield et al., 2008)。また、実際にCloudSatと CALIPSO 

のデータに対して適用されている（Okamoto et al., 2008)。この手法では、レーダーとライダーの両方で同時

に検出可能な雲のみを対象としているため、レーダーのみ、もしくはライダーのみで検出できる雲の解析には課

題が残っている。このため、CloudSat・CALIPSO等に加え、MODISセンサーを付加した統合的な解析が望まれて

いる。 

 2013年度打上げを目標としているEarthCAREの時代からは、ドップラー観測機能による雲粒モーションの直

接観測が可能になり、大気の力学場を含めた雲成長プロセスの解明が期待される。CloudSatではレーダー反射

因子のみが観測されたが、EarthCAREではこれに加えドップラー速度の情報を加えることで、ライダーでは減衰

して、レーダーでしか観測されないような光学的に厚い雲域に対しても、高い精度で雲の微物理特性を抽出でき

ると期待される（Sato et al., 2009)。 またこのほか、ドップラー機能からは、鉛直流の情報も取得すること

が期待される。EarthCAREでは紫外線の高分解能ライダーが搭載される予定である。これによって、CALIPSO で

は減衰の影響を受けた後方散乱強度しか取得できなかったのが、直接消散係数の鉛直分布を得ることができるよ

うになることも、雲物理解析としては重要な点である。 NASAの将来構想には、雲・エアロゾルと海洋エコシス

テムの観測を目的としたACE（Aerosol, Cloud, Ecosystem) Mission（2010年代中頃の打上げ目標）12がある。

ACEには2波長雲レーダーや偏光イメージャー、ライダーなど5種類のセンサーが搭載され、エアロゾル・雲粒

子・降雨までの総合的な観測に資する。以上のような世界的な観測展望において、日本の衛星観測システムが期

待されていることは言うまでもない。 

 雲特性観測においては、長期モニタリングとプロセス研究の2本立ての衛星計画が必要である。プロセス研究

に投入された斬新かつ新規性のある衛星観測システムは、その妥当性が検証された後に、長期モニタリングに資

する観測システムの1つとして継続発展させることになる。例えば、現在計画が進められている日欧のEarthCARE

やNASAのACEにおける受動＋能動センサーによる衛星観測システムは、初号機こそ主にプロセス研究に用いら

れるが、近い将来に継続衛星が定期的に打上げられ、長期モニタリングの中核を担う存在になることは十分に想

定される。 

(3) エアロゾル特性解析に利用される衛星観測システムの現状と将来展望 

 エアロゾルは大気微粒子として一括りされているが、粒子径は数10nm～数10μmと幅広い。当然、生成過程

も種々多様である。気候変動予測等では自然起源と人為起源に大別し、前者は海塩･土壌、後者は硫酸塩･炭素系

の4種類の粒子を類型例として採用している。さらに、雲と同様にエアロゾルの生成･輸送･変質･消滅のライフ

サイクルの変容度多様性がエアロゾル研究を一層複雑にしている。エアロゾル自身が放射収支に与える影響評価

はもちろん、雲生成に関わるメカニズムの解明は重要課題である。にもかかわらず時空間変動が大きいため、エ

アロゾルの確定的な把握は非常に難しい。衛星リモートセンシングによる広域かつ継続的な大気エアロゾル観測

が重要となる所以である。 

衛星からのエアロゾルリモートセンシングの原理を簡単に紹介する。エアロゾル粒子を微視的な観点から観る

と、粒子径･形状・構造などの微物理特性と内部組成を表す化学特性で表現できる。地球大気に入射した太陽光

は大気粒子と相互作用する。大気エアロゾルは（その大きさから）紫外･可視･近赤外波長の入射光に強く反応し

散乱光を生じる。このエアロゾルによる光散乱過程に注目すると、波長別の衛星観測データから大気エアロゾル

の光学特性･微物理特性･化学特性が推定できる。大気粒子による多重回光散乱、すなわち大気中の放射伝達過程

の記述において、大気エアロゾルによる光学的厚さ(τ）と一回光散乱過程における生き残り確率（一次散乱ア

ルベド：ω0)が重要なパラメーターとなる。さらにこれらのパラメーターの波長変化も重要である。  

 エアロゾルリモートセンシングは1970年代～1980年代の基礎研究を経て、ようやく1990年代に入り衛星デ

ータから全球規模のエアロゾル分布を推定するに至った。当初はエアロゾル向けにセンサーが設計されていたわ

                                            

12
 http://dsm.gsfc.nasa.gov/ace/index.html(参照日：2009/12/14) 
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けではない。そういう悪条件の下で、NOAA衛星搭載AVHRRセンサーが海洋上空エアロゾル分布を、NIMBUS衛星

の全オゾン測定放射計（TOMS）センサーが吸収性エアロゾル分布を導出した。1990年代中盤以降になると、エ

アロゾル探査を設計段階から考慮に入れたセンサー（OCTS・POLDER・SeaWiFS・MODIS・多角度画像スペクトル放

射計（MISR）・GLIなど）が開発・稼働を開始した。今でもPOLDER・MODIS・MISRが継続して全球規模エアロゾ

ル情報を提供している。しかし、これらのエアロゾル専用センサーをもってしても、必要十分なエアロゾル情報

が得られているわけではない。特に陸域上空エアロゾルの推定精度が劣る。多様な陸面構造を放射伝達過程に組

み込む解析的困難さと、活発な人間活動に由来する複雑な陸域エアロゾル特性が起因している。この欠点を克服

してエアロゾル推定精度の向上を図る試みが進められている。アメリカ･フランスなどは、従来の散乱光輝度を

捉えるイメージャタイプのセンサーだけではなく、光の状態をより正確に把握できる偏光情報･観測角度･多波長

を兼ね備えた新型センサー（アメリカ：APS（Aerosol Polarimetry Sensor）、フランス：OCAPI（Carbonaceous and 

anthropogenic Aerosols Pathfinder Instrument））を計画している。特にAPSは衛星搭載ライダーと同様に観

測角度は狭いが、全ストークスパラメーター(I, Q, U, V）を多方向かつ可視･短波長赤外まで観測できる機構を

備えている。OCAPIは従来のPOLDERを発展させ、短波長赤外でも偏光情報を取得可能である。偏光情報に基づ

くリモートセンシングの優位点は、陸面偏光が無視できる程に小さいので、複雑な陸面構造を考慮しなくてもよ

いという点にある。結果として、陸域上空エアロゾル特性推定精度が向上する。さらに、APSやOCAPIなどは短

波長赤外を利用して、微小な陸面偏光をキャンセルできるよう設定されているので、従来の偏光センサーPOLDER

を越える精密な陸域エアロゾル推定が期待できる。また、多方向偏光データを利用した非球形形状エアロゾル研

究への応用発展も可能となる。 

日本でもGCOM-C計画において環境観測技術衛星「みどりII」（ADEOS-II）に搭載されたGLIの計測波長をベ

ースとして、スリム化と同時に偏光測光機構を加えたSGLIが搭載予定である。SGLIの特徴は、APS・OCAPIと同

様に偏光測光を近赤外2波長で実施する。また、最適な観測角度でデータを取得するため、前方・後方45度ま

で可変可能なチルト機構を備えている。これらの機構により得られる大気からの偏光状態を計測し、エアロゾル

の光学的厚さや粒径などを全球規模で同定する。また、一次散乱アルベドに関しても、SGLIが持つ特徴的な近

紫外および可視波長のデータを用いて推定可能である。前述した他国の偏光センサーAPSやOCAPIなどが装備し

ている多方向観測や短波長赤外バンドなどが欠落しているという弱点は否めない。しかし、逆に同時期に稼働す

るこれらの他国が取得する衛星データと、SGLIの高解像度データを併用複合利用することで、高精度エアロゾ

ル情報を2-4㎞高解像度で取得することが期待できる。さらにGCOM-C計画は、3衛星を継続的に稼働させて13

年間の連続観測を計画している。長期間にわたるエアロゾル情報の取得と提供は国際的にも注目されている。

GCOMの後も、長期衛星計測計画の続行が期待される。 

 CALIPSOでは、可視と近赤外の2波長を利用でき、さらに可視では偏光解消度の情報も取得可能である。この

ような2波長偏光ライダーを用いたエアロゾルの解析はすでに地上型ライダーで実績があり（Nishizawa et al., 

2007)、 CALIPSOへの応用が期待される。これによって、エアロゾルの種類ごとの消散係数の鉛直分布が得られ

るようになる。受動型センサーでは観測できなかった雲域の上のエアロゾルに関しても解析可能な点が優れてい

る点である。 

 同じくATLID（Atmospheric Lidar）ライダーを搭載するEarthCAREでは、1波長ではあるが、高分解能である

ため、エアロゾルの紫外波長での消散係数が直接仮定なしに得られ、また偏光解消度が取得できるため、エアロ

ゾルの種類ごとの消散係数の鉛直分布に言及できると期待されている。 

 衛星からのエアロゾル推定の検証として地上放射計ネットワークが整備されている。特にNASAやフランス・

リール大学が中心となりAERONETと呼ばれる放射計が世界各地において展開・稼働している。AERONET放射計は

SKYNETで用いられる放射計とほぼ同原理に基づくが、僻地でも観測できるように太陽電池で稼働可能である。

データ収集も静止気象衛星を介しており、観測データはほぼ瞬時にNASAのデータベースへ格納される。観測可

能なエアロゾル特性は、紫外～短波長赤外における光学的厚さ（τ）であり、これらは定期的に実施する較正作

業により、0.01が保証されている。また、放射伝達計算に基づくインバージョンにより、粒径分布･一次散乱ア

ルベド（ω0)などが導出され、衛星からのエアロゾル推定結果の検証データとして非常に有用である。世界各地

における地上観測網維持は非常に困難なため、日本が独自に構築するSKYNET網を含めて、各ネットワーク間の

解析手法の再検討、協力体制を敷いてゆく必要がある。 

（戸田・岡本・中島(孝)・佐野） 
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1.5.5  データ同化 

データ同化とは、数値モデルと観測データとを「融合」し、時間変化する大気の状態を高精度で推定すること

である。数値モデルにおける観測データの従来の利用法は、数値モデルから出力されるある物理量を、同地点・

同時刻・同物理量の観測値と単純に比較して、数値モデルの改良に活用する、というものであった。しかし、デ

ータ同化では、数値モデルにより計算されたある時刻の大気の状態を、観測データで直接修正して最適な推定値

を求める。データ同化は、気象予報・海況予測に積極的に用いられているが、大気中の物質輸送の分野ではその

応用例はまだ少ない（例えばDubovik et al., 2008; Yumimoto et al., 2008）。しかし、大気中での寿命が比

較的短いエアロゾルにデータ同化を適用することは、時空間的観測空白域を補間する観点からも有用であると考

えられる。また、データ同化の大きな特徴の1つとして、基本的に物理法則にのっとって構築されている数値モ

デルを介することにより、直接観測されない物理量を推定することが可能であることが挙げられる。この特徴を

用いると、例えば、数値モデルによる物質の輸送シミュレーションおよびその気候影響評価の大きな不確定要素

の1つである物質の排出量インベントリーを、データ同化手法を用いて高精度で推定することが期待される。人

為起源エアロゾルの排出量は、主にエネルギー消費量や人口分布などの多岐にわたる統計量をベースに作成され

るが、それぞれの統計データ・作成プロセスで用いられる仮定や係数に誤差や不確実性が含まれているため、最

終プロダクトである排出量に誤差が積算されることになる。その誤差は、場合によって2倍～数倍になるという

指摘もあり、これが数値モデルによるエアロゾルの気候影響評価の不確定性の主要因の1つとなっている。つま

り、データ同化手法を用いることにより、時空間的観測空白域の補間やエアロゾル排出量推定の改善を通して、

気候変動の評価の高精度化につながることが期待できる。 

気象分野で用いられるデータ同化手法として、主にアンサンブルカルマンフィルター（EnKF: Ensemble Karman 

Filter）と4次元変分法（4D-VAR: 4-Dimentional Variational Method）がある。EnKFは、4次元変分法と比較

すると容易に実装でき、モデルの非線形過程も取り扱いやすいという長所がある。EnKFは次の式に集約するこ

とができる。 

 

C
a =C

f +K(y − H (C f )) 

 

ここで、Cはモデル変数、yは観測データ、Hはモデル空間から観測空間への投影を表し、Kはカルマンゲイン

と呼ばれるモデルと観測の誤差情報を含んだ行列である。添え字のfとaはそれぞれデータ同化前・同化後を示

す。この式から、EnKFが観測データとモデル結果からカルマンゲインを重みにモデル変数を修正していること

がわかる。一方、4次元変分法は、アジョイントモデルを構築し、次のような評価関数Jを定義して、Jが最小

となるようにモデル変数xを最適化する。 

 

J = 1

2
(x − x

b )TB−1(x − x
b )+ 1

2
(H (x)− y)TR−1(H (x)− y)∑  

 

ここで、x はモデル変数、y は観測データ、H はモデル空間から観測空間への投影を表す観測演算子（モデル

による時間発展を含む）、B・R はそれぞれ背景誤差・観測誤差である。右辺第2項は、数値モデルの結果と観測

データとの間の差の2乗和を表している。 

データ同化を高精度で行うためには、数値モデルが相応の質を保持している必要があるほか、適用する観測デ

ータの品質保証および品質管理も重要となる。データ同化にはあらゆる観測データの利用が原理的に可能である

が、統計的手法や変分法の理論を応用した手法を用いるほか、複数の観測データの相互比較を通して、観測デー

タの誤差・バイアス評価を行う必要がある。 

（竹村） 

 

1.6 まとめ 
 気候変動の科学に関わる研究においては、気候変動のメカニズムを理解し、将来予測の確度を向上させること

が急務である。気候システムの中で、エアロゾルと雲は放射収支・水循環と密接に関係しており、最も重要な要

素であると同時に不確定要素の最たるものの1つでもある。本章においては、雲・エアロゾル・放射に関する観

測のレビューと我が国の特徴を活かした今後のこの分野における観測研究の在り方を取りまとた。以下に特に重
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要な課題等について、まとめる。 

放射収支の観測においては、特に国内において赤外放射計の較正を行う必要がある。太陽直達分光日射計の

較正は、現在は各研究機関が各々の予算で行っているが、今後は系統的な較正体制の確立を図る必要がある。

また、精度の確保のためには、作業用準器も用意して最低3台程度で運用すべきである。さらに、比較観測によ

る転写は、天候に作用され計画的な較正が難しい場合があるので、光源を利用した方法の可能性も検討すべきで

ある。 

 我が国は世界でも有数のライダー観測ネットワークを有するが、これらの観測データのさらなる高精度化や有

効活用を図るとともに、消散係数プロファイルを昼夜を問わず高感度で測定できる高スペクトル分解ライダー方

式の多波長ライダーの実現が期待される。 

 気象庁は、放射観測等のデータをGAWのデータセンターに送り、同計画に貢献している。また、BSRNとの

連携を強化しつつある。各研究機関は、互いに連携して、観測データの統合的な利用の推進強化を検討する必

要がある。 

 エアロゾルの地上観測においては、その散乱係数・吸収係数・消散係数に関する測定の高度化が放射過程の理

解や気候変動の解明のために必要である。国内の観測サイトはもとより、北極・南極における雲・エアロゾル、

雲・放射の観測を強化するほか、アジアやその他関係各国との協力の強化が望まれる。現在、これらの観測に携

わることのできる、特に若手の人材が減少している。観測的研究への研究資金の投入とともに、長期モニタリン

グに対応した人材育成システム（長期観測の専門職職員の配置）などが望まれる。また行政側と協力して、辺戸

ステーションで行っているような、データ相互利用を促進することも望まれる。 

 船舶観測においては、今までの実績を活かし、ライダー・レーダー・スカイラジオメーターなどのさらなる精

度向上を図るとともに、MAX-DOASなどの新たな観測技術を船舶へ搭載する具体的検討を進め、国際的にも標準

測定法として確立していく必要がある。他方、雲・エアロゾル・放射の航空機観測は、以前と比べて衰退してい

るような状況にある。雲・エアロゾル・放射の観測グループで共通に使える測器を搭載した観測用航空機を共同

で持つ必要がある。このような航空機を使って定期的に決められた飛行航路を飛ぶような観測から始めることに

よって、較正法の改良、測器の改良が可能になる。 

 雲・エアロゾルの衛星観測においては、長期モニタリングとプロセス研究の2本立ての衛星計画が必要である。

プロセス研究に投入された斬新かつ新規性のある衛星観測システムは、その妥当性が検証された後に、長期モニ

タリングに資する観測システムの1つとして継続発展させることになる。例えば、現在計画が進められている日

欧のEarthCAREやNASAのACEにおける受動＋能動センサーによる衛星観測システムは、近い将来に継続衛星が

定期的に打上げられ長期モニタリングの中核を担う可能性がある。 

 地上から衛星に至るまで、様々なプラットフォームから観測されるデータは、今日では数値モデルによる計算

値と併用して解析することが一般的になりつつある。さらに、近年では様々な形でエアロゾルや雲のデータ同化

も行われるようになってきている。データ同化を高精度で行うためには、数値モデルが相応の質を保持している

必要があるほか、適用する観測データの品質保証および品質管理も重要となる。データ同化にはあらゆる観測デ

ータの利用が原理的に可能であるが、統計的手法や変分法の理論を応用した手法を用いるほか、複数の観測デー

タの相互比較を通して、観測データの誤差・バイアス評価を行う必要がある。 

（早坂） 
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第2章 対流圏オゾンに関する観測 

2.1 はじめに 
2.1.1 対流圏オゾン観測の大気化学的意義 

対流圏オゾンの分布や変動を正確に把握し、その時空間変動のメカニズムを解明することは、近年の地球環境

問題における気候変動の理解と大気汚染評価、およびそれらの短期・長期の予測精度の向上において、地球観測

として取り組むべき重要な課題の1つとなっている。対流圏オゾンは、大気化学環境の変動に対して重要な2

つの役割を担っている。1つは、オゾンが温室効果ガスであることから、今後の地球温暖化を促進する微量気体

成分の1つとして重要であることが挙げられる。もう1つの側面としては、光化学オキシダント発生とその影響

の観点から、地域的な大気汚染としてクローズアップされている越境汚染問題に関連していることである。これ

ら2つの点から、地球温暖化予測の高度化と同時に、健康被害・農業生産・地域気候等の影響評価のためにも、

対流圏オゾン観測による実態把握を通した科学的知見の蓄積が不可欠となっている。 

気候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書（IPCC-AR4）によれば、将来の温暖化予測の指標としての対

流圏オゾンの放射強制力は+0.35W/㎡と見積もられているが、依然としてその評価には-0.1～+0.3W/㎡の大きな

不確実性が含まれている。成層圏オゾンについてはその回復の決定的な結論は得られていないものの、その放射

強制力は-0.05±0.10W/㎡と再評価されている。従って、オゾン全体としては温暖化を促進する方向に働くと言

える。対流圏オゾン濃度の歴史的な推移に関する観測とモデルによる評価によると、19世紀末にはおよそ10～

20ppb程度であったが、近年の北半球では産業革命以前の2倍以上に急激に増加してきたことが明らかになって

きた（秋元，2006）。その増加傾向は最近でも継続しており、特に、急速な経済発展を遂げている東アジア地域

でのオゾン増加が顕著であることが指摘されている。しかしながら、対流圏オゾンの増加速度は地域的に大きく

異なると同時に、その増加を正確に把握するための長期的な観測データの蓄積が不足している。このため、全球

規模でのトレンドを見積もるには、さらに精密かつ高密度な長期観測が不可欠である。対流圏オゾン増加による

直接的な温暖化への寄与以外に、オゾン増加による陸上植物の二酸化炭素の吸収への影響も指摘されている

（Heimann and Reichstein, 2008）。このようなオゾン増加の間接効果による温暖化の加速については、環境変

化のフィードバック機構の1つとして今後その定量的な解明が必要となる。 

光化学大気汚染の主成分である光化学オゾン・オキシダントは窒素酸化物（NOX）と揮発性有機化合物(VOC: 

Volatile Organic Compounds)から生成する二次汚染物質である。これらオゾン前駆体物質の発生源の増大がオ

ゾン濃度の上昇を決める重要な要因となっている（Ohara et al., 2007）。日本では1970年代以降のオキシダン

ト抑止戦略による政策対応によって、都市域おける夏季の高濃度オキシダント現象を抑制することに成功してき

たが、近年、オキシダント注意報の発令日数が急速に増加し、再び対流圏オゾン濃度の増加現象が顕在化するよ

うになってきた。特に、日本は、急速な社会経済活動の発展を遂げている北東アジア諸国の風下側に位置するた

め、アジア大陸からの越境汚染の影響を直接受ける（Akimoto, 2003）。このため、環境基準値（60ppb）を越え

る短周期の濃度上昇現象が大きな社会問題となってきた。一方、オゾンの光化学生成には、東アジアを取り巻く

モンスーンによる地域的気候・気象の変動も大きく関係していると考えられ、将来の気候変化に伴うオゾン濃度

の変動を解明することも必要とされている。さらに、アジア地域の汚染は大陸間の長距離輸送を通して北アメリ

カへ影響を与えると同時にヨーロッパの汚染がアジア地域へと飛来するような、半球規模の大規模汚染拡散の問

題として科学的知見を収集することが重要となってきた（秋元，2006）。このため、上空を通した輸送について

の理解も必要であり、地上から上空を含めた対流圏全層の観測の充実が求められている。 

 

2.1.2 現状と課題 

対流圏オゾンの長期的なトレンドを把握するためには、人為的汚染の少ない地域を代表するデータが得られる

地上の大気観測所における連続測定が最も適している。日本国内における地上の長期モニタリングは、歴史的に

は光化学スモッグの問題として、古くは1976年ごろから地方自治体によって数多く行われてきた。その後、環

境省の国設のモニタリング局、気象庁の世界気象機関全球大気監視（WMO/GAW）の観測サイト、東アジア酸性雨

モニタリングネットワーク（EANET）および(独)国立環境研究所（NIES）のモニタリング研究等を中心に、地上

付近のオゾン濃度の定常的な長期観測が実施されている。 

一方、研究観測プロジェクトによって、沖縄の辺戸岬、中国の山岳地帯、中央アジア、南極昭和基地等にも日

本の観測網が展開されている。また、アジア太平洋地域の広域分布の観測には、商船を利用した観測も実施され

ている。これら地上付近の観測に対して、オゾンゾンデやオゾンライダーおよび航空機観測では、データの少な
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いオゾンの鉛直分布が観測できる。このような様々な観測プラットフォームや測定手法を利用した観測が展開さ

れているが、現状の観測を継続するための予算的・人的支援は極めて脆弱であり、長期観測に対する改善と強化

が最も重要な課題となっている。特に、オゾン濃度は温室効果ガスに比べると時空間的に激しく濃度が変動し、

地域的な違いも大きいことから、長期の観測拠点を増やすなど観測ネットワークの拡充を図ることが今後の取り

組むべき課題となっている。 

対流圏オゾン観測の全球的な解析を進展させるためには、収集されている様々な観測データの統合が不可欠で

ある。データ統合には、関係府省・機関・大学などのすべての観測機関で得られる観測結果が、相互に比較可能

となるデータの標準化が必要である。また、異なる測定機器や手法によって得られるデータが、同じ基準によっ

て相互に比較できることが望まれ、それによって貴重な観測データが有効に活用される。このような観測データ

の標準化は、国内外を含めた全世界の観測実施機関が連携・協力して取り組むことによって、初めてその目的が

達成されるため、国際標準に準じた観測データのトレーサビリティを確保することが不可欠である（Tanimoto et 

al., 2005）。このためには、オゾン濃度測定の比較実験を定期的かつ長期的に実施するためのオールジャパン

の協力体制を整えることが、早急に取り組むべき重要な課題の1つと言える。 

 

2.1.3 今後の展望 

本章では、以上の科学的背景と観測の現状・課題を踏まえて、対流圏オゾンに関する観測のレビューと、我が

国の特徴を活かして推進すべき観測研究とその相互連携の在り方をまとめる。特に、今後の長期観測の継続と発

展のために必要な具体的方策を考慮して、「データ標準化の促進」、「データ流通の促進」、「国内外の観測施設と

その相互利用の促進」、「地球システムモデル開発の視点からみた観測ニーズ」、「時空間敵観測空白の改善および

観測項目の充実」の5つの視点から以下に詳しく述べる。 

（松枝・向井） 

 

2.2 データ標準化の促進 
2.2.1 測定法標準化のための国際・国内活動 

(1) 必要性 

 オゾンの濃度の決定方法は歴史的には中性ヨウ化カリウム（KI）法とUV法、GPT（Gas Phase Titration）法

などが挙げられる。国内では歴史的にオキシダントとしての測定が古くから行われたために、JISとしてもオゾ

ンの濃度決定をKI法に準拠していた。しかし、KI法は原理的にも複雑な化学反応を含んでおり、高い精度を求

めることが難しい方法である。一方では、国際的にはUV法をもとにオゾン濃度を決定するという方法を用いて

おり、国際的に温室効果を議論する場合には、方法論的にオゾン測定に齟齬が生じる可能性がある。 

おそらく日本だけがアメリカでもなく、ヨーロッパでもない独自の標準化を行っており、しかも合理的な精度

が求められない方法を用いていることには問題があると考えられる。長期間、日本でのオゾンの濃度の較正は、

自治体はほぼKI法、その他研究機関や大学はメーカーの値づけをそのまま使うか、ごく少数のメーカーはGPT

法での値づけを行うなど、各種ばらばらの状態であった。さらに、アメリカのメーカーから購入した場合は、UV

法基準になっていると想定される等、各種のスケールが同時に国内に存在していると考えられ、非常に複雑な状

況が続いている。 

従って、日本各地で測定されているオゾン濃度のスケールを、今後統一することは非常に重要な課題と言える。

同時に、温室効果ガスとしてのオゾン濃度の変動は極めて小さく、長期間での濃度スケールの安定性が求められ

ている。 

(2) 現状 

① 国際的な観測基準の体系 

  国際的な標準機関である世界度量衡局（BIPM）は、大気レベルのオゾン濃度の国際的比較実験を行っている。

ここでの方法はUV吸収が基になっており、標準器としてアメリカ国立標準技術研究所（NIST)の開発した標準参

照光度計 (SRP：Standard Reference Photometer)を用いることになっている。BIPMには基準器のSRPがあるが、

これは、NISTの基準器SRP No.2に対して、相対感度が確かめられている。通常、すべてのSRPはSRP No.2に

対して値がずれていないことが確かめられている。ここで用いられているオゾンの吸収係数は1.147×10-17 

cm2/mol であり、セルの長さ、圧力の値からオゾン濃度が計算される。 

 日本では、計量機関としての(独)産業技術総合研究所計量標準総合センター（NMIJ: National Metrological 
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Institute Japan）が対応を行うことが通常であるが、NMIJにおいてはオゾン計測の基準器がない。一方、NIES

はSRP No.35をこの間に購入し、そのパフォーマンスを確かめており、BIPMの行った国際比較実験の予備実験

に参加した。その結果として、SRP No.35の世界からのずれは、100ppbのレベルで0.1ppb程度と考えられ、そ

の比較可能性の高さが証明されている。現在、日本としての基準をNIESが受け持つかは未定であるが、標準器

であるSRPがNIESで維持されていることで、実際上は世界基準が日本にも存在するということになる。 

② 国内における標準体系 

 JIS法や環境省の常時監視マニュアルに規定されているKI法による日本のオゾン（またはオキシダント）濃

度基準は、その精度を保つことが難しいことや、そのために他の自治体との間でのスケールの違いが生まれるな

ど問題を抱えてきた。そこで、近年環境省は、各自治体のKI法でのオゾンスケールの相互比較などを、NIESと

ともに行った。その結果、KI法でのオゾン濃度のスケールの幅は25％程度あることがわかり、その精度を現場

で実際保つことが困難であることがわかった。 

 これを受けて環境省では、KI法によるオゾン濃度スケール較正を廃止し、UV法による国際的な濃度スケール

に変更することが検討されている。JIS法はすでにオゾンの濃度較正法をISOにおける方法を取り入れて、KI

法からUV法に変更している。これにより、日本での公式的な基準も、UV法という流れになっている。環境省と

しても、常時監視マニュアルを改正しつつ、国内の自治体でのオゾン濃度のスケールを国際基準に合わせていく

ことを検討している。そのために、NIESにあるSRP No.35を基本に体系化を図ることを考えている。 

③ 機関間の比較 

 GAWにおいては、NISTが中央較正施設（CCL）として世界準器となるオゾンSRPを保有しており、スイス連邦

材料試験研究所（EMPA: Materials Science & Technology）が世界較正センター（WCC）として世界各国のGAW

観測所で使用される基準器を較正する役割を担っている。NISTが保有するSRP No.2は、BIPMに対してトレーサ

ブルなものであり、また、EMPAは、NISTで較正されたSRP No.15に基づきWCCの活動を行っている。 

 気象庁は、保有する基準器を定期的にNISTに送って較正するとともに、EMPAによる巡回比較も受けており、

これら3機関の間で比較可能になっている。また、2005年に韓国済州島で行われた東アジア地域実験（EAREX,  

2005）において、NIESの保有するSRP No.35とも比較を行っている。  

(3) 課題と今後の展望 

対流圏オゾンの観測については、GAW内外の多くの観測施設において、それぞれNISTのSRPを基準にした観

測が行われているが、較正のタイミングや機関間相互の比較などについて体系化されていない。これらについて

連携をとることで、観測基準の安定性の検証や観測精度の向上などに寄与するものと思われる。 

 また、国内機関および東アジア地域の関係機関の協力で、同地域における国際比較観測を推進することで、観

測データの利用性向上が期待される。 

（向井・松枝・須田） 

 

2.2.2 全球大気監視（GAW）計画における観測手法標準化活動 

(1) GAW計画の概要・枠組み 

GAW計画の概要・枠組みについては、第1章の1.2.3(1)に詳しく述べられているので、そちらを参照されたい。 

(2) 対流圏オゾンに関する活動 

 対流圏オゾンの観測は、2009年10月9日現在、世界150か所（図2-1）がGAW観測所情報システム（GGAWSIS）

に掲載されており、観測データは気象庁が運営する温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）に報告されること

になっている。NISTがCCLとして世界準器となるオゾンSRPを保有している。また、EMPAが、WCCとして世界

各国のGAW観測所で使用される基準器を較正する役割を担うとともに、品質保証科学センター（QA/SAC）として

世界の主要観測所を巡回訪問して技術指導等を行っている。 

 対流圏オゾンの観測所、特にWDCGGにデータを報告している観測所の多くは、ヨーロッパモニタリング評価プ

ログラム（EMEP）の下で観測を行っており、このような地域的なネットワークとの協力が欠かせない。また、ヨ

ーロッパ中期気象予報センター（ECMWF）などの協力で、モデルによる地上・衛星観測データの同化技術を開発

するGEMSプロジェクトに対する準リアルタイムでのデータ提供などの協力も行われている。 

 このように、GAWにおける対流圏オゾンの観測がヨーロッパ地域に偏っており、アジア地域をはじめとする世

界のほかの地域での観測データの取得および流通が大きな課題になっている。 

 GAW戦略計画では、データの流通およびトレーサビリティの向上、準リアルタイムでのデータ報告などが今後
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の目標として記載されており、そのための実施戦略として地域ネットワークとのデータ交換、航空機観測データ

の収集の促進などが挙げられている。また、対流圏オゾンのデータは、成層圏のオゾンやエアロゾルとともに、

数値天気予報での利用が見込まれており、WMOではこれらの観測データの準リアルタイムでのデータ流通を目指

すパイロットプロジェクトを実施している。今後は、特に地域ネットワークとのデータ交換を促進し、準リアル

タイムでのデータ流通を通じたデータ利用の向上などのため、データ標準化の促進およびトレーサビリティの確

保に向けた活動の進展が望まれる。 

（須田） 

 

 
図2-1 GAWSISに登録されているまたはWDCGGにデータを報告している対流圏オゾン観測点。 

 

2.3 データ流通の促進 
2.3.1 温室効果ガス世界資料センター 

 気象庁が運営しているWDCGGは、1990年10月に活動を開始し、温室効果ガスおよび反応性ガスのデータを収

集・提供しているが、地上オゾンに限っては、地上オゾンのデータセンターを務めていたノルウェー大気研究所

（NILU）から運営を引き継いだ2002年が始まりである。2009年10月9日現在、40ヶ国97地点（図2-1）から

地上オゾンデータが報告されており、報告されたデータは、DVDに収録されて登録利用者に毎年配布されるとと

もに、ウェブサイトを通じて一般利用者に随時提供されている。また、WDCGGでは報告されたデータを解析し、

全球的な傾向や特徴などをWMO WDCGG Data Summaryとして毎年刊行している。 

 WDCGGでは、国際会議などの場でデータ提供を呼びかけるほか、観測者に個別にコンタクトするなどして、デ

ータ報告を促してきた。また、データ報告のフォーマットなどを記述したWDCGGデータ報告・配布ガイドを作成

したほか、データおよび関連情報の提供方法を多様化するなどして、データ報告を支援してきた。このこともあ

り、取り扱っている地上オゾンのデータ量は着実に増えており、2003年から2008年までの5年間に約1.7倍に

なっている。 

 WDCGGではまた、GAWの下に設置されたほかのデータセンターやGAWSISと協力して、データの提供形態の共通

化などに取り組んでいる。さらに、WMOのイニシアティブの下、対流圏オゾンをはじめとする大気化学データと

気象データなどとを統合し、共通のシステムの下でデータを流通させる情報システムの構築を目指している。 

 WDCGGでは、データ流通を促進するため、地域ネットワークとの協力を強化するとともに、新たなデータ利用

形態を探るため、準リアルタイムでのデータ流通などを目指すWMOのパイロットプロジェクトにも関与しつつ、

データの収集・提供形態の一層の多様化が望まれる。 

（須田） 
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2.3.2 国内機関の観測におけるデータ流通  

 環境省・地方公共団体・NIESが「環境省大気汚染物質広域監視システム」（通称「そらまめ君」13）を構築し、

光化学オキシダントの速報値を出している。例えば、福島、新潟、長野、山梨、静岡および関東を含む地域では、

オキシダント濃度は約400か所で測定されている。そらまめ君データは研究者であればNIESから入手できる。 

環境省では昭和58年度（1983年度）から、国内における酸性雨対策調査を実施しているが、国内には乾性沈着

をモニタリングしている測定局があり、オゾンについては国内21地点で観測が行われている（EANET局を含む）

（観測地点については「越境大気汚染・酸性雨、長期モニタリング計画」（環境省, 2009）を参照のこと）。モ

ニタリングデータについては環境省から「平成19年度酸性雨調査結果」などとして公表されている。 

EANETはデータ確定後Data Reportとして月平均値を冊子体で公表している。また酸性雨センターにリクエスト

を出せば1時間値データを入手できる。しかし、課題としては、確定するまでにいろいろな手続きを踏む必要が

あるため、データの開示が最長で約1年半後であることや、1時間値などは公表資料に含まれていないことが挙げ

られる。一方、気象庁における3サイトのデータは、約3ヶ月後にはWDCGGに報告されているので、非常に早い回

覧が可能である。 

NIESの観測サイトである波照間・落石岬でのデータは1時間値としてアーカイブされている。現在そのデータ

は広く流通していないが、落石岬のデータはENETとして部分的に公開されている。検討段階であるが、速報値と

してのオゾンの値を毎日WEBから公表できるようなシステムが現在考えられており、二酸化炭素などとともに、

早いサーキュレーションが期待できる。 

今後、これらの国内データのデータベース化なども考慮すべきと思われる。 

（高見・向井） 

 

2.3.3  衛星および上空の観測データ 

(1) オゾンライダー 

① 必要性・特徴 

オゾンライダーは、オゾンの高度分布を時間的に連続して測定できる点に、ほかの手法にはない特徴がある。

上空を輸送される大気汚染起源のオゾンや、対流圏界面フォールディングに伴って成層圏から下降するオゾンな

どの分布構造を捉えるための有効な観測手法である。 

② 現状と課題 

 オゾンのライダー測定では、紫外レーザーのオゾンによる吸収と大気エアロゾルによる散乱を組み合わせた、

差分吸収ライダー方式（DIAL:Differential Absorption Lidar）が用いられる。対流圏のオゾンを測定するDIAL

は、1980年代にアメリカ航空宇宙局（NASA）ラングレー研究センターで航空機搭載システムが開発され、数多

くの観測が行われた（Browell et al., 1983）。その後、成層圏オゾン層破壊の問題に関連して、対流圏観測シ

ステムもいくつかの機関で開発された。現在、ライダーによる対流圏オゾン観測の研究が継続されているのは、

日本の気象研究所（Nakazato et al., 2007）や、アメリカ海洋大気庁（NOAA ）（Machol et al., 2009）、NDACC

（Network for the Detection of Atmospheric Composition Change）のフランス・オートプロバンス局、アメ

リカカリフォルニア・テーブルマウンテン局などに限られている。特に気象研究所では、Nd：YAGレーザーの第

4高調波と炭酸ガスを封入したラマンシフターを用いた比較的簡便な手法が開発され観測に応用されている。近

年、越境大気汚染の問題で、ライダーによる対流圏オゾン観測は再び注目され、地域規模のネットワーク観測が

期待されている。現在、NIESでは、温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）の検証に関連して、エアロ

ゾルおよび対流圏オゾンを測定するライダーが開発されている。 

③ 今後の展望 

対流圏オゾンは、エアロゾルと並んで、ライダーによるネットワーク観測が有効な観測項目である。エアロゾ

ルライダーに比べると装置は大型で運用も難しいが、主要地点でネットワーク的な継続観測が行われることが期

待される。エアロゾルと同様、ライダーで得られる時間的に連続した高度分布データは、現象の解析やモデルの

検証・同化に非常に有用であると考えられる。 

（杉本） 

 

                                            

13
 http://soramame.taiki.go.jp/（参照日：2010/02/16） 
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(2) オゾンゾンデ 

対流圏を含むオゾンの高度分布を観測するため、WMO/GAW計画の下でオゾンゾンデの観測が行われており、観

測データはカナダ気象局が運営している世界オゾン・紫外線データセンター（WOUDC）に報告されている。2009

年8月17日現在、世界で192か所の観測所がオゾン鉛直分布を観測している、または観測していた、とGAWSIS

に登録されており、140か所からのオゾンゾンデ観測データがWOUDCに報告されている。オゾンゾンデのデータ

についても、準リアルタイムでのデータ流通を目指すWMOのパイロットプロジェクトの対象になっており、気象

庁のオゾンゾンデ観測データを準リアルタイムで通報すべく検討が進められている。 

ライダーで得られる高度分布データなどとも組み合わせることにより、現象の解析やモデルの検証・同化にさ

らに有効に活用されることが望まれる。 

（須田） 

 

2.4 観測施設等の相互利用の促進 
2.4.1 国内の観測施設 

(1) 地方自治体・国設サイト・EANET 

光化学スモッグの問題としてのオゾンの観測が、古くは1976年ごろから地方自治体（都道府県ならびに政令

指定都市）によって数多く行われ、2007年での測定点は全国に1,173局ある。この中には、その地域を代表す

ると考えられる地点に設置された一般局1,143局と、沿道での汚染の度合いを監視するために設置された自動車

排ガス測定局30局がある。また、環境省による国設大気測定所なども1976年から全国の主要な場所（都市域＋

地域的バックグランド）に整備されている（現在9か所）。 

また、越境大気汚染の監視のために国設酸性雨測定所が設置され、現在EANET局として国内の12か所での観

測を行っている。EANET局は東アジアの観測ネットワークとして、その他東アジアの国々の31か所の地点での

観測を行っている（2.4.2参照）。 

国内のネットワークはこのように、自治体を中心に密度の高い観測がおこなわれている。観測点の配置はこれ

まで都市域を中心に展開されているが、地域を代表する場所（八方尾根など）も含まれている。これらのデータ

から20～30年の長期的なトレンドについて近年議論が展開されている。その中でオゾンは国内の問題という当

初の光化学オゾン生成の見方から、アジアを含めた地域的なバックグランドの濃度の変化という点が強く意識さ

れており、今後のデータ解析などが望まれている。 

問題点として、オゾン濃度基準が各自治体のKI法に依存しており、必ずしも濃度の基準が精度高くそろって

いると言えない状況がある（2.2.1参照）。このため、現在、環境省では常時監視局や国設局でのオゾン濃度基

準をNISTのSRP（実際には、NIESにあるSRP No.35）でのUV法での値を基準にするように制度の改正を急いで

いる。 

(2)  WMO/GAW観測所（気象庁） 

 気象庁では、大気環境観測所（岩手県大船渡市綾里）(1990～)、南鳥島気象観測所(1994～)、与那国島特別地

域気象観測所（1997～）および高層気象台（つくば）において、地上オゾン等の観測を行い、観測データをWDCGG

に報告している。現在、これらの観測所では、気象庁・高層気象台・気象研究所による業務観測または研究観測

が行われているが、気象庁以外の機関による観測は行われていない。 

 気象庁とその他の機関との共同研究等を通じて、気象庁が運営するGAW観測所における観測施設の相互利用を

促進することができる。その一方で、南鳥島ではアクセスに大きな制約があり、観測施設の相互利用が困難にな

っている。 

(3) 研究サイト（NIES・大学・富士山など） 

NIESでも、沖縄県波照間島や北海道の落石岬での観測を行っている。落石岬の観測データはEANETのデータ

の1つとしても活用されている。 

気象研究所では、古くは富士山のオゾン観測も行われていたが、富士山での観測所業務が停止されたために、

定常的観測は現在行われていない。現在は夏の期間のみ、大学や（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）などのオ

ゾン観測が行われている。 

（向井・須田） 
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2.4.2 アジア大陸への観測の展開  

中国など新興国の経済発展等により、東アジアにおける地域スケールの大気汚染は深刻さを増している。大気

化学および放射に関して重要とされているオゾンについては、IPCC-AR4においても発展途上国が多い地域にお

いては、オゾンの前駆体の排出量が著しく増加していると報告されている（IPCC-AR4,Chap.2, p150）。さらに、

国内のオゾン濃度を議論する場合でも、越境大気汚染や北半球規模大気汚染の観点での考察が不可欠となってき

ている。対流圏におけるオゾン濃度の分布を把握するには、観測点が少ないアジア地域において、発生源付近で

のオゾンやオゾン前駆物質の観測が必要である。 

(1) EANET・ABC-Asiaのアジア域におけるオゾン観測  

EANETとはThe Acid Deposition Monitoring Network in East Asia の略称であり、日本の環境省が主導して、

2001年1月よりアジア地域の10ヶ国が参加し、酸性物質の沈着をモニターしている。当初の参加国は中国・イン

ドネシア・日本・マレーシア・モンゴル・フィリピン・韓国・ロシア（極東地区）・タイ・ベトナムであった。

その後2001年からカンボジアが、2002年からラオスが、2005年からミャンマーが参加しており、現在は13ヶ国が

参加している。 

EANETでは乾性沈着（空気中の濃度）の測定項目としてSO2・NOXとともにオゾンが挙げられており、オゾンの

乾性沈着をUltraviolet Photometric法で自動観測している。例えば、日本の沖縄辺戸岬にある国設酸性雨局で

はHoriba製の自動オゾン測定器を用いて通年観測が行われている。しかしながら、上記参加国すべてが観測を行

っているわけではなく、2007年の報告書では、日本（10か所）・マレーシア（1か所）・韓国（3か所）・ロシア

（1か所）・タイ（3か所）でオゾンの自動観測が行われている（ADORC, 2008）。観測地点に偏りがあることは

明白であり、また、アジア域の広さに対して観測の空白域があることも明らかであるので、オゾンの自動観測地

点の増加が望まれる。 

ABC-AsiaとはAtmospheric Brown Clouds_Asiaの略であり、国連環境計画（UNEP）のプロジェクトである。参

加国は中国・インド・日本・モルディヴ・ネパール・パキスタン・韓国・タイであり、南アジア域やヒマラヤの

山岳地域にまで観測拠点が広がっている。ABC-AsiaではBCなど微小粒子の観測が主であり、オゾン観測を行って

いる場所は少ない。しかしながら、ABC-Asiaの観測拠点はインドやモルディヴまで観測拠点が広がっているので、

働きかけを行うことでオゾン観測も展開できると思われる。例えば、国内では、ABC-Asiaに参加している辺戸ス

テーションとEANETサイトの辺戸酸性雨測定局が隣接しており、辺戸ステーションは粒子を、辺戸酸性雨測定局

はオゾンなどガス成分を主に観測し、NIESを仲介役として相互のデータ利用を行っている。 

将来的な課題としては、これまで観測拠点がありながら観測を行っていない地点において、積極的にオゾンの

観測を各国が推進していくことが重要である。また、各国への働きかけは環境省や酸性雨研究センターが中心と

なって推進することが必要である。個々の研究者の取組みでは、それぞれの国の国内事情や法令のためデータの

取得や公表などに制限がある場合があり、データの利用やそれを用いた解析に大きな支障が出ている。EANETの

ような国と国との条約に基づいた施策が必要である。 

(高見)  

(2) アジア大陸でのオゾンと関連気体の通年観測 

 JAMSTECのグループでは、中国華中東部を中心とした地域スケールでのオゾン等の大気汚染について解明を進

めるため、地域代表性の高い山岳地点での観測を複数地点で実施してきた（図2-2）。北京と上海の間に存在す

る唯一の山岳地域に位置する泰山（北緯36.26度・東経117.11度・1,534m）や、中国華中東部汚染地域のそれ

ぞれ西端・南端付近に位置する華山（北緯34.48度・東経110.08度・2,065m）・黄山（北緯30.13度・東経118.16

度・1,841m）では、それぞれ2004～2007年・2004～2007年・2004～2008年にかけてオゾンの通年観測を実施し、

季節変化の特徴を明らかにした。国内のデータやバックグランド大気での値と比較すると、3か所ともにオゾン

濃度が高く、初夏の5～6月に最大値をとり、秋に第2の極大が見られ、真夏は東アジアのモンスーンによりオ

ゾン濃度が下がる傾向がある。3か所の中で毎年最も高いオゾン濃度が記録されるのは泰山で、極大となる6月

の3年（2004～2006年）平均値は82ppbであったほか、日平均値が100ppbを超える日も高頻度で観測された。

黄山での極大は早めに5月に起こったが、比較的緯度が低いため夏季にはモンスーンの影響を受ける期間が長く、

オゾン濃度が比較的低い清浄な海洋性大気の影響を最も強く受けるためと考えられた。これらの濃度データは、

全球／地域スケール化学輸送モデルの検証に有効に活用された（Li et al., 2007）。 

中国西部の天池（北緯43.90度・東経88.12度・1,925m）や中央アジア・キルギスのVostochnaya East( 北



 

 

 

42

 

 

図2-2 海洋研究開発機構が中心となり、オゾン測定を実施したアジア大陸での地点。 

 

緯42.58度・東経76.07度・3,592m）でもオゾンの観測を、それぞれ2005～2008年、2006～2007年に実施し、

中国華中東部の影響をほとんど受けていない大陸性気塊での代表的なオゾン濃度変動を捉えた。これらのデータ

は北半球規模大気汚染の実態を解明するのに貴重な観測空白域でのデータと言える。東部シベリアのロシア・モ

ンディ（北緯51.62度・東経100.91度・2,018m）では1996年以降10年以上にわたりオゾン観測が継続されて

おり、中国華中東部や日本での観測データの解釈の際に、清浄気塊での参照値として比較に用いられるなど、有

効に活用されている（Pochanart et al., 2003）。現在ではEANETの１局として観測データを提供している。 

これらのサイトのうち、泰山・黄山・華山・モンディではオゾンに加えて、一酸化炭素の通年観測も実施され

た。泰山・黄山・華山のデータは、中国華中東部地域の一次発生源強度を推定するために、またオゾン濃度との

関係を解明するために用いられた。また、モンディでのデータは、シベリアでのバックグランド濃度変動を解析

するために用いられてきた。 

 観測施設の相互利用の観点では困難な点が多い。特に中国での観測に関しては、現在では許可を持たない外国

人による大気環境観測は禁止とされ、観測地点に自由に装置を持ち込むことなどは全くできない状況にある。ま

た、泰山・黄山については観測サイトからの撤収を余儀なくされ、観測が終了している。その他、観測機器の故

障などの起きた華山も合わせて、中国での観測は全面的に一時停止状態にある。データの公開・共有に関しても

困難が大きい。中国気象局の指令により、許可のある課題等以外では生データは入手困難であり、データの公開

はできないのが通常である。これらのことから、今後当面は、許可を得た課題内において、また現地共同研究機

関との相互信頼関係において、大気環境の共同観測を実施することがデータ取得の唯一の道である。近い将来に

は、各機関や個人による個別取組みだけでなく、既存あるいは新規の国際的枠組みの中に共同観測等を位置づけ

て実施し、データ共有を目指すことが強く求められる。このことにより、中国などでのオゾン観測データを継続

的に取得することがようやく可能となり、東アジアの地域スケールでの大気汚染の実態や過程、変容を明らかに

するための基盤が初めて整うといっても過言ではない。 

また、オゾンそのものだけでなく、オゾンの前駆物質についてもアジア大陸での観測は限られており、観測強

化が求められる。2006年6月にはJAMSTECが中心となり、泰山においてオゾン前駆気体の総合観測を行った

（Kanaya et al., 2009など）が、この地域でのオゾン光化学を明らかにするためには、今後も同様に、NOX・

VOC等の精密観測データを収集するような集中観測を実施することが重要である。一方で、より簡便かつ通年運
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転可能なオゾン前駆物質測定装置の開発・運用も重要である。１つの取組みとして、JAMSTECでは、太陽光散乱

光を複数の仰角で分光測定し、その差分吸収解析に基づいてNO2等の対流圏カラム濃度、高度分布を導出できる

MAX-DOAS（Multi Axis-Differential Optical Absorption Spectroscopy）法を用いた小型観測装置を開発し、

2007年以降、国内の横須賀・沖縄辺戸岬に加え、アジア～ロシア（韓国光州・中国合肥・Zvenigorod（モスク

ワ郊外）、・Tomsk（中央シベリア））に観測網を展開している。衛星データや対流圏化学輸送モデルの検証を通じ、

地域～大陸スケールでのオゾン動態解明に重要な役割を果たすものを期待されている。 

（金谷） 

 

2.4.3 極域における観測強化 

 極域における地上オゾン濃度の観測は、WMO/GAWやNOAA/CMDL（現ESRL）などのグローバルな観測網の一環と

して開始され、現在も継続されている（Oltmans and Komhyr, 1986; Oltmans et al., 1998）。南極において、

我が国は1988年より昭和基地で観測を開始し（青木, 1997）、マクマード基地（アメリカ）、アムンゼン・スコ

ット極点基地（アメリカ）、ハリー基地（イギリス）、ノイマイヤ基地（ドイツ）、サナエ基地（南アフリカ）と

ならび、貴重な南極大陸における長期観測点となっている。また、北極圏ではツェッペリン山（スバールバル諸

島）、アラート（カナダ）、バーロー（アメリカ）、サミット（グリーンランド）の4点において長期連続観測が

行われている。 

 南極昭和基地で定常気象観測を行う気象庁も、1997年1月から紫外線吸収式オゾン濃度計により地上オゾン

濃度の連続観測を行っている。観測を行うに当たっては、観測の前後に較正を行い、また、観測後に品質管理お

よび統計処理を経たうえで、大気・海洋環境観測報告などの刊行物のほか、WDCGGにも報告されており、一般に

公開されている。このデータは、現在、WMO/GAW計画の地上オゾン濃度の基準として採用されているNISTのオ

ゾンSRPに対してトレーサブルなものになっている。 

 このような極域の観測点における、地上オゾン濃度のおよそ10年にわたる連続観測の結果として、1990年代

前半には北半球中高緯度における増加傾向（Logan, 1985; Oltmans and Komhyr, 1986; Voltz and Kley, 1988）、

南極点における減少傾向の可能性が報告されていた（Oltmans and Levy, 1994; Schnell et al., 1991; Fishman 

et al., 1979）。しかしながら、その後、2005年までの結果に基づく包括的なレビューによれば、一次回帰分析

からは増加・減少ともに有意な傾向は見いだされていない（Helmig et al., 2007c）。 

 極域における地上オゾン濃度の季節変化は、光化学反応による生成・消滅と大気輸送の季節性に起因する。こ

のこと自体は中高緯度と変わりないが、前者において、北極域では人為起源物質の影響を受けやすく、他方、南

極域では皆無である点において大きく異なる。南極域ではこの性質を利用して、対流圏オゾン濃度を成層圏ある

いは中低緯度起源空気塊のトレーサーとして用いることが試みられている（Murayama et al., 1992)。 

 短期不規則変動に関して最も議論の対象となっているのは、地上オゾン破壊現象（ODEs： Ozone Depletion 

Events）である。ODEsは、北極域で発見され（Bottenheim et al., 1986; Barrie et al., 1988）、南極域でも

確認されている（青木, 1997; Wessel et al., 1998）。海洋・海氷を起源とするハロゲンを含む無機ガスを介す

る反応が、オゾン消失の有力な原因と考えられている（Simpson et al., 2007）。ODEsの発生時期が冬季であり、

なおかつ海氷域であることから、北極域ではキャンペーン観測が精力的に行われたのに対し、南極域での観測に

は大きな制限があった。しかし、近年の全球オゾン監視実験（GOME）およびSCIAMACHY（Scanning Imaging 

Absorption Spectrometer for Atmospheric Chartography）による衛星リモートセンシングにより、ODEsに密

接に関与すると目されてきたBrOの観測が可能となり、流跡線解析と組み合わせたアプローチもなされている

(Jones et al., 2009)。また、MAX-DOASを用いた極域海洋上での直接観測（Wagner et al., 2007）も実施され、

定量的な議論が始められた。さらに、近年、地表面（雪面）および境界層内の光化学反応過程に関する新たな知

見が得られ(Helmig et al., 2007a, b)、複雑とされていた極域の生成・消滅プロセスが解き明かされつつある。 

 ODEsのようなイベントや季節変化において、どの生成・消滅過程が主として寄与したのか、あるいは、観測

地点と現象発生地点の間における輸送がどの程度関与したのかを定量的に評価するには、全球化学・気候結合モ

デル（CHASER）(Sudo et al., 2002a, b)のような化学・気候モデルによるシミュレーションと、現場観測との

相補的な研究の進展が必要であり、その理解は、当然、対流圏オゾン濃度の長期変化傾向の予測に資する。この

点において、極域における観測は極めて有効と考えられる。 

 極域における対流圏オゾンの観測は、大気現象および地表面の特殊性から科学的な重要性を増している。その

一方で、特殊な環境および地理的な制約からそれを長期間維持することは必ずしも容易でない。グローバルな国
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際的観測網との連携を図りつつ高精度の長期観測を継続するとともに、衛星リモートセンシングデータと組み合

わせ、モデルによるシミュレーションと補完しあうことによって、極域のみならず、広く全球規模の対流圏オゾ

ンに関係する現象および長期変化傾向の解明に貢献することが求められる。 

（橋田・須田） 

 

2.5  地球システムモデル開発の視点から見た観測ニーズ 
対流圏オゾンは大気汚染物質であると同時に温室効果ガスであるため、気候モデルによる過去の気候再現と将

来の気候変動予測の信頼度向上のためには、オゾンの気候に対する影響を定量的に考慮する必要がある。日本に

おいては、地球規模の化学輸送モデルとして、東京大学気候システム研究センター・NIES・JAMSTECの気候モデ

ルMIROC（Model for Interdisciplinary Research on Climate）をベースとしたCHASER（Sudo et al., 2002a，

b; Sudo and Akimoto, 2007）や、気象研究所が開発しているものが存在する。CHASERによる対流圏オゾンの放

射強制力の評価は、IPCC-AR4へ直接貢献した（Forster et al., 2007）。CHASERは、人・自然・地球共生プロジ

ェクト（2002～2006年度）や21世紀気候変動予測革新プログラム（2007年度～）における地球システムモデル

開発の一環として改良が進められており、大気・海洋・エアロゾル・大気化学・海洋化学・生態系の各コンポー

ネントの、複雑な相互作用を表現し得る数値モデルが発展しつつある。また、CHASERは、モデル相互比較プロ

ジェクトとして、ACCENT-MIP（Atmospheric Composition Change and European Network of Excellence Model 

Intercomparison Project）・TF HTAP（Task Force on Hemispheric Transport of Air Pollution）・ACCMIP

（Atmospheric Chemistry and Climate Model Intercomparison Project）へ参加、もしくは参加予定である。 

気候モデル内のオゾンをはじめとする気体は、質量保存の観点から、質量混合比を予報変数として扱うのが一

般的である。従って、気温や気圧が正しく計算されていれば、各物質の分子量やアボガドロ数などの定数を用い

て、一般的に観測で得られる体積濃度や大気全量へ変換することができる。エアロゾル（1.4参照）とは異なり、

気体は大きさを考慮する必要がないため、物理量換算は比較的容易である。 

人為起源オゾンの放射強制力は、主に化学輸送モデルと大気大循環モデルとを結合した数値モデルで評価され

ている。IPCC-AR4において、人為起源オゾンの放射強制力の科学的理解度は中程度とされており、二酸化炭素

をはじめとする長寿命の温室効果ガスと比較して理解度は低い。その主な原因として、対流圏オゾンの大気中で

の寿命は短く、時空間分布の変動が大きいことが挙げられる。数値モデルのシミュレーション結果を定量的に検

証し、オゾンの気候影響評価の定量的不確定性を低減するためには、人工衛星や地上観測網などから得られる時

空間的に密で詳細な観測データがより一層必要とされている。さらに、シミュレーションによる対流圏オゾンの

気候影響評価を検証するためには、人為起源の気候変動スケールである数年～数十年の継続的な観測データの蓄

積が必要である。 

（竹村） 

 

2.6 時空間的観測空白の改善および観測項目の充実 
2.6.1 船舶設置型システムの開発と配備 

(1) 必要性 

 観測点を増やして空間的な分布を描くために、移動体にオゾン計を設置することが有効であり、移動体として

のプラットフォームとして船舶は、海上のバックグランド大気や比較的良く攪拌された地域的なオゾン濃度の代

表値を得るのに最適と考えられる。海上では自船の排気ガスをさけることができれば、地上のようにあらゆると

ころで走る自動車の排気ガスの影響を考える必要がない。また、地表面にある植物やその他の物質の表面で反応

してしまうオゾンの消滅も、海洋の方が比較的少ないと考えられる。 

 大気の性質上、緯度帯が異なる場所での濃度変動が重要であるので、太平洋を南北に走る船舶が重要と考えら

れるほか、大陸からの影響などを調べるために、大陸の縁辺での航海も重要になっている。季節変化などを考え

るためには、定期的な航路を持っている船舶に搭載し、定常的なデータを得ることが必要であろう。 

(2) 現状と課題 

 NIESでは、定期的な航路を確保してオゾン濃度を測定している。航路としては日本―北アメリカ間を2ヶ月

程度で往復する航路での北緯55度までのオゾンが観測されるほか、日本―オーストラリア―ニュージランド―

日本間の45日の航路では、中緯度から南緯40度近くまでの緯度分布観測が行われている。いずれも年に10回

程度の緯度分布が測定できている。2007年からはタイ―シンガポール―インドネシア―マレーシア―フィリピ
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ンなどを1月でまわるアジア航路にもオゾン計を設置して、東南アジア域のデータの採取も行われている。 

 その他、各研究所や大学での観測船での個々の観測は行われている。しかし系統的なデータ取得やデータの流

通は行われていない。 

機械的には、船舶に設置する場合の結露の問題や温度や振動の問題も経験されている。洋上の大気は湿度が高

いので結露や水分の体積補正への考慮が必要である。これらは取り込み口に膜式の除湿装置を設置することで解

消することが可能である。装置によっては、それが組み込まれているものもある。これまでオゾン濃度に対する

水分の体積補正は考慮されてこなかったが、一般の温室効果ガスのように乾燥空気を基準にすることで、より精

度高く濃度を規定することも可能である。乾燥空気基準にすると、場合によっては3％程度の見かけの濃度上昇

が起こることになる。 

温度に関しては、通常の実験室より大きく温度変化が起こることも考える必要があり、多くの機械は温度補正

ができるものの、実際には温度影響が出る可能がある。それを防ぐためには、セルを温度調節する方法が有効と

考えられている。船舶特有の振動に関しても考慮が必要であり、セルブロックが振動によって動かないようなレ

イアウトになっているか、ボードなどが振動に対して堅牢であるか、など基本的な強度が必要である。同時に採

取口からの海水の浸入に対するトラップやフィルターを設置する必要がある。 

(3) 今後の展望 

日本全体での船舶観測を総合化すると、日本を含む地域や緯度帯での空間分布に関しての情報が長距離輸送の

影響の情報なども含めて増加すると考えられる。そのためには、濃度基準を確立したり、船での仕様などを基準

化したり、共同で使えるデータベースを開発したりすることが有効となると考えられる。 

（向井） 

 

2.6.2 定期航空機観測への導入 

(1) 定期航空機観測の必要性 

対流圏オゾンの観測網は主に地上に展開されており、それに比べると上空の観測は少なくデータの空白域とな

っている。オゾンの3次元的な動態の解明は、大気化学輸送モデルやリモートセンシング観測の検証に不可欠で

ある。特に、対流圏オゾンの半球規模輸送には、上空のオゾンの振る舞いを明らかにすることが重要となってき

た。 

航空機は、広範囲の上空を短時間に観測できる最も機動的な観測プラットフォームである。分析計を搭載した

航空機観測は、ほかの方法に比べてより正確な鉛直分布の観測データを収集するために有効である。また、航空

機では約10㎞以上の飛行高度までカバーできることから、成層圏／対流圏の交換過程の理解にとって極めて有

効な情報を得ることができる。現状では、対流圏界面を通した成層圏から対流圏へのオゾン流入量の見積りには

大きな不確実性があり、対流圏オゾンの収支を理解するうえでも航空機による観測が必要とされている。 

定期航空機を利用した上空のオゾン観測の最大の利点は、観測専用機に比べて低コストで観測が実施できる点

にある。これによって、高頻度かつ広域の観測を長期にわたって実施することが可能になり、飛躍的に観測デー

タを増やすことができる上空の観測ネットワークを確立できる。従って、定期航空機を利用した観測を推進する

ことによって、これまで不明な点が多く残されていた上空の分布や変動に対する理解が大きく進展すると考えら

れる。 

(2) 現状と課題 

定期航空機を利用した本格的な上空のオゾン観測は、1977年にアメリカのGASP（Global Atmospheric Sampling 

Program）計画で実施されたが、長期の継続はアメリカでは実現しなかった。一方、ヨーロッパでは、1990年代

に入って定期航空機を利用した3つの観測計画が開始された。その1つは、フランスが中心となって進めている

MOZAIC（Measurement of Ozone and Water Vapour by Airbus In-service Aircraft）計画で、複数の航空機会

社が運航しているエアバス機（A340）にオゾン計を取付け、全球のオゾン濃度の膨大なデータの収集を始めた

（Cammas and Volz-Thomas, 2007）。このMOZAIC計画は、IAGOS-ERI（In-service Aircraft for a Global Observing 

System-European Research Infrastructure）に引き継がれ、さらに、観測を拡大・発展させている（Volz-Thomas 

and IAGOS, 2007）。2つ目は、ドイツが主導しているCARIBIC（Civil Aircraft for the Regular Investigation 

of the Atmosphere Based on an Instrument Container）計画で、オゾン計のほかにも多くの観測機器を貨物コ

ンテナに搭載し、オゾンの前駆物質を含めた総合的な観測を定期航空機（B767・A340）で実施してきた

（Brenninkmeijer et al., 2007）。この観測計画は、現在、IAGOS-ERI計画と協同で進める方向となり、ヨーロ
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ッパ連合の強力なオゾン観測網が構築されつつある。3つ目は、スイスで実施されたNOXAR（Nitrogen Oxides and 

Ozone along Air Routes)計画で、オゾンと同時に、NOXの精密測定機器が定期航空機観測（B747）に搭載され、

1995～1996年の2年間に観測が実施された（Brunner et al., 2001）。 

日本では、これまで観測専用機による上空のオゾン観測が活発に実施されてきたが、残念ながら、定期航空機

を利用したオゾンの観測はいまだ実現していない。その大きな要因は、定期航空機に観測機器を搭載するために

は、大きな制約があるためである。例えば、機体に空気取り入れのインレットを新設する改造や、機器搭載のた

めの耐空性試験による安全証明を航空局から取得する必要がある。ヨーロッパでは、航空機製造メーカーのエア

バス社の全面的な理解と協力により、定期航空機観測が活発に進められている。このような日本とヨーロッパと

の開発の技術環境の違いはあるが、航空機改造には莫大な予算が必要であり、この分野の発展には初期研究費の

集中投入が不可欠である。従って、産官学一体となった国家プロジェクトとしてオールジャパン体制で臨む巨大

プロジェクトの推進が必要である。 

(3) 今後の展望 

上空のオゾン濃度の観測は、特に、アジア太平洋域で不足している。日本では、JAL機によるCO2連続観測が

CONTRAIL計画（Comprehensive Observation Network for Trace gases by Airliner）ですでに実現しており、

定期航空機による温室効果ガスの観測分野では世界をリードしている（Matsueda et al., 2008; Machida et al., 

2007）。この観測で蓄積された航空機観測技術を活用・応用して、日本独自のオゾン観測システムを構築するこ

とが期待される。一方で、IAGOS-ERLで開発された観測システムは、全世界で使用できるライセンスが取得され

ているため、そのシステムを日本の定期航空機に導入する方法も考えられる。台湾のPGGM（Pacific Greenhouse 

Gases Measurement）計画では、IAGOSと協同観測を実施するための技術連携を行い、アジア太平洋地域の観測

を開始する準備をすでに始めている。従って、この分野では国際競争と協調を図りつつ、国際貢献の立場から、

日本における定期航空機のオゾン観測計画に早期に着手することが望まれる。 

（松枝・向井） 

 

2.6.3 衛星観測システムの研究開発 

(1) 衛星観測システム開発とその必要性 

人間活動によって地球大気の組成が変化してきたことは、地上や衛星の長期観測によって明確に示されてきて

いる。衛星観測は、極域のオゾン層の破壊の様子をオゾンホールというわかりやすい画像で提供してきた。この

変化しやすい大気の全体像を、高い信頼性で得るためには、衛星観測だけでなく、地上観測など様々な手に入る

データを有効に使用することが重要である。さらに、化学輸送モデルや気候モデルなどの様々なモデルと測定結

果の組合せが重要である (IGOS Atmospheric Chemistry Theme Report, 2004) 。 

また、衛星観測で対流圏の化学組成に関するデータが導出できるようになってきていることから、モデルによ

るデータ同化技術とともに使用され、大気質のモニタリングおよびその予測に使用されてきている。衛星観測は、

グローバルに、かつ長期間にわたって同一測器でデータが提供できることから、重要な位置を占めるに至ってお

り、今後も衛星観測が必要不可欠である。 

宇宙機関は、国際的な枠組み等を通して、地上観測など様々な活動と連携を取っている。地球観測衛星委員会

（CEOS：Committee on Earth Observation Satellites）は、宇宙機関を中心として、地球の観測・研究を目的

とする宇宙からの観測ミッションの国際的な調整を行っている。CEOSは、統合地球観測戦略（IGOS）のpartner

（IGOS-P）であり、IGOS-Pは、CEOSによる宇宙からの全球観測と、国際研究グループ等による地上観測システ

ムの計画調整を行うため、CEOSのほか、関係国際機関が1998年設立したものである。オゾンなど大気微量成分

に関係の深いIGOSのテーマの1つである総合地球大気化学観測（IGACO：Integrated Global Atmospheric 

Chemistry Observations）に基づいて活動を進めている（図2-3） 14。また、CEOSでは、地球観測に関する政府

間会合（GEO：Group on Earth Observations）への貢献として、大気組成のバーチャルコンステレーション（ACC：

Atmospheric Composition Constellation）は、仮想的なコンステレーションのフレームワーク作りを行ってい

る。このため、ACCは、全球地球観測システム（GEOSS）の社会的利益分野である災害・健康・エネルギー・気

候・生態系に関し直接的に取り組んでいる。 

 

                                            
14 http://www.igaco-o3.fi/introduction/index.html（参照日：2010/02/16） 
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(2) 現状と課題 

アメリカの地球観測衛星によるオゾン全量データは、NIMBUS-7およびEarth Probe の全オゾン測定放射計

（TOMS）によって、1978年11月から2005年11月まで継続された。現在は、NASA Aura/OMI（Ozone Monitoring 

Instrument）に引き継がれ、2004年10月から現在まで観測が続いている。TOMSは、NASA/GSFC（NASA Goddard Space 

Flight Center）で開発されたセンサーであるが、Auraに搭載されているOMIは、オランダとフィンランドの協

力により開発されたオゾン観測センサーである。2011年以降は、アメリカの次世代の実用極軌道気象衛星であ

るNPOESSシリーズのOMPS（Ozone Mapping and Profiler Suite）の観測継続が期待される。 

ヨーロッパでは、ERS-2/GOMEによるオゾン全量の観測が1995年から実施された。2002年に打ち上げられた地

球観測衛星であるENVISATのSCIAMACHYでオゾンやCO2などの大気微量成分の観測が継続されている。一方、現

在は、MetOp-A/GOME-2として、周回気象衛星に搭載され、オペレーショナルにオゾンなどのデータ提供が行わ

れている。極軌道気象衛星（MetOp-A）に搭載された大気サウンディング赤外干渉計（IASI）は、2006年10月

から観測を開始し、気象機関向けの気温・水蒸気のプロファイルに加えて、オゾンやCO等の微量気体のプロフ

ァイルデータをオペレーショナルに提供している（Clerbaux et al., 2009）。なお、MetOpシリーズとして2020

年までの3世代にわたって観測が続けられる予定である。 

それらのセンサーからは、オゾン全量に加えて対流圏のオゾン量を導出する試みが行われている。TOMSのオ

ゾン全量は、オゾンの吸収がありオゾンに感度がある312.6・317.6・322.4nmとオゾンに感度がない331.3nm

や地表面反射率に感度のある360.4nmの組合せで導出している。OMIは、TOMSで用いた方法と、差分吸収分光

（DOAS）法による方法の2種類でオゾン全量を求めている。対流圏オゾンを導出する最初の試みは、Fishman et 

al.(1987）によりTOMSから求められたオゾン全量を、SAGE等から求められた成層圏オゾンを差し引いた残り

（residual）である、対流圏オゾン（TOR: Tropospheric ozone residual）である。OMIは、2種類の方法で対

流圏オゾンを導出する試みが行われている。1つは、Fishman等の方法を発展させ、トラジェクトリ解析と組み

合わせたSchoeberl et al. (2007)による方法と、Liu et al.(2006)による270-330 nmのOMIの観測スペクト

ルから直接オゾン量をリトリーバルする方法である。ほかに、Ziemke et al. (1998)は、熱帯の高い雲を利用し

た対流圏オゾンの導出を試みでいる。また、Eremenko et al. (2008)によると、Metop-A/IASIのデータから、

ヨーロッパの都市上空の対流圏オゾン量を導出し、オゾンゾンデ観測から求めた0-6 kmの部分的なカラム量と

比較したところ5％以内で一致した結果が得られた。まだ、対流圏オゾン導出は、研究的な様相が強いと考えら

れるため、精度向上への努力が必要であると考えられるが、IASI データで、大気質研究に適したレベルで対流

圏オゾンに関する情報を導出することができることを示したことはこの分野にとって朗報であろう。 

衛星データからは、オゾンだけではなく、例えばERS-2/GOME・ ENVISAT/ SCIAMACHYから、二酸化窒素（NO2）

カラム量が導出されている。1996年から2002年のGOMEのデータを用いて、中国で対流圏NO2が年々増加してお

り、1996年と比較して、2002年で1.4倍になっていたことが衛星データから示された (Richter et al., 2005) 。

また、2008年の中国で開催されたオリンピック期間前後で、北京における工場の一時的操業停止、車の規制等

の様々方策の結果を、衛星データから北京のNO2の明確な減少として捉えることができている(Yu et al., 2009)。 

ENVISAT・Aura・MetOp等の地球観測衛星や気象衛星が、大気組成分布や大気汚染物質の長距離輸送について、

グローバルな様相とリージョナルな様相を提供してきている。現在、これら極軌道衛星に搭載されたセンサーは、

対流圏カラムオゾン、エアロゾルの光学的厚さ、オゾンとエアロゾルのプレカーサ（CO・NO2・HCHO・SO2）の観

測データを毎日提供している。オゾンとそのプレカーサの鉛直分解能は限られているが、非常に汚染がひどいと

ころの対流圏の化学種のトレンドを出せるのに十分なデータが集められてきたところである。また、それらの化

学種の測定されたトレンドは、都市域での規制の効果や、対流圏気体や気候と結合したモデルの検証ができるよ

うになってきている。しかし、対流圏のトレンドを抽出するための十分なデータはあるが、多くのミッションか

ら必要なデータセットを取り出す必要があり、データ利用の点からはまだ工夫すべき点があると考える。さらに、

現在は、NOAA GOES（Geostationary Operational Environmental Satellites）やMSG（Meteosat Second Generation）、

MTSATの静止軌道衛星からは、大規模な火災の位置やある種のエアロゾルなど非常に限られた情報しか利用でき

ないが、静止軌道からの測定と周回衛星の観測とを協調して実施していくようにすべきだと考える (4th ACC, 

2009)。 

(3) 今後の展望 

国際的に低軌道衛星のデータ利用が活発になされてきている状況を考えると、次のステップとして観測頻度の

視点で、静止軌道からの観測を考えることは自然であろう。2010年春に、韓国航空宇宙研究院（KARI: Korea 
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Aerospace Research Institute）により開発された静止衛星で、静止通信・海洋・気象衛星「COMS-1」が打上予

定になっている。静止軌道から世界初の海洋の観測がGOCI（Geostationary Ocean Color Imager）センサーに

よる始まる。これにより静止軌道から、気象・通信以外の目的で観測が始まり、今後大気組成に関しても観測の

実施が期待される。現在、各国で次々と構想が発表されている。2015～2020年を目指して、アメリカのGEO-CAPE

（Geostationary Coastal and Air Pollution Events）、ヨーロッパのSentinel-4、MTG-S（Meteosat Third 

Generation）という静止衛星が計画されている。GEO-CAPEは、紫外・可視・近赤外のバンドを用いた3つのセ

ンサーで、大気質および海色を静止軌道から観測する計画である。Sentinel-4は、全地球的環境・安全モニタ

リング（GMES: Global Monitoring of Environment and Security）計画において、紫外可視センサー（UV/VIS）

と熱赤外（TIR）センサーをもつ静止衛星である。MTG-Sは、2008年の終わりにヨーロッパ気象衛星機関(EUMETSAT)

が、UV/VISとTIRのセンサーを採択し、2017年打ち上げることを決め、現在開発が進行している。MTGの衛星

シリーズは少なくとも15年続く予定である。さらに、韓国の2014年の打上げを目指した2機目になる多目的静

止衛星にも、大気質に関する観測が計画されている。一方、（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）では、大都市

域を含む東アジアにて、その大気質に関するいわゆる大気汚染物質（オゾン・二酸化窒素等）の1時間ごとの高

頻度観測を行い、大気質の状況を把握し、その分布の予測に資するために、2017年以降の静止軌道上からの観

測を目指して計画を策定中である。このため大学・国立研究所等の有識者を中心に静止大気観測ミッション検討

委員会を立ち上げ、ミッション要求の設定、センサー概念検討や感度解析を実施している。 

以上のように様々な計画が立案されつつあるが、その協調がグローバルな継続した観測には必要であろう。15第

4回ACCワークショップにて、低軌道（LEO: Low Earth Orbit）衛星とGEOのミッションを含む各国の宇宙機関

の衛星計画の継続性とその協調性が必要だと強調され、また、アジア、ヨーロッパ、アメリカにおいてGEOミッ

ションが計画されているが、近々その協調を図るために会合を持つ予定である（4th ACC, 2009）。 

（戸田） 

 

 
 

図2-2 IGACO組織図（http://www.igaco-o3.fi/introduction/index.html）。   

 

2.6.4  光化学オキシダント関連情報高度化のための観測 

 大気汚染について、近年、東アジアの工業活動の活発化の影響により、これまで光化学スモッグの発生がな

かった地域を含めて広域に高濃度の光化学オキシダントが発生して社会問題になってきている。 

 気象庁では、都道府県からの大気汚染物質濃度の通報および気象状況の予測をもとに、オキシダント大気汚染

気象ポテンシャルを予測し、ポテンシャル等の情報を都道府県へ通報するとともに、ポテンシャルが基準以上（光

化学スモッグ注意報基準相当）の場合にはスモッグ気象情報を発表している。また、関東地方南部については、

メソ移流拡散モデルを用いてオキシダント濃度分布の時間変化を予測し、光化学オキシダントが発生しやすい地

                                            

15
 http://www.ceos.org/（参照日：2010/02/16） 
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域と時間帯を指定してスモッグ気象情報を発表している。 

 気象研究所では、光化学スモッグ気象予測モデルの開発を進めており、そのモデルを用いて、全世界および東

アジアを対象として、明後日までの光化学スモッグ（地上オゾン濃度）等の予測情報をウェブ上で試験公開して

いる。NIES、JAMSTECおよび九州大学においても、大気汚染の予測情報を試験公開しており、これらは、地方公

共団体等における光化学オキシダント関連情報の研究および利活用の促進を目的として、環境省と気象庁が共同

で設けた光化学オキシダント関連情報提供ホームページ 16を通じても提供されている。 

 環境省では、全国の大気汚染の状況（光化学オキシダントなどの大気汚染物質濃度の1時間ごとの測定値）と

光化学オキシダント注意報等の発令状況を、大気汚染物質広域監視システム（愛称「そらまめ君」）を通じて、

リアルタイムで一般に提供している。 

 広域かつ詳細な大気汚染物質濃度監視およびスモッグ気象情報改善などのための数値予報モデルの評価検証

などのために、光化学オキシダントなど大気汚染物質の観測をさらに充実・強化することが必要であり、光化学

オキシダント関連の観測および予測を行っている機関間の連携協力を一層推進することが重要である。 

（須田） 

 

2.7 まとめ 
対流圏オゾンは、温室効果ガスであること、越境大気汚染問題に関連していることから、地球観測として取り

組むべき課題としての重要度を増している。増加速度が地域的に大きく異なり、特に経済発展が著しい東アジア

地域での濃度増加が顕著であることを踏まえ、全球規模での長期的なトレンドを見積もるためには、精密かつ高

密度の長期観測が不可欠である。また、大陸間の長距離輸送に関する科学的知見を収集するためにも、地上から

上空を含めた対流圏全層の観測の充実が求められる。 

 これらのため、以下のことを推進する必要がある。 

(1) 国内におけるオゾン濃度の観測スケール統一化のため、NIESのSRP No. 35をはじめ、国際体系に基づく

UV 法によるスケールで体系化する。また、関係する観測施設において、較正のタイミングや機関間相互の

比較などについて連携をとり、観測データの利用性向上を図る。そのため、機関間の比較観測を定期的・

継続的に実施する。 

(2) オゾン濃度観測データの準リアルタイムでの流通、国内の観測施設で観測されたデータの共同で使えるデ

ータベース化を含め、観測データの収集・提供形態の一層の多様化を図る。特に、WMO/GAWの下で設立され

気象庁で運営している WDCGG は、GAW 以外の枠組みで観測された対流圏オゾン観測データも扱っており、

WDCGGを通じた観測データの流通促進を図る。 

(3) 地上における対流圏オゾンの現場観測のみならず、航空機・船舶による移動観測、オゾンライダーおよび

オゾンゾンデによるオゾンの高度分布観測、ならびに人工衛星による観測をオールジャパン体制でネット

ワーク化し、様々な観測データを統合して時空間的に密で詳細な 3 次元観測データを得ることにより、現

象の解析やモデルの検証・同化に関する活動を推進する。極域の地上観測点における対流圏オゾンの長期

連続観測を継続する必要がある。 

(4) 北半球規模、あるいは東アジアの地域スケール越境大気汚染の実態・過程・変容を明らかにするための基

盤として、発生源付近でのオゾンやオゾン前駆物質の観測をはじめ、アジア大陸での観測強化に向けた国

際協力を推進する。また、関係国相互間の観測データの流通・利用を促進することが必須であり、関係国

の国内事情や法令のためデータの取得や公表に制限がある場合には、国内関係機関による連携を図りつつ、

WMOなどの国際機関、またはEANETなどの政府間の枠組みを通じて、または現地共同研究機関との相互信頼

関係の醸成を通じて、データの取得に努める。 

 以上を実現するためには、長期観測ネットワークの拡大のために必要な機器等の整備・運用、専門家会合・ワ

ークショップや、標準化のための比較実験の実施のための予算確保が不可欠であり、さらに、これらに対応でき

る人材の確保・育成が必要である。特に、国内のみならず国外の観測ネットワークとの協力が不可欠であること

から、国際会合参加・人材交流・能力強化のための研修等の予算を十分に確保する必要がある。 

（松枝） 

 

                                            
16 http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/oxidant/index.html（参照日：2010/02/16） 
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第Ⅲ部 温暖化影響評価に関する観測 

第3章 水循環分野 

3.1 はじめに 
(1) 地球温暖化影響における水循環観測の必要性 

地球温暖化による人間社会や生態系への影響のかなりの部分は水循環の変化に関連して現れる（Kanae, 2009）。

代表的なものとしては、大雨や洪水の激化（Hirabayashi and Kanae, 2009）、干ばつの深刻化や土壌水分の長期

的な乾燥化（Burke et al., 2006）、氷河や万年雪の融解による水資源の変化（Barnett et al., 2005）、海面上

昇に起因する様々な災厄（Syvitski et al., 2009）などが挙げられる。地球温暖化の影響評価においては、水

循環の変化こそが最も重要な対象項目であると言っても過言ではないだろう。そのため、地球温暖化の影響評価

のために水循環の観測を継続するとともに高度化することは、単に科学的な側面からの要請にとどまらず、必須

の社会的要請に応えることであるといえる。 

地球の水循環の全貌は図3-1に示す通りである。これらの中では、例えば、水蒸気が主要な温室効果ガスの1

つであり雲が気候予測の不確実性の主な要因であるなど、大気中のH2Oが果たす役割も無視し得ない。しかしな

がら、それらのすべてを本章で扱うのは不可能であるし、適切でもない。雲やエアロゾル、雪氷に関してはほか

の章で扱う。海面上昇についても、その主要な部分は本章の範囲外とする。本章で扱うのは図3-1の中でも陸上

の水循環についてであり、水文学（hydrology）が通常、対象とするものとする。すなわち、ここでは降水、河

川流量、土壌水分、地下水、蒸発などを対象とした。陸上への降水は、この範疇に含めた。 

 

 
 

図 3-1 地球上の水文循環量(1,000 km3/year)と貯留量(1,000 km3)。 自然の循環と人工的な循環を様々なデー

タソースから統合した。 大きな矢印は陸上と海洋上における年総降水量と年総蒸発散量(km3/year)を

示し、 陸上の総降水量や総蒸発散量には小さな矢印で主要な土地利用ごとに示した年降水量や年蒸発

散量を含む。 ()は主要な土地利用の陸上の総面積(100万km2)を示す。 河川流出量の約10％と推定さ

れている地下水から海洋への直接流出量は河川流出量に含まれている。Oki and Kanae (2006)より抜粋。 
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(2) 現状 

上記のそれぞれの水循環要素に関する詳細な記述は以降の各節に譲るが、ここでは地球温暖化影響評価に関

わる水循環の観測とそのデータ共有における共通の事情や特徴について記しておきたい。 

まず、他の地球温暖化に関わる観測とは異なる特徴として、各国の防災や農業、水資源管理などを担当する

比較的身近な公的現業機関が、長年にわたり水循環に関わる観測データを収集してきた母体であるということが

挙げられる。代表的な水循環要素である河川流量や降水量の観測は、公的現業機関によって実行されていること

がほとんどである。それだけ日常と密着した観測要素であると言えよう。そのため、ほかの分野の観測と比べ、

特に降水量や河川流量に関しては、比較的長期のデータが存在する。一方で、そのような公的機関がデータの収

集・管理を行っているがゆえに、データの共有や公開には各国の政府機関等の承認が必要となることが多いが、

その承認は必ずしもスムーズに進まない。また、途上国などでは、地方の現場の帳簿に観測データが埋もれたま

まであることも多い(Yatagai et al., 2009)。温暖化影響評価の精度向上のためには、そのような埋もれたデー

タを掘り起こさねばならない。このように、水循環の観測データの連携利用においては、研究者間の比較的身軽

なネットワークによるデータ収集や交換、データ公開だけでは不十分となりがちであり、国家間の連携を含んだ

組織的なネットワークの構成が必須である。また、あまり強調して書くべきではないが、いわゆる研究者的な専

門家が継続して観測を行っているわけではないため、クオリティチェックなどの面で問題のあるデータも多い。

今後の観測の充実も、いわゆる研究機関だけではなく、現業機関や行政機関にかかっている。そのため、途上国

のこれら観測機関を支援することの重要性も忘れてはならない。過去のデータの再クオリティチェックも重要で

ある。 

また、大気データなどのように全球分布を比較的滑らかに観測できるものではなく、時空間方向の分布、特

に地理的な分布が著しいことにも注意を払うべきである。陸上のそれぞれの場所での観測が重要な役割を果たす。

ところが降水量や河川流量のような基礎的な水循環項目についてであっても、発展途上国などでは観測密度がま

ばらであったり、観測されていてもデータの保管や流通が不十分であったりしがちである。砂漠や熱帯雨林の中

など、そもそも降水量の観測さえ行われていない陸上地域も多い。すなわち、降水量や河川流量のような代表的

な水循環データについてでさえ、その精度や存在可能性には大いに問題があると言える。また、土壌水分量や蒸

発量など、そもそも観測データの存在が限られている水循環要素もある。そのような水循環要素は、例えば衛星

観測や数値モデルなどを応用して間接的に推測せねばならない。つまり図3-1に記載されている各々の数字は、

かなりの不確実性や誤差を含んでいる。 

時間方向の分布にも問題がある。例えば、災害をもたらすような極値を含んだ短い時間解像度のデータは、

なかなか得られない。加えて、近年の水循環の変化には温暖化以外の人間活動の影響が大きいことも忘れてはな

らない。例えば、ダム建設や取水が河川流量に与えている影響などが典型的な例である。そのため、正確な水循

環要素の観測データが存在していたとしても、そこから温暖化シグナルだけを取り出すのは容易ではない。 

これらの時空間領域での欠損を補う有力なツールの1つは人工衛星によるリモートセンシング観測である。近

年の衛星観測の水循環分野での活躍については、他分野と同様あるいはそれ以上に顕著である。その中での日本

の衛星あるいは衛星センサーの果たした役割は大きく、今後の継続、発展も大いに期待される。ただし、長期観

測の欠如、定量面での誤差、時空間分解能、使いやすいデータの流通などに関する弱点もある。 

このように観測データの利用可能性には限界があるため、地上観測値と数値モデルと衛星観測データとを統

合的・融合的に利用することによる準観測値（プロダクト）の生成が強く期待される。この水循環についての準

観測値（プロダクト）は、観測密度や質の異なる過去から現在への移行に配慮したシームレスなものであること

が望ましい。過去25年の大気の水循環を再現した大気再解析値JRA25（Onogi et al., 2007）は、その先行例

の1つであるといえよう。陸面の水文量に関しても同様に再解析的なプロダクトを作る試みはいくつか存在した

（Hirabayashi et al., 2005; Dirmeyer et al., 2006）。しかし、これらは精度の面においても、時空間解像度

の面においても、期間の面においても、不十分であり、温暖化影響評価のための水循環に関わる新たな準観測値

（プロダクト）の生成が必須である。 

ところで、地球温暖化という枠組みの中では、観測データ、および、それを用いた影響評価のためのモデル

（ツール）開発は適応策の検討と切り離せない密接な関係がある。どちらかと言うと理学的な分野においては、

観測や影響評価が必ずしも実社会での適応策とは連動していないこともあろう。しかし、洪水や渇水などを含む

水循環という分野においては、影響評価と適応策は不可分であり、影響評価のための観測・モデル開発と適応策

のための観測・モデル開発とは不可分である。しかし、その連携は、これまでのところ必ずしも順調ではない。 



 

 

 

55

このような中、日本の科学コミュニティは水循環分野の影響評価に関わる観測において、国際的なリーダー

シップを発揮してきた。気候変動による水循環の変化を研究する国際研究コミュニティとして最も代表的なもの

は世界気候研究計画（WCRP）の中の全球エネルギー・水循環観測計画（GEWEX）である。日本はまずアジアをリ

ードする形でGEWEXの地域研究の1つとしてGEWEXアジアモンスーン実験計画（GAME）を立ち上げ、アジア地域

での水循環観測研究を主体的に牽引した（1996～2004年度）。GAMEは、その後継プロジェクトであるMAHASRI

（Monsoon Asian Hydro-Atmosphere Scientific Research and Prediction Initiative）へと引き継がれている。

同じくWCRPの下でGEWEXを主体とした形で始まった統合地球水循環強化観測計画（CEOP）も、その開始（2001

年）から日本がリードした(Koike, 2004)。CEOPは少々形を変えつつも現在まで続いている。全球地球観測シス

テム（GEOSS）に関わる水循環の観測についてもアジア水循環イニシアティブ（AWCI）をはじめとして日本は国

際的なリーダーシップを発揮している。このように水循環分野の観測は、日本が国際科学コミュニティをリード

し続けている稀有な分野である。 

ただし、これまでは日本が国際的なリーダーシップを発揮してきたものの、このような日本のリーダーシッ

プの足元は少しばかり脆弱である。個々の地上観測は各国の各現業機関、あるいは各プロジェクトなどに依存せ

ざるを得ないだろうが、長期にわたる均質な観測データの収集・管理、クオリティチェック、検索、配布、グリ

ッド化や数値モデルデータとの同化などを含めた高度化、さらには可視化技術など、何らかの恒常的な機関によ

って安定したサービスとして提供されるべきであろう。例えば、アメリカではアメリカ航空宇宙局（NASA）やア

メリカ海洋大気庁（NOAA）、あるいはアメリカ地質調査所（USGS）などが、そういった役割を担っている。しか

し、日本およびアジアには、観測データに関して安定かつ高度なサービスを提供する機関はない。 

(3) 課題と展望 

 ここまでに述べた課題のうち主たるものを整理すると、 

○ データの時空間解像度が必ずしも十分ではない。例えば、途上国や山岳域、熱帯林の中などの観測不足地域

が多い。また、短時間解像度データを必要とする極値に関する情報も限られている。 

○ 各国、各機関に眠ったままのデータもあり、長期間の観測値が利用可能なケースは必ずしも多くない。また、

統一したフォーマットで容易に利用できるデータが国際的に流通しているわけではない。 

○ 現時点での観測研究は、温暖化適応策との関連が強いとは言えない。 

○ これまでの日本の国際的リーダーシップには顕著なものがあるが、今後の継続は必ずしも容易ではない。 

などとなる。 

温暖化影響評価に係わる水循環分野の研究および実務の飛躍的な推進のためには、これらの問題点を順次、乗

り越えていかねばならない。 

考えられる今後の方向性としては、 

○ 地上観測と数値モデルと衛星観測データとを統合的・融合的に利用することによる準観測値（プロダクト）

の生成。 

○ 途上国での観測の支援と途上国の過去のデータのレスキュー・そのアーカイブ。 

○ 各国の定常観測データ、衛星データおよび研究プロジェクトベースのデータの統一フォーマットでの流通。

世界中の人が容易にアクセスし、データ取得できるシステム。 

○ 極端現象と災害に関する情報の整理。適応策へと応用可能な情報・評価モデルの生成。 

○ これらを通しての日本の国際的リーダーシップの確保。 

が挙げられる。 

これらを実現し、日本が世界において、少なくともアジアにおいてリーダーシップを確固たるものとし、平

和な世界の持続発展に貢献するためには、期間限定のプロジェクトに頼るばかりではなく、NASAやNOAAのよう

に研究機関として安定したサービスを提供する水循環観測データ統融合マネジメント機関（仮称）の設立が必要

である。もちろん、この機関は本章で扱う限定的な意味での水循環だけではなく雪氷なども扱うのが自然であろ

う。このような機関の設立なくしては、アメリカ一極集中や米欧二極集中から抜け出せず、さらには近い将来、

アジアにおける主導権をも失うであろう。また、その設立は2009年9月に開催されたWorld Climate Conference 

3のRecommendationに適うものでもある。 

（鼎・深見） 
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3.2 必要とする観測項目とそのデータ共有状況 
3.2.1 降水 

(1) 必要性 

降水量そのものが直接的な水資源の指標や洪水の指標ではないが、広域・長期においてデータが利用可能で

あるため、数値シミュレーションなどによって降水量から河川流量・土壌水分・蒸発量などを求めることが多い。

あるいは単純に、洪水や渇水を表す（河川流量等の代わりの）代替指標として用いられることも多い。比較的容

易に入手可能、利用可能であり、長期データも存在することから、水循環の代表的資料の1つとされている。 

(2) 現状 

① 地点データ 

アメリカNOAAの気候データセンター（NCDC）が世界全体のデータを収集・配付しており、これが一般に利用

可能なものとして挙げられる。ただし、収集され配付されているデータの時空間密度や精度について問題がない

わけではない。日本国内のものについては、地域気象観測システム（AMeDAS）データを含めた気象庁によるデー

タが一般に利用可能である。国内において河川管理などの目的のために収集された気象庁以外（国土交通省河川

局や地方自治体など）による観測データは、かつては必ずしも流通性や利用可能性が高くなかったが、近年では

「水文水質データベース」としてWeb上で速報公開されるなど、近年では改善されつつある。諸外国においても

各国の気象庁あるいは類する機関がデータを収集しているが、その利用可能性は一律の条件下にはなく、グロー

バルスケールや国際河川スケールでの水循環解析に十分な環境は整っていない。 

② グリッド化データ 

グローバルあるいは大陸規模でのグリッド化データとしては、ドイツの全球降水気候センター（GPCC: Global 

Precipitation Climatology Centre）が作成・配付している。それをもとにアメリカNASAで衛星などと組み合

わせた全球降水気候計画（GPCP）、類似の手法でNOAAが作成しているCMAP（Climate Prediction Center Merged 

Analysis of Precipitation）、イギリスのイーストアングリア大学によるCRUデータセット、日本においてプロ

ジェクトベースで作成されたAPHRODITE（Asian Precipitation-Highly-Resolved Observational Data 

Integration Towards Evaluation）（Yatagai et al., 2009）、日本の（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）など

が衛星データを中心に作成したGSMaP（Global Satellite Mapping of Precipitation）（Aonashi et al., 2009）

などがある。これらの多くはインターネットでのダウンロードが可能であり、国内外で一般に利用されている。

時間解像度は日あるいは月であり、空間解像度は0.5度程度であることが多い。衛星観測情報だけから作られた

グリッド化データ以外は、上述したような地点データを基礎として作成されたものであるが、この基礎となる地

点データの収集具合はプロダクトごとにまちまちであり、時間方向にも空間方向にも一律ではない。地点データ

をグリッド化する内挿方法も異なり、結果としてこれらの様々なグリッド化降水量データの作り出す水文量は必

ずしも一致しない（Kim, 2010）。 

日本やアメリカなどの一部の地域では、降雨レーダーによる観測データがグリッド化され、利用に供されて

いることがある。これらのデータの観測範囲は空間的に限定されているが、時空間解像度は高い。 

(3) 課題と展望 

長期・広域データの入手可能性、利用可能性についてはほかの水循環要素と比べた場合、それほど悪くはな

い。それどころか、たぶん一番良好である。それでも、地点データについては広範に流通し利用可能性が高い状

態にあるとは言えず、グリッド化データについてはプロジェクト研究ベースのものも多いため、安定的なデータ

セットの作成と供給の面で問題がある。また、雨量計の時空間密度は河川流量等の陸面水文量の推定精度を左右

するが（Oki et al., 1999）、現時点で利用可能なデータでは、河川流域スケールでの水災害・水資源管理のた

めに必要となる時空間密度が必ずしも確保できていないケースが多い。加えて、細かい時間スケール（日や時間）

のデータ、特に極値に関する情報は重要だが、入手可能性は低い。山岳地や熱帯林の中などはデータが限られて

いる。降雪の計測はそもそも難しいため、データの信頼性に問題がある。また、水文・水資源への応用のために

は降水量、特に降雪量の風速による捕捉損失の補正が必要である（Hirabayashi et al., 2008）。これらの問題

点を克服するようなデータセンターおよびプロダクトを、日本が中心となって作成するかどうかは判断が分かれ

るところかもしれないが、少なくともアジア域でのイニシアティブを継続、強化すべきではなかろうか。 

衛星からの推測は、精度・頻度・解像度・長期継続性などに問題がある。精度に関しては、固体降水観測、

陸上の降雨観測に問題が多い。後者については、特に地形性降雨に起因するような低層で生成される降雨の観測

に課題がある。雨域移動情報と組み合わせることでマイクロ波による降雨観測精度を改善する手法が提案されて
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いる(白石他, 2009)が、現状ではまだ一部地域での検証にとどまっている。しかし、今後の研究の継続と発展が

大いに期待される。海上も計測できる点は大きい。 

地上レーダーは、通常の地上観測雨量を時空間方向に補強するものとして期待される。しかし、現在広く使

われている単偏波レーダーでは、地上テレメータ雨量によるオンライン補正が定量的精度確保のために必須であ

り、特に発展途上国における運用において問題が多い。途上国のレーダーデータについては、管理と流通の不備

も大きな問題である。これらの打破には、日本が貢献する余地がある。 

 

3.2.2 河川流量 

(1) 必要性 

洪水・水害・渇水、水資源・水利用への影響評価において最重要な水循環要素である。 

(2) 現状 

① 地点データ 

ドイツの全球流出量データセンター（GRDC: Global Runoff Data Centre）が収集し、配付しているものが、

世界全体をカバーするものとしては、ほぼ唯一のものである。日本については国土交通省河川局による観測デー

タが流量年表により公開されている。諸外国においても、それぞれの政府機関がそれぞれデータを蓄積している

ことが多いが、流通性や公開性は悪い。また、日本では大学や研究機関の水文学・林学に関する演習林等におけ

る流出試験地で長期の観測が行われていることが多い。その一部は全国大学演習林協議会水文データベースとい

う形で公開されている。 

② グリッド化データ 

世界のいくつかの大学や研究機関が、上記のGRDCの観測データと陸面・河川の数値シミュレーション結果と

を組み合わせることによって、グリッド化された世界の河川流量データセットを作っている（例えばDai et al., 

2009）。水平解像度は0.5度程度であり、時間解像度は月程度である。現時点では、これらのデータは降水量の

グリッド化データのように半ば公的なデータとしての扱いを受けておらず、それぞれの大学や研究機関の個別の

試みによるプロダクトの域を出ていない。 

(3) 課題と展望 

温暖化の影響評価のためには、人間社会における水資源・水利用や水関連災害リスクに直結する河川流量デ

ータについても長期・広域アーカイブが重要である。しかし通常利用可能な、あるいは流通しているデータは、

ごく一部の国・地域のものに偏っている。また、日流量データが得られる地域・時代は限られる。都市河川・山

地上流域等におけるFlash Floodへの影響評価を考えると時間流量データも必要となるが、先進国も含めて必要

な河川の数に比べてさらにデータの利用可能性は小さくなる。また、年間を通じた流量データが存在する場合で

も、実際には現地において洪水流量観測が実施されず、低水時の水位流量曲線を外挿している場合があり、デー

タの信頼性が低い場合がある。そもそも長期的な河川流量観測地点は減りつつあるのも問題である。特にモンス

ーン気候区では、洪水時と低水時の流量比が一般に大きくなるため、洪水流量データの誤差は、短期的な極端現

象の分析のみならず、水文年単位での長期的な水収支解析にも決定的な悪影響を及ぼす。このことから、洪水時

の流量観測データの確保は喫緊の課題である。 

流量がダムや人為取水の影響を受けている点は、データ利用の際の障害となっている。衛星からのデータ取

得は研究段階である。 

降水に関するデータと同様であるが、河川流量データの収集・高度化・配布などの体制確保における技術的

支援について、特にアジアにおいては日本が中核的な役割を果たすことができる。 

 

3.2.3 土壌水分 

(1) 必要性 

土壌水分量は、蒸発量、ひいては地表面の水・熱収支を支配する重要なパラメーターであり、水循環と気候

システムの相互作用が行われる場である。また、世界の大半の農耕地は非灌漑農地であるが、そこでは土壌水分

量がそのまま水資源量であり、食料生産の観点からも、干ばつの監視という観点からも、土壌水分の監視は重要

である。 

(2) 現状 

 農業関係の業務の一部としての観測は多々あるかもしれないが、一般に流通しているデータセットは多くない。
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長期間のデータを含むもので最も代表的なものは、 Rutgers大学が構築している Global Soil Moisture 

Databank（Robock et al., 2000）である。ここにはアメリカ・イリノイ州や旧共産圏の土壌水分データセット

が収納されており、インターネット上でダウンロード可能である17。 

ほかでは、CEOPやFLUXNETのデータベースにも土壌水分情報が収納されている。ただし、それらの多くは観

測を始めてから日が浅く、現時点では長期間のデータではないことが多い。 

グリッド化されたデータとしては、GEWEXの下で行われた全球土壌水分プロジェクト（GSWP: Global Soil 

Wetness Project）およびGSWP2（Dirmeyer et al., 2006）のプロダクトが利用可能である。これらは1度ある

いは0.5度の全球陸面水循環モデルの出力であり、いわゆる観測データそのものではない。GSWPやGSWP2とは

空間解像度や対象期間が少々異なる類似のプロダクトも、世界のいくつかの研究機関が作成している。衛星リモ

ートセンシングデータについては他の項目において記述する。 

(3) 課題と展望 

河川流量と類似の問題点を持つものであるが、時空間的偏りは一層ひどい。観測地点が大幅に増加すること

も見込まれない。また、データ内容（深さ・体積含水率か飽和度か）などが必ずしも統一されていないことも問

題である。我が国では、農業関連研究機関による土壌水分観測が行われているが、これらのデータは、通常、ア

クセス不可能であり、観測のネットワーク化・データのアーカイブ化が必要である。また、これらの観測は、上

記と同様に観測内容もまちまちであり、項目の標準化が必要である。 

衛星観測は精度（特に植生下の量）・深さ方向の情報取得・観測頻度・長期継続性などに問題を抱えており、

降水の衛星観測と比較した場合まだ発展途上ではあるが、今後の進展に期待が持たれる。衛星観測の検証、モデ

ル計算の検証のために、継続的な地上観測拠点の持続が必要である。また、モデル開発において、土壌の特性パ

ラメーターは重要な情報となるが、我が国においては、一部を除いてはデータの流通が進んでいない。ネットワ

ーク化・データベース化によって、広域的な土壌特性パラメーターの分布を明らかにしておくことは、水循環モ

デルの開発において、必要なタスクである。 

 

3.2.4 積雪 

(1) 必要性 

積雪量は、特に温暖化によって大きな影響を受けると考えられる。すなわち、降水量総量として仮に影響が

なかったとしても、気温上昇の影響が直接加わるためである。積雪は特に半乾燥～乾燥地域を流れる河川の涵養

源、すなわち水資源として非常に重要である。また、融雪期においてしばしば融雪洪水の原因ともなる。これら

への温暖化影響評価を行ううえでも、重要である。 

(2) 現状 

 詳細については、第4章で述べる。 

(3) 課題と展望 

河川上流域・山岳域に多く存在する積雪の観測データは、特に発展途上国においては極めて限定されている。

また、積雪深データはあっても、密度と組み合わせた相当水量としてのデータはさらに少なく、水循環・水資源

評価のネックとなる。このため、河川流域全体での積雪水量評価は、融雪期のトータルでの水収支評価を通して

間接的に行われることが多い。地上観測データのみでは難しく、衛星画像による積雪面積などの情報を活用した

推定が必要となる。やはり、詳細については、第4章で述べる。 

 

3.2.5 地下水 

(1) 必要性  

現在、全世界人口の3分の1以上が地下水に依存しており、特に発展途上国において地下水依存度は高い。

人口増加と気候変動による水資源の不安定化の中で、地下水は誰でも安価に利用できる水資源として過剰に利用

されることが懸念される。しかし、地下水循環の時定数（滞留期間）は極めて長く、一旦過剰に消耗すればそれ

を涵養することは容易ではない。そのため、地下水資源の評価・観測を行うことは、現在および将来の社会にと

って緊急の課題である。例えば、メガデルタや島嶼における塩水の浸入も大きな問題であるが情報は限られてい

る。世界の地下水の動向と、それによる食料生産の動向が日本に影響を与えると考えられることも、観測が必要

                                            

17
 http://climate.envsci.rutgers.edu/soil_moisture/（参照日：2010/02/16） 
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である理由の1つである。 

(2) 現状 

グローバルな地下水資源評価のプロジェクト・データベースには、IGRAC (International Groundwater 

Resources Assessment Center)、WHYMAP (World-wide Hydrogeological Mapping and Assessment Programme)、

GRAPHIC (Groundwater Resources Assessment under the Pressures of Humanity and Climate Change) などが

ある。 

(3) 課題と展望 

上記のデータベース等はそれぞれ国際組織化されているが、組織化して5年程度のものが多く、これからの

成果が期待される段階である。水文関連の国際組織の各国代表者は地表水関係者が多く、国単位での情報収集に

限界があるのが現状である。 

今後は、全球地下水貯留変動量の評価、土壌水分量と地下水量の分離、水質評価、気候変動の影響評価など

を進めていくべきであろう。地下水涵養モデルを用いて気候変動の影響評価を行なった例は、まだ数少なく（例

えばDoll, 2009）、今後の発展が期待される。モデル開発面からのリクエストとしては、土壌水と地下水の分離

の検証、河川流出モデルと地下水流動モデルのリンクの必要性が挙げられる。新技術としては、2002年に打ち

上げられた衛星GRACE (Gravity Recovery and Climate Experiment)の活用が期待されている。GRACEは近年の

インドの過剰な地下水揚水を検出することにも成功しつつある（Rodell et al., 2009）。 

国内外の連携促進により得られる効果としては、グローバルマッピングによるホットスポットの特定、共同

測定・評価技術の共有が挙げられる。関係機関に対する要望はモニタリングの継続性である。地下水位などのモ

ニタリングの継続による長期データは、今後の科学技術の発展と社会の持続性にとって、欠くことのできない項

目であり、万難を排して継続が途切れないよう要望したい。これらの観測モニタリングをネットワーク化し、ア

ジア・世界のモニタリングネットワークの拠点となることで、日本が地下水研究のイニシアティブを取ることが

可能となる。 

 

3.2.6 蒸発・蒸発散 

(1) 必要性 

降水量から蒸発量を引いた残りが、地下水涵養や河川流出となる。水資源量の正確な把握にとって、蒸発量

の観測は降水量とともに重要なタスクである。また、農耕地における蒸発量は、食料生産に伴う水資源の利用量

であり、特に乾燥・半乾燥地域における水資源の効率利用において、重要なモニタリングの対象である。また、

降水量から蒸発量を引いた量が、水循環モデルや地下水モデルの入力となるため、経験的な水資源予測モデルに

おいても、蒸発量は重要な入力情報である。 

(2) 現状 

陸面からの蒸発量の地上観測データをアーカイブを行っているものとして、以下のようなプロジェクトがある。 

 ○ CEOP18  

 ○ FLUXNET19  

 ○ AsiaFlux20  

また、モデル出力のアーカイブとしては、以下のようなものがある。 

 ○ LDAS(GLDAS, NLDAS)21  

ヨーロッパ中期気象予報センター（ECMWF）やアメリカ環境予測センター（NCEP）などの再解析データには、

大気大循環モデル（GCM）の陸面モデルによって計算された蒸発量が含まれているが、非現実な値を含んでおり、

利用には注意が必要である。 

(3) 課題と展望 

蒸発量は水蒸気の移動であり、水循環の中で観測が難しいコンポーネントの1つである。歴史的には、気象

データなどを用いた半経験式や、熱収支や水収支などから間接的に推定していたのが実情である。直接的でかつ

                                            

18
 http://www.ceop.net（参照日：2010/02/16） 

19
 http://www.fluxnet.ornl.gov/fluxnet/index.cfm（参照日：2010/02/16） 

20
 http://www.asiaflux.net（参照日：2010/02/16） 

21
 http://ldas.gsfc.nasa.gov/（参照日：2010/02/16） 
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信頼度の高い蒸発量観測が行われるようになったのは、1990年代の半ば頃からであり、その歴史はいまだに浅

く、今日においてもその観測は、業務上の定常観測は非常に限られており、大学や研究機関による研究観測が主

である。 

これらの研究観測は、短期間のプロジェクト予算によるものが多く、継続性に問題がある。温暖化の水循環

影響を把握するには、今後の長期的視点に立った観測の継続が必要である。また、FLUXNET（AsiaFlux)や日本長

期生態学研究ネットワーク（JaLTER）などの二酸化炭素観測、生態観測においても蒸発量観測が行われているが、

これまで横の連携が少なく、これらのデータを水循環観測として活かしきれていない。また、各研究機関が実施

する蒸発量観測のネットワーク化とともに、これらの他プロジェクトとの連携が重要である。 

また、蒸発量は土地利用・被覆や植生などに強く依存することから、地上観測値は広域代表性に乏しく、流

域や広域スケールの蒸発量推定は、モデルによる推定に頼らざるを得ない。モデルによる推定の際には衛星デー

タとの結合が重要である。一方で、蒸発を衛星から直接計測することは不可能で、何らかの仮定を挟んだ推測と

なる。すなわち、モデルと衛星の組合せにより広域の推測が可能となる。河川流域スケールもしくはそれより大

きな空間スケールでの蒸発散量評価においては、今後の主流になり得る手法と期待され、今後の検証の進展が期

待される。このためにも、長期的な定常観測が必要である。 

 

3.2.7 水の安定同位体 

(1) 必要性 

水の安定同位体とは、水分子を構成する原子のうち1つが重酸素（18O：16Oに対して0.2％存在）もしくは重

水素（D：同じくHに対して0.015％存在）で置き換わった水分子のことを指す。それらの「重い水」は、水の

相変化の際に気相よりも液相に、液相よりも固相により濃縮される性質を持ち、水の循環中の相変化の履歴がそ

の濃度（同位体比）に反映される。従って、水の同位体比を観測することによって、その水が経てきた相変化と

循環過程の逆推定が可能となる。これらの原理から、雲中の微物理過程から地球規模大循環までの幅広い時空間

スケールの水循環過程を解明する手立てとなり得る。 

また、有史以前の気候復元には様々な物質の同位体比が利用されるが、水の安定同位体が大きく影響してい

ることが多い（例えば、アイスコアの同位体比、樹木セルロースの同位体比、サンゴや鍾乳石中の炭酸化合物の

同位体比など）。そのような気候復元の精度を高めるためにも、現在の水循環と同位体循環を詳細に知る必要が

ある。 

(2) 現状 

観測データを収集・管理するネットワークとして、以下のようなものがある。 

○ GNIP (Global Network of Isotopes in Precipitation) 

1960年代からの世界600地点の降水同位体比の観測ネットワーク。国際原子力機関（IAEA）/世界気象機

関（WMO）によって管理・運営されている。 

○ GNIR (Global Network of Isotopes in River) 

河川水の同位体比の観測ネットワーク。IAEA/WMOによって管理・運営されている。 

○ MIBA (Moisture Isotopes in the Biosphere and Atmosphere) 

水蒸気や土壌水、植生内水などの同位体比の観測ネットワーク。IAEA/WMOによって管理・運営されている。 

その他、技術開発的な面については3.4.6 (2)を参照のこと。 

(3) 課題と展望 

急速に発展中の技術、研究手段であり、今後の発展の方向性については3.4.6の中で述べる。 

（浅沼・谷口・芳村・深見・鼎） 

3.3 衛星観測 
3.3.1 衛星観測の必要性 

水は人間生活に不可欠であると同時に、台風や洪水などの風水害を通じて我々に直接影響を与える存在でも

ある。加えて、固体・液体・気体の相変化に伴い熱やエネルギーを運搬し、地球全体のバランスを保つ役割を果

たしていることから、その循環メカニズムの理解や長期変動把握は、気候変動の理解と人間生活への影響を知る

うえで重要となっている。特に、水循環の中でも重要な要素の1つである「降水」は人間社会に大きな影響を与

えており、例えば、過小な降水は、ダムの貯水量や食料生産の減少だけなく、長く続けば干ばつとなって生態系

の変化を招き砂漠化を進行させ、逆に豪雨や台風などによる過度の降水は、河川流量の増加によって洪水が引き
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起こされるだけでなく土砂災害に結び付くことも多々あり、我々の社会生活に大きな被害をもたらす。さらに、

気候変動モデルによる予測では、温暖化に伴い、水循環が加速し、降水分布の変化や集中化をもたらすなどの影

響が考えられている。 

このように、温暖化の影響を評価するためには降水をはじめとする水循環の観測が重要であるが、水循環は

時間的にも空間的にも変動性が大きいため、地上観測点のみでは全球の状況が十分には把握できない。広い範囲

を均質に観測可能な衛星観測は、全球的な水循環観測を実現するための唯一有効な手段であり、また、観測され

たデータは気象・気候・災害・生態系農業など様々な分野における基礎情報となることから、衛星観測の活用が

特に期待されている。 

 

3.3.2 現状 

マイクロ波放射計は、観測対象が自然に放射する電波の強度を1～100GHz程度の周波数範囲で測定し、対象

物の状態を推定するための観測機器である。マイクロ波放射計は水の観測に適しており、関連する様々な状態量

を推定することが可能である。人工衛星搭載マイクロ波放射計による地球観測は1970年代から開始され、現在

ではアメリカ軍事気象衛星プログラム（DMSP）搭載のSSM/I（Special Sensor Microwave/Imager）や熱帯降雨

観測衛星（TRMM）搭載マイクロ波観測装置（TMI: TRMM Microwave Imager）の観測データが広く利用されている。

また、我が国でも1987年に海洋観測衛星（MOS-1: Marine Observation Satellite-1）にマイクロ波放射計（MSR）

を搭載して以来、地球観測プラットフォーム技術衛星「みどりⅡ」（ADEOS-Ⅱ）搭載の高性能マイクロ波放射計

（AMSR）、ならびにアメリカAqua衛星搭載の改良型高性能マイクロ波放射計（AMSR-E）の開発・運用を行ってき

た。AMSRはADEOS-II衛星本体の運用異常で1年足らずで観測を終えたものの、2002年5月に打上げられたAqua 

AMSR-Eは設計寿命の3年を超えて今なお観測を継続し、そのデータは幅広く利用されている。 

マイクロ波放射計による降水推定、特に陸上での降水推定は当初は精度が十分ではないと考えられていたが、

アルゴリズムの改良研究が精力的に行われた結果、現在では大きく改善してきている。この精度向上において大

きな役割を果たしたのが我が国が開発した世界初の衛星搭載降雨レーダー（PR: Precipitation Radar）を搭載

したTRMMである。PRによる降雨測定の原理は、レーダーから発射した電波が雨滴によって散乱され、その一部

がレーダー方向に戻ること（後方散乱）を利用するものであり、散乱波のエコー強度（受信電力強度）と降雨強

度との間に成立する関係を用いて降雨量が推定される。また、電波を出してから降雨エコーが返ってくるまでの

時間の遅れを利用して高度別の降雨強度が測定できる点が大きな特徴である。観測幅は狭いが、水平分解能が約

5kmでマイクロ波放射計に比べて良く、距離分解能は直下方向で約250mと降雨鉛直構造の把握に十分で、分解

能が非常に良い。また、能動型センサーであるため背景にほとんど影響されず、海上・陸上を問わず同じように

データが取得できる点が、マイクロ波放射計のような受動型センサーと比較した場合の利点である。TRMMは1997

年に打上げられて以来10年以上にわたり観測を続けており、降水システムを解析する等の雨の気候学的な研究

のみならず、数値天気予報や洪水災害の予測等の分野においても衛星データの実利用化が進んでいる。 

衛星観測の登場までは、全球的な降雨分布を海陸の偏りなく作成することは困難であったが、衛星による降

水観測が進むにつれ、複数の衛星搭載センサーによる降水観測データを利用した全球降水マップが作成されるよ

うになった。我が国においてもGSMaP（Global Satellite Mapping of Precipitation）プロジェクトにおいて、

TRMM・Aqua AMSR-E・DMSP SSM/I等の衛星観測データを総合的に利用して、全球の高精度高分解能全球降水マッ

プを作成するためのアルゴリズム開発が進められた。この成果を活用して、JAXAでは「世界の雨分布速報」と

して、緯度・経度0.1度格子の高空間分解能の世界の雨分布を、準リアルタイム（観測から約4時間遅れ）で、

1時間ごとに作成・公開している（図3-2）。 

以上で述べたように、衛星観測データが10～20年規模で蓄積され、水循環メカニズムの理解や気候変動監視

への適用、洪水災害の予測等の温暖化影響評価の分野での利用が進んでいるが、長期の地球環境変動を理解する

ためには、今後もこれらの観測を長期にわたって継続する必要がある。特に、Aqua AMSR-E・TRMMとも当初の設

計寿命を大幅に超えて運用されていることを考えると、早急に後継の衛星による観測を開始する必要がある。 

 

3.3.3 課題と展望 

現在、我が国では水循環に関する観測を長期的かつ継続的に遂行していくための計画として、2つの衛星計画

が進められている。その1つがJAXAの地球環境変動観測ミッション（GCOM）であり、もう1つが日本とアメリ

カを中心に国際的な協力の下に進められている全球降水観測（GPM）計画である。GCOMは、地球規模での気候変 



 

 

 

62

 

図3-2 世界の雨分布速報（http://sharaku.eorc.jaxa.jp/GSMaP/index_j.htm）。 

 

動・水循環メカニズムを解明するため、水循環変動観測衛星（GCOM-W）および気候変動観測衛星（GCOM-C）とい

う2機の衛星を複数世代打上げ・運用することで、全球規模で長期間（10～15年程度）の継続観測を目指すミ

ッションである。GCOM-Wは、GCOMの目的である気候変動の監視・理解の中で、極域を含む全球規模での水・エ

ネルギー循環に関わる観測に主な目的を置く。具体的には、地球温暖化の兆候がいち早く、最も顕著に現れると

される海氷・氷床・積雪などの雪氷圏変動、エルニーニョに代表される大気・海洋相互作用に伴う海面水温・降

水量・水蒸気量などの変動観測を行うほか、海上風や土壌水分などの観測を行う。GCOM-Wの初号機であるGCOM-W1

は2011年度の打上げを目指しており、ADEOS-Ⅱ/AMSRおよびAqua/AMSR-Eの後継センサーである高性能マイク

ロ波放射計2（AMSR2）を搭載する。AMSR2は、AMSR-Eの観測継続を最優先として主要な機能・性能はAMSR-Eを

踏襲しつつ、空間分解能向上のため展開型アンテナを2.0m口径に大型化すること、信頼性の高い輝度温度算出

のため較正システムを改善すること、人工電波干渉低減のため7.3GHz帯チャネルを追加するなど、重要な改善

を施している。 

GPM計画は、TRMMの成果を引き継ぎつつ、その拡大・拡張ミッションとして計画されたもので、TRMMでは熱

帯に限られていた観測範囲を高緯度まで広げ、より高精度・高頻度な降水の観測を目指している。また、TRMM

は衛星1機による観測であったが、GPM計画は2周波降水レーダー（DPR: Dual-frequency Precipitation Radar）

とマイクロ波放射計を搭載した主衛星と、国内外の機関が開発するマイクロ波放射計またはマイクロ波サウンダ

を搭載した複数機のコンステレーション衛星（副衛星群）からなる観測計画であり、JAXAとNASAが中心となり

国際協力により実現している。日本が開発を担当するDPRは、TRMMに搭載された降雨レーダーの後継であるKu

バンド（13.6GHz）のレーダーに、より高感度な観測を実現するためのKaバンド（35.55GHz）のレーダーを追加

し、2つの周波数により降水を観測するセンサーである。高感度化を目的としたKaバンドレーダーは、Kuバン

ドレーダーでは測れない弱い雨や雪の検出に有効であり、強い雨の検出が可能な Kuバンドレーダーと同時に観

測することによって、熱帯の強い雨から高緯度の弱い降雪までの降水量を高精度で観測することができるように
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なる。これらの情報を用いて主衛星および副衛星群に搭載されるマイクロ波放射計およびマイクロ波サウンダか

らの推定降水量の精度を向上させることにより、高精度・高頻度な全球降水観測が可能になり、前述の全球降水

マップもGPM時代にはより高い精度で提供されることが期待される。また、GPM計画によって提供される精度の

高い降水量データは、気候変動や水循環変動の解明などの研究分野への貢献だけでなく、洪水予測・数値天気予

報精度向上・台風予測精度向上等の実利用および現業利用、風水害防災への利用等が期待されている。 

これら衛星観測をより確実なものにするためには、我が国による観測のみではなく、国際的な協力が必要で

ある。GPM計画は当然この国際協力を実現する計画であるが、GCOM-Wについてもアメリカの次世代気象衛星シス

テムであるNPOESSと適切な補完関係となるよう観測軌道（降交点通過地方太陽時）を選択することにより、国

際的な観測協調体制を構築している。 

（戸田） 

 

3.4 観測手法・技術の開発 
水循環の観測においては、新技術に頼ることだけが重要というわけではなく、定常観測の維持や拡大、連携

の充実こそが重要である水循環の観測要素も多い。そのため、この節では必ずしも3.2で述べた水循環の全観測

項目を網羅せず、新たな観測手法・技術の開発に関係する内容だけを記述する。また、新技術の芽はどこから現

れるか常に予測不能であり、すべての将来技術を網羅できない点も了解いただきたい。 

 

3.4.1 衛星による降水観測に関わる技術開発 

(1) 必要性 

 衛星による降水観測の必要性については、3.2.1(1)および3.3.1を参照のこと。 

(2) 現状 

上述の通り、衛星による降水観測技術は、TRMMの成功を受けて、近年大きな進歩を遂げた。従来、衛星によ

る降水観測には、マイクロ波放射計や静止気象衛星の雲画像などが使われていたが、いずれも鉛直分解能を持た

ず降水強度の推定精度は十分とは言えなかった。TRMMに搭載されたPRにより、鉛直構造の観測が可能となり、

陸上でも海上とほぼ同精度で降水強度の推定を行えるようになった。PR自体のサンプリングは数日に1回程度

と少ないが、サンプリングの多いマイクロ波放射計・雲画像による観測に、PRの観測から得られる情報を組み

合わせることで、高精度かつ高解像度の衛星降水マップを全球スケールで作成することが可能となった。例えば、

日本の研究チームが開発したGSMaP（Global Satellite Mapping of Precipitation）（Okamoto et al., 2005）

は、1時間・0.1度の分解能を持っており、観測から約4時間以内に降水マップが作成されGSMaP_nRTと呼ばれ

る準リアルタイム版を含めJAXAのウェブサイトで公開されている22。定量性の高いマイクロ波放射計由来の衛星

観測雨量として、世界最高レベルの時空間分解能を有する本プロダクトへの注目度は高く、日本の（社）国際建

設技術協会が事務局を務める国際洪水ネットワーク(IFNet: International Flood Network)が首唱し、WMO水文

委員会においてその推進が決議されたGFAS（Global Flood Alert System）構想においては、降水観測が貧弱な

発展途上国においても洪水リスクに備えることができるように、衛星雨量を活用した大雨警報情報（GFAS - 

Rainfall）や洪水予警報システム構築手法（GFAS - Streamflow）が提案され、洪水災害低減への貢献が期待さ

れている(Sugiura et al., 2009)。 

(3) 課題と展望 

このように、衛星降水観測技術は大きく進歩し、期待も高まっているが、温暖化研究への直接的な貢献はい

まだ十分とは言えない。気候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書（IPCC-AR4）において、TRMMに関す

る記述はわずかであり、衛星降水マップについても1世代前のGPCPやCMAPが引用されているのみである。衛星

降水マップの多くは2000年以降を対象としており、現時点では長くても10年程度の蓄積しかないため、これだ

けを用いて温暖化について議論することはもちろん困難である。 

上記の事項を鑑み、衛星降水マップを過去と将来に対して延長する努力が求められる。過去については、精

度は低下するが、SSM/Iシリーズが運用を開始した1987年まではさかのぼることができるであろう。一方、将

来も降水マップを引き続き作成するために、今後5年以内に予定されているTRMMの後継ミッションであるGPM

主衛星とAMSR2を搭載するGCOM-Wの打ち上げと運用を確実に行うこと、さらにそれに続く降水観測ミッション

                                            
22 http://sharaku.eorc.jaxa.jp/GSMaP/index_j.htm（参照日：2010/02/16） 
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の計画を遅滞なく進めることが求められる。これらに関わる新アルゴリズム開発も求められている。 

日本のGSMaPと似た目的を持つ衛星降水マップは、アメリカなどの複数の研究機関で作成されており、その

多くはGSMaP nRTと同様に準実時間の処理と公開を行っている。また、PEHRPP（Program to Evaluate High 

Resolution Precipitation Products）（Turk et al., 2008）というプロジェクトにおいて、衛星降水マップの

相互比較が行われており、各国の地上観測データによる準実時間の検証結果をウェブ 23から見ることができる。

上述のIFNetによるGFAS-RainfallのWebサイト24も、発展途上国を中心とした河川・水資源管理者といったエ

ンドユーザーへのわかりやすい衛星情報提供の試みの1つである。こうした試みは、データの信頼性を高めるた

めに、またデータの流通の観点から見ても重要であり、今後も引き続き行われるべきである。 

今後、衛星降水マップを引き続き着実に作成していくことで、温暖化による降水の変化を監視する重要な役

割を担うことが期待される。特に、衛星降水マップの高い時間分解能を活かして、温暖化による強い雨の強度・

頻度変化を調べることが期待される。これまで、降水マップを検証する際には、平均降水量に着目することが多

かったが、今後は強い雨に特化した検証も重視するべきである。これは温暖化研究のみらならず、衛星降水マッ

プの水災害監視への応用推進などのためにも必要である。 

温暖化により降雪の量と降水に占める比率がどう変化するかも興味深い問題である。降雪は降雨に比べて推

定精度が低いため、多くの衛星降水マップは高緯度帯を対象としておらず、GSMaPにおいても地表面が低温で降

雪が予想される場合は対象外としている。GPM主衛星は緯度70度までをカバーし、搭載されるDPRはKa帯を用

いることで降雪についても高精度な推定を行えると考えられている。衛星降雪マップとしての役割にも大いに期

待し、推進すべきである。 

 

3.4.2 衛星による陸域水循環量観測に関わる技術開発 

(1) 必要性 

 降水量以外の、土壌水分・積雪などの水循環項の面的な分布についても、今後の衛星観測の発展にかかる期待

は大きい。これら各水循環項目の観測の必要性については3.2を参照のこと。 

(2) 現状 

マイクロ波放射計のAMSRおよびAMSR-Eからは、地面表層の土壌水分量（例えばKuria et al., 2007）や積

雪深についてアルゴリズムが開発され、ほぼ全球をカバーするプロダクトが作成されている。植生の多い場所で

は推定精度が低下する、また、特定の地域でしか検証されていないなど精度向上の余地はあるものの、JAXAの

データセンター等においてプロダクトが公開されており（図3-3）、様々な用途に利用されている。 

温暖化による影響を受ける陸面水文量のうち最も関心の高いのは河川流量かもしれないが、河川流量を衛星

観測から直接推定することは依然困難である。 

衛星データから蒸発量（蒸発散量）を推測する研究も、これまで数々行われてきており、さらに発展しよう

としている分野である。蒸発は直接観測できる水循環要素ではない。そのため、土地被覆や気温・湿度・放射な

どを衛星から計測し、それらと何らかの陸面蒸発推定モデルとを組み合わせることによって蒸発が推定される。

例えば、土地被覆は中分解能分光放射計（MODIS）によって計測し、気温や湿度を大気赤外サウンダ（AIRS: 

Atmospheric Infrared Sounder）によって計測するという手法が実行されている（Fisher et al., 2008）。また、

JAXAは直達ならびに散乱光合成有効放射量（direct PAR・indirect PAR）をMODISデータから推定する試みに

成功しており、これは蒸発の推定に役立つであろう。 

(3) 課題と展望 

表層の土壌水分量や積雪深については、温暖化の影響を検出するためには絶対値の精度にこだわるよりも、

継続的に長期のデータを得ることで変動を検出できるようにすることが重要であるとも言える。地道な研究分野

ではあるが、今後運用予定のGCOM搭載のAMSR2などについても、引き続き土壌水分・積雪などに関するプロダ

クトが作成されることを期待したい。植生の影響を緩和するためには、より低い周波数を使うことが有利である

が、ほとんどのマイクロ波放射計は、大気観測などを含む多目的センサーであるため、一番低くても約6GHz（C

バンド）の周波数を用いていた。しかし、ヨーロッパから近く打ち上げ予定のSMOS（Soil Moisture and Ocean 

Salinity）は土壌水分を観測の主対象として、約1GHz（Lバンド）の周波数を用いる。今後、日本でも陸域観測

                                            
23 http://www.radar.aero.osakafu-u.ac.jp/~gsmap/IPWG/index.html（参照日：2010/02/16） 
24 http://gfas.internationalfloodnetwork.org/gfas-web/（参照日：2010/02/16） 
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に特化したマイクロ波放射計を導入することが期待される。また、継続が重要であると記したわけではあるが、

精度の向上、そのためのアルゴリズム開発や検証の進展も忘れてはならない。 

河川流量については、重力場の変動から陸水貯留量の変動を推定できるGRACEをデータ同化手法に用いて、

河川流量の推定精度を向上させる研究（Kim et al., 2009）や、NASAが打ち上げを企画しているSWOT（Surface 

Water Ocean Topography）によって河川水面高さを計測し流量へと変換する試みも始まっている。日本に大河川

がないせいか、これらについての試みは日本では盛んではないが、世界の水循環・水利用が仮想水を通じてもつ

ながっていることを考えると、日本でも何らかの推進をすべき研究分野である。 

蒸発量の推定に関わる技術開発についても、一層の日本からの貢献が期待される。 

 

 

図3-3 JAXAから公開されているAMSR/AMSR-E土壌水分プロダクトの例

（http://www.eorc.jaxa.jp/imgdata/topics/2004/tp040324.html）。 

 

3.4.3 地上降水レーダーを用いた降雨観測の高精度化 

(1) 必要性 

先進国・発展途上国を問わず都市へ人口と資産が集中する傾向は増大し、一方で親水型のレジャーが普及し

てきていることもあり、局地型集中豪雨の被害が増加している。局地型集中豪雨では、総雨量や被害を受ける面

積は大きくはないものの、警報や避難に対する時間を与えない短時間の豪雨によってもたらされるために人的被

害や被害額が大きくなる傾向にある。国土交通省河川局と気象庁が開発してきた従来型のレーダーネットワーク

では、局地型集中豪雨に対して十分ではないことから、最先端レーダーによる降雨観測の機能向上が求められて

いる。 

(2) 現状 

従来型のレーダーでは以下の点を克服する必要がある。 

○ 定量性の確保 

レーダーによって得られるデータは降雨強度とユニバーサルな1対1関係を持つものではないため、レー

ダー情報から確実に降雨情報を算出する手法を開発する必要がある。 

○ 解像度と減衰のトレードオフ 

局地型豪雨を捉えるためにレーダーの解像度を上げることは周波数を高くすることを意味する。それは、

同時に電波減衰が増大することを意味する。電波減衰の影響を受けない観測手法を開発する必要がある。 

○ 上空の降水粒子判別方法の開発 

降水粒子は上空の0℃層より上では固体粒子になっており、それが霰状であるか、雪状であるかなどの種

別の違いによって地上にもたらす雨の性状が異なると考えられる。従って局地型豪雨の予測のためには上
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空の降水粒子の種別判別にレーダーが用いられる必要がある。  

(3) 課題と展望 

 従来型レーダーで研究開発が必要であるとされる項目はマルチパラメーター（偏波）レーダーによって達成可

能であると考えられている（Bringi and Chandrasekar, 2005）。マルチパラメーターレーダーを用いた研究のう

ち、特に波長が短いX帯を用いた研究では日本は一歩進んでいる(Maki et al., 2005)と言える。この特性を活

用するためには、以下のような研究開発が必要である。 

 レーダーによる降雨観測の定量性の確保と降水粒子判別方法の開発についてはin situな実験（中北他, 2009）

が必須であり、地上降雨観測・地上雨滴観測・上空雨滴観測などを含めた種々の観測手法による同期観測実験が

求められている。特にビデオゾンデ（Takahashi, 1995）やドロップビデオゾンデを用いた上空雨滴観測が期待

されるが、陸上定点型観測では観測期間に対して取得できるデータに限界があり、船舶や航空機を用いて海上で

降水をねらい打ち（鈴木・重籐, 2008）するような観測が効果的である。 

 偏波パラメーターを用いて得られる高解像度の降雨強度や降水物理特性は、電波の散乱に伴う位相特性を電波

工学的に解明することが求められる。その理論構築のためには地球観測における電波工学の専門家層を増強させ

る必要がある。  

 

3.4.4 設置型流速計を用いた現地での連続的な河川流量観測データ収集 

(1) 必要性 

 河川流量データは、水関連災害、水資源・水利用をはじめ、水循環と人間社会との関わりを考えるうえで最も

重要な要素と考えることができる。また、ある地点で精度よく図ることができれば、その1点のデータでそれよ

り上流側の河川流域全体の水循環を代表する指標と捉えることのできる点は、例えば広域での面的分布の観測が

必ずしも容易ではない降水量と大きく異なる特長である。このことから、世界各国の河川・水資源管理機関では、

主要河川の重要地点（洪水や水資源管理の基準点など）において必須の観測項目である。しかしながら、その1

点において高精度を確保することは決して容易ではない。従来技術（可搬型流速計等を用いた流速断面積法）で

は、低水から高水に至るまで大きく変動する流量規模に一貫して対処できる観測手法がなかったためである。こ

の点は、特に洪水と渇水の流量規模の比が大きくなるモンスーン地帯の河川において典型的に現れる。 

(2) 現状 

 モンスーン地帯や融雪洪水が発生する急峻な山地河川等では、ヨーロッパ等の穏やかな気候区にある大陸河川

と異なり、洪水時と低水時の流量規模が大きく異なる。このため、低水流量観測で従来から用いられてきた可搬

型流速計による流速断面積法をそのまま用いることが困難であり、流況の激しい高水専用の観測手法を別途検討

する必要がある。日本では、浮子流下速度を計測する流速断面積法（浮子測法）が近代化以降長年にわたり伝統

的に用いられてきた。センサー技術が低かった時代から洪水のデータを長期にわたって確実に収集・蓄積するの

に貢献し、大きな役割を果たしてきた。しかし、大きなマンパワーを必要とすることから、最近では、観測体制

の迅速な構築が困難で洪水立ち上がりの観測に間に合わない、観測に危険が伴う場合があるなどの問題が一部で

見られ、日本でも精度管理が今後難しくなることも予想される。また、日本以外のアジアモンスーン地帯でも、

浮子測法を活用しなければならない状況は本来は多いと想定されるにも関わらず、この浮子測法を採用する体制

確保が困難であるため、結局、洪水観測を適切に行うことができていない状況が見受けられる。このため、国内

外において、より安全・確実に安定した精度で洪水流量観測を行うことのできる手法の開発が喫緊の課題となり

つつある。 

また、従来の流量観測手法は、ある時刻（時間帯）における流量を把握するための手法であり、時々刻々の

連続的な流量観測データを得る手法としては、水理学的に等流状態を仮定することで適用可能な水位流量曲線法

により、間接的に求める手法が用いられてきた。しかし、潮汐の影響を受ける河川下流部や、本川との合流の影

響をうける支川上流側等では、下流水位境界条件の変化の影響を受けるため一般に水位流量曲線法を用いること

が困難となる。また、特に河床勾配の緩い河川では、洪水波による非定常効果が無視できず、洪水ピーク付近の

流量評価の誤差の原因になることがある。 

(3) 課題と展望 

従来法よりもはるかに短時間で効率的な流量観測法として、超音波ドップラー流向流速計（ADCP: Acoustic 

Doppler Current Profiler）をボート等に搭載することで河川断面内の3次元流速分布を効率的に収集する手法

が提案され、欧米を中心に普及しつつある。流況が洪水時でも比較的緩やかな大陸スケールの緩河川ではアジア
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域でも普及しつつあるが、急激な増水を伴う洪水（Flash Flood）が発生するような中小規模の河川では、人が

ボートに乗ってセンサーを直接操作することが困難であるため、普及が進んでいない。そこで、無人のラジコン

ボートを活用する方法（木下，1998）や、橋桁から係留したボートを活用する方法（Yorozuya et al., 2008）

が提案され、より厳しい流況条件（フルード数やレイノルズ数が大きい水理条件）への観測範囲の拡大の試みが

進みつつある。 

また、ある時刻の個別の流量観測作業を効率化・安定精度化を図る手法だけではなく、ADCPと同様の原理の

センサーを水平方向に川岸付近に取り付けることで、河川断面の流速場を計測しようという、設置型の超音波流

速計（H-ADCP: Horizontal Acoustic Doppler Current Profiler）なども海外の都市河川などで実用化の例があ

る。我が国では、特に広幅河川での洪水観測に課題が残っているが、観測範囲外の流速分布を水理モデルによっ

て補完するシステムが提案され（二瓶・木水，2007）、今後の濁度や気泡条件が厳しい洪水流況条件下での観測

実績の拡大が望まれる。 

さらに、流水に直接触れることなく、水面上に設置した非接触型のセンサー（電波ドップラーセンサー・超

音波ドップラーセンサー・水面の波紋を追跡する画像センサー等）により河川表面の流速分布を連続的にモニタ

リングし、断面平均流速に変換するための適切な係数を乗じることで河川断面全体の流量を得ようとする非接触

型流速計のシステムも近年注目されている（深見他，2008）。安全確実に無人で自動計測が可能であり、洪水到

達時間の短い河川や、重要観測所におけるバックアップシステムとして、今後有効に活用されるべき、と考えら

れる。断面変化の激しい河川での適切な精度確保・メンテナンス体制の確立が大きな課題である。 

これらの設置型の流速計は、従来、連続流量観測データを得るほとんど唯一の選択肢であった水位流量曲線

法にとって変わるポテンシャルも秘めている。初期設置コストが大きいことも課題であり、今後の広範な普及と

コストの低下に期待したい。 

なお、これらの設置型流速計を発展途上国に適用するにあたっては、精度管理を含めた維持管理に投入でき

る人的・予算的資源を十分に考慮したうえで、導入の是非を検討する必要があるだろう。低コストでいかなる流

況においても着実に洪水流量観測データを確保していく観点からは、浮子測法をまず適用して洪水観測体制を早

急に整備し、データの確保・蓄積を開始していく選択肢が、現時点ではより現実的とも言える。短期的な課題と

しての流量データ収集体制の確保と、長期的な課題としての高度化手法の開発の両面を、バランス良く推進して

いく必要がある。 

 

3.4.5 GPSを用いた全球規模の気温・水蒸気プロファイルの取得 

(1) 必要性 

 地球規模の水循環に関連する要素のうち、気温や水蒸気量などは最も基本的な物理量であるにもかかわらず、

全球規模の情報は限られている。特にその鉛直プロファイル情報の源はラジオゾンデ観測に限定されてきた。ラ

ジオゾンデ観測は1回に数百米ドル程度の消耗品費を必要とする高価な観測手法であるため、低緯度や南半球で

の観測情報は極めて限られている。 

(2) 現状 

 全地球測位システム（GPS）、特にGPS掩蔽法(Wicker et al., 2001など)は全球規模での詳細な気温・水蒸気

プロファイル取得のための有力なツールである。GPS掩蔽法は複数のGPS衛星からの電波を低軌道（LEO）衛星

で受信する方法や、標高が高い地点からGPS電波を発射して標高の低い位置で受信するダウンルッキング掩蔽観

測がある。ともに電波の位相情報などから気温・水蒸気プロファイルを取得する方法 (Tsuda and Hocke, 2004)

であるが、実用にはまだ研究開発が必要である。 

その項目を以下に示す。 

○ 観測機器そのものの開発 

特にダウンルッキング掩蔽観測では、観測機器の開発が必要である。 

○ 同化手法の開発 

大規模な気象関連災害の予測のためには取得されるデータを全球モデルや局地モデルに同化する必要があ

る。 

○ 同化による予測結果向上効果に関する研究 

(3) 課題と展望 

 LEO衛星（EQUARS: Equatorial Atmosphere Research Satellite・COSMIC: Constellation Observing System 
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for Meteorology Ionosphere & Climate）を用いた掩蔽観測を行うことによって、熱帯域を中心とした水蒸気・

温度プロファイルの計測が可能になる。その結果を全球モデルへ同化することによって、水蒸気プロファイルの

広域推定値の精度向上が可能になると考えられる。そのため、適切なデータ同化手法の開発は肝要である。 

 定期路線航空機からのダウンルッキング掩蔽観測による稠密な水蒸気情報の収集が可能になれば、対流圏の水

蒸気プロファイル情報を入手することができるようになる。その情報を適切な形でデータ同化できれば、これま

でにない詳細かつ精度の高い観測情報が得られることになり、短時間気象予測精度も向上すると言える。 

 

3.4.6 安定同位体を用いた水循環観測に関わる研究開発 

(1) 必要性 

3.2.7(1)を参照のこと。 

(2) 現状 

従来は実験室設置型の質量分析計を用いていたため水の採取が必要であったが、新たな分光分析技術を用い

た測器の開発により、水蒸気の同位体比が非採取で測定可能になってきた。そのため、近年では特に水蒸気の同

位体比について爆発的に観測データが増えている。また最近では、NASAのAura衛星に搭載された対流圏放射ス

ペクトル計（TES: Troposphere Emission Spectrometer）と、ヨーロッパ宇宙機関（ESA）のENVISAT衛星に搭

載されたSCIAMACHY（Scanning Imaging Absorption Spectrometer for Atmospheric Chartography）からも水

蒸気の同位体比（dD）が観測されている（それぞれWorden et al., 2007; Frankenberg et al., 2009）。TES

では遠赤外の放射強度をリトリーブするため対流圏中層が観測されるが、SCIAMACHYでは短波赤外の反射強度を

リトリーブするため大気下層を観測できることが特徴である。 

並行して、同位体を組み込んだ大気大循環モデル・領域気候モデルの開発も急ピッチで進んでおり、増加し

た観測データとの比較により対流降水過程における雨滴からの再蒸発過程の評価（Worden et al., 2007; 

Yoshimura et al., 2009）やモンスーン・ハドレー循環による中高層水蒸気輸送の評価（Schneider et al., 2009）

など、これまであまり注目されてこなかった過程に対して新たな発見が起きつつある。 

これらのリモートセンシングデータと数値シミュレーションとを組み合わせて、数値モデルの水循環過程の

改善および気候変動に関するメカニズムの解明につなげていくことが期待される。 

このような状況下において、以下のような国際連携が進行している。 

まず、SWING (Stable Water isotope modeling Intercomparison Group)による、同位体を組み込んだ大気大

循環モデルの相互比較研究プロジェクトが進行中である。2008年から第2フェーズになり、10の同位体大気大

循環モデルが参加して、アンサンブルカルマンフィルター（EnKF）を用いたデータ同化や、統計情報を用いた時

空間内挿手法を利用することによって、マルチモデルシミュレーション結果と観測データを「融合」した、四次

元同位体データを作り出すことを目的の1つとしている。そのほか、ICCS (Isotope Cross Cut Study： CEOP

の各研究コンポーネントを同位体という面から横断的につなぐ枠組み)やBASIN （Biogeosphere - Atmosphere 

Stable Isotope Network：生物生態系研究の同位体観測研究ネットワーク）、iPILPS （Isotopes in Project for 

Intercomparison of Land-surface Parameterization Schemes：同位体を組み込んだ陸面モデルの相互比較研究

プロジェクト）などが進行中（一部休止中）である。 

このような国内外の連携を進めることの利点は大きい。各国における同位体コミュニティは小さいが、その

分世界的な協働体制はすでに比較的築かれている。衛星や設置型の分光分析の専門家は、必ずしも同位体に関す

る専門的知識を持っておらず、双方にとってのメリットになる。 

(3) 課題と展望 

 特に観測と数値シミュレーションとの連携が重要であるが、そのためには衛星リトリーバルの適切な補正、精

度向上が強く望まれる。そのためには質量分析装置と分光分析装置の両方を用いた地上観測と連携した精密な較

正が必要である。この観点から、すでにある地上観測拠点を横断的につなぐICCSのような枠組みに期待してい

る。また、北カリフォルニアでの高頻度降水同位体比観測に示されたような（Coplen et al., 2008)、一般的な

集中気象観測とともに行う同位体比の観測は、モデルの改良に非常に有用であり、その推進が期待される。 

 ここまで主に大気中の水循環に対する同位体の利用について記述してきたが、地中の水循環の解明のためにも

同位体は数多く利用されてきた（例えばBrooks et al., 2010）。これまでは温暖化影響評価との関連での利用

例は少ないものの、今後の発展が大いに期待される。 

（瀬戸・大石・芳村・深見・鼎） 
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3.5 国際観測計画の推進 
3.5.1 必要性および現状 

 地球水循環に関する研究を推進するうえでは国際観測計画の推進が欠かせない。国際的なフレームワークでは、

陸域の水・エネルギー循環を取り扱うのがWCRP傘下のGEWEXである。アジア域では日本がリーダーシップをと

り、GAMEが2005年まで実施された。これと時期を重ね、より統合された地球観測を目指し、当初は集中観測期

間を示していた CEOPが、東京大学小池俊雄教授の強いリーダーシップの下で運営された。CEOPはGEWEX 組織

再編の中で性格が変わり、大陸スケールでの観測計画も取りまとめる役割を担うこととなった。これらを踏まえ、 

ここでは主としてアジアに焦点を置いて記述を進める。 

 アジアモンスーンは、大気・海洋相互作用の影響も強く受けることから、気候・海洋研究の国際フレームワー

クである気候変動性・予測可能性研究計画（CLIVAR）でも重要性が増しており、CLIVAR/AAMP（Asian-Australian 

Monsoon Panel）として活動している。言い換えればモンスーンアジア地域の水循環研究は大気・海洋、大気・

陸面の両側面から見ても国際的に最重要課題であり、国際的な枠組みで研究を推進しなくてはならないことを示

している。 

 翻って我が国ではGAME終了後、後継プログラムとしてMAHASRI（松本, 2009）が立ち上がり、戦略的創造研

究推進事業（CREST）水循環領域による研究推進（RAISE：The Rangelands Atmosphere-Hydrosphere-Biosphere 

Interaction Study Experiment in Northeastern Asia [モンゴル、筑波大学（Sugita et al., 2007）]、LAPS：

Lower Atmosphere and Precipitation Study[中国、名古屋大学]、熱帯雨林 [タイ・インドネシア、東京大学]、

北方林 [シベリア、名古屋大学] 等）、およびGEOSS に対応するための 地球観測構築推進プラン（JEPP：Japan 

Earth Observation System Promotion Program、[Tibet、京都大学]、[SE Asia、東京大学]、[Thailand、東京

大学（小森他, 2007）]、[HARIMAU（Hydrometeorological Array for ISV-Monsoon Automonitoring、 JAMSTEC

（ Yamanaka et al., 2008）]）による国際観測研究が推進されたが、これらの多くは競争的研究資金をベース

としており、3～5年間程度の研究期間で終了している。 

 

 

 

図3-4 AMY に参画する各国プロジェクト（http://www.wcrp-amy.org）。 

 

 一方、アジア各国の経済成長は著しく、地球温暖化に関連する観測プロジェクトが多く立ち上がっている。こ

れらを緩やかに束ねる形で各国の観測結果を有機的に結びつけようとするものが アジアモンスーン観測年

（AMY: Asian Monsoon Year）（図3-4）であり、国際事務局は中国の大気物理研究所にある。前述したGAMEで

も集中観測（GAME-IOP）を実施したが、GAME時とは状況が大きく異なり、各国の資金で実施するプロジェクト

を調整する場がAMYである。研究機関が主導して進められていることから、関係各国の現業機関との連携がやや

弱く、データ流通（データポリシーの明文化）については、現段階でも議論を行っている段階となっている。競
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争的研究費をベースとする我が国のAMYへの貢献は、共同議長役を務め、国内で現在進行形のプロジェクト参加

による貢献、CEOP・データ統合・解析システム(DIAS)で構築したデータ統合システムの活用、再解析の実行、モ

デル共同研究への参画およびGAMEのノウハウ、これまで培ってきた関係各国機関との人的交流網の活用、など

多岐にわたる。 

 他方で、アジアにおける広域かつ急速な経済発展によるアジアモンスーンへの影響も懸念されており、国際的

には地球システム科学パートナーシップ（ESSP: Earth System Science Partnership）の下でMAIRS（Monsoon Asia 

Integrated Regional Study）が行われている。MAIRSも中国の大気物理学研究所に国際事務局がおかれて主導

しているが、日本も副議長・科学委員を出しており、MAHASRIとMAIRSはアジアモンスーンへの人間活動の影響

解明という点で、協調的に研究を推進している。GEOSSの一環としての地域活動として位置づけられるAWCIの

枠組みの下でも、地球観測データを洪水や渇水の管理、気候変動への適応策を含めた統合的な水資源管理に役立

てるための国際的な研究活動と地球観測データの共有を推進している。その中で、日本は各種分野のWGやアド

バイザーに最も多くの人材を提供し、我が国での高度な知識・技術や経験を途上国に伝えるための人材育成の面

でも大きな役割を果たしてきており、今後の共同での調査・研究成果の発展が期待される。 

 

3.5.2 課題と展望（データ流通および国際的な観測のあり方についての今後の方向性） 

これまでの経緯説明から、我が国ではアメリカ並みの競争的研究費偏重傾向が見られる。アメリカの場合は、

競争的研究経費とほぼ同額か、それ以上の定常経費があり、現業機関による観測態勢はそれによってなされてい

る。各国の社会保障に直結する観測計画、科学目的に特化した計画等、水循環に関わる国際観測研究には階層性

があり、それぞれの階層に合わせ、柔軟に対応できる体制が望まれる。 

まず、科学的目的に特化した観測研究は、これまで同様、競争的資金によるプロジェクト研究による推進が

妥当であろう。ただし、プロジェクトが終了した後の計測機の有効活用については、実施機関を超えた利用枠組

みを設けることが国税の有効利用の観点から必要である。さらに、大学共同利用機関、旧国立研究機関が継続し

ている国際観測サイトはスーパーサイト化し、スーパーサイトを中心に有機的な連携、共同研究が継続される仕

組みを設けることにより、観測の長期継続をより容易に実施できることが必要である。その際に、今後より重要

度を増す衛星観測の検証サイトとして国内外から認証される枠組みを持つことにより、データ流通・公開が促進

されるであろう。CEOPの観測サイト（reference site） はこうした側面ももっており、CEOPをパイロットケー

スと位置づけることで、多様な観測がより有機的なつながりを持つことが可能になろう。気候は絶え間なく変化

しており、それに伴う変化を長期的にモニタリングすること自体が、貴重な科学的知見を与えることを十分に認

識しておく必要がある。 

一方、社会貢献、関係各国の利益ともなり得る観測計画である水循環研究の場合には、社会的要請も高いこ

とから、データのリアルタイム転送およびモニタリングが必須である（小森他 ，2007) 。これはタイの小流域

で具現化しており、この後継観測も（独）科学技術振興機構（JST）/（独）国際協力機構（JICA）で実施予定で

ある。国際的な観測は、対象国にも有益であるべきで、データ収集・公開とリアルタイム性は同程度の重要性を

持つ。少なくとも、高層ゾンデデータや地上気圧・降水量・気温などの基礎的な気象要素のデータは、リアルタ

イムにGTSによって各国現業機関に転送される計画が、今後は望ましい。陸上の水文要素のデータ共有について

は、さらにハードルが高いであろうが、 最大限の努力が望まれる。CEOPやAWCI、アジア・太平洋水フォーラム

などが、そのきっかけとなることが望まれる。 

国際観測計画が有効性を最大限に発揮するのは、各国で観測したデータを束ね、同化により均質なデータセ

ット（再解析データ）が提供できることにある。GAME時には集中観測データを収集し、気象研究所・気象庁が

GAME再解析データを提供し、その後の JRA-25の技術ベースともなっている。MAHASRIでも気象研究所はAMY再

解析を計画しており、データ収集および品質チェックは喫急の課題である。これらの一連の作業で収集され品質

管理された観測データは、GAME時にはCD-ROMで公開（あるいはCD-ROMイメージファイルをインターネット公

開）しており、これらの公開もアジアの水循環研究の発展に寄与している。しかし、これらの観測プロジェクト

や観測計画で得られるデータを緩やかに束ねる機構（1センター・研究所にデータセンター機能を持たせること

は現実的ではない）・枠組みが欠落しており、 そのようなものを設置することが最優先検討事項である。アメリ

カでは国際観測計画が実施されると同時に 分散型活動記録センター（DAAC: Distributed Active Archive 

Center）が設立され、データ公開が有機的に実施される。我が国ではこれまでデータ公開は各機関の努力（特に

一部の研究者）により支えられていたのが現状である。研究に特化したデータ統合の試みは CEOP・DIAS で実施
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されているが、いまだ十分であるとは言い難い。AMYでのデータポリシーと併せ、機関を連携した機構の実質的

な設立・稼働が求められる。さらに、各プロジェクト終了後の取得データの半永久的な公開・活用方策について

も前述した機構を中心に検討されるべきではなかろうか。 

ここまで、我が国がリーダーシップを発揮して率先して取り組むべき研究・観測活動を中心に列記してきた

が、しかし、それらの活動が地球温暖化の緩和や被害軽減への適応策の実現に真に結びつくためには、世界全体

での共通の目的意識の下での取組みが鍵になることは言うまでもない。そのことは発展途上国も例外ではないが、

実際には、温暖化モニタリングや影響評価・適応策検討の基礎となる観測データの重要性や、それぞれの自然・

社会条件に適した観測・モデリングならびに解析技術についての知識・能力や経験が、十分でないことが多いの

が実態である。世界中のローカルな地域も含めて温暖化のモニタリング・影響評価や適応策検討を進めていくた

めにも、途上国自らそれらの観測・評価・検討を行う技術を持つための人材育成を行うことが重要である。我が

国は特にアジア域を中心としてこの分野で重要な役割を果たすべきであろう。もちろん、国内においても、その

ような人材が数の上で豊富ということはない。地球温暖化という新しく発生した広域的な問題に対して国内の組

織構成が対応しておらず、一部の専門家に過大な負担がかかっている。大学院教育の充実や上述の水循環観測デ

ータ統融合マネジメント機関（仮称）などを通して、国内の人材育成も一層促進すべきである。 

（樋口・深見） 

 

3.6 モデル開発の視点から見た観測ニーズ 
 地上での水循環は、基本的に河川流域において様々な過程が連関し合いながら生起していることから、水文過

程間の関連性を考慮に入れながら定量的に変化を捉える観点、および、人間社会との関係（水資源や水災害とし

ての評価）で捉える観点の両者から、河川流域スケールで考えるのが適切であろう。特に、水資源・水災害への

影響評価の観点からは、河川流量への影響評価を捉えることが重要となる。このことから、水資源・水災害評価

の観点から特に重要な地点における河川流量データについて、温暖化の影響を直接捉えるための長期的な継続モ

ニタリングの重要性は言うまでもない。さらにモンスーン地域のデルタ地帯等で頻発する洪水氾濫は、水災害の

観点のみならず水循環評価の観点からも大きなunknown要素となっており、洪水氾濫のボリュームの評価を含む

実態把握とその動向の継続モニタリングが重要と言える。 

さらに、上述のように水資源・水災害の観点からは、人間社会としての関係性を分析することが必要不可欠

であり、それらの人間社会指標を河川流域において定量化するために必要な地理情報システム（GIS）データ（人

口、土地利用、経済活動・資産、インフラ等）の整備と更新も重要である。 

以上の議論をベースに、以下、河川流量・降水量・洪水氾濫、および人間社会指標に関する影響評価につい

て、さらに考察を行う。また、それらの評価に共通で必要となるモデル（ツール）開発そのものの必要性につい

ても議論を行う。 

(1) 河川流量 

温暖化時における河川流量への影響評価は、降水量や蒸発散量への影響評価をベースにして、流域水循環解

析（降雨流出解析）から評価する必要がある。この場合、蒸発散量は流域水循環解析モデル（物理的分布定数型

モデルが必要）の内部で評価することが可能であることから、降水量の影響評価が最も重要となる。さらに、分

布定数型モデルを構築・検証するために、河川流量の観測データが必要である。低水から高水に至るまで安定し

た精度で流量を評価できるように、様々な水位に対応した流量観測データの確保を基盤とした水位流量曲線の作

成・更新が重要となる。特に洪水時の流量観測データの重要性は強調しておく必要がある。一方、モデル構築に

必要となるGISデータ（地形標高・土地利用・土壌物理特性値等）の確保・モニタリングも必要である。 

河川流量を通じて水資源を評価する観点からは、水利用に関するデータ（灌漑用水・都市用水・工業用水等）

や、土地利用のデータ、特に灌漑地データや耕作データが重要である。灌漑水路網・ポンプの分布についての情

報、作付けや灌漑のタイミングについての情報も農業のための水資源を評価するうえで必要である。しかし、現

時点で入手可能なデータは限られており、世界レベルでのこれらのデータ整備が必要とされている。 

(2) 降水量 

降水量については、将来予測値としてはGCM計算値をベースとして評価することになるが、現時点では粗す

ぎる空間スケールとバイアスの存在から、GCM計算結果をそのまま流域水循環解析モデルに与えることはできな

い。何らかのダウンスケール技術もしくはバイアス補正技術によって、GCM計算値を流域スケールでの将来降水

量分布に適切に変換する手法をあらかじめ準備しておくことが必要である。 
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その際、そこで用いるダウンスケール技術もしくはバイアス補正技術の有効性を検証するためにも、流域ス

ケールでの最も確からしい降水量分布観測値を得ることが必要不可欠である。残念ながら、特に発展途上国域を

中心として、一般に地上雨量観測の密度が、流域スケールの降水量分布を定量的に推定するために十分なレベル

にない。このため、衛星や地上レーダーデータとの組み合わせによる評価が現時点で最も現実的かつ有効と期待

され、そのための観測体制の維持・強化が望まれる。 

しかしながら、現状では、衛星やレーダー観測値は、地上観測値を内挿補間するための補完的データと理解

すべきであり、衛星からの降雨観測の重要性が認知されつつある現在・将来においても、地上観測体制の維持管

理と発展は極めて重要である。気象・河川・水資源管理機関の継続的努力が求められる。しかし、発展途上国の

多くではリアルタイムデータ伝送が可能なテレメータシステムは普及しておらず、電話やメール等による通報に

よるデータ収集が一般的であり、Flash Flood予測において重要となる数時間単位といった短時間豪雨の変化を

迅速に把握することが難しい。また、そもそも現業機関における雨量計設置密度が特に途上国において低い。こ

のことから、繰り返しになるが、衛星もしくはレーダー観測による補完が極めて重要であることも併せて強調し

なければならない。衛星雨量データは、静止気象衛星画像による雨域移動ベクトル情報等と組み合わせることで、

現在、観測の時空間密度の低さを埋め合わせる方法がとられているが、本来は、衛星観測の密度そのものを高め

る必要がある。河川流域スケールで必要とされる、5～10km以下の空間分解能、Flash Flood解析を可能とする

ためにも1時間程度の時間分解能を可能とする衛星観測の頻度が必要である。そして、その定量性を高めるため

に地上雨量データとの補正合成処理を行うことになる。 

(3) 洪水氾濫 

温暖化時における洪水氾濫への影響評価については、その前提条件として流量への影響評価が必要であり、

流量想定のための課題についてはすでに述べた通りである。さらに、将来のインフラ整備・土地利用変化等の影

響を考慮できる洪水氾濫シミュレーションモデルが、洪水氾濫の将来予測のために必要となる。そのために、河

川流量を水位に変換するために必要な河道水理データ（河道断面・粗度係数等）や、氾濫解析に耐える高精度の

数値標高データが必要不可欠であり、土地利用や氾濫を制約する堤防や道路等の盛土構造物を含むインフラ等の

GISデータの整備も重要である。発展途上国では、これらの情報入手が困難であることが多く、衛星リモートセ

ンシング情報の活用が必要である。SRTM（Shuttle Radar Topography Mission）データや陸域観測技術衛星「だ

いち」（ALOS）のパンクロマチック立体視センサ（PRISM：Panchromatic Remote-sensing Instrument for Stereo 

Mapping）データ等はそのために重要な役割を担うべきであり、今後の検証とプロダクト公開を期待したい。 

(4) 人間社会指標 

 河道を含むインフラや水利用・土地利用・人口・社会資産等に関するGISデータが、水循環変化が人間社会に

与える影響を評価するうえで必要であることは、これまでにも触れてきた通りである。国レベルでこれらのデー

タ整備を進めることはもちろんのこと、さらに、それらのデータを河川流域スケールでの水循環・水資源・水災

害解析に使うための分布データとして整備することも重要である。その意味で、国・自治体レベルでの調査デー

タを、衛星リモートセンシングデータや社会動態モデルと組み合わせることで、時空間的に補間・分布させる手

法の確立が必要であり、今後の研究の進展に期待したい。 

(5) 水循環・水資源・水災害影響評価のためのモデル（ツール）開発の必要性 

 人間社会との関わりから水循環への影響評価を考えるうえで、気候変化が水関連災害に直結するハザードへの

影響を評価することのできる流域水循環モデルの必要性は、これまで再三強調してきたとおりである。また、特

に洪水氾濫・水災害への影響評価という意味で、洪水氾濫モデルも必要である。また、人間社会指標に係る分布

データと組み合わせた洪水・渇水等の水関連災害リスクを評価するためのモデルも併せて重要である。 

 影響を世界的に比較評価する観点からは、これらの影響評価のためのモデル（ツール）は世界共通であること

が望ましい。実際には、それらの評価手法・モデリングツールとして世界的に評価の固まったものがあるわけで

はない。従って、今後もしばらくは、複数の研究機関等による提案・研究が並行して切磋琢磨しつつ、発展途上

国も含めて評価に使えるツールの研究開発を進めていく必要がある。 

なお、水循環や水災害のハザードの評価に関連するモデリングツールについては、現場実務分野への普及も進

みつつあるという意味で、水災害全体でのリスクや人間社会への影響を評価するモデルの開発よりも先行してい

る。例えば、降雨流出関係をベースに水災害ハザードを評価するモデリングツールとして、水災害・リスクマネ

ジメント国際センター(ICHARM: International Centre for Water Hazard and Risk Management)が開発したIFAS

（Integrated Flood Analysis System）と呼ばれる総合洪水解析システム（図3-5）がある（Sugiura et al., 2009）。
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全球で入手可能な衛星雨量データやGISデータを入力・解析するツールを内部に実装し、WebサイトからVer.125

の無料配布を行うなど、特に、発展途上国が自ら洪水解析を実行できるようにすることに焦点を当てて開発され

ており、GFAS - Streamflowイニシアティブを実現するツールとして普及活動にはWMOの支援も得ている。また、

河川水理解析ツールとして、（財）北海道河川防災研究センターと北海道大学が共同開発を進めているiRIC-Nays

があり、2次元・3次元の流れ解析を支援するグラフィカルなユーザーインターフェースを備えたモデリングツ

ールとして同様に無料配布が行われている26。これらのツールは、先端的な衛星・GIS情報や水理水文解析技術

を、現場の実務技術者にも使いやすくして広く普及させようとする試みであり、我が国の先進的な技術を世界に

普及させ貢献するためのプラットフォームとしても注目される。ただし、高度な水理水文解析モデルそのものに

ついては、国内外においてさらに多くの研究開発事例があるため、それらの資産の有効活用も課題である。この

ことから国内外において、それらの成果を効率的に取り込むための「モデリング共通基盤」の提案が行われてい

る。EUが推進するOpenMI（Open Modelling Interface and Environment）27や国土交通省等が推進するCommonMP28

といった例がある。 

これらの途上国を含めた現地での管理・評価に役立つツール・共通基盤の開発・普及をさらに進めるととも

に、温暖化が水関連災害等のリスクを通じて人間社会に与える影響を総合的に評価するための総合的なモデル

（ツール）開発において、日本が十分な役割を発揮し貢献することは、途上国を含む世界規模での気候変化の影

響評価・適応策シナリオ作成において我が国がリーダーシップを発揮するうえで、重要な要件の1つと考える。 

（深見・鼎） 
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衛星降雨の入力・補正（地上降雨も入力可能）

流出解析に必要なGIS属性値の入力

流出解析モデルの構築（定数評価）

流出解析・洪水予測計算
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地上観測施設整備水準に左右されずに洪水予測

システムを迅速かつ効率的に構築・整備。

現地技術者の自発的努力による精度向上努力を支援
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洪水予測

分かりやすい表示

適切な避難へ

 
 

図3-5 人工衛星観測雨量情報と総合洪水解析システム（IFAS）を基盤とした発展途上国における洪水予警報体

制整備促進の概念図。 

                                            

25
 http://www.icharm.pwri.go.jp/research/ifas/index.html（参照日：2010/02/16） 

26
 http://www.i-ric.org/nays/ja/index.html（参照日：2010/02/16） 

27
 http://www.openmi.org/reloaded/（参照日：2010/02/16） 

28
 http://framework.nilim.go.jp/index.html（参照日：2010/02/16） 
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第4章 雪氷分野 

4.1 はじめに 
4.1.1 地球温暖化影響における雪氷観測の必要性 

地球上の雪氷は温暖化の進行によると考えられる影響で大きく変化しており、またこの要素が温暖化を加速す

る可能性を持っている。地球環境変動の重要要素の1つとして認定されてきている（IPCC, 2007）。以下が、重

要なプロセスと考えられる。 

 

○ 地球温暖化の進行に関し、積雪や海氷のアルベドフィードバックなどを通じてエネルギー面で多大な影響を

引き起こす。 

○ 海洋に対する淡水供給・海水面上昇など温暖化・地球変動に関わる重要な諸地球現象に影響する。 

○ 地表下の凍土の地温・水分変化などを通じて温室効果ガス放出などに影響を及ぼす。 

○ 陸域水貯留変化・斜面崩壊・海氷減少などを通じて水資源・災害・交通など人間活動に多大な影響を及ぼす。 

 

現在発生している顕著な現象としては、北極海の海氷面積の縮小や、氷河の急速な後退が挙げられる。またグ

リーンランド氷床なども徐々に変化が見られてきている。積雪や凍土なども変動を繰り返しながら、変化の兆候

が見られてきている。極端な将来予測としては、2013年の夏季には北極海の海氷が見られなくなるというもの

もある。 

雪氷要素はIPCC-TARではあまり着目されなかったが、気候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書

（IPCC-AR4）に現状が詳述され、社会の関心を集めた。変動が大きくなっていることが指摘されているが、その

不正確性が指摘されている要素でもあるため、より精度の高い現状把握と変動監視を行う持続的観測が求められ

ている要素である。図4-1に各要素の空間スケールと時間スケールを示した。 

雪氷要素は以下に分類できる。 

○ 海氷 

○ 氷河 

○ 氷床 

○ 季節積雪 

○ 凍土 

○ 河川氷・湖氷 

それらの基本的性格については大畑（1997）を見ていただきたい。 

 

4.1.2 世界的な動向と日本の現状 

(1) 国際研究・観測推進の構造 

2007年に最大の国際学術団体である国際科学会議（ICSU）の国際測地学・地球物理学連合（IUGG: International 

Union of Geodesy and Geophysics）傘下の国際水文科学協会（IAHS: International Association of Hydrological 

Sciences）から、雪氷関係が国際雪氷圏科学協会（IACS: International Association of Cryospheric Sciences）

として独立し、ICSUの中でも雪氷圏を重視する傾向が見られている。歴史的経緯の関係で水文関連課題はIAHS 

に残り、また凍土関係は国際永久凍土協会（IPA: International Permafrost Association）の下で推進が進め

られることになったようである。地球温暖化の中で総合的に雪氷の変化を研究する動きにとっては良い状態とは

言えないが、仕方ない面があろう。協会・団体・団体間の連携を維持する必要があろう。 

学術研究を伴う国際計画としては世界気候研究計画（WCRP）と地球圏‐生物圏国際協同研究計画（IGBP）があ

る。WCRPでは雪氷圏を対象としたCliC（Climate and Cryosphere）がコアプロジェクトとして進められている

のに対し、IGBPには雪氷圏が関係する課題も多々あるが、雪氷圏を直接対象としたプロジェクトはない。 

一方、世界気象機関（WMO）などが進めている活動として全球気候観測システム（GCOS）というものがある。

これは、「気候関連問題への対処に必要な観測と情報の取得と、それらの情報等のあらゆる潜在的なユーザーを

確実にすること」が目的である。この中に雪氷関連の氷河のための全球陸域ネットワーク（GTN-G: Global 

Terrestrial Network for Glaciers）、永久凍土層のための全球陸域ネットワーク（GTN-P: Global Terrestrial 

Network for Permafrost）があり、ネットワーク関連の議論をしている。  
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図4-1 各雪氷要素の空間規模と時間スケール（IPCC, 2007）。 

 

 いわゆる世界の衛星観測機関が構成している地球観測衛星委員会（CEOS）において、統合地球観測戦略（IGOS）

作成の作業が行われ、cryosphereの観測が独立して議論された、IGOS-P Cryosphereという「雪氷圏に関する総

合地球観測戦略」という文書が2007年にできた（浮田・西尾, 2007）。また、IPY Legacy としてWMOでは国際

雪氷圏監視（GCW：Global Cryosphere Watch）が検討されている。これがどうなるかは、注目するところである。 

また、雪氷の多い地域を対象とした国際的な地域研究推進組織がある。北極を対象とした政府間組織北極評議

会（AC: Arctic Council）という組織があり、社会面とともに科学面も視野に入れている。南極地域を対象とし

た研究面での国際協力団体の1つが南極研究科学委員会（SCAR: Scientific Committee on Antarctic Research）

であり、もう1つが北極地域を対象とした北極圏国際科学委員会（IASC: International Arctic Science 

Committee）である。これらの計画の中では、雪氷因子が重視されている。IASCは2009年の段階で科学研究推

進を強化するために、4科学課題を再設定し、課題の再構築と委員を増強する方向に進んでいる。ACでは、SWIPA

（Snow, Water, Ice and Permafrost in the Arctic）という雪氷変動のより精度良い把握に関する作業が、加

盟国間で進められている。DAMOCLES（Developing Arctic Modeling and Observing Capabilities for Long-term 

Environmental Studies）というヨーロッパ諸国を中心とした、海氷に力点を置いた北極海変動のプロジェクト

も進行している。北極域研究における日本の体制は、大畑（2009）に記述されている。 

雪氷要素は地理的分布・性格が多様であるため、監視を行う国際的プログラム・プロジェクトがそれぞれの要

素について一定程度、でき上がっている。GTN-P・GTN-G・国際北極ブイ計画（IABP: International Arctic Buoy 

Programme）・世界氷河モニタリングサービス（WGMS）29などがある。また、データアーカイブ機能が一定程度で

き上がっているが（例えば、世界データセンター（WDC）としてのアメリカ雪氷データセンター（NSIDC））、埋も

れているデータも多くレスキューする作業も含めデータアーカイブが雪氷分野では重要となっている。 

このように、雪氷分野では地球規模で監視する国際的な体制が徐々に整備されており、それに基づく分担、そ

して情報・成果の集約の推進が各国・各グループに求められている。しかしながら、欠落している部分も多く、

観測態勢を整備する必要のある箇所は多く残っている。 

(2) 雪氷要素観測の特殊性 

ほかの地球物理要素と比較した場合の雪氷要素の特徴を考えてみる。大畑（1997）を参考にしていただきたい。 

                                            

29
 http://www.geo.uzh.ch/wgms/（参照日：2010/02/16） 
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○ 具体的な個々の観測は、各国の現業機関や研究グループなどが、各国の資金援助を得て実施している。全体

として雪氷要素の観測は、衛星観測と地上観測に二分されている。衛星で計測可能な要素の観測は飛躍的に

進み、グローバルデータセットが逐次的に提供されている。一方、衛星で計測不能な地表下の凍土や氷厚な

どの要素に関しては、いまだ地上観測が重要な部分を占める。衛星によって一定の計測ができるが、誤差の

大きい積雪水量分布などの要素は、アルゴリズム開発のためにも、地上観測はいまだ不可欠である。 

○ 地球・気候システムの理解・表現にとって重要な寒冷圏での水・エネルギー・物質の流れの議論の際に、雪

氷要素が重要因子となるが、それは大気ないし海洋や土壌・植生・水循環と複雑に絡み合って存在し変動し

ているのが現実である。雪氷要素の観測を単独で考え計測することもあろうが、複合現象の一部として把握

計測することも非常に重要となる。凍土・積雪などはこのような視点が重要であろう。 

○ 観測を計画する場合の留意事項として、雪氷変動の時定数が要素によって、大きく異なることが挙げられる。

海氷・積雪の時定数は短いが、氷河・凍土そして氷床となると時定数が1桁から3～4桁増える（大畑, 1997）。

図4-1からもそれが読み取れる。このため、観測体制・手法は大きく異なる。また、分布している地域も異

なるゆえ、研究グループが分散しやすい、議論が発散しやすいのも雪氷分野の特徴である。 

しかしながら、0℃付近で融解し、それ以下でしか形成されないのが雪氷の共通の特徴であり、現在の温暖化

での諸変化はこれに基づくものが多いため、地球温暖化の影響評価という視点では、協同による、より連携し集

中した観測・研究体制は意味があり、必要であると考えられる。上記のGCWの提唱などもそれが背景にあると言

える。 

 

4.1.3 日本の雪氷研究・観測の特徴と現状 

(1) 特徴 

日本における雪氷研究は歴史的に物理・応用物理の一環として、結晶物理などの分野で発展してきた経緯があ

る。世界的な多雪地域であることから実生活に対しても影響を及ぼし続けてきたため、積雪災害（雪崩・道路雪

氷等）の分野も発展してきた。一方、地質学や地理学（気候学・地貌学）の延長として、また気候システム関連

の諸雪氷研究（氷河・氷床・凍土）として、1960年代から徐々に手がけられ1970年代以降発展してきた。特に

氷河・氷床関係の観測研究は、南極観測やヒマラヤ探査など探検的性格を伴い世界各地を対象として行われてき

た。日本の雪氷分野の特徴として、現場観測を重視する風潮が強いが、これは現場観測が依然として必要な雪氷

分野では強い面でもあるとともに、温暖化評価という空間的にそして時間的に拡張しなければいけない状況・時

期においては、弱点ともなっていると言える。 

現業機関による雪氷要素の観測は時定数の短い雪氷要素を対象としており、プロセス研究や時定数の長い現象

などは大学や一部の研究機関などにゆだねられてきた。 

現在の日本の雪氷分野の研究面では、氷床・氷河コア研究が強いのが特徴である。過去の地球の歴史を振り返

ることにより学ぶところは多いが、現在の温暖化に関する過去および将来の十年、数十年、百年の変化に関する

理解を深める場合は、場と手法を選択する必要があろう。 

(2) 克服すべき課題 

国際的推進状況と比較した場合の日本の弱点をいくつか指摘しておきたい。 

第一に、衛星観測との連携が弱いことである。アルゴリズム開発、衛星センサー提案などがあまり行われてい

ない。そのような要望が弱いゆえ、活用できるデータがあるにもかかわらず、この部分が発展していない。温暖

化影響を議論する場合には、ネックとなる。 

第二がデータアーカイブに関して、比較的無頓着な面があることである。日本の場合、雪氷分野のみならず地

球環境分野で多く見られることであるが。研究機関および現業機関で取得されたデータは国民および世界の財産

であるにもかかわらず、データが整備され、利活用されているとは言いがたい面があり、その克服が必要となっ

ている。 

第三が他分野との連携が弱いことである。このような視点を持った人材が段々と育ってはいるが、今後交流を

深め、発展させる必要があろう。陸面過程にとって重要な積雪と凍土のみならず、氷河・海氷要素でも必要であ

ろう。モデル研究においても同じ問題があろう。研究が小スケールに偏り大スケールがおろそかにされ、グロー

バルモデルとの連携が弱い。むしろ、気候・気象・海洋分野の研究グループがこの領域に参加し、研究を行って

いる。 

第四が研究・観測課題におけるギャップの問題である。国際的研究動向と比較すると、地球温暖化の影響研究
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の問題の中でも一部のみを扱っていて、例えば、地球規模問題で重要となる雪氷面積・質量変化に関する研究が

少ない。 

第五は、観測が重要である雪氷分野において監視体制が保障されていないことである。現業機関における観測

を除いて、個人レベルでの短期的競争的資金による研究が多いため、持続的な観測の実行は難しい。国立極地研

究所の氷床・氷河コア研究を中心とした研究事業、（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）の北半球の雪氷圏の変

動・水循環の研究事業、（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）の諸衛星対応の研究・開発事業などはあるが、全

体の状況が日本として妥当であるか、また、十分であるかを検討する必要があろう。 

(3) 国際的な推進状況との関係 

雪氷分野の温暖化影響の研究・観測は、徐々に国際規模で行われる傾向にある。4.1.2で国際状況に触れたが、

それらに対する日本の関わり方を検討する。それぞれの国際団体に国内機関・国内研究者は関与し、何らかの関

わりを持っている。専門家という形で参加する場合、あるいは、日本の委員という形をとる場合もある。多くの

場合が関係している一研究者で閉じており、日本の他機関・研究者との相互作用が少ない。国際団体に個別には

貢献しているが、その活動を通じて当該分野の国内推進に寄与・貢献している度合いは少ない。つまり、国際団

体を国内的に活用する行動が少ない。上手に利用すれば、国内研究・観測の環境の改善につながることが考えら

れる。実行されていない理由としては、その多くが研究機関の研究者（一部は現業機関を代表した研究者・技術

者）であることが挙げられる。国内連携を通じた推進に結び付けるには労力がかかるため、研究者としてそれに

あまり時間をかけられない事情がある。現業機関の関係者にとっては、国内連携は当該機関の主要な仕事ではな

いという面もある。このような状況では、連携機能を果たす国内推進の場を形成することや、また、国内の状況

の改善につなげる仕組みもできていない。 

幸いGEOにおいて「全球地球観測システム（GEOSS）10年実施計画」が採択され、また、国内では総合科学技

術会議において「地球観測の推進戦略」が策定されるなど、温暖化問題に関係した連携を支援する動きのある現

況において、このような状態の改善を今一度考えるべきであろう。 

雪氷要素を多く含む「北極域環境」に関する国際・国内関係、国内体制の分析に関しては大畑（2009）を参考

にしていただきたい。雪氷分野を俯瞰する際にも参考になるであろう。 

 

4.1.4 日本の雪氷分野の課題と展望 

温暖化が進行している中で、雪氷分野が分野内で、また他分野と協力して連携すべき具体的施策を考えてみる。

早急に強力に推進する研究観測事業の要件は以下であろう。 

(a) 国内的意義 

・対象となる諸因子・現象の把握の向上が、グローバル気候および地域気候の予測精度を向上。 

・資源関係（水資源・エネルギー）、生活関係（食料・安全・生態・交通）などが日本にとって重要。 

(b) 国際的意義 

・監視体制構築に関する緊急性（今なぜ必要であるかの説明が可能）。 

・国際的な計画・観測プランなどとの関連があり国際的に認知され、必要性が言われている事項。 

(c) 実行性・効果性 

・日本の研究コミュニティの強み（実績）を生かす計画。 

・いずれかの機関・グループが実行主体となり得る課題。 

・連携を必要とする課題についての体制の整備の有無。 

・5年以内に開始が可能であり、人的資源があるもの。 

(d) その他の考慮すべき点 

・現在はほとんど行われていないが、日本として推進する必要のある課題。 

・他研究分野の観測・観測網との連携。 

・長期的な現場観測・監視実施に不可欠である、キャパシティビルディング。 

・持続的監視のために国内での教育体制の検討。 

○具体的課題 

現段階で考えられる具体的課題は以下のとおりである。 

(a) 地球雪氷監視ネットワークへの貢献 

・ 雪氷要素としては、現業機関で取得しているものに加え、衛星観測が困難である要素を主な対象。 
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・ 既存観測・新規観測を含め、各種国際観測プログラムにおいて国内機関・研究者が安定してデータ取得

を続けられるような体制の構築。 

・ 日本の蓄積・貢献が多く、現在実施されているものの整備・強化と、日本に期待されている新たな観測

の実施。安定した資金の確保が重要。 

(b) データの整備 

・ 既存地上データや衛星データを整備・活用し、新たに取得されるデータを効果的に利用できるようなデ

ータアーカイブ・流通・活用の体制作り。 

・ 公開されていないデータの公開化。 

(c) 連携組織の構築 

・ 国際的な枠組みの中で国内推進を発展させるための連携組織の構築。 

・ 情報交換から始まり、観測事業の優先度の選択、人材育成の議論を含めた施策文書への取りまとめ。 

（大畑） 

 

4.2 海氷 

4.2.1 必要性 

海氷域は温暖化の影響が出やすい地域だと言われている。近年、北極海の夏季の海氷面積の減少が著しく、特

に2007年は北極海の海氷面積は、衛星観測が始まってから最小の面積が記録された。これはIPCCなどの気候変

動に関する予測を大幅に上回る速いペースでの減少であった(Zhang et al., 2008; Comiso, 2009)。ダイナミッ

クな変化がおきている海氷域について、より正確な現状把握と変化プロセスの解明、モデル計算の評価のために

観測データが重要である。 

(1) 北極海 

北極海では夏季海氷域の面積については2000年以降の減少が顕著であるが、その原因として大気・海洋の影

響が確認されている。さらに、海氷自体の強度が脆弱になっていることも予想されている。多年氷が広域を占め

てきた北極海では、いったん広域で消滅した海氷域は、その後面積的に海氷域が回復した場合でも、それが1

年氷であるため大気・海洋の変化を受けやすいことが予想される。1年氷は厚さが薄く破壊されやすく、さらに

破壊された氷盤は移動しやすい。薄い氷は反射率も低く、また氷を通しての熱交換も多く生じる（Inoue et al., 

2008）。このため、海氷域では面積の監視とともに海氷厚にも注意が必要である。海氷変動にはこのようなフィ

ードバック過程がはたらいているため精度の良い観測とともに、この過程の理解が必要である。 

海氷変動は面積変化だけでは把握できず、それに先行する可能性があり、さらに面積変化を増幅することの多

い厚さ変化の観測が求められている（Tateyama et al., 2006)。雪氷圏を構成する雪氷体の中で、海氷変動はそ

の場での生成消滅以上に、移流による影響が大きい現象である。面積・厚さとともに移動の観測も重要である。 

(2) 南極海 

一方南極海では、わずかに増加傾向を示している。陸地に囲まれた北極海と違い南極圏は周囲が海洋であり、生

成した海氷は大気および海洋の場により発散する状況にある。このため海氷域の拡大は結氷の増加によるものか、

力学的に拡大する傾向が増えた状態にあるかを確認することが必要である。また、近年注目されている大規模な棚

氷の崩壊には、大陸沿岸の海氷の影響があると言われている。日本の南極観測がカバーする地域の、沿岸定着氷・

棚氷・氷山流出と、沿岸での海氷の消長も重要な観測対象である。 

南極大陸周辺の活発な低気圧活動および大陸から吹き降りる強風により、沿岸部の海氷が沖に流され、沿岸ポリ

ニアとよばれる、水面、または薄氷域が生じる。この海域では、海洋から大気への熱や水蒸気の輸送、海水の冷却、

活発な海氷生成が行われため、海氷の生成と海洋-大気間の変化プロセスを知ることが必要になる（Tamura et al., 

2006)。 

(3) 北半球季節海氷域の変動 

夏季の変化が注目されているが、冬期の変化についても注意が必要である。冬季の変化が顕著に起きているの

は、オホーツク海など季節海氷域である。オホーツク海の海氷域は北緯60度から44度に広がり、北半球で最も

低緯度で凍る海として知られている。オホーツク海の海氷では、過去30年におけるゆっくりとした減少傾向を

示しており、2006年は最大海氷面積が過去最小となった。長期の減少傾向とともに、オホーツク海の海氷は10

年程度の周期を持つ増減が重なっている。オホーツク海の海氷変動は、統計的なフィルターをかけずとも確認で

きる顕著な10年周期が見られる。すでに3サイクルが過ぎたが、原因解明が出来ていない。 
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オホーツク海の海氷面積は年々変動の振幅が増加している。特に最近10年間における増減の変動幅は大きく、

2000年代に入ってからほぼ最大と最小の両極端な変動を示した（拡大2001年。縮小1996・1997・2006・2009

年）。大きな変化が観測され、急激な環境への影響も危惧されている。この大きな振幅は、気候システムの中で

の相互作用、社会システムへのインパクトの可能性等について注目すべきものである。 

網走では100年以上の目視観測が蓄積されているが、日本沿岸に見られる変化はオホーツク全体の変化をある

程度反映しているものの、オホーツク海全体の海氷変動のどのような特徴を反映しているか、確認が必要である。

北極圏では変化が夏期に顕在化しているが、冬期の状況の変化はこれから起きる可能性がある。その北極圏の冬

季の変化のさきがけが、オホーツク海など環北極の地域で冬期に起きる可能性がある。 

 

4.2.2 現状 

海氷の重要な観測データは衛星観測・船舶観測・係留系観測・漂流ブイ観測・海氷上での現場観測・航空機観測

などで得られている。広域データとしては衛星観測データが主力である。JAXAによって開発された高性能マイク

ロ波放射計（AMSR）・改良型高性能マイクロ波放射計（AMSR-E）は現在もアメリカ航空宇宙局（NASA）のAqua衛星

で運用が継続され、世界の海氷モニターにとって重要な貢献をしている。その観測結果は、アラスカの国際北極圏

研究センター（IARC）経由で、北極海の海氷情報の主力として世界の研究者に利用されている。ただし、このセン

サーもすでに予定されていた運用期間を超えて運用されており、後継機による観測の継続が早急に必要である。

JAXAの水循環変動観測衛星（GCOM-W）計画により衛星とセンサーの準備が進められているが、遅延のない運用の

開始が望まれる。ここで使用されている衛星データは、マイクロ波放射計による海氷密接度（観測域における被覆

率）であり、空間分解能10－20㎞程度の粗い空間分解能のデータであり、観測回数は1日2回である。この程度

の空間スケールの海氷面積の変化は、1日2回の観測頻度で観測できる。しかし、夏季の融解期には表面の融解水

による誤差が多いことがわかっている。 

2007年の北極海の海氷急減で顕著であった氷盤の破壊や移動の観測には、同センサーの5㎞分解能センサーが

有効である。この分解能のセンサーの活用、有効なアルゴリズムの開発はまだ開発途上である。 

北極海の現場観測では、海外の限られた砕氷船の運航に依存して観測が実施されている場合が多い。海氷域の周

辺域、海氷が減った後の海洋の観測には、JAMSTECの観測船「みらい」による観測が継続されており、重要な海洋

観測結果が蓄積されつつある。ただし、日本の「みらい」による観測域が海氷のない海域に限られるため、海氷の

観測には日本以外の砕氷船の観測計画に依存することになる。これまで研究者の努力や成果・実績により、海外の

砕氷船への乗船の機会を維持している。日本の海氷観測者が乗船した砕氷船は、アメリカ・中国・カナダのもので

あり、さらに可能性として韓国・ロシアがあるが、いずれも乗船の可否・観測時期・地域はそれぞれの国の観測計

画に左右されている。また、海洋・海氷観測の係留系も、国際的な観測の枠組みの中で観測が維持されている。日

本が国際的な協力体制に参画する活動を維持することが重要である。 

海氷の厚さの変動については、約10年間隔で、潜水艦による北極海中央部の海氷厚が計測され、薄くなってい

ることが報告されていた。近年、衛星搭載のレーダー高度計を使った、北極海の広域の海氷観測結果が発表された。

従来の潜水艦上向きソナーの観測結果（北極海中央部の長期の減少傾向）と対比して、近年可能になった衛星高度

計の観測結果（多年氷域全体の海氷厚さと大きな年々変動）、さらに観測データを増やしつつある電磁氷厚計の観

測（観測ラインにおける詳細な分布）により、データ取得が難しかった氷厚についてもデータが収集されつつある

（Shirasawa et al., 2008）。上向きソナーを利用した氷厚計測装置も、北極海・オホーツク海に設置され、デー

タの蓄積が行われつつあるが、まだまだ観測点が少ない。長期モニターの開始と、変動の起きているところに機動

性のある投入が必要である。 

オホーツク海の観測の現状としては、気象庁の網走・稚内・釧路各地方気象台における目視観測がある。これは

古くは100年以上の長期観測データの蓄積がある。また、気象庁では、衛星解析によるオホーツク海全域の観測と、

海氷予報が実施されている。海上保安庁では、第一管区海上保安本部海氷情報センターによる、砕氷船「そうや」

と航空機によるアイスパトロールにおいて目視観測が行われている。また、衛星観測データを用いたサハリン以南

～北海道沿岸の観測が実施されている。気象庁・海上保安庁が利用している合成開口レーダーを用いた衛星観測は、

詳細な海氷状況を示すことができる。海上保安庁は日本の陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）による衛星レーダ

ー画像を使用し、海上交通の資料として活用している。これまでのところ主に沿岸海上交通の安全のために使用さ

れているが、このデータはさらに海氷研究者や海氷‐気象相互作用研究分野の資料として活用できるものである。 

JAXAはAMSR-E・ALOSなどの衛星データの配信を行っており、海氷の基本情報として欠かすことができない。ま
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た各大学では、氷厚計・流氷レーダー・衛星データベース（面積・氷厚）・沿岸の監視カメラのネットワークなど

の観測体制、流氷数値モデルの開発が行われている。また、（独）海上技術安全研究所では、海氷状況とそこにお

ける人間の産業活動・海上交通の増加を見越した油流出に対する環境保護や航行安全指標の検討を行っており、基

本情報の収集活動として、海上保安庁や各大学と協力した情報交換も行われている。 

 

 南極観測には砕氷艦「しらせ」が就航しているが、南極海ではさらに海外の砕氷船を傭船として使用すること

が可能である。北極海に関しても、新造された最新鋭の砕氷艦「しらせ」が北極圏の国際観測に参加できる仕組

みを考えることも重要である。 

 

4.2.3 課題と展望 

(1) データ標準化 

海氷の基本情報である衛星による海氷密接度情報は、関係機関により公開されている。ただし、各海域ごとの

海氷データは、担当国の気象海洋観測機関から公開されているものの、交互に組み合わせたり比較するなど、統

合した利用には使用しやすい状態になっていない。日本が作成している北極海の観測データ、オホーツク海の観

測データも、各国に公開するとともに、アルゴリズムや公開フォーマットの情報交換、性能比較、互換性などの

検討が望まれる。 

衛星による海氷観測データの精度を下げている夏期の融解期の観測データ、海氷縁辺部の海氷不可視域の改善

が必要である。また、温暖化時の海氷データとしては、海氷成長に関わる厚さ、さらに海氷の力学的強度の低下、

移動性の増加が考えられるため、移動情報は重要になる。海氷変動は生成消滅項だけでは理解できず、移流項の

把握も必要である（Inoue and Kikuchi, 2007）。 

現場データの取得については、これまで個別の研究者、機関による観測計画に依っていたので、期間・領域の

連続性に問題があった。研究コミュニティ主導で組織的な観測計画を練る必要がある。北極海は北極を囲む国に

よる北極委員会が科学活動の中心となっているが、日本も2009年にオブザーバー国としての参加を表明し、活

動が検討されている。北極委員会の観測計画と調和し、効果的な国際観測態勢の整備が至急必要である。 

(2) データ流通の促進 

北極海・南極海など国際的な海洋情報を交換できる枠組みが必要である。広域の海氷データは衛星データによ

る海氷分布情報が、アメリカNSIDC・NASA、日本JAXAにより公開されている。データの内容は海氷密接度であ

る。密接度データは10-25％程度の誤差を含むが、誤差が大きくなるのは夏期の融解期の海氷の観測であり改善

が望まれる。 

船舶観測の実施とそのデータ流通は研究者間の個人的な交流に依っている所が大きい。オホーツク海では、気

象庁・海上保安庁・（独）海上技術安全研究所・JAXA・大学による連携をさらに協力し、継続することが必要で

ある。個別の研究者レベルでの観測が多く実施されていたが、観測項目・観測場所・観測期間に調和が取れてい

ないため、断片的な理解になってしまっている。より大きなグループでの総合的な計画が望まれている。特に急

速な変動の予測されている雪氷域では、即時の開始が重要である。 

変化が急速な雪氷圏のリアルタイムモニターは有効である。即時性のある情報の公開や解析結果の公開が研究

推進に有効である。 

(3) 観測施設等の相互利用の促進 

各国の衛星利用計画だけでなく、国際的にデータの切れ目がないような国際的に見て継続する衛星（センサー

を含む）の準備が必要である。 

海氷域に入れる観測船は少ない。各国共同の観測の機会を捉え、日本の研究者が海氷船舶観測に定常的に参加

できる研究計画の実施（支援）が重要である。係留系・ブイなども、国際計画の中で各国ができるところを分担

している。海洋観測・係留系・船舶観測は、個別の研究機関や研究グループにより実施されている。国際的にも

調和した観測が必要であり、また国内的にも調和した観測計画の策定により、安定したデータ取得の継続が求め

られる。 

砕氷船による観測では、各国で得意とする観測技術・観測装置を持ち寄って、共同観測を実施している。共同

観測とはいえ、成果の取りまとめは個別のグループごとである。個別のテーマを総合させる次のステップの取組

みも必要である。また、それらの観測機器の操作に習熟した技術者は不足状態にある。海氷観測については、国

内の研究グループは、海氷厚の遠隔観測技術の開発と運用に関して、国際的に見ても優れた活動を行っており、
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国際観測活動の中で貢献することが期待できる。国際的な観測現場に活動を拡大していくことが望まれる。 

オホーツク海においても、衛星観測データの取得・公開、船舶観測のための船舶の運航と観測者の参加・観測

機の持ち込み、データ整理（氷厚計・流氷レーダー・衛星データベース・沿岸監視カメラ）やモデル計算など、

個別の研究者レベルで短期の研究計画と予算によって行っていることが多い。国際的な観測計画への参画により、

長期の安定した観測が維持できるよう観測体制を維持することは重要である。 

 海氷域を観測するために、海外の砕氷船を傭船として使用すること、新造された最新鋭の砕氷艦「しらせ」が、

南極だけでなく北極圏の国際観測に参加できる仕組みを考えることも重要である。 

(4) 時空間的把握の改善および観測項目の充実 

観測項目の改善としては、夏季の融解の実態を正確に捉えることが、融解によって熱収支や海氷の動力学がど

う変わるのかを考える基本情報である。また海氷の厚さを知るために、船舶観測・係留系観測・衛星観測による

時空間で連続したデータの収集による、稠密な情報の作成（薄氷形成・成長、表面融解、海氷厚、海氷の移動）

が必要である。 

国内の観測装置の開発能力や運用能力は高いので、これらを活用することで、国際的な観測現場での貢献が期

待できる。海氷観測システム（係留系、海氷マスバランスブイ、マイクロ波放射計、沿岸海洋（海氷）レーダー、

海氷新センサー（日本が開発または運用している電磁波利用の海氷新センサーは国際的にも評価されている。そ

の維持や開発が国際的な観測で貢献する可能性が高い））等の観測機器を使用できる観測技術者の育成と、いつ

でも海氷変化域での国際観測に参加できる機動性が必要となる。 

北極海の海氷変動観測は、予測に対しどれだけ実際変化しているかリアルタイムに観測し、予測と比較するこ

とが望まれている。衛星がカバーする広域のリアルタイム海氷情報の精度を高めるために、またその時間・空間

分解能の狭間を埋めるためには、効果的な定点観測機器からの観測データ送信システムの開発と展開が必要であ

る。 

これまでの長期データ取得方法は主にロガータイプの記録計を使用しており、継続した取得は困難であり、雪

氷圏の記録蓄積の弱点となっている。機器不調の際のリカバリーも問題で、データの欠如や改良の遅れなど、観

測データ欠如やその繰り返しなどの状況が多い。衛星通信を利用したデータ転送システムを利用して、グローバ

ルに展開している雪氷圏の観測活動・モニタリングのデータを取得を利用することにより、変動する現象を把握

することができるようになる。南極での結氷過程を観測するために、沿岸の気象観測がわずかな沿岸基地周辺に

限られているため、変動中心域に近い沿岸に自動観測機器の展開が望まれる。 

海氷域に船舶が入れる時期や地域は限られているので、近傍の陸上や海氷上に長期観測機器を整備することも

重要である。砕氷船の相互利用システムをしっかりしたものにすることも重要である。航空機も有効な観測手段

であるが、国内のグループによる実施は難しい。すでに北極・南極域で実績を上げつつある比較的運用が可能な

小型無人機による観測が有効である。 

リアルタイム現地データの増加、データ同化の取組みにより、未知の海氷変動プロセスの早期発見、モデルに

十分入っていないプロセスの検出・改良、予測データ不確定性の評価も可能になると考えられる。 

温暖化進行後の海氷情報については、今後、北極海で海氷域が減少し、結氷期間が短縮すると北極海に入る船

舶が増加すると予想されることから、定期的な観測、船舶からの通報なども近い将来増えることが予想される。

船舶運行と提携したデータを集約していくことは有効である(Kitagawa et al., 2008; Circum-Arctic Resource 

Appraisal Assessment Team, 2008)。 

（榎本） 

 

4.3 凍土 
4.3.1 必要性 

高緯度の陸域では、大河川流量や湖沼面積の経年的増加（Peterson et al., 2002; Smith et al., 2005）、湖

底からのメタンガス放出（Walter et al., 2006）など、地球規模の水熱物質循環過程や気候にも影響し得る重

要な現象が報告され、その要因の1つとして凍土の衰退が指摘されている。凍土層の空隙は氷で充填され、透水

性は極めて低い。この機能は、凍土帯での特有な陸面水循環過程や、森林や湿原形成の主要因である。また、高

緯度の地下に貯蔵されたメタンをはじめとする大量の温室効果ガスを制御する凍土の衰退が及ぼす影響は、甚大

であることは想像に難くない。 

他方、凍土の変動実態の理解は大きく立ち遅れている。その理由として挙げられるのは、1）地上から視認で
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きないため、リモートセンシングをはじめとする広域観測の適用が困難であること、2）凍土の温度は地殻熱や

気象に加え、土壌物性、地表面状態（積雪、植生）など様々な因子に影響されるため（石川・斉藤，2006）、精

度の高い実用的なモデル化があまり進んでいないこと、3）変動の時間規模は日から数万年までに及ぶが、この

時間スケールを網羅するのは困難である。しかも、短期的にみえる変動にも過去の履歴が反映されている場合が

多く、モデル化の困難さも加わり、変動要因の同定が困難であること、などである。 

 IPCC-AR4は、凍土変動に関してこれまでになく多くの頁数を割いているが、観測結果とモデル出力の両者が

入り混じった記述になっている。その背景には、観測的知見が絶対的に不足しており、それだけでは結論を導く

ことができず、現状未成熟のモデルによる出力結果を併用せざるを得ないという事情がある。観測体制を拡充さ

せ、実証データのみに基づいた凍土の時空間的変動特性の解明が必要となる。 

 

4.3.2 現状 

凍土の変動は、一般に活動層の厚さや深層地温などの時系列変化によって表される。これらを監視する国際的

な観測網として1990年代初めから環北極域活動層観測網（CALM: Circumpolar Active Layer Monitoring）や、

永久凍土層のための全球陸域ネットワーク（GTN-P）などが稼動している（Brown et al., 2000）が、説得力の

ある実証的なデータを示している研究例は決して多くない。アラスカやカナダでは、1980年代から現在に至る

まで継続的に観測されているが、これまでに数年規模では夏期の気温－活動層厚、積雪深－永久凍土温度などに

相関があること、連続的永久凍土帯では永久凍土温度の上昇が顕著であるが不連続帯ではあまり変化していない

こと、十年規模の永久凍土変動は気温に追従していることなどが示されている（Osterkamp, 2007; Romanovsky et 

al., 2007）。 

北アメリカ以外で継続観測が実施されているのは旧共産圏のロシアである。ここでは比較的浅層部（活動層・

季節凍土）の地温が1990年代以前の数十年間、継続的に測候所の観測として取得されたデータがあり、それに

よると平均で20㎝程度活動層が厚くなっている（Frauenfeld et al., 2004）。モンゴルでも同程度の期間の測

候所データがあるが信頼性が低く、長期変動の議論に耐え得るようなものではない。同国では永久凍土の深層地

温が1960年代に多地点で観測されているが、1990年代初めの国家体制の変革に伴いデータが散逸してしまった。

このデータをレスキューするとともに、新たな観測網の展開が日本の研究機関（JAMSTECおよび北海道大学）と

協同で進行している。 

中緯度高山帯では山岳永久凍土を対象とした観測研究が実施されている。ヨーロッパでは2000年代初めに

100mに達する深層地温孔が南北横断的に掘削され、観測が継続されている（Harris et al., 2003）。国内では、

北海道大学・筑波大学・信州大学などにより北海道大雪山や富士山などで永久凍土と地上気象の観測体制が整い

つつある（Iwahana et al., 2008）。 

浅層部の地温や土壌水分値は活動層過程のモデル化や検証に大きく資する。これらの観測は容易であるため、

凍土研究に限らず生態・地形・水文・物質循環研究の一環として観測されたり、各地の気象観測所の基本観測項

目に含まれていたりするなど、膨大なデータが存在するにも関わらず、データは多方面に散在しており、研究分

野間で横断的に利用されることは少ない。他方、土壌の熱・水物性値や地殻熱などもモデル研究に重要であるが、

実測値の蓄積はほとんど進んでいない。ほとんどのモデル研究では教科書的な一般値を用いているが、値のとり

方によっては結果が大きく変わることが感度実験によって示されている。 

氷に富む凍土の融解により、地表面が陥没したり湖沼が伸縮したりするなど、地形の変化が現れる。西シベリ

ア低地では湖沼の伸縮傾向が、永久凍土の分布様式（連続的・不連続的）の違いにより異なること（Smith et al., 

2005）、アラスカやカナダのツンドラでは、流路沿いの崩壊地形が近年急激に増えてきたこと（Lantz and Kokelj, 

2008; Jorgenson and Shur, 2008）などがリモートセンシングの解析で明らかになっている。 

 

4.3.3 課題と展望 

凍土の時空間的変動特性を、国際的な枠組みの中で解明していくことが課題となる。リモートセンシングが有

効な手法となり得ないため、観測的知見を蓄積しつつモデルの高精度化・汎用化を図るという古典的アプローチ

によらざるを得ない。特に急務とすべきは、不備が目立つ観測体制を拡充したり、観測網の偏在を改善したりす

ることなどである。国際的な動向を考慮したうえで、日本が集中すべき地域としては、これまで日本の研究者が

観測を先導してきた地域（シベリア・モンゴル・北海道大雪山・富士山）、他国との協力で維持してきた地域（ス

バールバル・スイス・アラスカ）、また研究基盤は脆弱だがデータの空白域である地域（中央アジア）などを挙
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げたい。 

日本の研究者は生態学・水文気象学・気候学・地形学など多様な分野において、多くの凍土帯（西シベリア・

アラスカ・スバールバル・スイスアルプス・モンゴル・南極など）をフィールドとした観測研究を実施している。

これらについて、研究対象（研究分野）によって異なる観測仕様（地温観測の深度や頻度）を統一し、データの

流通を促伸するとともに、深層地温や土壌熱・水物性などを観測項目として新規に加える。 

 緩慢な凍土変動を捉えるために、GTN-PやCALM観測は20年近くに及ぶ継続観測を実施してきた。一部では

あるが、ようやく気候変動と凍土変動の対応を議論する実証的なデータが得られ始めたことを考慮すると、これ

から展開・改良する観測も、長期的に観測を維持することが必須となる。研究者世代を超えるような長期観測が

求められることから、現地研究者の教育や、現地と協同した維持管理体制の構築なども併せて考える必要がある。

これには、現地の留学生を戦略的に受け入れ、育成していくなど大学の役割が大きい。 

凍土の温度は気候や土壌物性のほかに、積雪や植生機能など地表面状態にも大きな影響を受けるため、これら

を対象とする研究者との連携が重要であり、これにより凍土動態を予測するモデルの確度も向上する。CALM観

測の結果から、活動層の厚さは狭い範囲でも大きく異なり、それは地表面状態に依存していることが示されてい

る。 

凍土の観測研究におけるリモートセンシングデータの積極的な利用として、凍土融解に伴う地形変化の把握に

ついて述べる。近年では、高精度なデジタル標高モデル（DEM: Digital Elevation Model）の作成を可能とする

リモートセンシングデータ（例えば、ALOS-PRISM、CartoSat（Cartography Satellite）など）が利用できるよ

うになった。同時に、アメリカの過去の軍事偵察衛星であったCORONA衛星の画像や、古い航空写真などを解析

し、ピンゴ・サーモカルスト湖・アイスウェッジ構造土・海岸線・斜面などの地形の変遷、気候や凍土温度との

対応を理解することも行われている。凍土中の氷量の変化を捉える衛星データとして全球的な重力場を観測する

GRACEが有望視されている。 

（石川） 

 

4.4 極域の氷床と氷河 

4.4.1 南極における観測 

(1) 必要性 

南極大陸に広がる氷床は、地球上の氷の体積の約9割を占める巨大な氷塊であり、温暖化によって南極氷床が

変動すれば、地球の気候や海面変動に大きな影響を与えることが予測される。実際、南極半島では過去数十年の

間に著しい温暖化が観測されており、その影響による棚氷の大規模流出が観測されている。また、南極半島では

棚氷の流出によって氷床流動が加速され、それが棚氷の流出を加速するという正のフィードバックが生じている

証拠も観測されている。巨大な面積を持つロス海の棚氷も、今後温暖化が進行すれば崩壊する可能性があること

が指摘されており、もし、実際に崩壊が起これば、南極半島の棚氷崩壊を上回る大規模なものになることが予想

され、海面変動にも影響を及ぼすと考えられる。このように、温暖化が南極氷床に及ぼす影響、さらに南極氷床

の変動が気候変動や海面変動に及ぼす影響は、従来考えられていた以上に大きい可能性が高い。 

将来の気候・環境変動を予測するには、南極における温暖化の実態と影響を正しく評価することが不可欠であ

る。しかし、南極における観測地点はほかの地域に比べて極端に少なく、また、長期の観測データも乏しいため、

温暖化の実態や影響はよくわかっていない。特に、広大な面積を持つ東南極は、内陸部に観測基地がほとんどな

く、観測データが欠如している。最近まで、南極における温暖化は南極半島のみで顕著であり、東南極ではほと

んど生じていないと考えられていたが、Steig et al. (2009)により、東南極でも温暖化が進行しているという

報告がなされ、注目を集めた。しかし、Steig et al.の報告に対する異論もあり、東南極における温暖化の実態

はまだ明らかになっていない。また、温暖化が南極氷床に及ぼす影響についても、議論がある。一般的には、温

暖化による海洋からの蒸発量の増大、氷床への降雪量の増大、氷床の表面質量収支の増大というシナリオが考え

られており、IPCC-AR4では、様々な排出シナリオに基づく海面変動予測において、南極氷床が海面低下に作用

すると予測されている。しかし、一方では、近年の温暖化によって南極氷床の融解が予想以上に進行していると

の報告もなされている。南極における温暖化の実態とその影響を正しく評価するため、これまで東南極で観測を

実施してきた日本は、観測を一層強化する必要がある。 

(2) 現状 

南極における氷床・氷河観測は、文部科学省南極地域観測統合推進本部の下で、国立極地研究所が取りまとめ
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役となり、関係省庁、大学等の連携の下で実施されている。気候変動および氷床変動に関する観測としては、昭

和基地からドームふじ観測拠点に至るトラバース・ルート上で、雪尺による表面質量収支の観測、積雪の化学物

質濃度の観測、気象観測、全地球測位システム（GPS）による氷床流動観測、アイスレーダーによる氷厚および

氷床内部構造の観測が実施されている他、過去数十年～数十万年の気候・環境変動の実態解明とその影響評価を

目的とした氷床コア掘削・解析が実施されている(Watanabe et al., 2003; Kawamura et al., 2007)。これらの

観測データの一部は、JARE Data Reportとして国立極地研究所から出版されている。気象観測については、ト

ラバース旅行実施中の観測だけでなく、2009年現在、トラバース・ルート上の5地点に自動気象観測装置が設

置され、連続観測が実施されている。また、そのうち4地点では、アメリカ・ウィスコンシン大学との共同研究

により設置された自動気象観測装置から衛星回線によってデータがアメリカに転送され、リアルタイムで気象観

測データを入手することができる。しかし、いずれの観測も広大な南極の一部をカバーしているに過ぎず、南極

においては観測の空白域が大きい。 

氷床氷縁部は、温暖化による変動が最も顕著に現れる場所であると考えられ、国際協力により、南極全域にお

ける観測を実施することが必要である。日本は、日本の観測基地である昭和基地の周辺で観測を実施する責務が

あるが、実際は十分な観測が実施されていない。2004年まで日本の越冬隊が持ち込んだ航空機により、夏だけ

でなく春にも氷床氷縁観測が実施されていたが、航空機廃止のため、2005年以降は観測が実施されていない。 

温暖化による棚氷の崩壊、棚氷の崩壊による氷床流動加速という正のフィードバック機構に関する観測は、南

極のごく一部でしか実施されていない。日本の南極観測隊は30年以上前に東南極の白瀬流域において、氷厚の

減少を観測し（Mae and Naruse, 1978）、その原因は氷床の底面滑りであると推定されたが、これは現在の温暖

化によるものではなく、数千年という時間スケールの現象である可能性が指摘されている。白瀬流域の氷厚変動

に関する観測は、その後継続されておらず、氷厚減少がいつ始まったのか、今後の温暖化によって大規模な変化

が生じ得るのかが未解明である。 

南極における観測は中国および韓国から数名のオブザーバーを受け入れた以外、従来は日本単独で行っていた

が、2007/2008のシーズンには、スウェーデンとの共同による国際トラバース観測が実施された。また、2005/2006

年の夏期には、ドイツとの共同により、ドイツの航空機を用いた昭和基地周辺のアイスレーダー観測が実施され

た。 

(3) 課題と展望 

これまで温暖化していないと言われていた東南極でも温暖化が進んでいるという報告（Steig et al., 2009）

が社会に大きな警鐘を鳴らしたことを重く受け止め、今後、温暖化の実態と影響を評価するための観測を実施す

る必要がある。そして、温暖化とその影響が南極で現れた場合、それを直ちに検知できる観測体制を整備するこ

とが急務である。南極氷床は広大であり、全域にわたる観測データを取得するためには国際協力と国際分担が不

可欠である。同時に、国内における連携を強化する必要があるが、最近の各省庁の定員削減や大学の法人化に伴

って、南極観測隊への人員派遣を停止する機関が出てきているという状況がある。国内の機関間の連携を強化し、

この状況を改善する必要がある。 

日本は、これまで観測を行ってきた白瀬流域、セールロンダーネ山地周辺域等を中心に、従来実施してきた観

測（雪尺による表面質量収支の観測、積雪の化学物質濃度の観測、気象観測、GPSによる氷床流動観測、アイス

レーダーによる氷厚および氷床内部構造の観測等）を継続・強化する必要がある。特に、温暖化の実態と影響を

評価するうえで不可欠な、気温・降水量変動に関する長期の観測データを広域で取得することが重要である。さ

らに、氷床変動の重要なメカニズムとして提唱されている、底面滑りによる流速の増大、流速増大による氷床底

面の摩擦増大、摩擦増大による底面融解という正のフィードバックメカニズムが、実際に白瀬流域でも生じてい

るのかどうか、解明する必要がある。このため、アイスレーダーを用いて氷床底面の状態と氷床厚・氷床内部構

造の観測を長期にわたって実施するとともに、熱水ドリルを用いた掘削孔の観測によって、氷床流動を観測する

必要がある。 

温暖化検知に不可欠な気象データを多点で得るため、自動気象観測装置のネットワークを増強する必要がある。

ウィスコンシン大学と共同で設置された、衛星によるデータ転送システムを有する自動気象観測装置の維持・保

守に加えて、日本独自でも、これまで観測点がなかった地域に、同様の観測装置のネットワークを早急に整備す

る必要がある。これらの観測、さらに観測機器の設置、観測に必要な人員・物資の輸送を迅速かつ効率的に行う

ために、航空機利用を促進する必要がある。航空機利用に関しては、日本の観測隊独自の航空機の保有、民間チ

ャーター機の利用、航空機を有する国との共同研究等の選択肢がある。どの観測にどの方法が最適であるかの検
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討も含め、航空機の利用を強力に推進する必要がある。 

上記のトラバース・ルート上での観測を実施する一方、観測データのない、過去数十年の気温・降水量変動を

調べるために、氷床コア掘削と掘削孔の温度測定を実施する必要がある。従来の掘削地点は限られており、また、

温暖化が顕著になる以前に掘削された地点も多いので、最近の温暖化の影響評価を行うために、多点において数

10ｍの深さの浅層コアを新たに掘削する必要がある。氷床コア研究については、IPICS （International 

Partnerships in Ice Core Sciences）に積極的に参加し、設営を国際共同で行うことにより、観測を効率化す

る必要がある。 

南極氷床の変動に関わる観測として、南極海における海水中の水の安定同位体の変動を観測した結果から、近

年、南極氷床の融解量が増大したことが原因で、南極海への淡水流入量が増大したとの報告がされている(Aoki 

et al., 2005)が、この観測を今後も南極海で長期にわたって継続する必要がある。同時に、氷床氷縁部付近に

おける氷床変動・氷床流動にかかる観測を再開する必要がある。また、近年中断されていた白瀬流域の不安定性

の問題にも改めて取り組む必要があり、氷厚変動・流速変動・アイスレーダーの観測のほか、白瀬中流域で深層

コアを掘削し、水の安定同位体と含有空気量の分析によって、氷厚変動がいつから、どのようなメカニズムで生

じていたのか明らかにする必要がある。温暖化に伴う氷床変動を予測するためには、温暖化に伴う氷床の融解や

氷床の流動とともに、降雪量の変化を予測する必要があるが、そのためには、南極氷床への水蒸気輸送に関する

情報を得ることが不可欠である。最近は、雪や氷だけでなく、水蒸気中の水の安定同位体を分析できる技術が確

立し、南極に到達する水蒸気の起源や輸送に関する情報が得られるようになった。このような新技術を利用した

観測をトラバース・ルート上で新たに実施する必要がある。 

南極において様々な観測を実施する拠点として、昭和基地およびドームふじ観測拠点は観測施設として共同利

用することができる。ドームふじ観測拠点は、アクセスが困難であり、設営に多大な労力と経費を要するため、

現状では簡単には利用できないが、異なる分野間の連携を促進し、内陸の観測拠点として有効利用することがで

きると考えられる。 

南極における観測データは、一部がJARE Data Reportとして出版されているものの、データの多くは観測を

実施した研究者が個別に管理しているのが現状であり、データ標準化・データ流通は立ち後れている。明確なデ

ータポリシーがないこと、データの集積・加工・管理を行う技術者がいないことが、その主な原因である。現在、

国立極地研究所は「学術データベース」という名称のデータベース30でメタデータを整備中であるが、実際のデ

ータの集積はまだ行っていない。国立極地研究所は、実際のデータの集積と公開を目指して、その方法を検討中

であるが、これを早急に実現する必要がある。 

 

4.4.2 北極における観測 

(1) 必要性 

北極域は温暖化が最も顕著に生じる地域であるとともに、グリーンランドをはじめとする北極域の氷床・氷河

の変動は、地球の気候や海面変動にも大きな影響を与えると考えられる。最近、温暖化によるグリーンランド氷

床の縮小が予想以上に進行していること（Rignot et al., 2008; Velicogna and Wahr, 2006）、氷床の流出速度

が増加していること(Alley et al., 2008)などが、問題になっている。また、約1万年継続している現在の間氷

期(完新世)において、気温がほぼ一定で、氷床の状態も安定していたと考えられていたグリーンランドが、最近

の研究により、完新世初期には北半球のほかの地域と同様に温暖な時期があり、現在よりも気温が2～3℃高か

ったこと、完新世初期から現在までの間に氷床の厚さが200～600mも減少したことが、明らかになった（Vinther 

et al., 2009)。これらの研究は、温暖化によるグリーンランド氷床の変動と海面変動への影響が、予想以上に

大きいことを示唆しており、将来の気候・環境変動を予測するには、北極域における温暖化の実態と氷床・氷河

の変動を正しく評価することが不可欠である。しかし、地域差が大きいと考えられている北極域において、観測

地点および観測データはいまだ不十分であり、温暖化の実態や影響はまだよくわかっていない。温暖化とその影

響が発生した場合、それをすぐに検知し、影響を評価できる体制を整えることが急務であり、組織的・系統的、

かつ長期にわたる観測が必要である。 

(2) 現状 

北極における氷床・氷河で、日本はこれまで雪氷コア掘削、氷床や氷河に生息する雪氷微生物の観測、雪質調

                                            

30
 http://polaris.nipr.ac.jp/~dbase/（参照日：2010/02/16）  
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査を中心に研究を実施してきた。北極域での観測は、北極域に領土を持つ諸国との共同研究が不可欠であり、こ

れまで、ノルウェー・デンマーク・カナダ・アメリカ・ロシア等との国際共同研究として実施してきた。雪氷コ

ア掘削については、ICAPP（Ice-Core Circum Arctic Paleoclimate Programme）の下で、環北極域での雪氷コア

掘削を実施し、環北極域における過去100～200年の温暖化の実態とその影響を研究してきた。気象観測、質量

収支観測など長期間のモニタリングを必要とする観測は、断片的・短期的な実施に留まっている。定常的な予算

措置がなく、各研究機関や大学が科学研究費等の競争的資金を利用して個別に研究を実施しているため、系統

的・組織的・長期的な観測は実施できていない。北極域の温暖化はIPCCの予測を上回る速度で進行しているこ

とが最近報告され、氷床・氷河の融解、海洋への流出速度の増加が社会の注目を浴びているにもかかわらず、氷

床・氷河観測のための長期的な観測を実施する体制が整っていないのは、大きな問題である。今後の北極域の変

化には注意深い監視が必要であり、系統的・長期的・戦略的な観測が望まれる。 

(3) 課題と展望 

グリーンランド氷床やアラスカの氷河の変動に関わる観測は、デンマークやアメリカを中心とする欧米諸国が

実施しているため、日本が独自に観測を開始する必要はないと考えられる。しかし、太陽光を吸収することによ

り、氷床や氷河の融解に大きな影響を及ぼすことが最近明らかになった雪氷微生物やブラックカーボン（BC）に

ついては、外国でも観測が不十分である。これは、日本が得意とする観測分野であることから、外国と共同で、

多点で定期的に積雪を採取し、その変化をモニタリングする必要がある。また、ロシアやカナダなど広大で重要

な地域であるにもかかわらず、観測点が少ない地域においては、日本の協力が求められている。 

過去数十年から数百年の気候・環境変動を復元するために必要な、数10mから数100mの雪氷コアは、北極域

では比較的容易に掘削することができ、定常的な観測地点のない氷床・氷河において長期的なデータを得る手段

として非常に有効である。雪氷コアの掘削は、1990年代に実施されたものがほとんどで、それ以後のデータは

アラスカ・カムチャツカに限られている。以前、掘削を実施した地点（スバールバル諸島・カナダ・ロシア、・

グリーンランド）で、数10m程度の浅層コアを掘削し、掘削孔温度の測定と、水の安定同位体、イオン、含有空

気の希ガス等の分析によって、気温と降水量の変動を復元し、1990年代中盤以降の急激な温暖化とその影響を

明らかにする必要がある。 

IPICS計画の一環として、日本は2008年から5年計画で、グリーンランドにおける国際深層コア掘削計画

（NEEM：North Greenland Ice Coring Project）に参加し、現在よりも数度気温が高かったと考えられている最

終間氷期の気候変動とその影響を解明する計画である。最終間氷期は、温室効果ガスによって温暖化した将来の

地球のアナロジーとして重要であり、温暖化影響評価にとって重要な位置づけを持つことから、今後、観測を強

化していく必要がある。 

北極域に領土を有する欧米諸国、ロシアとの共同研究をさらに発展させ、効率的に国際協力を行うことにより、

広大な北極域における観測の空白を埋める必要がある。また、欧米諸国だけでなく、アジア諸国との連携も重要

であり、スバールバル諸島において提案されている日中韓印共同掘削プロジェクトも実現する必要がある。国際

連携の強化とともに、国内の関連機関の連携を推進する必要がある。 

北極域においては、国立極地研究所がスバールバル諸島のニーオルスンとロングイェールビーンに観測基地を

保有しており、ほかの研究機関や大学の研究者の共同利用施設として利用されている。スバールバル諸島以外に

も、共同利用可能な観測基地を設置する必要がある。 

北極における観測データは、観測やデータの取りまとめを実施する組織がなく、観測を実施した研究者が個別

に管理しているのが現状であり、データ標準化・データ流通は立ち後れている。南極と同様、明確なデータポリ

シーがないこと、データの集積・加工・管理を行う技術者がいない組織がないことが、その主な原因である。現

在、国立極地研究所が南極のデータと同様、「学術データベース」というメタデータを整備中であるが、実際の

データの集積はまだ行っていない。国立極地研究所は、今後、実際のデータを集積することを検討しているが、

その早急な実現が望まれる。 

（東） 

 

4.5 中低緯度の氷河 
地球上に存在する陸氷の存在量は、気候変動に伴って大きく変動するとともに、海水量の変動を通して気候自

体にも強いフィードバックを及ぼしていることが知られている。その一方で、南極・グリーンランド氷床を除く

と、存在量としては全陸氷の1％にも満たない世界の氷河・氷帽は、数十年スケールの比較的短期間の海水準変
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動へ影響していると見積もられている（Meier et al., 2007）。氷河の、特にその質量変化（質量収支）の観測

は、継続性が重要であるが、その存在が遠隔地域に偏在しているために、40年以上の継続観測が行われている

のは、アルプス・スカンディナビア・ロッキーなど、欧米を中心とした39の氷河に限られ、特に旧ソ連邦に属

していた国々での観測の中断が相次いでいる(図4-2)。日本の研究者による継続的な氷河質量収支の観測は行わ

れていないが、観測データ自体が希少なアジア（全氷河面積に対して18％）・パタゴニア（同5％）での活動が

目立っており、これらの地域について以下に詳述する。 

 

4.5.1 アジア地域の氷河 

(1) 必要性 

ヒマラヤから北ユーラシアにかけてのアジア地域の氷河は、南極・グリーンランド氷床を除いた世界の全氷河

域の約18％を占めている上に、その全体的の縮小傾向もほかの地域に比べて進んでいるために、氷河縮小が海

水準の上昇に占めるこの地域の寄与は、極域やアラスカに次いで大きいとされている(Dyurgerov and Meier, 

2005)。しかしながら、こういった見積りの元となっているデータは、極めて限られた氷河での観測によるもの

であり、様々な気候下にあって、その変化の程度が一様でない氷河を代表しているとは言い難い。このため、地

域的・気候的に偏りのない氷河変動の観測データが必要とされる。 

(2) 現状 

中国に属するチベット高原・天山山脈では、中国科学院・チベット高原研究所（北京）および寒区旱区環境与

工程研究所（蘭州）がそれぞれ観測網を展開し、継続的な氷河質量収支の観測が行われているが、国際的なデー

タベース（WGMS）へ提供されているのはわずか1つの氷河についてのみであり、最近になって一部の氷河の結果

が公表されつつあるものの、今後のデータ公開が期待されている。インドヒマラヤではフランスの協力により

2002年から観測が始まっており（Wagnon et al., 2007）、今後の継続に期待がかかっている。ブータンヒマラ

ヤでは日本人研究者により、これまで数か所の氷河で表面高度の測量が行われたものの（Fujita et al., 2008）、

より実際的な問題である氷河湖決壊洪水に注目が集まっており（後述）、温暖化の監視といった意味合いでの観

測実施に対しては現地政府・研究機関の理解・協力が得られにくい状況にある。ネパールヒマラヤにおける氷河

縮小は1970年代より断片的な測量観測が行われ（Fujita et al., 1997, 1998, 2001）、ヒマラヤにおける急速

な氷河縮小の実態が報告されている。気候的にユニークな地域でもあるため、年々の質量収支の観測の必要性が

訴えられているものの（Shroder et al., 2008）、実現には至っていない。旧ソ連邦に属する中央アジア諸国に

は、天山山脈・パミール高原という、広大な氷河域を有する山域があるが、ソ連崩壊後、継続的な氷河観測は途

絶えたままであり、治安悪化という要因もあり、再開の目処は立っていない。このため、次善の策とも言える、

衛星データを用いた研究が盛んに行われている（4.7参照）。ヒマラヤ山脈とパミール高原の間に位置するカラ

コルム山脈は気候の変遷域に位置しており、巨大氷河が数多くあるユニークな地域であるが、パキスタンの治安

情勢があまりに悪く、継続的な観測はおこなわれていない。シベリア南部と中央アジアを分かつアルタイ山脈に

は、4ヶ国にまたがる氷河域があり、ロシア側では、持続的な観測がおこなわれている（Surazakov et al., 2007）。

モンゴル側に関しては2000年代に入ってから調査が始まり、初期的結果から、氷河の変化量が大きいことが示

されている（Kadota and Davaa, 2007）。 

ヒマラヤにおいて近年注目を集めている雪氷現象として、氷河湖とその決壊洪水（GLOF: Glacial Lake 

Outburst Flood）の問題がある。ヒマラヤにおけるGLOFは1960年代から頻発しており、河川沿いに大きな被害

が出ている。近年の氷河湖の拡大は、地球温暖化とともに語られることが多いが、湖を堰き止めている土砂堆積

物（モレーン）は、小氷期と呼ばれる17～19世紀中頃にかけての寒冷な時期に拡大した氷河によって運ばれて

きたものである。地図や衛星画像の解析により、多くの氷河湖は1960年代頃から拡大し始め、湖ができた後は

その拡大速度がほぼ一定であることが知られている（Komori et al., 2004）。従って、氷河湖の多くは20世紀

前半の温暖化によってその発生が決定づけられていると言え、1980年代以降のそれをいわゆる地球温暖化と呼

ぶのであれば、それが氷河湖形成の直接の引き金になっているとは言えない。 

消失しつつある氷河から、古環境の情報が含まれるアイスコアを掘削、保存すべきという動きは、組織だって

はいないものの、中国・アメリカ・スイス・日本を中心に進められており、特にチベット高原とアルタイ山域で

得られたアイスコアからは多くの研究成果が発信されている(Thompson et al., 1997, 2000; Olivier et al., 

2003; Kaspari et al., 2007; Eichler et al., 2009)。現在、アメリカを中心として、中央アジア・パミール

高原にて1,000m近い深層アイスコアを掘削する計画が進められている。 
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(3) 課題と展望 

ヒマラヤから北ユーラシアにかけてのアジア地域の氷河は総体的に縮小傾向にあるが、様々な気候の影響を受

け、その変化の程度は一様でなく、衛星や直接の観測による監視が求められている。しかしながら、旧ソ連邦諸

国と中国以外の国々では、氷河変動研究の基礎となるインベントリーが整備されておらず、1つの課題となって

いる（矢吹, 2009）。中国およびインドにおいては、データ公開が遅れ気味である問題はあるものの、現地観測

実施の体制ができており、それぞれの国の取組みによって、今後継続的なデータが蓄積されていくことが期待で

きる。一方、継続的観測のポテンシャルが高い国としては、ロシア・中央アジア諸国・ネパールおよびモンゴル

が挙げられ、地球規模の氷河変動評価の一環として、国際・国内レベルでの分担・連携のもとに我が国からの支

援が期待されている。 

また、氷河湖の成因はともあれ、氷河湖の決壊の可能性が流域住民の生活を脅かしていることは紛れもない事

実であり、災害対策に関する取組みは、研究成果の現地へのフィードバックという面でも推進すべき課題と言え

る（図4-3）。特に、先に述べた事実は、近年の温暖化の影響が氷河湖拡大速度の加速、もしくは新たな氷河湖

の発生として現れてくるのは、むしろこれからである、ということを意味しており、衛星による継続的な観測が

重要な役割を担うであろう。氷河湖の拡大過程については、氷河流動について議論したもの（Quincey et al., 

2007）や、氷河上に堆積している土砂堆積物の厚さについて議論したもの（Suzuki et al., 2007）など、様々

なアプローチが試みられており、今後、これらを統合した研究の促進が期待される。氷河湖のインベントリーは、

国際山岳開発研究センター（ICIMOD: International Centre for Integrated Mountain Development）によって

まとめられているが（Mool et al., 2001a, b）、位置情報の管理が悪く、氷河湖の位置同定に使えないなど問題

が多い。このインベントリーの更新に加え、それぞれの氷河湖がこれまでどのような拡大履歴をたどってきたか、

という拡大履歴の情報を含めることで、前述した氷河湖拡大のメカニズムを解明していくうえで、非常に価値の

高い基礎情報となるであろう。 

国際的なアイスコア研究に関するパートナーシップであるIPICSでは、アジア高山域でのアイスコア掘削がメ

インテーマの1つとして挙げられているが、先行する主な研究グループ（中国・アメリカ・日本）の関与が少な

く、機能しているとは言い難い。しかしながら、アイスコアが取得できる場所は極めて限られており、さらにそ

の領域も温暖化によって次々に減りつつあると言われており（Kehrwald et al., 2008）、連携した掘削計画の立

案と実施が重要と言える。 

（藤田） 

 

4.5.2 パタゴニアの氷河 

(1) 必要性 

パタゴニアは温暖な気候にもかかわらず大量の降雪によって維持されている。この地域の多降水は南半球の偏

西風帯および南太平洋の亜熱帯収束帯（subtropical convergence zone）の影響を反映したものであり、南半球・

南太平洋といった広域の降水システムと、太平洋から標高2,000m付近まで山域の地形による強制上昇に起因す

るものである。 

温暖化により予想される降水量増加が降雪で起きる場合は、上流の涵養域から下流の消耗域への質量輸送を増

やす。しかし、広大な涵養域となっている高原状の雪原は標高1,000mを少し超えた程度であり、気温上昇が起

きればこの地域に降る降水が雪から雨になることで、融解量の増加のみならず、涵養量の減少をも通して劇的な

氷量減少をもたらす可能性がある。 

また、パタゴニアの氷河の特徴は温暖な気候のために大量の融解が起きていることであり、それゆえに大量の

融解水が氷河表面・底面に存在している。底面の融解水は氷河流速に直接的に影響することが予想されている。

特にパタゴニアでは末端が氷河湖やフィヨルドになっていて、カービングによる崩壊が起きている氷河が多く、

このタイプの氷河の質量変化がこの地域全体の氷河損失量に大きく寄与していることが指摘されている（Rignot 

et al., 2003）。このカービングのメカニズムが気温変化とどのような関係にあるかについては、温暖化と氷河

変動を考えるうえで明らかにする必要がある。温暖化と氷河特性によるそれぞれの変動の分離は観測の焦点と考

えられる。 
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図4-2 1970年以降に世界の173の氷河で観測された変動量 (Dyurgerov and Meier, 2005)。 

 

 
 

図4-3 1998年9月に決壊した、ネパール・クンブ地域のサバイ氷河湖。a: 1974年12月撮影（名古屋大学、

日本雪氷学会）、b: 2007年11月撮影（朝日新聞）。c: 氷河湖の規模としては比較的小規模であるが、

決壊の影響は大きい（2007年11月撮影、朝日新聞）。 
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(2) 現状 

南半球の氷河については、アンデス山脈の南端のパタゴニア氷原で、1975～1995年の20年間に20mに及ぶ厚

さの減少が衛星観測データにより観測されている（Rignot et al., 2003）。顕著な氷河表面の低下は1995～2000

年のデータより0.105mm/年の海水面上昇に寄与するとしているが、このパタゴニア氷原の氷河変動は降水量減

少や融解量増加だけでは説明できず、氷河の力学と併せての検討が必要としている。氷河流動による湖のせき止

めと氷河崩壊の繰り返しなど、気候と氷河の動力学の関係が調べられている（Skvarca et al., 2004）。 

パタゴニア氷原はこれまで日本が長期観測による現地調査結果を蓄積しており、多くの氷河の縮小と氷河湖の

分布が調査され（Aniya et al., 2005）、氷河末端部の崩壊（カービング）などの関連が議論されている（Aniya 

et al., 2007）。  

大量の涵養量が予想されているパタゴニア氷原であるが、涵養域の観測がほとんど行われていない。温暖な地

域であるため顕著な融解、大量の融解水、その氷河動力学への影響が未知である。気温上昇が進めば融解水の影

響をさらに正確に知る必要がある。氷河流動や末端のカービングプロセスと関連する。 

氷河質量の涵養・消耗・流動・崩壊といった過程が急速に展開されている点からも、温暖化の影響評価のモニ

ターとしての観測とともに、末端崩壊に関わる温暖化―氷河変動のプロセスを考える地域としても重要である

（Skvarca and Naruse, 2006; Stueffer et al., 2007）。 

(3) 課題と展望 

① データ標準化 

氷河研究は個別のグループが個別の氷河について、詳細にまた長期に観測を行っているケースが多い。パタゴ

ニアでの氷河観測は下流の消耗と流動速度、氷河地形に限定されている。パタゴニアの氷河では、消耗域のデー

タしか得られていない。この地域の氷河維持の特徴である多量の涵養についてはほとんど未知のままである。氷

河上部の涵養・気象情報の取得が必要である。 

② データ流通の促進 

個別のグループによる観測成果を、ALOS衛星などによる衛星マッピングをベースにして、その上に氷河情報

を重ねるGIS技術を用いたデータ統合が有効であると考えられる。 

③ 観測施設等の相互利用の促進 

パタゴニア氷原の特徴は同じ涵養高原域とそこから多方向に溢流する氷河群である。観測はほとんどの場合、

個別の氷河について行われている。上部涵養域はアルゼンチン・チリにまたがっているところもある。共通する

上流涵養域の情報共有と、下流部の変動の比較は広域の氷原の理解に有効である。 

④ 時空間的観測空白の改善および観測項目の充実 

上流の涵養域の積雪量の観測と、下流の消耗域の融解水の観測が必要である。変動の原因が温度であるか降水

量の変動であるかを調査するためには、氷原内陸における観測が必要である。無人観測計や衛星観測の利用が望

まれる。涵養量の推定の可能な方法は、氷原での掘削調査、無人自動観測装置の設置が挙げられる。氷原の涵養

域はチリ・アルゼンチンの国境に係わることもあり、両国との共同研究体制、またヘリコプターなどの輸送手段

への支援が必要である。また、自動気象雪氷観測装置は近年衛星通信を用いた送信システムが開発されてきてお

り、多降雪域に対応した特別なシステムの開発が望まれる。 

融解水やカービングを含む氷河モデルの開発や検証に有効な地域である。氷河底面における融解水の状態を調

べるために、熱水ドリルによる底面までの掘削とモニターが有効である。 

氷原域全域の質量変化を知る方法としては衛星重力測定が期待されるが、海洋変動や多数の氷河湖の水位変化

の影響などを除去する必要がある。 

 パタゴニアの氷河観測は、チリ・アルゼンチンの国境付近、分水嶺付近、などという条件から両国との共同が

必要である。日本が観測機器を準備し、これらの国にロジスティックスを依頼するなどの体制が不可欠である。 

（榎本） 

 

4.6 降積雪 

4.6.1 必要性 

降積雪は、地表のエネルギー収支・水循環・大気循環パターン・凍土の消長・温室効果ガスの放出や植生生育

といったほかのプロセスと相互に作用している基本的な気象要素の1つであり、地球温暖化研究では、降積雪量

が非常に重要な指標となっている。 
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積雪の表面アルベドや積雪内部への熱の伝導率といった降積雪の物理量を正確に把握することは、全球気候モ

デルの予測精度向上にとって重要である。また、地上において降積雪の量や時空間変動を把握することは、レー

ダーや衛星観測による広域降積雪分布の精度向上のための検証のみならず、雪崩などの雪氷災害対策といった観

点からも重要である。さらに、山岳域にある積雪は、融雪水として安定した地表水および地下水を供給する天然

のダムの役割を果たしており、生活用水はもちろん農業や工業用水として生活を支えている。そのため、地上に

おける降積雪観測は、貴重な水資源の供給や農作物の生産管理といった観点からも非常に重要である。 

 

4.6.2 現状 

降積雪観測に関しては、各国で古くから実施されてきた。日本では、気象庁が約1,300か所の地域気象観測シ

ステム（AMeDAS）降水量観測点、約290か所 31の積雪深の観測点を全国に配置している。しかし水資源や雪氷災

害対策に重要である積雪水量や積雪密度などは観測されていない。各自治体や道路管理用に展開されている道路

テレメータでも降積雪を観測しているが、精度や手法などが統一されておらず、また欠測期間があるなど問題も

多い。上記の観測点で降雪量を測定する際に使用されている降水量計は、降水すべてを捕捉できるわけではなく、

気象条件によって捕捉損失が生じることがわかっている。そこで降水量計の捕捉損失を定量化する試みが各国関

係研究機関により国際的に実施され、降水量計の種類によって異なるものの、風速6m/sでは20％から70％もの

捕捉損失が生じ、また雨と比べ雪は捕捉損失が大きいことが報告されている（Goodison et al., 1998；横山他, 

2003；Sugiura et al., 2006）。また、現在気象庁が発表しているAMeDAS降水量は捕捉損失が考慮されていな

いため、降雪の多い地域の冬期降水量に関してかなりの過小評価の可能性がある(Yamaguchi et al., 2009)。さ

らに、風除けの助炭の有無によって降水量計の捕捉率が大きく異なるために、降水量計の種類や測器の変更時期

などのメタデータを明示して残しておかないと、測定データの品質に不連続が生じる可能性が指摘されている

（中井・横山，2009）。 

一方、水資源として重要であり、雪崩などの雪氷災害を誘発する山岳域の積雪に関しては、いくつかの省庁・

研究機関が、北海道・東北・北陸・山陰などに観測点を展開しており、なかでも（独）防災科学技術研究所は積

雪深・積雪水量・気温などの系統だった観測を継続している（Shimizu and Abe, 2001）。しかしながら、日本

国内の山岳域全体の積雪水量や長期変動傾向を正確に把握するには至っていない。 

また、海外の積雪地帯でも降水量や積雪深について観測が実施されているものの、例えばGTSで配信されてい

る積雪深観測の分布を見ると、特に標高が高い地域や高緯度地域に降積雪観測の空白域が広がっている。これは、

一般的に日本も含めて山岳域は平地に比べて気象条件が厳しく、観測点の維持管理が難しいためである。 

山岳域など観測点のない地域の積雪分布を知るために、衛星やレーダーを利用した降積雪量分布を求めるアル

ゴリズムの開発が近年進められてきている。しかし現在のアルゴリズムでは、凍結土壌域、森林域や起伏の大き

い地域の積雪、さらに、しもざらめ雪、ぬれ雪などに関しては誤差が大きいことが知られている（例えば

AMSR/AMSR-Eプロダクト精度は積雪深で20％または5cm、積雪水量で20％または10mm32）。また、日本では平地

の気象データから山岳域の積雪状況を予測するという試みもなされているが（Motoya et al., 2001）、平地と

山岳域の積雪水量の変動は必ずしも一致しないことに加え(Yamaguchi et al., 2007)、検証となる山岳域のデー

タが少ないために、定量的な議論をするにはまだ課題が多い。 

温暖化が積雪の特性に与える影響を知るうえで重要な基礎データとなる積雪の構造や物性などに関して、北海

道大学・（独）防災科学技術研究所・（独）森林総合研究所などで長期的に系統だった定点観測が行われている

が、近年、定点観測を行う研究機関が減少していることもあり、広範囲にわたっては行われていない。 

世界的な研究活動の流れとしては、IGOS-Cryosphereでは国内レベルから国際レベルでの積雪観測網を展開す

る必要性を認識しており（IGOS, 2007）、またIPY Legacyの一部としてWMO/GCW(Goodison, 2009)では積雪

（Extent・Depth・SWE（Snow Water Equivalent））がPilot Projectの1つとなっている。一方、積雪データ

セットの活用・流通促進のため、WCRP/CliCのAsia CliCでは積雪データを収集するワーキンググループが形成

されている（WCRP Report, 2007）。 

 

 

                                            

31
 http://www.jma.go.jp/jma/index.html（参照日：2010/02/16） 

32
 http://www.jaxa.jp/（参照日：2010/02/16） 
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4.6.3 課題と展望 

降積雪に対する温暖化の影響を定量的に評価するためには、一定以上の質を持つ継続的な地上観測により降積

雪量の時空間変動の実態を把握することが求められる。そのために、これまで雪氷研究分野、水文研究分野や気

候研究分野などで個別に実施されてきた降積雪観測点の分布状況を把握して、希薄な観測域を抽出し、選択的な

観測配置を実施することが必要である。特に、国内では観測の少ない山岳域での観測網を充実することが望まれ、

国外では、温暖化の影響をうけやすく、日本に影響を及ぼす積雪南限域（モンゴルなど）や高緯度沿岸域（シベ

リア・アラスカなど）で地上降積雪観測を継続かつ充実させるための協力が日本に求められており（JAMSTECな

ど）、また観測事例の少ない高山に観測網を設置することが期待される。一方、観測点は一度廃止してしまうと

データの連続性や質などに問題が生じて利用が困難となるために、長期間安定して観測点を維持できるような体

制が必要である。 

そのためには組織的な取組みが必要であり、各研究分野にまたがる連携体制構築が望まれる。次期GCOM-Wお

よび気候変動観測衛星（GCOM-C）など衛星活用による高精度の降積雪把握のために、雪氷研究分野、水文研究や

気候研究分野のみならず、リモートセンシング研究分野と観測施設の相互利用を促進するなどの連携体制ととも

に、地上検証観測と一体となったアルゴリズム開発の推進が期待される。具体的には、上述の山岳域での観測網

を充実させる一方で、すでに観測網が設置されている平野部では各分野と連携して降積雪の観測を実施すること

が期待される。これにより、時空間的観測網の配置を分担でき、また分野が異なると降水量や積雪深といった共

通の必須観測項目のみならず、積雪水量・雪質・粒径・密度・降雪形状・強度やアルベドなど、単一分野で特に

必要とされる項目が付加されるため、取得観測項目を効率よく充実させることができる（JAMTEC・JAXA・気象研

究所・東京大学・北海道大学など）。 

加えて、国内外を問わず、様々な物理法則を組み込んだ降積雪モデルが発表され、改良されてきている。温暖

化の影響を考える場合には単年度の積雪を再現できるだけでは不十分であり、長期積分可能なモデルの開発が必

要であることから（山崎・杉浦, 2006）、各研究分野の連携観測体制は、そのようなモデル開発・改良に対して

も貢献が期待される。 

さらに、温暖化研究の進展とともに、これまで各研究分野で個別に取得されてきた降積雪データの利用方法が、

近年、変化してきている。降積雪に対する温暖化の影響を定量的に評価するには、各分野の相互連携を通じて国

内外に蓄積されている降積雪データの流通を図り、長期かつ高精度の降積雪に関するデータセットを構築するこ

とが必要である。またAMeDAS以前に取得された気象データや各自治体などが観測している降積雪データなど、

貴重なデータであると認識されながら予算の関係でデジタル化されていないデータが数多くある。得られた降積

雪データを共有化し流通をさらに促進するために、過去に実施された降積雪データで紙媒体などにより保存され

ているものを電子情報化することにより、効率のよい多目的再利用が可能となる。 

一方、よりよい降積雪データを得るための方策という観点から、これまでの測定値を真値に近づけるための測

器を開発・改良することに加えて、最近は降水量計の捕捉特性を評価するということに関心が払われてきている。

今後の高精度な地上降積雪量観測のためには、降水量計の捕捉特性の評価結果を活用すること、および従来利用

されていなかった他分野で進む技術を産官学共同によって降積雪観測へ応用すること(非破壊・非接触の測定技

術など)も期待される。 

（杉浦・山口） 

 

4.7 衛星による雪氷圏の観測 

4.7.1 必要性 

温暖化の影響は北極圏や高緯度地域や高山などの雪氷圏で顕著に現れると考えられている。これまでのところ

顕著な変化が検出されていないところでも、変動が始まるとフィードバックシステムによる変化加速が考えられ

るので、衛星による広域モニターが重要である。南極圏でもこれまでのところ顕著な変化が検出されていないが、

将来変化が顕著になる可能性がある。 

雪氷の観測項目としては雪氷域の面積・積雪深や海氷域の面積がある。積雪面積・氷河面積（主に末端変動）・

海氷面積ともに減少傾向が報告されており継続した監視が必要である。  

積雪深の観測網が整っていないところでは衛星観測が利用されているが、まだ観測精度に問題が残っている。

しかし、時間・空間変動の指標としては利用されている。 

現在運用されている衛星のデータについて、途切れることのない連続データ取得が望まれる。また現場観測と
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の効果的な連携が望まれる。 

 

4.7.2 現状 

現在稼働中の雪氷観測衛星としては、Aqua・ALOS・ICESAT（Ice, Cloud, and land Elevation Satellite）・

GRACE・中分解能分光放射計（MODIS）・アメリカ軍事気象衛星プログラム（DMSP）・LANDSATほかの高分解能可視

観測衛星が運用されており、雪氷観測でも成果を挙げている。JAXAによるマイクロ波センサーAMSR・AMSR-Eを

用いた観測結果は、アラスカのIARC経由で北極海の海氷情報の主力として世界の研究者に利用されている。す

でに予定されていた耐用年数をこえているため、次期衛星として計画されているGCOM-Wの遅延のない運用が望

まれる。 

海氷変動モニターのうち海氷面積は継続的に観測されている。積雪変動モニターとして、面積と積雪深が観測

されている。 

北半球の積雪域の変動は人工衛星によるデータの蓄積が行われ、過去30年の変化が議論できるようになって

いるが、積雪深はまだ誤差が多く改良が必要である。融解・粒径・不純物（アルベド・放射強制力と関連）など

のデータの拡張も取り組まれている。 

衛星による氷河マップ、広域GIS化も個々の研究グループで行われている。衛星からの重力測定による氷床や

山域規模での雪氷質量監視（重力観測および表面高度）は成果を挙げている。後継衛星の計画が重要である。NASA

のICESAT衛星のレーザー高度計は、氷床表面高度の短期変化に成果を挙げており、涵養や消耗、氷床下湖の水

圧変化に表面高度の短期変化の観測にも成果を出している。国内でもこれらのデータを使用し始めている。 

南極半島のラルセン棚氷では、大規模な崩壊は気温上昇による融解水の増加が棚氷を不安定にしていると言わ

れている。グリーンランドでも表面融解が増加していると言われている。昭和基地周辺ではリュツォホルム湾を

覆う沿岸定着氷の不安定が調べられ、湾内定着氷の崩壊・流出の頻発期となったことが調べられている。また、

沿岸部の定着氷での融解日数が、年により大きな変動を示すことや近年のわずかな増加が観測されている。この

ような棚氷や氷床縁辺域などの温暖化影響の出やすい地域の観測に、最近の衛星センサーによる監視が可能であ

る。 

世界中に存在する氷河に対し、衛星観測が極めて有効な手法であることは言うまでもない。近年、高空間分解

能の衛星データ（主に可視領域）を用いて氷河の面積変化を求める研究が、チベット高原や旧ソ連に属する中央

アジアで盛んに行われつつある(Khromova et al., 2003; Liu et al., 2003; Surazakov and Aizen, 2006; Ye et 

al., 2006a, b; Bolch, 2007)。「比較対象の古い地図が利用かどうか」がこの種の研究の成立を制限しており、

「古い地図」の入手が難しいヒマラヤ地域ではやや立ち後れている感がある。1950年代に広くヒマラヤ地域の

地図を作成しているインド測量局が当時の地図の元データを公開すれば、研究が大いに発展する可能性を秘めて

いるものの、現状では困難であろう。 

 

4.7.3 課題と展望 

(1) データ標準化 

現在稼動しているマイクロ波観測は、雪氷観測野の長期の基盤データとして重要であり、継続観測が望まれる。

また、現在の時空間分解能がさらに向上すると、現在の海氷や広域積雪だけでなく、複雑な地形の雪氷も観測対

象となる。 

① 積雪 

現在、広域の積雪観測資料として活用されている可視・近赤外データは整備されつつある。長期変化を検討す

るために、過去のデータにさかのぼって、より良い解析法で再解析することが必要である。積雪面積に加え、積

雪深の情報も精度向上が望まれる。これまで作成されていたマイクロ波による衛星積雪観測データでは森林が大

きな誤差を与えるので、森林被覆面積や植生の違い、葉面積など、衛星積雪観測の補正のために植生の情報が必

要である。逆に積雪深により、冬季の積雪下の地表面温度や植生のおかれている状況が変化する。積雪量は融解

水を通して水文に、さらに地面の乾燥状態へとつながっていく。 

複数の衛星を使って全地球の降水（降雨・降雪）を高精度に観測する全球降水観測（GPM）が計画されている。

全球の雪氷圏を網羅する範囲ではないものの（北緯約68度～南緯約68度）、雪氷圏がある程度含まれているこ

とから、GCOM-WおよびGCOM-Cの衛星データの活用による高精度積雪把握とともに、GPMによる高精度降雪把握

に向けて、リモートセンシング研究分野との観測施設の相互利用を促進するなどの連携体制を構築して、地上検
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証観測と一体となったアルゴリズム開発・検証・改良を推進することができると考えられる。また、斜面の向き

や傾斜など地形データの整備も重要である。 

② 氷河・氷床 

1970年以降、LANDSATシリーズの継続と衛星画像の空間分解能の格段の進歩があり、個々の氷河の形状を記載

することが可能になってきた。それに伴い次世代の氷河インベントリー計画GLIMS（Global Land Ice 

Measurements from Space）の立案が1995年に行われた(Raup et al., 2000)。GLIMSプロジェクトは1999年に

打ち上げられたTerra-Asterのサイエンスチームとして開始され、このプロジェクトの目標は個々の氷河の変動

を測定できるGISデータベース（GLIMS Glacier Database(GGD)）を作成することであり、2005年以降にデータ

を公開し始めている。衛星観測が継続される限りデータは蓄積するので、今後の変化を監視することは可能であ

るが、このための基礎情報となる氷河台帳（インベントリー）が、特にヒマラヤ地域で作成されておらず(矢吹，

2009)、整備が望まれる。 

海水準変動との関連では、上記の面積に加え、体積の変化を広域で把握することが望ましく、衛星データを基

にしたDEMは有力な手法と言える。しかし、その精度は短期間の氷河の標高変化を求めるにはいまだ十分とは言

えず(Fujita et al., 2008)、標高変化を求めた先行研究においても、現地観測による検証なしで比較する研究

となり、試行段階の域を出ていない(Berthier et al., 2007; Bolch et al., 2008)。ALOSのような高精度な衛

星データを利用した継続的な監視が、今後ますます重要になってくるとともに、現地観測による検証を併せて行

う研究も必要となろう。 

しかしながら、ALOSは氷河モニタリングに特化した衛星センサーではなく、雲と雪氷域を識別することが困

難とされている。地球温暖化に伴う氷河融解に伴う海水準変動への寄与を正確に見積るためには、座標・標高・

面積を記載した高精度な3次元氷河インベントリーが必要である。今後、可視域から中間赤外域の観測が可能な

センサーでかつ、地表面の標高が計測できる立体視センサーを持つ高空間分解能の氷河モニタリングに特化した

センサーを開発することも必要である。 

南極氷床の観測においてもICESATによる表面の高度変化のデータ、衛星重力データと組み合わせての質量の

変動の解析が、南極大陸の最近の質量の変化を明らかにしている。 

③ 海氷 

海氷観測では、海氷域の面積に加え、海氷移動、さらに夏期の海氷表面融解や結氷期初頭の結氷成長、海氷厚

の情報取得が望まれる。さらに海氷移動情報と併せて、海氷生成消滅・輸送の評価が必要である。 

時間・空間変化が急速な雪氷圏において衛星による、変化のリアルタイムモニターは有効である。即時性のあ

る情報の公開や解析結果の公開で、変化の厳しい雪氷圏の情報を更新することができる。このためには衛星デー

タそのものの公開とともに、検証に使える現場データの取得が必要となる。自動観測装置からの観測データ転送

の展開が衛星データの信頼性・即時性といった有効性を高める。 

④ 凍土 

凍土観測研究におけるリモートセンシングデータの積極的な利用として、マイクロ波衛星データと数値モデル

を組み合わせた表層土壌の凍結融解の推定、近年の高精度DEMと過去のCORONA画像との比較による凍土融解に

伴う地形変化の把握などが挙げられる。 

(2) 複合データの使用 

過去の衛星観測データによる雪氷圏の観測を再解析することにより、モデルを用いた未観測域の補填などの手

法も検討すべきである。同様な方法で、過去50年の南極氷床の温度変化の再解析などが最近行われている。 

複数の衛星を同じ軌道上で連続して周回させる観測案が検討されている。多くのセンサーによる集中観測によ

り総合的な情報取得が可能である。 

最後に、新しい衛星の打ち上げの際には、衛星観測推進の委員会が開かれ、異なる衛星を用いる研究情報の交

換や将来計画への提言、若手研究者への指導が行われたが、近年、そのような検討会が減っている。衛星観測技

術とともに研究者の将来展望や解析技術を維持するために、盛んな研究交流のワークショップやトレーニングセ

ミナーを増やすことが必要である。 

（榎本・藤田） 
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4.8 モデル開発の視点から見たニーズ 

4.8.1 必要性 

気候系の理解や、気候の将来予測（いわゆる地球温暖化予測）において、気候モデルは欠かすことができない

道具である。これまで気候モデルは、大気海洋結合モデルにはじまり、物理過程の精緻化・高精度化が進められ

てきた。そしてその結果は、気候系における雪氷・アルベドフィードバックの重要性を裏づけ、全球平均気温を

はじめとする将来予測結果を評価し、地上気温・海氷密接度・積雪面積等の変化の形で極域をはじめとする雪氷

圏の温暖化シグナルが顕著であることを示してきた。近年ではそうした物理過程に化学反応や生態系といった化

学・生物過程が加わり、また、氷床のような時定数が極めて長い系も含むようになってきている。凍土における

メタンの動向や、氷床の融解と海水準変動の関係についても、今後気候モデルは定性的・定量的な将来予測情報

を出していくだろう。 

観測が過去から現在の実況監視目的に欠くべからざるものであることは言うまでもない。しかし、より良い将

来予測をするためにはより良い気候モデルが必要であり、また観測を含む気候研究で得られてきた知識を統合し

たものが気候モデルと考えることもできる。観測的研究は気候モデルの開発・改良にも寄与するべきであろう。 

このように、気候変動・地球温暖化に関する予測に欠かせず、またこれまで重要な知見を示してきた気候モデ

ルではあるが、その最新のものにおいても組み込まれていない過程は数多く残されている。また、気候モデルに

含まれるパラメーター（定数）の中には不確定性が大きいものも少なくない。 

この背景には、観測の量ならびに精度の不足や、空間的な非一様性等に伴う観測データの不確定性があるのは

否めない。今後、気候モデルの感度が大きい過程を中心に、より信頼できる良好な観測データが望まれる。 

ただしモデル側にも、現在の気候モデルによる温暖化予測計算では高速のスーパーコンピューターを用いると

はいえ、計算コストを節約するために比較的簡易なサブモデルを使わざるを得ない事情がある。扱う現象は限ら

れるが高精度のプロセスモデルを、そのような気候モデル用のスキームと観測データとを結びつけるツールとし

て用いながら、より適切な気候モデルを開発するような体制も必要である。気候モデルと直接結びつく観測のほ

かに、プロセスモデルと対応のつくものもまた必要であることを意味する。 

 

4.8.2 現状 

(1) 海氷モデル 

気候モデルに用いられている海氷モデルは、海流や風により移動する、熱収支を表現可能な氷や雪の板として

取り扱うものから始まった。その後リード（開水部）が導入され、海氷の力学を考慮したモデルによる運動の評

価を扱うものへと進み、近年は海氷の層の厚さの格子内非一様を考慮したマルチカテゴリーのモデルも増えつつ

ある。 

このように精緻化が進んでいってはいるが、海氷モデルにおいて最も重要となる熱収支に関わる観測すら、十

分とは言い難い。例えば、アルベドのような、気候モデルの感度が大きいパラメーターについても不確実性が大

きいのが現状である。精緻化・高精度化に寄与する長期・高品質の観測データセットとしては、北極海表面プロ

ジェクト（SHEBA: Surface Heat Budget of the Arctic Ocean）などに限られている。雲の観測も含め、今後に

期待する。例えば熱収支では海氷厚も重要であり、モデルの初期値作りが重視されている。これついては古くか

らある潜水艦観測に加えて、近年は衛星観測に基づくデータが現われ始めており、今後の面的な高精度データの

作成に期待したい。海氷厚の延長として、断熱性の高い海氷上の積雪の厚さなどの観測も望まれる。 

(2) 陸面モデル 

気候モデルに用いられる現在の陸面モデルの多くは、簡単な植生を含み、砂漠等の乾燥域や常緑広葉樹からな

る熱帯域なども統一的なプログラムで表現するものである。雪氷圏のモデル化としては、例えば、葉面積指数

（LAI）や植生被覆率などの植生パラメーター（季節変化等をする定数）に極域・雪氷圏での値を与え、また、

積雪スキームや凍土過程（土壌中の水の相変化・凍結）を含めることで対応されてきた。観測データは熱や水に

関する諸量の地点観測が主であり、陸面モデルはその観測を説明するように検証・開発されてきた経緯がある。 

ただし、地点観測では、観測者の興味ある物理量のみに限られたり、陸面モデルを駆動・検証するのに十分な

物理量や、観測地点の物質の物性（植生パラメーター・土壌の物理特性）の情報が不足している場合も少なくな

い。陸面観測地点は僻地であることが多く、一般に観測サイトの維持が困難であり、特に雪氷圏を含む地域では

機器を設置して継続観測できる地点は限られる。その限られた観測点で、できればスーパーサイトを構築し、陸

面の熱・水収支を解析・評価できる要素を継続的に長期観測して、陸面モデルの開発・検証に使えるデータセッ
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トが整備されることを切に希望する。なお、サイトの環境を示す写真などの情報は有用なので、諸パラメーター

同様の開示を希望する。 

衛星による広域の観測は、気候モデルの結果を直接検証するために重要であり、積雪量等に関する精度の高い

観測システムや推定手法が望まれる。最近は積雪面のアルベドも利用可能になってきたが、積雪量は特に森林域

等において、定量的な問題が残されている。凍土については、広域データとして定性的な情報（季節／永久凍土、

連続／不連続凍土などの分布）は公開されているが、定量的な広域データはまだなく、衛星データなどから推定

する手法の開発が望まれる。 

(3) 氷床モデル 

気候予測での氷床の寄与は、氷床の融解が海水準に与える影響にほぼ限られている印象があり、予測において

も表面の熱収支（氷の涵養量・融解量）の評価に重きが置かれてきた。近年は氷床の運動の効果も考慮するため、

表面での熱・水フラックスを入力として与え、氷床内部の運動を表現するモデルが組み込まれ始め、進展してき

ている。ただし、これらのモデルでも、氷床下部の液水層の表現や、底面すべり、棚氷の表現などがきちんとモ

デル化されていないほか、表面に見られる融解水のアルベドなども十分な精度があるとは言えない。 

 

4.8.3 課題と展望 

(1) 海氷モデル 

熱収支に関わる観測については前項で述べたとおりである。海氷モデルの運動（力学）は、弾粘塑性体モデル

など連続体近似して扱われているが、実際の観測に基づいてモデル化されたものではない。詳細な漂流ベクトル

の時系列データなどがあれば、内部応力モデルの精緻化を図ることが可能になろう。また、マルチカテゴリーの

海氷モデルでは、海氷の乗り上げ等も考慮されており、そうした過程に関わる観測データも必要になる。また南

極域の海洋では、棚氷とその周りに存在する海水との相互作用による水塊変質過程が底層水の生成に重要となる。 

また温暖化に伴う夏季の海氷激減がとりざたされているが、そのような状況では植物プランクトンの増加など、

海洋生態系も大きく変わることが予想される。気候モデルは海洋生態系を含むが、そのような環境はこれまでに

起こったことがないため検証データがないのが実情である。このように、極域では年々変動が大きく、シグナル

が顕著に表れる場合がしばしば見られる。そういった現象をいち早く捉えるために、例えばその年の海氷分布を

もとに観測船の経路を変えるなど、機動性のある機敏な観測ができる体制をさらに整備し、実施してほしい。 

(2) 陸面モデル 

陸域の観測およびモデルで問題となることに、空間非一様性等に起因する地点と広域のスケールギャップが挙

げられる。地点観測では代表性が問題になり、衛星観測では広域量しか測定できない。他方モデルは、地点の観

測をベースに開発されてきたが、気候モデルの格子は広域であり、非一様性をどのようにモデルに組み込むかが

問題となっている。そのスケールギャップを埋めるための、観測とモデルが連携した研究活動が今後必要になる

と思われる。例えば、吹雪による雪移動等が積雪量や積雪被覆率の非一様性を作っており、気候モデルではそれ

を考慮するのが難しい。この場合であれば、吹雪の広がりをもった観測をもとに吹雪を陽に表現するプロセスモ

デルを作成し、その研究結果をもとに、気候モデルでは吹雪の寄与を広域（格子点）の情報で表現するようなス

キーム（パラメタリゼーション）を開発することが考えられる。こうした研究活動は、気候モデルの精度の向上

のみならず、小規模スケールの現象等の解明等にも役立つだろう。 

また、観測による長期モニタリングは実況監視のみならず気候モデルの検証にも極めて重要である。現地観測

において従来、ロシア・中国などで長期にわたる陸域水文過程や凍土に関する観測が行われてきた。しかし近年、

中国ではデータの秘匿が、ロシアでは観測点の減少の問題がある。近年、衛星データとそのアルゴリズム開発の

進展が目ざましいが、それらとうまく融合した長期データの作成にも期待したい。 

(3) 氷床モデル 

気候モデルでは、前述したように、熱収支に加えて運動を考慮したモデルへの移行が進められてはいるが、十

分な精度があるとは言い難い。実際気候モデルでは、南極氷床は将来において降水増加が融解の増加を上回り、

海水準の低下に寄与するとしているが、衛星データによる氷床質量の観測的研究は、南極氷床の融解は早まって

いると指摘している。今後は、まだ表現が不十分な過程のモデル化・精度向上が必要な段階にあり、それに役立

つ観測データの取得が期待されている。 

（保坂・高田） 
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4.9 雪氷データアーカイブの現状と課題 

4.9.1 必要性 

雪氷圏は地球気候システムの1つの重要要素であり、氷河・凍土・積雪など近年変動が大きな要素であり、こ

れらのデータのアーカイブを行うことは、地球温暖化の現状をモニタリングするだけでなく、現象の理解を深め

るためにも有用である。IPCC-AR4でも数多くの雪氷圏変動の記述がなされており、雪氷圏の変動は特に社会的

影響に関する懸念が大きいとされている。大気・陸・水圏を含む雪氷圏は国境にかかわらず続いており、広域の

雪氷圏に関する情報を国単位で閉じることなく、広い地域でデータを共有することで、地域全体さらには地球全

体として雪氷圏の変動の理解を進めることが、地球温暖化の中で雪氷圏変動のより良い理解のためには重要であ

る。現在、世界的には雪氷データに関してはNCDCやNSIDC等のアメリカのデータセンターが中心となって、世

界的なデータの整備を進めているが、WMO等のようなデータに関する国際的組織がなく、国際的・組織的なデー

タアーカイブが非常に弱体であるため、現状把握・変動研究がままならないのが実態である。特にアジア雪氷圏

には複数の国が存在し、広域での雪氷圏変動の把握を行うためには国際的・組織的なデータマネージメントが必

要とされている。 

 

4.9.2 現状 

(1) 観測データ 

① 海氷 

オホーツク海のデータは、気象庁のオホーツク海沿岸の気象官署における目視観測資料がある。これは古くは

100年以上の長期観測データの蓄積がある。大学および各研究機関による観測も行われているが、観測自体の詳

細およびデータに関しては公開されていないものが多い。 

一方、北極海や南極海などの広域の海氷データは衛星データによる海氷分布情報がアメリカNSIDC・NASA、日

本ではJAXAにより公開が行われており、これらの情報は海氷の基本情報として欠かすことができないものであ

る。 

② 凍土 

凍土に関しては日本には一部の高山地域（大雪山・富士山等）にのみ存在しており、大学等による観測が行わ

れており、一部の観測データは国際永久凍土協会（IPA: International Permafrost Association)の年次報告書

に各国レポートとしてその一部が報告されている。その他にも日本の大学および国内研究機関等が行っている海

外の凍土地域の観測は多数あると考えられる（4.3.2参照）。これらの観測のほとんどのデータは論文として使

用されているものもあるが、データそのものに関しては、個々の大学および機関で管理・保管されているところ

がほとんどである。また国際的な枠組みでは、永久凍土層のための全球陸域ネットワーク（GTN-P）によるデー

タの公開が行われている。観測サイトの情報と一部データはすでに公開済みである。これらのデータはNSIDC

のサイトよりリンクがなされている。 

JAMSTECは、1990年代初めの旧共産圏の国家体制の変革に伴い散逸してしまったロシアやモンゴルにおいて取

得された1990年以前の数十年間の比較的浅層部（活動層・季節凍土）の地温データに関してデータレスキュー

を行っている。 

③ 極域の氷床と氷河 

日本における南極における一部の観測データは、国立極地研究所がJARE Data Reportとして出版しているも

のの、データの多くは観測を実施した研究者が個別に管理しているのが現状であり、データ標準化・データ流通

は立ち後れている。 

現在、国立極地研究所は「学術データベース」という名称のデータベース 33でメタデータを整備中であるが、

実際のデータの集積はまだ行っていない。 

日本における北極における観測データは、観測やデータの取りまとめを実施する組織がなく、観測を実施した

研究者が個別に管理しているのが現状であり、データ標準化・データ流通は立ち後れている。また、国立極地研

究所・北極センターが2000年以降、北極地域の観測情報の収集を行っており北極圏科学観測ディレクトリ 34と

して公開を行っているが、日本における北極観測のすべてを網羅されてはおらず一部の情報に留まっている。 

                                            
33 http://polaris.nipr.ac.jp/~dbase/（参照日：2010/02/16） 
34 http://www-arctic.nipr.ac.jp/J-direct.html（参照日：2010/02/16） 
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④ 中低緯度の氷河データ 

氷河データに関しては日本に氷河が存在しないことから日本に関するデータは存在しない。しかし、海外の氷

河は個別の大学および国内研究機関により詳細にかつ長期的に観測されている。それらの観測の詳細は日本雪氷

学会氷河情報センターが年度ごとに調査し、インターネットを用いて各地域の観測情報の公開を行っている。し

かし観測データに関しては、その一部はデータレポートの形として公開を行っているものもあるが、多くのデー

タは個々の機関で管理・保管されているところがほとんどである。 

⑤ 積雪データ 

日本国内の積雪データセットを独自に有しているところは気象庁のほかに、（独）防災科学技術研究所雪氷防

災研究センター、（独）森林総合研究所十日町試験地、国土交通省水文水質データベース、国土交通省各地方整

備局、各地方自治体等が挙げられる。これらのデータのうちで気象庁は過去のデータを数値またはグラフとして

インターネットを用いて公開しているところもあるが、ほとんどの観測データは、個々の機関で管理され、デー

タベースとして紙媒体として保管されているのがほとんどである。日本国内の積雪データは主として防災を目的

として取得されており、リアルタイムでの公開またはそれを防災情報につなげるために使用されており、過去の

データについてアーカイブされていないものが多数ある状態である。そのほか大学等で期間の限られた積雪観測

等の観測データもあるが、それらの情報に関してはWeb等での公開もなく不明である。 

海外のデータに関しては、大学および国内研究機関等による、シベリア地域（国立極地研究所・JAMSTEC等）

アラスカ地域（国立極地研究所・北見工業大学・JAMSTEC等）の観測データがあるとされているが、その観測詳

細等に関しては一部科学研究費報告書等で報告されているが、ほとんどのデータに関しては公開されていない。 

(2) データアーカイブス 

① 世界における雪氷データアーカイブ 

雪氷分野における世界各地のデータアーカイブは、NSIDCが多くのデータを受け入れてきている。近年におい

ては下記のプロジェクトまたは研究機関の雪氷分野のデータセットを統合した形で受け入れてデータセンター

を運営している。 

○Antarctic Glaciological Data Center (AGDC) 

○GLIMS Glacier Database 

○IARC Frozen Ground Data Center 

○The International Polar Year Data and Information Service (IPYDIS) 

○NOAA-supported Data Management Activities 

○NASA Distributed Active Archive Center (DAAC) 

○The Roger G. Barry Resource Office for Cryospheric Studies (ROCS) 

○WDC for Glaciology 

このように、アメリカを中心とした雪氷分野におけるデータセンターはNSIDCに統一されているが、アジア地

域のデータセットは現状では少ない。一方中国の雪氷分野のデータに関しては世界データセンター（WDC for 

Glaciology and Geocryology, Lanzhou）があり、積雪・氷河・凍土や、リモートセンシングデータ、Game-Tibet

プロジェクト等のデータをアーカイブしているのが現状である。 

また、各データセンターはこれまでWDCとして運営されてきが、現在WDCを母体としてWorld Data System（WDS）

として改組が進み、今後10年間をかけてWDCの相互的な利用を目的としたシステムとして確立されることにな

っている。 

GCW35は雪氷分野のデータをWMO情報システム（WIS）を用いてリアルタイムのデータアーカイブを行うととも

に、それらのデータを用いて社会有用データへの変換を行い、政策等への提言を行うことを目的としている。ま

たGCWはWMOの気象関係で使われている全球通信システム（GTS）の雪氷圏版としての役割を果たすとしている。 

② メタデータ 

NASAが運営する地球変動マスターディレクトリ（GCMD: Global Change Master Directory）は雪氷分野を含

む地球環境データセットのメタデータの検索を目的として作成されたサイトである。この中ではISO19115に則

したメタデータの記載を行い、DIF（Directory Interchange Format）でのメタデータの統一化が行われている。

GCMDでは各データに3レベルの統一されたキーワード付加することで、分野を超えてそれぞれのデータが検索

                                            

35
 ftp://ftp.wmo.int/Documents/SESSIONS/EC-PORS-1/INF04_GCW.pdf（参照日：2010/02/16） 
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できるようになっている。現在多くのデータセンターがGCMDにポータルサイトをもち、GCMD上でのキーワード

を用いたデータ検索が可能になってきている。しかしあくまでもGCMDのメタデータのポータルサイトでしかな

く、データそのものにたどり着くのに労力を要する場合もあれば、実際のデータが登録されていないことも多い。

NSIDCのデータセットもDIF形式でのメタデータの統一がなされている。 

③ 日本における雪氷のデータアーカイブ 

日本における雪氷分野におけるデータは、上述したように、観測を行っている研究機関および大学等が独自に

一部公開を行っているところもあるが、雪氷分野における統合的なデータセンターは存在していない。 

日本の大学および研究機関が取得する観測するデータは、観測後のデータ補正、解析等に多くの時間や労力が

かかる。また観測を行った研究者に対するデータ使用の優先権の確保からデータ公開が遅れがちになる。早期に

データを公開することによって生じる、観測に携わる者や大学および研究機関が享受できる観測者のメリットに

ついて、これを損なわないように十分配慮する必要がある。現在、日本の大学および研究機関の観測データセッ

トのアーカイブの重要性が増す中、観測者および研究者へのデータセット構築およびデータアーカイブ作業への

負担が増えている。しかしデータを使った研究に関する評価はその結果次第であるが、そのデータアーカイブを

進める研究者への研究コミュニティもしくは各研究機関による評価がなされず、その業務に携わる人員の確保が

困難になりつつあるのも現状である。 

 

4.9.3 今後の展望 

地球温暖化の実態を把握するためには世界各地に存在するデータを収集・統合することが必要不可欠である。 

しかし、現状ではデータは研究グループごとに別々の品質管理がなされ、異なるフォーマットで整理されてお

り、統一的な収集管理がされておらず、データをすぐに統合化することは不可能である。さらにはデータを収集

する以前に、どのような観測データがどの程度あるかという基本情報も不足していることも問題点と考えられる。 

現状では現業機関によるデータセットの構築・公開は進んでいるが、個々の大学および研究機関による実験的

な観測データ、中でもアジア地域のデータの公開が遅れていることは上述したとおりである。 

また、現時点でデータセットの公開を行っている機関では防災への情報提供が主たる目的となっている場合も

あり、地球温暖化のための解析に重要な過去のデータが公開されていないところもある。また、データ公開を行

っている大学および機関でも各組織のアウトリーチ活動の一環として行われている場合には、実質的に地球温暖

化の解析に使えるデータが公開されていない場合もある（図4-4（現状））。 

地球温暖化の実態を把握するためのデータの収集・統合・公開を行うためにはまず現状の整理として、下記の

ことが必要になる（図4-4（今後））。 

・ 現状で分散されて保管されているデータがどのようなフォーマットで保管されているか、メタデータの有

無に関する情報の収集。 

・ 統一的なデータの品質管理、メタデータの構築、統一フォーマットの作成。 

・ データの収集・統合・公開を促進するために、特に重要なアジア地域の積雪・凍土・氷河の実験的な観測

データの収集・統合・公開。 

・ 各機関のデータセットのメタデータおよびフォーマットの統一化を通した、データアーカイブ間の相互の

利用推進。 

・ これらのデータを収集・統合・公開を行うデータセンターの設立。 

これらのことを通して各大学および機関によって行われてきた観測のデータの相互利用が可能になり、これら

のデータすべてを使った地球温暖化の実態解明の統一的な解析が可能になる。 

これらのデータ統合により作成される全球規模のデータセットは重要な共有財産である。それらをアーカイブ

することはより詳細な雪氷圏の理解、さらには温暖化の実態の解明につながる。 

日本におけるデータアーカイブにおける問題点の1つは、研究コミュニティもしくは各研究機関においてデー

タアーカイブを実施している研究者への評価が十分になされていないことである。 

これを解決するためには、 

・ 研究コミュニティもしくは各研究機関における、データアーカイブを実施している研究者および技術者の

適切な評価。 

が必要である。 

さらに、大学および各研究機関におけるデータアーカイブ・公開を促進するためには、 
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・ より開かれたデータポリシーの確立と、国家予算を使った研究等において得られた観測データについては

一定の期間経過後、全公開するという方向に誘導する国の施策。 

が重要である。 

 最終的には、 

・ 雪氷データを受け入れる、長期安定的なデータセンターの設立。 

も考える必要がある。ただし、上記で述べた長期安定的なデータセンターは、現在WDCが改組される新しい枠

組み（WDS）が構築されることから、世界的な枠組の中でデータアーカイブする仕組みを作る必要がある。日本

国内でデータセンターを計画する場合においては、現在の大容量化・多様化するデータセットを取り扱ううえで、

NSIDC等の国際的なデータセンターと単なる連携ではなくシステム的な連携が必要である。 

（矢吹） 

 

 

今後

現状

異なるメタデータ形式・データフォーマット

大学1 研究機関1 現業機関1大学2 大学3 研究機関2 研究機関3 現業機関2 現業機関3

大学1 研究機関1 現業機関1大学2 大学3 研究機関2 研究機関3 現業機関2 現業機関3

システム連携

データ公開
データ公開

データ公開
データ公開

データ公開
データ公開

データ公開
データ公開

データ公開
データ公開

データ公開
データ公開

データ公開データ公開

メタデータ形式・データフォーマットの統一

データセンター

データセット データセット データセット データセット データセット データセット

システム連携

：データ公開 ：データ投入 ：データセット構築 ：システム連携：データ公開 ：データ投入 ：データセット構築 ：システム連携

 

 

図4-4 データアーカイブの現状と、今後の展望。 
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第5章 生態系分野  

5.1 はじめに 
東アジア地域は極域から温帯・熱帯という気候帯に森林・草原・湖沼・海洋といった様々な生態系が組み合わ

さり、独特の生態系モザイクをなしている。各生態系は非常に多くの要因が作用して維持・変動しているため、

様々な研究対象の場をある程度固定し、情報を集約したうえでこれを長期間にわたって維持し続けることが、生

態系の長期変動やそのメカニズムの解明につながるだろう。温暖化に対する生態系の影響評価を行ううえでも、

サイトを多分野の研究者が共有することが最も効率的である。生物多様性研究にとっても、生物自身だけでなく

生物以外のパラメーター群を並行して観測することや、生態系レベルの大規模操作実験を行うことで、生物と環

境の相互作用系としての生態系を包括的に理解可能となるだろう。これら各生態系すべての研究を基にネットワ

ークを構築して初めて、地球レベルでの生物多様性と生態系機能を語ることが可能となる。そのためにフィール

ドステーションを積極的に整備することで、温暖化の影響評価をはじめとした野外研究のレベルは飛躍的に高ま

ると期待される。 

 また、気候変動に対する生態系や生物多様性の応答などを明らかにするためには、大面積長期の観測だけでは

なく、要因を分離してメカニズムを解析するための実験を野外で大規模に行う必要がある。これに加えて、これ

までに蓄積されてきた各生態系に関するデータを有効に利用し、メタ解析などによってトレンドを明らかにする

ことが有効である。日本では近年日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER）36が組織され、各生態系での観測

網整備に向けた準備が始まった。また、JaLTER によって国際長期生態学研究ネットワーク（ILTER）37に準拠し

た生態系データベースが構築された。今後はこれらを基盤に、JapanFlux 38やモニタリングサイト1000 39とのサ

イト重複など、ほかのネットワークやプロジェクトとの連携を推し進めることで、スーパーサイトと呼ばれる、

様々な観測や野外実験を同時並行して行うフィールドステーションを、各生態系ごとに複数整備し、生態系・生

物多様性の統合的観測体制を確立させる必要がある。そのうえで、リモートセンシングによる広域観測やモデリ

ングによるアウトプットとの整合性のチェックや高度化を図ることが重要である。以下の各節で東アジアを中心

として、生態系ごとの観測・研究の現状と課題を展望する。 

（日浦） 

 

5.2 沿岸域 
5.2.1 サンゴ礁 

(1) 地球温暖化とサンゴ礁 

サンゴ礁は、様々な階層で生物が相互作用する共生系である。サンゴとのその体内の微細藻類との共生関係に

基づいて、高い光合成生産と石灰化生産が維持されている。光合成生産は食物連鎖の基礎となり、石灰化生産に

よって作られたサンゴ礁地形は生息場の多様性を創出し、サンゴ礁には海洋で最も多様性の高い生態系が展開し

ている。人にとっても、多様な生物群集は豊富な水産資源・観光資源となり、サンゴ礁地形は天然の防波堤と居

住の場を提供してきた。資源利用という人の利益に基づく片利的なものであったとはいえ、人とサンゴ礁は持続

的な共生・共存系を維持してきた。 

しかしながら最近数十年間に、熱帯・亜熱帯海岸域への人口集中と開発に伴うローカルな環境ストレスによっ

て、サンゴ礁は劣化し破壊されている。土地改変によって、生態系の基盤であるサンゴ礁地形が破壊され、生息

場が断片化してしまった。陸からの栄養塩や土砂の流入と魚介類の乱獲によって、サンゴと生物群集が劣化して

いる。生態系レベルの共生系が崩壊して藻場にシフトしてしまい、多様性や地形形成能力を失ってしまったサン

ゴ礁も多い。 

こうしたローカルな環境ストレスに加えて、地球温暖化によるグローバルなストレスが作用している。地球温

暖化のシナリオは、二酸化炭素濃度上昇→温暖化→海面上昇であるが、サンゴ礁はそのすべての要因と密接に関

わっている。二酸化炭素濃度上昇によって海洋が酸性化し石灰化が抑制される。温暖化によってサンゴは体内の

                                            
36 http://www.jalter.org/（参照日：2010/02/16） 
37 http://www.ilternet.edu/（参照日：2010/02/16） 
38 http://www.japanflux.org/（参照日：2010/02/16） 
39 http://www.biodic.go.jp/moni1000/index.html(参照日：2009/08/30) 
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共生藻を放出して白化してしまい、やがて死に至る。海面上昇によって、サンゴ礁は水没してしまう。 

酸性化による石灰化抑制は、最近になってその生態系に対する影響が指摘されたもので、温暖化影響の中では

最もホットなテーマである。1997～1998年に世界中の海域で白化が起こったが、これはこの期間の高水温異常

によるものであった。この白化は、地球温暖化が生態系スケールで影響を顕在化させた最初の例であるとされる。

海面上昇の影響が最も深刻なのは、島の標高が1～3m程度の環礁である。人とサンゴ礁の関係はもはや共生・共

存的とは言えず、人による一方的な破壊が進んでいる。サンゴ礁が劣化・破壊されると、サンゴ礁が本来持って

いた資源としての多様な価値は喪失し、環境変化に対する脆弱性も高まる。 

(2) サンゴ礁モニタリングの現状 

サンゴ礁は、ローカル・グローバルな環境ストレスに対して極めて敏感な地形生態系である。そうした点でサ

ンゴ礁は、複合した環境ストレス、特に我々がまだ経験したことがない地球温暖化に対する生態系の応答を予測

するうえでの「指標生態系」と言える。複合ストレスに対する劣化は、最近20～30年の間に特に顕著になって

いる。しかし、それ以前からのサンゴ礁の状態のモニタリングは、決して多いとは言えない。図5-1は、過去

40年間のサンゴ被度変化を、カリブ海とオーストラリアのグレートバリアリーフのいくつかの観測ステーショ

ンで得られた調査結果を、メタ解析によって標準化したものである。サンゴ被度は、1980年代になって急激に

減少している様子が現れている。 

我が国においては、（財）串本海中公園センターが、1969年紀伊半島南端の串本に、1973年に石垣島と西表島

にはさまれた石西礁湖の黒島に研究所を開設し、サンゴ群集のモニタリングを継続してきた。1970年代から1980

年代にかけて八重山海域にオニヒトデが大発生してサンゴが壊滅的な打撃を受けた際には、そのモニタリング拠

点として、またサンゴ群集の復元のための活動を続けてきた。しかしながら環境省（センター開設当時は環境庁）

所管の同センターは、特殊法人見直しのため2002年に解散され、運営母体が民間に移ってしまった。八重山海

域におけるモニタリングは、同省が2000年に石垣島に設立した国際サンゴ礁研究・モニタリングセンターが継

続しているが、串本と黒島というサンゴ礁モニタリングで最も重要な両地点に拠点を失ったことは残念である。

石西礁湖における過去30年間のサンゴ被度の変化をまとめた結果は、オニヒトデによる食害と地球温暖化によ

る白化が、サンゴ群集の被度に大きな影響を与えていることを示している（図5-2）。国際サンゴ礁研究・モニ

タリングセンターでは、1998年より石垣島周辺と石西礁湖においてモニタリング調査を継続しており、サンゴ

の被度や白化状況、オニヒトデの発生、水温などの情報をデータベースとしてまとめ、公開している。 

大学関係では、琉球大学が、沖縄本島瀬底に臨海実験所を1972年に設立し、その後熱帯海洋科学センターを

経て、1994年には熱帯生物圏研究センター瀬底実験所として、サンゴとサンゴ礁の生物・生態学的研究を進め

ている。また東海大学は、1976年には西表島網取に東海大学海洋研究所西表分室を開設、1981年には沖縄地域

研究センターとして改組され、サンゴ礁に関する調査・研究を進めてきた。国立の研究所では、1994年には水

産庁西海区水産研究所（現在、（独）水産総合研究センター）が石垣島に支所を開設し、亜熱帯の水産資源とサ

ンゴ礁生態系の研究を進めている。民間では、1989年に阿嘉島臨海研究所が慶良間諸島に、2000年には世界自

然保護基金（WWF：World Wide Fund for Nature）サンゴ礁保護研究センター「しらほサンゴ村」が石垣島白保

に開設され、前者ではサンゴの産卵に関する研究を、後者では白保サンゴ礁を中心に人為影響とその修復につい

て、研究・モニタリングを進めている。 

こうした研究拠点は、いずれも主にそれぞれの研究目的で設立されたもので、サンゴ群集などの分布に関する

基礎データは、研究のベースとして取得されてはいても、標準的なデータベースとしては整理されていない。大

学や研究機関においては、研究に予算が出ても数年単位であり、長期的に基本的なモニタリングを行うための予

算は継続的には維持しにくいという事情もある。 

こうした研究拠点とは別に、生物学・地学の研究者が、1970年代以降様々なかたちでサンゴ礁の測線調査を

実施してきた。石垣島の白保では、幅1㎞ほどのサンゴ礁礁原に直交して設定された5本の定測線（総延長3.2

㎞）に沿って、1998年の白化直前から白化後現在までのサンゴ群集の分布が繰り返し記録されている。このモ

ニタリングは、特に白化によるサンゴ群集のダメージとその後の回復・劣化過程を明らかにした。その結果、白

化に対する応答はサンゴの種によって異なること、無性生殖による白化後のサンゴの回復には2年以上かかるこ

とが明らかになった。さらに、1998年の白化後、石垣島では数年に1回白化が起こっているため、サンゴ群集

が回復できずにこの10年度大幅に減少していることを明らかにした。 

国内ではないが、2001年に政府開発援助（ODA）の無償資金援助によってパラオにパラオ国際サンゴ礁研究セ

ンターが設立された。パラオには1934～1943年まで日本学術振興会によって設立されたパラオ熱帯生物研究所
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が、当時としてはサンゴ礁に常設された世界でも唯一の研究所として、サンゴとサンゴ礁に関する貴重なデータ

を記録している。現在センターで得られているモニタリング結果を、この戦前のデータと比較することによって、

長期的なサンゴ礁の変化に関する解析ができるであろう。 

生物多様性におけるサンゴ礁の重要性と資源としての価値、地球温暖化に最も敏感であるという特徴から、こ

うした長期モニタリングを今後継続するために、環境省生物多様性センターのモニタリングサイト1000では、

サンゴ礁を主要な調査項目とするサイトを本州・四国・九州から、奄美諸島・琉球諸島の20か所以上に設けて、

観測態勢を整えている。 

(3) 今後の展望 

① 長期モニタリングの重要性 

ローカル・グローバルなストレスによるサンゴ礁の劣化状態を把握するためには、長期にわたる標準的な方法

によるサンゴ群集などの基礎的なデータのモニタリングが必須である。我が国では、最も古いサンゴ礁モニタリ

ングデータは、1970年代以降のものである（パラオでは1930年代）。1990年代以降は、様々な研究機関で研究

の基礎情報としてサンゴ群集の分布などのデータがとられている。そうしたデータのメタ解析を行ってデータの

標準化を行い、サンゴ礁の状態の長期変化と空間的差異を明らかにすることができる。これまでに定点・定測線

データが得られている地点を、今後も継続的にモニタリングするとともに、温暖化応答を記載するうえで重要な

地点を新たに設定することも必要である。 

② 温暖化による北上 

今後さらに温暖化が進行すると、サンゴの分布が北上することが予測される。すでに本州の館山や串本、五島

列島などでは、それまで分布していなかった南方系のサンゴが新たに定着したことが認められている。今後は、

北上を記録できるようにこうしたサンゴの定着状態や群集変化の定量的把握を進める必要がある。 

③ 温暖化応答メカニズムと複合ストレス 

モニタリング結果に基づいて、すでに現れた温暖化・酸性化・海面上昇の影響を、サンゴ群集やサンゴ礁生態

系スケールで検出し、温暖化に対するサンゴ礁の応答を評価する。そのために、現在および過去の環境要因の変

化に対する群集変化をモニタリング結果に基づいて明らかにするとともに、飼育実験によって応答過程を明らか

にして、地球温暖化の様々なシナリオに対するサンゴ礁の非線形応答を評価・予測する。その際に、ローカルな

ストレスによる複合影響をきちんと区別する必要がある。野外におけるモニタリングと実験では、pH・水温・海

水位など温暖化に関わるパラメーターと、栄養塩・濁度などローカルなストレスに関わるパラメーターを同時に

測定し、これら複数のパラメーターに対する応答過程を切り分けて、さらには複合した場合の応答について議論

する必要がある。 

④ サンゴ礁の状態 

サンゴ礁の状態を示す指標としては、最も基本的な量として「サンゴ被度」が使われてきた。しかしこれはサ

ンゴ群集の構成や、サンゴ以外の生物を含む生態系の状態について情報を持っていない。サンゴの種構成や、サ

ンゴ以外のサンゴ礁生態系の鍵になる生物の分布や量についての情報も、基本データとしてとっていく必要があ

る。 

徐々に進むストレスに対して、ある閾値を越えるとサンゴ群集が急激に藻場に代わってしまう、フェーズシフ

トが報告されている。外部擾乱に対して復元力が高かったサンゴ礁が、閾値近くなると復元力が減退すること、

閾値までストレスを戻してもサンゴ群集に戻ることがないヒステリシスなども、観測・理論的に明らかにされて

いる。カリブ海では、こうしたフェーズシフトには、藻食魚類の存在が大きいことが指摘されている。フェーズ

シフトを記載し、予測するために必要なパラメーターをモニタリングすることも必要である。 

⑤ 再生のためのモニタリング 

言うまでもないことであるが、こうしたモニタリングは単なる記載に終わってはならない。モニタリングの結

果に基づいて、ストレスに対するサンゴ礁の応答を予測し、サンゴ礁を維持・再生するために必要なストレスの

閾値を示すとともに、サンゴ礁の復元力を強化するための方策に結びつけなければならない。 

（茅根） 
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図5-1 カリブ海とグレートバリアリーフの定点モニタリング結果に基づく、過去30～40年間のサンゴ被度

の変化（Gardner, 2003; Bellwood, 2004）。 

 

 
図5-2 過去30年間の石西礁湖におけるサンゴの平均被度の変化（http://www.biodic.go.jp/）。 
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5.2.2 藻場 

(1) はじめに 

 日本の沿岸浅海域の主に潮下帯では、陸上の森林や草原と同じように大型の海藻や海草が群生して広がる植物

群落があり、これらを「藻場」と呼んでいる。藻場にはその主要構成種により、ホンダワラ類が優占するガラモ

場、アラメやカジメが優占するアラメ・カジメ場、コンブが優占するコンブ場がある。また、水中顕花植物であ

る海草が優占する群落は日本ではアマモが多いことからアマモ場と総称されている。ガラモ場は、主に日本海側、

アラメ・カジメ場は本州の南岸、コンブ場は北海道と東北沿岸に分布する。全国の藻場の分布面積では、これら

が全体の約3/4を占めている（環境庁, 1994）。 

藻場が沿岸生態系に果たす役割として、陸上の森林や草原のように環境形成作用がある。二酸化炭素を吸収し、

酸素を発生する、その結果pHの分布に影響を及ぼす栄養塩を吸収する、流れを弱める、底質を変化させる、日

陰をつくり水温分布に影響を及ぼす、といった環境形成作用がある（小松他, 1990）。また、付着生物やベント

スの生活場所となる甲殻類・軟体動物・魚類などの産卵基質となる。また、豊富な餌生物と藻場が物理的に大型

の捕食者の侵入を防ぐため多くの仔稚魚や幼生の生育場となるウニやアワビ、サザエなどの生息場となるなど生

物多様性上からも水産上からも重要である（新崎・新崎, 1978）。 

(2) 藻場分布と過去の調査 

 水産試験場、例えば岡山県水産試験場は1920年代に県下の主要なアマモ場の分布を調査した（Komatsu, 1997）。

1960年代の高度経済成長期には、浅い海が広がる瀬戸内海で埋め立てや工場の廃水や都市下水の影響で藻場は

衰退していった(星野, 1972)ため、藻場衰退に危機を感じた水産庁の内海区水産研究所は、瀬戸内海に面する各

県の水産試験場とともに藻場分布に関する総合的な調査を実施した (内海区水産研究所資源部, 1967)。その後、

およそ5年の間隔で調査が継続され、1971年度（南西海区水産研究所内海資源部, 1974）、1976～77年度（斉藤, 

1979）の報告が出版された。1976～1977年度の調査では、空中写真も用いる調査定線を設置し、潜水目視調査

を実施するとともに、潜水して坪刈調査も行うなど調査方法が統一された。これらの藻場の分布面積と埋め立て

面積の経年変化を比較した研究によると（Komatsu, 1997）、両者の間に強い関係がある（図5-3）。 

 その後、環境庁自然保護局による1980年の第2回基礎調査(環境庁，1981)においては、おおむね20m以浅の

沿岸において、現存するか、1973年までに存在していた面積1ha以上の藻場について調査を実施した。1991年

度の第4回基礎調査においては、最新の分布状況と前回調査時以降の消滅状況を把握した(環境庁，1994)。1997

～2001年度に行われた第5回基礎調査においては、既存調査の結果および地元漁業者からの聞き取りなど、現

状の海藻・海草群落の位置、面積等を確認し、潜水目視観察で群落の種構成、規模などを把握した。これは環境

省生物多様性センター（BIODIC）40においてデータが管理されている。  

(3) 温暖化による藻場生態系への影響  

 九州の長崎や四国の高知県などのガラモ場では、過去に報告がなかった亜熱帯性のホンダワラ類が近年分布を

広げている。長崎県では、亜熱帯性ホンダワラ類の分布の北上が1992～2005年の間に起こったと推定されてい

る（桐山他, 2006）。1980年代と2000年代と比較して、従来分布していたホンダワラ類の種数の減少も確認さ

れており（表5-1）、減少した種はアイゴの摂食選択性の高い種と一致しており、種類数の減少は秋から冬の海

水温の上昇に伴う摂食期間の長期化などの摂食圧の増大と推定されている（桐山他, 2002）。 

また、長崎市見崎町地先には春にのみ藻場の景観を呈する亜熱帯性ホンダワラ類3種（キレバモク・ツクシモ

ク・マジリモク）と温帯性2種（マメタワラ・ヤツマタモク）が優占する藻場（春藻場）が形成されるようにな

り、3～7月に垂直・水平方向ともに比較的規模の大きな藻場を形成するが、いずれも7月には成熟した主枝が

すべて流失する（吉村他，2009）。春藻場が形成される水域は高水温にさらされる時間が長く、従来の藻場を形

成する海藻種に生理的に適していない可能性があることが指摘されている（吉村他, 2009）。 

(4) 海洋の酸性化が藻場に及ぼす影響 

 気候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書（IPCC-AR4）によれば、二酸化炭素の世界的な大気中濃度の

増加に伴い海洋の酸性化が進行し、全球平均の海面pHは、工業化以前の時代から21世紀末には0.14～0.35減

少すると予測されている。海洋酸性化が海草のアマモに及ぼす影響についてCO2を海水に添加した実験の結果に

よると、45日間の実験では光量不足のところでも海水中の二酸化炭素濃度上昇により生育可能になり、分布域

の拡大が考えられると報告された（Zimmerman et al., 1997）が、1年間の実験では二酸化炭素濃度の上昇は光

                                            

40
 http://www.biodic.go.jp/（参照日：2009/08/17） 
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条件などが整った特定のエリアの海草群落の生産力のみを増加させた（Palacios and Zimmerman, 2007）。イタ

リアIschia島周辺の火山性の二酸化炭素排出孔が海底に分布する海域における排出孔周辺の海草藻場海域では

pHが低くなるにつれ、海草（Posedonia oceanica）のシュート密度の増加と葉上の炭酸カルシウムの減少、pH7.8

程度よりも低い所では石灰藻やウニが分布しないということが報告されている（Hall-Spencer et al., 2008）。 

(5) 日本における藻場分布調査の現状 

複数の都道府県にわたる広域的な分布調査や都道府県レベルの調査事例が多くある。全国的なものは環境庁の

ものがあり、一部データベース化されており、その後BIODICがこの調査を引き継ぎ、5年間隔での全国調査が

予定されている。BIODICにより 2002～2006年度に行われた第6回自然環境保全基礎調査においては、全国の藻

場約130か所の点で、シュノーケルやスキューバで現場に潜り、出現種を記録、重点調査地点での調査区内に設

定した枠内の海藻・草を刈り取り、重量を測定などが行われている。2008年度からモニタリングサイト1000の

中で潮下帯の藻場の長期にわたる継続的調査が始められ、水産研究所、大学など複数の機関から参加している。 

(6) 広域モニタリング手法の研究動向 

 藻場を広域に調べる場合には、リモートセンシングが効率的である。リモートセンシングは音響と光学のリモ

ートセンシングに分けることができる（Komatsu et al., 2002）。音響リモートセンシングの特長は水中の濁り

の影響を受けないことである。音響測深機は、鉛直方向の海産大型植物の草丈の分布、水深を計測できる(図5-4)

が、調査定線間を補間する必要がある。サイドスキャンソナーは、船から曳航する超音波の送受波器の両舷の海

底反射強度を30mから100mの幅で取得できる(Komatsu et al., 2003)。しかし、砂地上の海草については検出

可能であるが、岩礁域の大型海藻については判別が困難である。ナローマルチビームソナーは海底の藻場分布を

3次元的に把握できる(図5-5)。サイドスキャンソナーよりも探索幅は狭くなるが、ホンダワラ類については繁

茂期と衰退期の比較を行うことでマッピングが可能である(Komatsu et al., 2007)。 

光学的な藻場マッピングには空中写真・衛星画像を用いる方法がある。光学的に海底をマッピングする場合に

は、水中での透過率の高い可視域の波長帯を観測できる受動センサーが必要である。沿岸海域の研究に地上分解

能の高い衛星画像が使われている。海底を分類するには水中での光の透過率の高い可視域に多くのバンドがある

ことが望ましいが、これらの衛星センサーの可視域のバンド数は3つである。直径数m規模のパッチを対象とす

る時には、4m以下の地上分解能のマルチバンド衛星画像が海草藻場解析に適している。 Komatsu et al.（2009）

は地上分解能10mのALOSのマルチバンド画像で、大規模に分布する藻場分布解析を行い、亜寒帯域・温帯域・

熱帯域の海草藻場のマッピングが可能であることを示した（図5-6）。衛星の光学センサーで受信したデータの

ばらつきに対する新しい放射量補正をSagwa et al.(in press)は開発し、海草藻場マッピングの精度を著しく

向上させることに成功した（図5-7）。なお、マッピングの結果を海草藻場などの沿岸海域の生態系の経時的変

化を調べるモニタリングという目的に衛星画像解析を利用するためには、全体精度で約90％程度のマッピング

精度が必要である（Mumby and Green, 2000)。 

(7) 世界の藻場生態系モニタリング 

海草をマッピングするというプロジェクトに、アメリカを主体としたSeagrass Watch（2009)とオーストラリ

アを主体としたSeagrass Net（2009)がある。前者はアメリカのイニシアティブであり、かつ北西太平洋も含む

世界的なデータベースを構築しようとしている。後者はオーストラリア政府の支援を受けており、同じく北西太

平洋を積極的に含もうとしている。後者は調査者のトレーニングを課すなどデータの質の管理を厳しくしている

点がSeagrass Watchと異なっている。アメリカのスローン財団の後援の世界の沿岸の海洋生物多様性の調査を

行おうというなぎさプロジェクト（NaGISA） 41では藻場も対象となっており、調査方法のプロトコルが出版され

ている。また、国連環境計画（UNEP）42でもWebベースでデータ提供が行われている。 

(8) 日本における観測、データの流通と課題 

 日本における藻場分布の調査は、今後も環境省・水産庁・各県の水産試験研究機関が行っていくことになる。

過去のデータをもつ研究機関では時間的な比較を行うためには、調査方法を変更することは得策でない。研究機

関が藻場調査を行う場合に、実行可能な最小限の共通計測項目（例えば、種組成など）を決めておくと全国的な

比較が可能になるだろう。水産庁関連では、水産研究所、各県の水産試験研究機関において藻場調査が行われて

おり、水産分野で行われた藻場分布調査データの整理・保存と公開が望まれる。 

                                            
41 http://www.nagisa.coml.org/（参照日：2009/8/30） 
42

 http://www.unep-wcmc.org/marine/seagrassatlas/index.htm（参照日：2009/08/17） 
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環境省関連のBIODICは今後も5年後ごとに統一的な方法で全国調査を行うことになっている。これらの取得

データはWebを通じて公開される予定である。モニタリングサイト1000の藻場調査では、出現種、優占する海

草の種、および被度を毎年調査し記録する。前者は主に広域の分布を、後者は定点の種レベルでの分布データを

収集する。収集された情報はBIODICにおいて蓄積・管理し、逐次公開するとなっているが、終了した調査デー

タをWebからすべて取得することは現状ではできない。早期のデータ公開が求められている。 

(9) 今後の方向性 

温暖化以外の人間活動による影響によって藻場生態系も変化している。海藻藻場の減少も、北海道ではイカの

内臓を海に捨てることがなくなったため、ウニによるコンブ類に対する摂食圧が大きくなったことや、河川から

の鉄の供給が原因であるという説もある。また、長崎ではガラモ場の面積に変化はないが、亜熱帯性ホンダワラ

類が増加し、水温上昇を反映していると考えられている。このように藻場の空間分布面積を計測しても、温暖化

の影響を特定することはなかなか困難である。温暖化を捉えることを目的とする場合には、定点を決めて種とそ

の密度を継続して計測することが適しているのではないかと考えられる。LANDSATの運用が終了した現在、陸域

観測技術衛星「だいち」（ALOS）で取得した高性能可視赤外放射計2型（AVNIR2）マルチバンド画像を世界に提

供する（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）の貢献は大きい。今後、現在の商業衛星程度の地上分解能を持ち、

可視域でバンドの感度域が狭く、バンド数が多く、量子化分解能の高いハイパースペクトルのデータを提供する

ALOS2衛星をJAXAが打ち上げることにより、日本として沿岸域マッピングの分野でさらに国際貢献できるもの

と期待している。  

(小松) 

 

表5-1 長崎県大瀬戸地先に設定された9測線のうち、ホンダワラ類の種ごとの観察された側線の数 

（桐山他(2006),を改変）。 

 

種類 1981年11月 2004年2月 

アカモク 4 4 

イソモク 3 6 

ウミトラノオ 2 3 

オオバモク 3 0 

シダモク 1 0 

ジョロモク 2 0 

トゲモク 3 0 

ノコギリモク 5 0 

ヒジキ 5 7 

ホンダワラ 5 0 

マメタワラ 4 3 

ヤツマタモク 5 0 

ヨレモク 6 0 

亜熱帯性ホンダワラ類 0 4 

出現種総数 13 6 
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図5-3 瀬戸内海におけるアマモ場面積と累積埋立面積の変化。累積埋立面積の軸は下向き。鉛直方向の破線は、 

        瀬戸内海環境保全特別措置法の制定された年を示し、この年以降、埋立の速度が減少（Komatsu, 1997）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-4 瀬戸内海、味野湾における音響測深機によるアマモ場の計測記録。アマモの鉛直分布が明瞭にわかる 

（Komatsu and Tatsukawa, 1998）。 
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図5-5 ナローマルチビームソナーにより岩手県大槌湾の海草（タチアマモ）藻場をマッピングし、繁茂状態を

3次元で表示した図（Komatsu et al., 2002）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 ALOS 衛星のマルチバンド画像をもとに教師つき分類によりマッピングした北海道厚岸湖におけるアマ

モの分布。濃緑色、薄緑色、黄土色、焦げ茶色、肌色、黒色は、それぞれ、高密度海草藻場、低密度

海草藻場、濁水、干潟、砂地、陸地（Komatsu et al., 2009）。 
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図 5-7 チュニジア共和国マハレス地先ポシドニア藻場を撮影した IKONOS マルチバンド画像の解析結果。

LyzengaのDepth Invariant Index（DI）（左図）とSagawa et al.（2010）のBottom Reflectance Index

（BR）（右図）とによる放射量補正をもとに教師つき分類した結果の図。海草（緑色）と砂（肌色）に

分類した全体の精度は、DIが54％、BRが90％（Sagawa et al., 2010）。 

 

5.2.3 潮間帯・湿地（マングローブ・干潟・汽水域を含む） 

(1) 観測の必要性 

潮間帯・汽水域（塩性湿地を含む）は、陸域と海域の境に形成され、両者の影響を強く受けて環境が大きな変

動する場所である。ここには、マングローブ・干潟・岩礁・転石帯・砂浜などの特徴的な生態系が形成される。 

これらの生態系は、生態系機能（生産性・物質循環機能・水質浄化機能など）や生態系サービスが高い場所で

あり、その経済的価値は熱帯雨林の数倍～十数倍になると見積られている（Costanza et al., 1997）。しかし、

人間活動の拡大に伴い、面積の減少や生態系機能の劣化が著しい。例えばマングローブは、最近50年で約3分

の1が世界の海岸から消失している(Alongi，2002)。また、日本の干潟も20世紀後半の高度経済成長期に著し

く減少した(環境庁，1994)。減少の主要な原因は、人間の開発活動や水質汚染などであるが、気候変動に伴う海

面上昇や陸域からの物質供給パターンの変化も関与していると思われる。 

潮間帯や汽水域は、今後の温暖化の進行に非常に脆弱であることが指摘されている(仲岡, 2008)。海水面上昇、

気象の変化（降雨パターンの変化など）に伴う河川水・土砂の供給量および時間的パターンの変化などが、潮間

帯や汽水域の分布を大きく変化させると予想される。例えば北アメリカでは，今後進行する海水面の上昇により、

生態学的に重要な潮間帯の湿地が20－70％減少すると試算されている（Galbraith et al., 2002）。その結果、

潮間帯や汽水域生態系の機能の低下のみならず、これらの生息域に分布する海洋生物の絶滅や、潮間帯を利用す

るシギやチドリなどの渡り鳥への影響が心配されている。 

これらの理由により、これらの生態系の監視においては、干潟や海岸線の物理的・地形的な変動の観測だけで

なく、生態系の変動の観測の推進・標準化、データの流通・公開が早急に求められている。 

(2) 現状と課題 

以上のような状況に対して、標準化された方法で沿岸域の生態系および生物多様性の観測を長期間継続する取

組みが1990～2000年代以降開始されている。詳細については、5.4.1に説明する。特に、干潟を利用する鳥類

（シギ・チドリ類）については、複数の国際モニタリングプログラムが行われている（例えば、ISS（International 

Shorebird Surveys ）43 や、「東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップ」44など）。 

日本における潮間帯・汽水域の生態系のこれまでの観測調査の多くは、各地域における研究者や地元NPO団体

                                            
43 http://www.shorebirdworld.org/（参照日：2010/02/16） 
44 http://www.sizenken.biodic.go.jp/flyway/（参照日：2010/02/16） 
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などによる個別的な取組みにゆだねられてきてきた。方法や範囲・解像度も観測の目的に応じて個別に設定され

ており、標準化された方法は少なかった。長期観測の例では、大阪湾や和歌山県田辺湾の岩礁潮間帯で過去数十

年間にわたり長期的な調査が行われており、その結果、各海域において、南方に分布中心域を持つ種(南方種)

が増え、北方種が減少していることが確認されている(Ohgaki et al., 1997; 大阪湾海岸生物研究会，2002)。

また、マングローブを対象としてものでは、沖縄から東南アジア、太平洋諸国の複数の地域を対象に、海面上昇

の影響のモニタリングや、それに基づく炭素蓄積機能評価が行われている（環境省自然環境局, 2001; Fujimoto, 

2004; Tabuchi, 2006）。これらの研究は、いずれも個人および有志のグループ主体で行われているものである。 

標準化された方法による全国レベルの調査としては、環境省が、「自然環境保全基礎調査（緑の国勢調査）」の

一環として、全国の主要な干潟や砂泥浜などを対象に、分布面積や種構成などを1970年代より調査している 45。

この情報は自然環境情報GISとして、BIODICの生物多様性情報システムで公開されている 46。 

  環境省はこのほかに「重要湿地調査（干潟、藻場）」で2002～2006年にかけて全国の主要な干潟の種構成や

生物量を、統一した方法で調査し解析している（報告書情報）。また、(独)国立環境研究所（NIES）は、「干潟等

湿地生態系の管理に関する国際共同研究」を行い、全国の干潟14か所で生態系における生産、分解など生態系

機能の評価とベントス・付着藻類に関する生物多様性との関係を調査した（古賀他, 2005）。 

以上の調査の多くは、短期的に行われるものがほとんどであり、経時的に行われているものに関しても、調査

間隔が長かったり、調査回ごとに項目や方法が変わったりするなど、生態系や生物多様性の長期変動を解析する

目的では必ずしも設計されていなかった。 

このような状況を踏まえ、日本の主要な生態系の長期変動を明らかにすることを目的とした重要生態系監視地

域モニタリング推進事業（モニタリングサイト1000）が2003年度より開始されている（全体の概要については

4.2.3も参照）。2007年度から開始された沿岸域生態系調査においては、磯（岩礁潮間帯）と干潟も対象になっ

ている。磯の調査では、北海道・千葉・和歌山・大阪・熊本・沖縄に設置された6サイトにおいて、25cm四方

の永久方形枠を30個設置し、毎年枠内の写真を撮影・分析することにより、固着性生物の被度を調査するとと

もに、5年ごとに移動性動物の個体数を記録することになっている。干潟については、北海道・福島・千葉・愛

知・和歌山・大分・熊本・沖縄に設置された8サイトにおいて、潮間帯上部（岸）から潮間帯下部（汀線）にか

けて複数のエリアを設定し、50cm×50cmの方形枠を用いて、表在性ベントスと埋在性ベントスの定量と種多様

性の調査を行う。また、沿岸域調査とは別に、砂浜におけるウミガメの調査が、全国41か所の海岸で2003年よ

り実施されている。さらに、汽水域については、モニタリングサイト1000陸水域調査の中で対象生態系とされ

ることになり、2009年度に予備調査が開始されている。 

(3) 広域モニタリング手法の研究動向 

サンゴ礁・藻場と同じく、潮間帯および汽水域もリモートセンシングとGISを用いた広域モニタリングは有効

な手法となる。潮間帯でも、特にマングローブや汽水域の塩性湿地は浸水することがないため、陸上の森林や草

地と同様な方法で識別可能であり、これまで多くの研究が行われている。世界のマングローブにおけるこれまで

の主要な成果は、世界マングローブ情報・データベース(GLOMIS: Global Mangrove Database & Information 

System) 47に登録、公開されているが、干潟や磯、汽水域において、国内外の研究例を網羅するようなデータベ

ースは構築されていない。 

リモートセンシングとGISによる面的な広域観測と、水質や生物多様性、生態系機能（生物量や生産量など）

の現地観測を統合的に解析することにより、生態系の広域評価や今後の変動予測を行うことが可能になると思わ

れる。汽水域においては、中海・宍道湖を対象に、生態系モニタリングとリモートセンシングとのリンク法の確

立に向けた取組みが行われている（國井，2008）。 

(4) データの管理・公開・交流 

上記で紹介したこれまでの国内事業の成果の多くは、紙媒体あるいはポータルサイトからダウンロードができ

る形で公開されている。また、GISベースの成果の一部についてはWebでも公開されている。例えば、前述の「自

然環境保全基礎調査」で行われた干潟調査・湿地調査の結果については、環境省の生物多様性情報システムに

                                            
45 http://www.biodic.go.jp/kiso/fnd_f.html（参照日：2010/02/16） 

46
 http://www.biodic.go.jp/kiso/map/mov_map_f.html（参照日：2010/02/16） 

47
 http://www.glomis.com（参照日：2010/02/16） 
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GISデータベースの形で公開されている 48。ただし、データベースの形式や公開方法はそれぞれが独自に決めら

れており、それらの標準化や相互リンクの整備はこれからの課題である。 

前述の通り、潮間帯・汽水域におけるこれまでの長期生態系観測の多くは、研究者や事業団体の個別な活動に

基づくものが多く、データの管理、フォーマット、公開の可否も各実施者の判断に委ねられているのが現状であ

る。様々なデータベースの相互流通を促進するための仕組みづくりが強く求められる。 

(5) 今後の展望・課題 

干潟・汽水域の生態系観測については、モニタリングサイト1000のように、標準化された方法で広域な比較

を行う事業が実施されるようになってきたが、このような取組みは日本においてはまだ少数であり、観測点も限

られている。気候・地形地質・環境条件・人為的な影響の度合いが異なる日本沿岸を網羅するように観測サイト

を設置したうえで、モニタリングを実施できる体制を確立することが急務である。そのような取組みを実現する

方法の1つとして、JaLTERの沿岸サイトを利用した統一的な観測研究計画の立案などが考えられる(5.4.2に詳

述)。 

生態系観測の調査点数や観測態勢が不十分である最大の要因は、生態系観測に対する予算および人材の不足で

ある。前者については国からのさらなる支援が必要であり、後者については人材育成のための教育やキャパシテ

ィビルディングの推進が必要であろう。特に、沿岸生態系の現地観測に携われる科学者の数は陸域よりもはるか

に少ないので、専門家以外でも参加可能な方法の検討が求められる。例えば、地域住民や自然愛好家などが手軽

にできる簡易モニタリングの方法の開発や実施などが望まれる。 

一方、これまで国や地方自治体が全国の沿岸域で行った事業の環境アセスメントに伴う調査結果は莫大なもの

である．これらを科学的に有効利用することは国民の財産にもなり得る．従来は、これらの結果の多くが紙媒体

の報告書に掲載されてきたため，5年間の保存期間以降は廃棄されている場合も多い。現在は電子化されている

資料も増えてきたので、これらを積極的に一般公開できるようにする仕組み作りや施策の整備等が必要である。 

干潟や湿原を対象とした多くのモニタリングプロジェクトは、生物多様性の調査に重点がおかれており、物質

循環を含めた生態系動態自身のモニタリングは十分に行われているとはいえない。近年の研究の進展により、生

物多様性と生態系の変動は密接にかかわっていることが明らかになってきた。例えば、種多様性は、生産性や安

定性などの生態系機能と正の相関を示す(Hooper et al., 2005)。また、遺伝的多様性が高い沿岸生物は、生産

性や、撹乱に対する抵抗性や回復能力が高いことなどが示されている（Williams, 2001; Hughes and Stachowicz, 

2004; Reusch et al., 2005）。今後は、このような生物多様性と生態系機能の関連性に着目したモニタリング

計画の立案を進めることも重要であろう。 

ただし、調査網が充実したとしても、現地モニタリングが提供するデータはあくまでも点や線のデータである。

干潟や汽水域全体の面的な評価を長期的に可能にするには、前述したように現地観測とタイアップしたリモート

センシング観測体制を構築することや、陸域で行われているようなデータロガーや設置型カメラによる無人観測

システム（フィールドサーバー等）の整備などを検討することが有効であろう。 

(仲岡) 

 

5.3 陸域 
5.3.1 高山 

(1) はじめに 

 高山帯は、地球温暖化による気候変動に対して非常に脆弱な生態系である。陸域全体の中で高山生態系の占め

る割合は約3％に満たないが、高山生態系は独特の生物相からなる多様性のホットスポットである。最終氷期以

降高山帯に取り残された残存種や、高山環境で独自の進化を遂げて来た生物相が局所的に隔離分布しており、希

少種や固有種が豊富なことが特徴として挙げられる。例えば、我が国には約440種の高山植物が生育しており、

そのうち約半数は固有種であるといわれている。近年、世界各地の山岳地域で氷河の消失や雪渓の縮小が急速に

進行している。このような変化は高山生態系の水収支を変化させ、土壌乾燥化を引き起こすなど、高山植生や動

物相に重大な影響を及ぼすと懸念される。高山域には大量の積雪が蓄積されており、周辺地域や流域への涵養効

果が高い。そのため、周辺の生態系や人間社会への影響も強いと予測される。多くの山岳域は国立公園等に指定

されており、観光資源としての価値が高い。そのため、高山生態系の景観変化は、経済的にも打撃をもたらすと

                                            

48
 http://www.biodic.go.jp/J-IBIS.html（参照日：2010/02/16） 
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予測される。一方で、高山生態系は陸域生態系の中で最も人間活動の影響が少ない場所であり、人為的影響を排

除して地球環境変化を診断できるセンサー機能として優れている。この利点を活かして、地球温暖化のモニタリ

ングサイトとして積極的に利用しようという動きが高まっている。 

(2) 観測による温暖化影響評価 

 高緯度地域や高山域では、温暖化に伴う気温の上昇速度が中低緯度地域に比べて速く、動植物の分布域は急速

に変化すると考えられる。高山植生は、標高や土壌水分傾度に沿ってモザイク状に配列されており、わずかな環

境変化に対して敏感に反応するものが多い。ヨーロッパアルプスでは、過去の植生調査記録と現在の植生との比

較により、多くの高山植物の分布域上限が過去70～90年の間に上昇している事実が報告されている（Grabherr et 

al., 1994）。しかし、観察された上昇速度（最大4m/10年）は、この間の気温上昇から推定される理論的上昇速

度（8-10 m/10年）に比べかなり遅いものであった。また、世界各地の山岳域で森林限界の上昇や森林性植物の

分布域の上昇が報告されている（Lenoir et al., 2008）。このような植生変化は、高山帯の縮小と高山植物相の

急速な変化、絶滅、種多様性の減少を導くものであり、高山生態系全体に深刻な影響をもたらすと懸念される。 

 近年、衛星データを用いたリモートセンシングによる、広域的な植生変化や環境変化の解析手法の研究が行わ

れるようになってきた。分光反射率の解析により、植生指数による植生判読や、植物の生理活性評価などが可能

になってきた。しかし、衛星データが利用できるようになったのは比較的最近のことであり、過去数十年スケー

ルの植生変化を定量化するには、過去の航空写真との比較が有効である。 

 気温上昇は生物の季節性（フェノロジー）にも強く影響する。多くの生物は温度変化に反応して季節的に行動

を変化させる。例えば、多くの高山植物は平均気温の上昇に対して開葉時期や開花時期を早め、紅葉時期が遅く

なる傾向がある。このようなフェノロジー変化は、生育開始時期に霜害の危険性を高めることが報告されている

（Inouye et al., 2000）。また、動物の休眠時期や標高に沿った移動時期も変化すると予測され、生態系へのフ

ェノロジー撹乱の影響を予測・評価するためのフェノロジーセンサスの動きが高まっている。 

(3) 温暖化実験に基づく予測 

 地球温暖化は気温上昇のみならず、降水量や雪解け時期の変化に伴う水分収支、土壌分解速度の変化に伴う養

分状態の変化、積雪期間の変化に伴う生育期間の変化など、様々な間接効果をもたらすと考えられる。これら個々

の要因がもたらす影響を評価するには、環境操作実験が有効である。寒冷生態系における環境操作実験は、主に

アラスカなど高緯度地域で1980年代より行われてきたが、中緯度高山帯においても北アメリカ、北欧諸国、中

央アジア、日本などで行われている。高山帯を含めたツンドラ地域での国際的な環境操作実験として、国際ツン

ドラ実験プロジェクト（ITEX: International tundra experiment）49がある。ITEXでは、同一規格の開放型温

室（オープントップチャンバー）を野外に設置し、人為的に温度上昇を引き起こすことにより、個々の植物のフ

ェノロジー、生理活性、成長や植生構造変化を経年的にモニタリングする。さらに、施肥処理や被陰処理などを

組み合わせることにより、複合要因に対する植物の応答を解析することも行われている。これまでの解析により、

植物の成長応答は生育形態に基づく機能型（functional type）に特異的であり、温暖化によりイネ科草本植物

などの禾本類や低木植物の生長が促進され、蘚類苔類や地衣類が減少し、植物群集の多様性が急速に低下して行

く傾向が示されている（Walker et al., 2006）。このような変化は、実際のツンドラ生態系で報告されている長

期的な植生変化様式と類似した傾向である。これ以外にも、電熱線を用いた土壌温度操作実験や、スノーフェン

スを用いた積雪操作実験等が高山地域で行われている。 

 生育環境の変化に対する個々の生物の応答に加え、生物間相互作用の変化が引き起こす生態系撹乱の重要性も

操作実験により明らかになってきた。高山生態系では、温暖化により気候的制約が緩和されると、同所的な生物

種間関係が協同的関係（facilitative）から競合的関係（competitive）に変化すると予測されており、その結

果少数の競合種が優占し、生物多様性は低下して行くことが示されている（Callaway et al., 2002）。我が国の

高山帯でも高山植物群落にチシマザサの侵入が急速に進んでおり、高山植物群落の衰退と種多様性の低下が懸念

されている。 

(4) 長期モニタリング計画と今後の課題 

高山生態系が有する優れた環境変化センサー機能を活用すべく、世界各地の高山域で同一の手法で植生変化を

長期的にモニタリングして行こうとする国際プロジェクト、国際高山環境長期モニタリング計画（GLORIA:  

                                            
49 http://www.geog.ubc.ca/itex/（参照日：2010/02/16） 
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Global Observation Research Initiative in Alpine Environments）50が行われている。我が国においても、高

山域における長期モニタリングサイトの設置と登録が求められている。このような状況に対応すべく、環境省生

物多様性センターによるモニタリング1000でも高山帯サイトの設立が2009年より始まった。現時点で、北海道

大雪山系、本州中部山岳域の南アルプス、北アルプス、白山ならびに富士山が高山帯サイトとして登録が決まっ

ている。本格的なモニタリング事業は、2010年より始まる予定である。 

 今後の高山生態系における温暖化影響評価に際して考慮すべき課題として、以下の項目が挙げられる。 

(1) 生物地理学的背景と遺伝的多様性の地域特性を考慮した高山生態系理解：我が国の高山動植物の多くは、第

四紀の気候変動に伴う地理的分布域変動の影響を強く残している。特に、本州中部山岳域は間氷期にレフュージ

アが多数存在していたと考えられ、生物集団の遺伝構造が北海道と比べて複雑であることがわかってきた。各山

域に特有な生物集団の遺伝構造の理解と、気候変動に対する遺伝的多様性の減少に着目する必要がある。 

(2) 高山植物の生理学的応答と植生変動の関連性：生態系の基盤を構成している高山植物は、気候変動によって

どのような生理的応答を示すのかを明らかにすることは、植生変化メカニズムの解明と植生動態予測に重要であ

る。 

(3) 高山帯への移入生物の侵入による生態系撹乱：高山環境の変化に伴い、これまで高山生態系で生育できなか

った低地性の生物や帰化生物の侵入が加速される危険性がある。例えば、本州中部山岳域ではニホンジカやニホ

ンザルが高山帯に入り込み、高山植生や高山動物に深刻な影響を及ぼしている。また、北海道では帰化生物であ

るセイヨウマルハナバチの高山帯への定着が危惧されている。 

(4) 雪解けの早期化が引き起こす生態系撹乱：近年温暖化に伴う雪解け時期の早期化が進行している。雪解け時

期の変化は、高山生態系における季節性を改変し、フェノロジー変動を引き起こす。フェノロジー撹乱は、現存

する生物間相互作用を撹乱する可能性がある。さらに、植物群落や個体群の開花時期の改変は、花粉散布を介し

た遺伝子流動を変化させ、遺伝構造の撹乱を引き起こす可能性もある。 

高山生態系の構造については、ほかの陸域生態系と比較してまだ不明点が多く、生態系構造の解明に向けた研

究推進が急務である。 

（工藤） 

 

5.3.2 周極域 

(1) 周極域の植物生態系 

 周極域は、おおよそ北緯50度以北の北方林と、北極圏に広がる森林ツンドラ、ツンドラ、極沙漠等を含む地

域である。海流の影響によってかなり高緯度地域でも比較的気候条件がそれほど厳しくない地域もあるが、大陸

内部では気候条件は酷暑・極寒で厳しく、降水量は総じて少ない。 

 周極域は永久凍土の分布域でもあり、連続分布する永久凍土上にはツンドラ植生が成立すると言われているが、

北東ユーラシアの連続永久凍土地帯には広大なカラマツ林生態系が成立しているという具合に、周極域にも植物

生態系と土壌の多様な組み合わせが存在している。また、ユーラシア大陸の西シベリアと北アメリカ大陸中北部

には湿地帯と湿地林が広域に分布している。周極域の生態系では地上部現存量に蓄積している炭素は熱帯林の半

分と言われているが、これらの永久凍土地帯と湿地林を含む周極域生態系には、未分解腐植と土壌有機物のかた

ちで地下部に蓄積する炭素量は膨大な量になると推定されている（例えばTarnocai et al., 2009など）。 

 このような炭素蓄積の場として重要な周極域生態系は、気候の温暖化によって植物生態系が炭素をさらに固定

する場として機能するのか、それとも蓄積している有機物の分解速度が加速して二酸化炭素放出の場になるのか、

注目されている。 

(2) ツンドラ植生の長期施肥実験 

周極域の気候が温暖化した場合に、植物の反応として考えられるのは生育期間の長期化による現存量の増加

（炭素固定量の増加）であり、植物と土壌をめぐる物質循環量の増加である。北アメリカの長期生態系観測拠点

の1つである、アラスカ北部、ブルックス山脈北面のトゥーリック湖周辺では、様々な植生タイプを含むツンド

ラで、1980年代初頭から野外の施肥実験が開始された。その四半世紀以上に渡る長期野外施肥実験の結果は、

気候の温暖化がツンドラ植生と炭素収支にもたらす影響について、多くの知見を与えている（Mack et al., 2004

など）。 

                                            
50 http://www.gloria.ac.at/（参照日：2010/02/16） 
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 ツンドラ植生地上部の年間純生産速度（ANPP: Annual Net Primary Productivity）は、施肥区では無施肥区

のほぼ倍になった一方で、地下部に蓄積した炭素量は施肥区では無施肥区の7割程度にまで減少していた。施肥

区の炭素蓄積部位で最も大きく減少したのは、表面の有機物層から5㎝以深の有機質土壌と鉱質土壌の部位であ

った。このことから、ツンドラ植生に施肥という形でもたらされた養分環境の変化は植物の生育を促進したが、

有機物分解をさらに促進したため、系としては炭素放出に転じたと結論づけている。未分解有機物、土壌有機物

の分解系については、未知のプロセスと北方林やツンドラに特有の養分吸収経路があるといわれており（Jones 

and Kielland, 2002）、温暖化の影響評価には分解生物群の生態と機能解明が不可欠の要素であろう。 

(3) 永久凍土融解、森林火災が炭素収支に与える影響 

 永久凍土それ自体についての温暖化影響評価は、4.3に詳細が報告されているので、ここでは周極域のツンド

ラ生態系で観測されている炭素収支に、融解した永久凍土中の「古い」炭素が寄与しているという事例を報告す

る（Schurr et al., 2009）。 

 通常の気候条件では、永久凍土地帯の表層数十㎝から数mが、夏季に融解する（これを活動層という）。地表

面に蓄積する有機物が分解されて、一部は土壌有機物として蓄積していくが、活動層より深い凍土層に蓄積して

いる土壌有機物は、数百年～数千年のオーダーで蓄積した炭素である。アラスカ山脈のツンドラにおける観測結

果では、深くまで永久凍土が融解して形成された凹地形の池沼ほど、放出される炭素に「古い炭素」の占める割

合が高くなっているという結果が得られた（Schurr et al., 2009）。周極域の永久凍土中にいわば「凍結封入」

されている炭素は、大気中に存在する量の2倍に匹敵するという推定もあり（Zimov et al., 2006）、周極域の

植物生態系による炭素固定と永久凍土の融解による炭素放出の長期観測は、温暖化影響評価に大きく貢献するだ

ろう。 

 北方林生態系では、数十年～百数十年の間隔で大規模な森林火災が発生し、それを契機として新たな森林群落

の発達が始まるのが常態である。長い期間をとれば、火災で焼失する際に放出された炭素とその後の森林再生過

程で蓄積する炭素はおおよそ平衡状態にあるが、夏季の小雨傾向や乾燥化が強まって、火災頻度と火災規模がこ

れまでとは異なるレジームになった場合には、森林の炭素固定速度に鈍化が生じることも懸念されている。アラ

スカ内陸部の森林火災研究によれば、火災によって放出される炭素は平均して1ha当たり21.4tである

（Kasischke and Stocks, 2000）。 

(4) ユーラシア北東部・永久凍土地帯のカラマツ林における炭素収支観測 

 周極域の森林生態系については、北欧からヨーロッパ・ロシア、アラスカとカナダの亜寒帯針葉樹林がこれま

で研究の中心であった。これらはマツ類・トウヒ類などの常緑針葉樹を優占樹種とする森林タイプである。一方、

エニセイ側以東の中央シベリアと東シベリアには、カラマツ一種がほぼ優占する永久凍土上の落葉針葉樹林帯が

広く成立している。この北東ユーラシア地域のカラマツ林生態系では、日本とロシアの共同研究が展開されてき

た。北東ユーラシアは旧ソ連時代にも生態学的調査がほとんど行われていないため、永久凍土上に成立する地球

上で唯一の森林生態系として、注目すべき生態系である。 

 レナ川流域を対象にした水循環と炭素循環プロセスの研究成果は、CREST/WECNoFのホームページ 51で成果の

閲覧が可能である。また、永久凍土上に成立したカラマツ林生態系の生態学的な共同研究の成果も、取りまとめ

られている（Osawa et al., in press）。北東ユーラシアの永久凍土上に成立するカラマツ林生態系の平均的な

森林では、生態系全体の炭素蓄積量の7～8割が鉱質土壌の土壌有機物として蓄積しており、炭素収支は0.8t

の吸収が観測されたという（Osawa et al., in press）。 

(5) 国際共同研究の枠組みと日本の果たすべき役割 

 亜熱帯から冷温帯域まで南北に長い国土を持つ日本には、周極域に属する地域はないが、周極域の北極振動な

どの気候変動は、日本の冷夏／猛暑、暖冬／豪雪にも影響しているという。その周極域の陸域生態系、とりわけ

炭素収支に大きく寄与する森林、膨大な有機炭素を永久凍土について、日本が国際的な共同研究を進める意義は

大きい。距離的にも、北東ユーラシアとアラスカ、カナダ北西準州地域を両翼に置くように位置する日本は、大

陸レベルの地域比較研究が可能である。 

 国際的な共同研究に向けた観測拠点、例えば、アラスカ大学フェアバンクス校に設立された国際北極圏研究セ

ンター（IARC）などを有効利用して、さらに周極域の観測研究に貢献すべきである。 

（松浦） 

                                            
51 http://www.agr.nagoya-u.ac.jp/~wecnof/jp/index.html（参照日：2010/02/16） 
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5.3.3 冷温帯および暖温帯 

(1) はじめに 

 東アジアにおける冷温帯は、人為攪乱の比較的少ない場所では落葉広葉樹を中心として構成される森林地帯に

属する。日本では九州の山岳地帯から北海道の低山帯まで最も広い面積をカバーする。一方暖温帯は、沿岸部の

降水量の多い地域では常緑広葉樹を主体とする森林となり、この地域独特の生態系である。冷温帯林と暖温帯林

を合わせた地域は日本の面積の大部分を占め、生態系機能の広域評価や森林生態系の温暖化影響を評価するため

に重要である。 

(2) 温暖化影響の検出とその評価 

 温暖化など環境変動に対する森林生態系の影響を評価するには、これまで蓄積されてきたデータのメタ解析に

よるトレンド分析や野外観測、野外実験およびこれらの結果を用いたモデリングを併用していくことが肝要であ

る。 

 樹木を中心とする植物フェノロジーの変化は生育期間の変化につながり、森林全体の生産量に影響を与える。

特に落葉樹林の場合着葉期間と落葉期間は陸面状態が大きく異なるために、この区分は気象モデル・生態系モデ

ルなどの多くのモデルを実行する際に必要であり、生態系の炭素収支にも強い影響を与えるものと考えられてい

る。冷温帯・暖帯林には非常に多様な種が含まれるが、森林性の樹木では気温が１℃上昇すると、開葉が平均

3.4日、落葉が平均 6.2日遅れると予測されている(藤本, 2008)。実際にカエデでは1953～2004年の間に落葉

が 9日遅くなっており(気象庁, 2005)、気温が 1℃上昇するとカエデで12日落葉が遅くなったことになる。今

後は冷温帯・暖温帯の主要構成種について近接センシングなどを用いてより定量的な観測を行うため、陸上植生

の季節変動・長期変動に関する長期観測網（PEN）52のような観測網をより充実させていくことが必要である。 

 二酸化炭素濃度の上昇に対する森林生態系の応答を明らかにする目的で行われた実験は、北アメリカデューク

大学のマツ林での開放大気系高濃度二酸化炭素実験（FACE: Free Air Carbon dioxide Enrichment）やスイスバ

ーゼル大学の落葉広葉樹林でのwebFACE実験などこれまでにもいくつか存在する。しかしこれらの実験は二酸化

炭素濃度を上昇させているものの、温度にはほとんど変化を起こせていないため、温度上昇に対する生態系の応

答を分離して明らかにすることが必要である。森林生態系で温度を直接上昇させた野外実験は、落葉広葉樹林で

電熱線を地下埋設した実験（Peterjohn et al., 1993）、いくつかの森林の土壌表面を赤外ヒーターで小規模に

暖める実験と落葉広葉樹林で地下部、地上部ともに電熱線で暖める実験（中村他, 2008）にほぼ限定される。地

下部の温暖化が土壌生物を活発にし、それに伴う土壌呼吸で二酸化炭素放出量が増え、温暖化が助長されるガス

交換プロセスに注目しているのは各実験に共通している。しかし地上部温暖化の影響を樹木の光合成能力やフェ

ノロジー、植食者への波及効果なども含めて検証している実験はさらに限定される。この実験で地上部温暖化は、

1）ミズナラ樹木の展葉を早めたり落葉を遅らせる、2）光合成窒素利用効率が高まる、3）葉の食害が増加する、

4）結実量が増加する、ことなどがこれまでに確認されており、さらなる検証が求められる。 

 超長期的には温暖化によって、植物種の局所的な絶滅と分散に伴う分布域の変動も起こる。例えば、冷温帯林

の主要構成樹種であるブナの分布域は2090年には減少し、特に九州、四国および本州太平洋側の個体群は大幅

に減少する確率が高いことが予測されている（Matsui et al., 2004）。このような優占種の交代によって生物多

様性の変化だけでなく、生態系機能の変化が引き起こされることも十分想定される。このような変化が実際起こ

るのかを明らかにするためには、省庁レベルでの超長期的なモニタリングプログラムが必要となる。WG 報告書

第1号で述べたように、日本全域での森林のバイオマス量や種多様性の変化などを明らかにする目的で1999年

から林野庁による「森林資源モニタリング調査」、2004年から環境省による「モニタリングサイト1000：森林分

野」が開始された。「森林資源モニタリング調査」は5年間で全地点を一巡することとなっており、日本全体に

ついて4kmメッシュの格子点において森林が存在している地点すべてを対象とし、15,700 点あまりになる。統

一的な手法で全国の森林モニタリングが開始された意義は大きく、今後データ公開が望まれる。「モニタリング

サイト1000：森林分野」は地点数は少ないものの、毎年の1haの毎木調査や毎月のリター・種子トラップ調査、

年 4回のピットホールトラップ調査が行われており、第一次生産量（NPP）の算出や種子生産量、腐食連鎖に関

わる多様性の変化なども捉えられるデザインとなっている。データは近々公開予定であり、これらを利用するこ

とで広域での温暖化影響を明らかにすることが可能であろう。 

 

                                            

52
 http://pen.agbi.tsukuba.ac.jp/（参照日：2010/02/16） 
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(3) 遺伝的変異と機能の変異 

 国内の天然性の単一樹種で最も大きなバイオマスをしめるのはブナ、分布域が最も広いのはコナラ・シナノキ

といずれも落葉広葉樹となっている。このように地理的に広い範囲に分布する植物は各地域の環境条件に適応し、

遺伝的に固定された独自の形質を持っていることが多い。日本列島のような生産力勾配の広い範囲にわたって異

なる個体群がある場合、同じタイプに属する森林でも、多様性と生態系機能の関係や生物間相互作用のあり方が

地理的に異なる可能性がある。実際、ブナの場合光合成能力や水・窒素の利用様式、植食性昆虫との相互作用が

地理的に大きく異なり、これらの形質は遺伝的にも固定されていることが明らかになりつつある。このような場

合は、大規模な環境変動に対する森林生態系機能や群集の応答予測も、地域ごとに評価していく必要がある。従

って、冷温帯・暖温帯林の温暖化影響評価を行うには、各地に存在するJaLTERサイトやJapanFluxサイトなど

を有効に利用し、遺伝的変異を考慮した生態系のプロセス観測を行うとともに、多地点多種の植物の機能的性質

（葉の面積密度、炭素・窒素比、リグニン含量など）に関するデータベースを充実させこれらを利用することで、

生態系炭素収支や水収支、物質循環など生態系機能に与える影響とその広域評価を同時に行っていくことが今後

重要になるだろう。 

(4) 観測体制の現状と課題 

 冷温帯林生態系ではタワー観測による炭素収支が継続的に観測されているサイトも国内で数か所あり 53、この

生態系に属するJaLTERサイトも比較的数多く、さらにモニタリングサイト1000のコアサイトとも重複している

サイトも少数ながら存在する。このような生態系観測ネットワークが重複するサイトをスーパーサイトと位置づ

け、より高度な観測体制を確立することが望ましい。 

 暖温帯林は低山域に分布するため古くから人間活動の場に利用され、発達した森林が残る地域は少ない。加え

てタワー観測による暖温帯照葉樹林生態系の炭素収支が継続的に観測されているサイトは日本を含めたアジア

で皆無であり、日本の中でもこの生態系に属するJaLTERサイトはわずかである。近接センシングによるフェノ

ロジー観測と生理機能の評価は落葉樹を対象に進歩してきたが、常緑広葉樹では研究例も少なくまだ多くの課題

が残されている。生態系機能の広域比較や温暖化に対する影響を評価するうえでも、観測の空白域となっている

この生態系に充実した観測サイトが整備されることが望ましい。 

（日浦） 

 

5.3.4 熱帯林 

世界の森林面積の半分を占める熱帯林は、気象等の環境条件、種組成、生態系としての構造や機能が多様であ

り、陸上植物種の半数以上が生息する生物の宝庫と言われる（Chapin et al., 2001）。しかしほとんどの熱帯林

は人口増加が著しい開発途上国にあって、木材利用のための伐採や焼畑など農地への転換を契機として、年間

1,000万ha以上の速度で減少しつつある。こうした人為影響の下では泥炭湿地林をはじめとする熱帯林の乾燥

化が進行し、さらにエルニーニョ等の地球環境変化が相まって、大規模な森林火災の発生や土壌流亡等に伴って

草地化が進行するなど、世界各地の熱帯林では生態学的意味で、不可逆的とも言える変化が現れつつある。 

 現在の生態系が、将来にわたって現状を維持し続けるのか、あるいは衰退しつつあるのか、それを見きわめる

ことは非常にむずかしい。ある環境条件の下で十分に時間が経過しているのであれば、その生態系が定常状態に

達することもあり得るかも知れないが、実際には、自然あるいは人為的な様々な攪乱が発生するため、生態系内

部での営みにも変化を来す。それに加えて生態系を取り巻く環境条件も絶えず変化しているのであるから、この

問題への解答をさらに困難にしている。 

 人間の生活の場でもあり、また生活の糧を提供する場でもある熱帯林では、様々な人為影響と地球規模の環境

変化がもたらす。そうした相乗効果とともに各種生物の生息環境が変貌することになる。 

 近年、特定の生態系を対象とした、長期間にわたる土地利用変化の把握や生態系のモニタリングを通じて、熱

帯林における生物種の急速な減少が報告され、また熱帯林の将来予測も行われるようになってきた（Malhi and  

Phillips, 2005; Jordan, 2005）。しかし、熱帯林の実態とその変化に関する科学的なデータや情報は極めて限

定的である。熱帯林は生物の生息域として重要であるが、同時に、人間活動が盛んな地域でもあるため、熱帯林

の変動が及ぼす生物的・社会的・経済的な影響は大きい。そのため、世界各地の熱帯林で発生している様々な変

化の規模や方向性を早急に解明する必要があり、熱帯林の観測手法や調査体制を整備することが求められる。 

                                            
53 http://asiaflux.yonsei.kr/sf_fareast.html（参照日：2010/02/16） 
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 以下、熱帯林の特性を踏まえた問題点を整理するとともに、今後対応すべき観測研究に関する課題と方向性に

ついて概観する。 

(1) 熱帯林の分布・面積 

 熱帯林（熱帯季節林を含む）は世界の森林の 47％を占める（FAO, 2000）。それに対して、亜熱帯林を含む温

帯林の面積割合は約 20％で、北アメリカ・ヨーロッパ・中国・日本などに分布し、古くから人間活動の影響に

よってその面積は大きく縮小してきたが、近年は植林や保護活動等により、分布面積は増加に転じている。一方、

熱帯林はアマゾン川流域・東南アジア・中部アフリカ等に広く分布し、その面積は17.6億ha（IPCC, 2000）に

達する。しかし、熱帯林では、木材の利用や農地への転換などによって伐採が進みその面積は急速に減少してお

り、減少速度は年間約1,290万haに達するとされる（FAO, 2000）。 

(2) 熱帯林の減少速度と原因 

 熱帯林減少の最も大きな原因は、森林伐採と土地利用転換である。なかでも森林の伐採・焼き払いを伴う焼畑

耕作は全体の 45％を占める。しかし、焼畑だけが問題なのではなく、熱帯木材の伐採搬出の後に農民が侵入し

てさらに違法伐採や焼畑を繰り返す、あるいは集団移住政策の失敗などでさらに周囲の森林を開墾するなど、

様々な事情が交錯している。より根本的な問題としては、熱帯地域にある途上国での、貧困や人口増加、紛争な

どの社会的、経済的要因に加えて、異常気象といった自然要因が複合的に作用して森林が減少していると考えら

れている。 

 熱帯林の減少をもたらす要因の1つとして、森林火災がある。熱帯乾燥地域におけるサバンナや灌木林、ある

いは北方針葉樹林等の自然火災は、その生態系を維持・更新するためのメカニズムとして機能している場合があ

る。しかし多くの熱帯林で発生する大規模な森林火災は、自然攪乱として機能するものではなく、農地などへの

転換を図るための森林伐採や火入れに付随して発生する。熱帯地域の湿地林は泥炭地に成立しているため、エル

ニーニョによる長期的な乾燥条件や森林伐採等に伴う湿地からの排水によって、地下水位が低下すると泥炭層は

可燃物となり、人力では消火困難な泥炭火災が数ヶ月にわたって続くこともある（高橋, 2008; 平野, 2008）。

こうした人為起源を含めた森林火災の実態を明らかにするような統計データは存在しないが、森林火災によって

年間600万～1,400万haの熱帯林が消失しているという報告もある（WWF et al., 2003）。 

(3) 熱帯林の生物多様性 

 生態系における生物多様性は長い時間を経過して実現されてきたものである。生態系の特性は気象条件や土壌

条件などの環境とそこに生息する生物との相互作用で形成されてきた。現在の生物多様性はそうした条件下で実

現してきたものであるが、それが現状で安定的に存在しているかどうかは明らかではない。しかし、様々な種は

現状でもある程度のバランスを維持して生存しているはずであり、生物多様性が減少するということは、現在の

生態系を維持している機能的なバランスが崩れることを意味する。生態系によっては、その機能に大きく影響し

ないこともあり得るであろうが、どういう生態系であればその問題が大きいのかあるいは小さいのかを判断する

術を今のところ我々は知らない。 

 熱帯林は陸域面積の7-8％に過ぎないが、熱帯雨林には地球上の全植物種の半数以上が生息し、南アメリカに

は9万種、東南アジアには4万種、アフリカには3万種が存在している。しかし熱帯林は、上述したように森林

伐採や農地開発等に伴って、極めて早い速度で減少しつつある。これに並行して熱帯林を生息域とする生物が減

少しているとされる（福山他, 2008）。IPCC-AR4では、地球の平均気温の上昇が1.5～2.5℃を超えた場合、これ

までに評価対象となった動物種の約2～3割は絶滅のリスクが高まる可能性が高いと指摘している。ブラジル・

アマゾンの熱帯雨林の将来予測によると、農地の拡大によって2050年までに熱帯雨林の40％に相当する200万

km2が消失し、それとともに約100種のほ乳類が危機的状況に陥るとされる（Soares-Fiho et al., 2006）。この

ような森林減少に伴う生物多様性の減少がどの程度の大きさで生態系の存立バランスを崩すのか、そしてそのこ

とがわれわれの生活にどのような影響を及ぼすのか、今後の重要な課題である。 

 人間の生活は、生物が作り出す生産物を利用することによって支えられている。それは単なる物量だけで満た

されるものではなく、多様な生物資源によるところが大きい。食糧だけではなく産業活動に必要な様々な原料も

提供しているのであり、生物の多様性は人間活動の基盤と直結する側面があることを忘れてはならない。 

(4) 熱帯林と人間活動 

 国連によると、現在 60億人と推定される世界の人口は、2050年には90億人にまで増加すると予想されてい

る。人口増加は開発途上国で顕著であり、そのための食糧や経済活動を維持するためには農耕地の確保と森林等

の資源利用が不可欠であり、開発途上国に広く分布する熱帯林への影響が懸念される。 
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 国連食糧農業機関（FAO）などの評価では、地球の陸地面積150億haに対して現在の耕作地は15億haと推定

されるが、今後、多少なりとも生産性が見込まれる耕作可能な地域19億haを加えた33億haを耕作可能地と見

積もっている（佐々木, 2008）。しかし耕作地には養分や有機物の供給が不可欠であり、それが見込めない土地

は生産性が低下するため、放棄されるのが通例である。地域住民は、有機物の蓄積が多い森林に侵入・開墾し、

無秩序な森林伐採を行って、焼畑を行い、それに伴う森林火災などは、土壌を含めて、熱帯林を劣化させる。 

 地球観測衛星などによって検出される熱帯林消失の原因は、アマゾンなどで行われる大規模プランテーション

の開発、焼畑移動耕作、湿地林の排水に伴う林地の乾燥化、それに伴う森林火災の頻発と考えられている。現実

問題として、農地確保は地域住民にとっては死活問題である。かつてインドネシアが推進した移住政策のように、

政府が積極的に農地開発を奨励することもある。そのため、熱帯林に及ぼすこうした様々な影響とそれに伴って

変化せざるを得ない生態的な機能を解明・評価するためには、社会経済的な要素を抜きに考えることはできない。

広大とも言える熱帯林であるがゆえに、無秩序に開発・劣化していく熱帯林の実態を正確に把握することは困難

である。だが熱帯各地で生じている熱帯林変動の規模や速度、あるいはその地球規模の分布をモニター（監視）

する必要があり、同時にそれらがもたらす様々な熱帯林の生態的機能を評価して、社会経済的側面も考慮しなが

ら観測研究を行うことが求められる。 

(5) 熱帯林研究の課題 

 地球温暖化等の環境変化が熱帯林にもたらす影響を明らかにするためには、生態系としての熱帯林に内在する、

あるいはそれを支配するメカニズムを解明しなければならない。それは、熱帯林の生態的な営みとしての動態で

あり、そこ生息する生物の多様性にも関係する。そのため、熱帯林の種組成や複雑な森林構造とその面的広がり、

生物群集の空間占有様式、生態系内の微気象条件や土壌条件など、生態系を構成する様々な要因とそれらが複合

的に作用するプロセスを、長期観測データに裏づけつつ解明することが必然的に求められる。 

 熱帯林の動態を解明するうえで、その巨大で複雑かつ不均質な構造を理解することは、生物的な多様性や炭素

収支などの物理的プロセスを解明するためにも重要な意味を持っている（Aber and Melillo, 2001）。衛星リモ

ートセンシングによる植被分類、NPPの推定、フェノロジー観測等のほか、航空機搭載のレーザースキャナーに

よる3次元的な森林構造の解析、樹高やバイオマスの推定等が、熱帯林を含めた様々な生態系で実施されている。

しかし生態系の存続を左右する大きな要素として、生態系の構造とそれを生息環境としている多様な生物の存在、

それらのネットワークがある。熱帯生態系では、その森林だけではなく周辺域の環境変化が当該生態系の環境に

影響を及ぼし、生物間のネットワークが分断される場合がある。逆に言うと、そうした生態系内部における生物

的変化をセンサーとして、熱帯地域の環境変化を評価することも考えられる。そのためには、上述したモニタリ

ング手法と併せて、熱帯林生態系の動態・持続性・環境応答、生態系としての劣化や脆弱性に関する生態系観測

研究が求められる。 

 熱帯林には熱帯降雨林や熱帯季節林、あるいは低湿地林などがあり、その構造や機能は変化に富む。そのため、

こうした熱帯林の営みを解明するための長期生態モニタリングでは、生態系で生じる攪乱の頻度や大きさ、それ

に伴う林冠木の枯死や下層個体の更新・成長など、数十年～数百年という時間スケールで営まれる変動プロセス

を明らかにすることを目的としている（Clark, 2007; Chave et al., 2008）。現在熱帯林で実施されている代表

的な長期モニタリングサイトとしては、マレーシア・パソーの低地フタバガキ林、タイ・カンチャナブリの熱帯

季節林、パナマ・バロコロラド島などがあり、一部では、長期生態系研究（LTER）として国際的な研究ネットワ

ークも形成されている。熱帯降雨林では、分類群の多様性は一般に劣化程度に応じて変化することが知られてお

り、このことは熱帯林生態系の長期観測で注意する必要があり、劣化程度に応じた熱帯林の面的な把握が不可欠

である。そうした点も考慮して、LTER では観測手法の統一を図るとともに、動態解析の空間スケールをあげる

などの取組みが行われつつあり、生態系としての脆弱性を測る尺度としての遺伝的多様性に関する研究も重要で

ある。 

多様性は生態系の持続性と深く関わっている。生態系の様々な機能のうち、人間が与える生態系サービスとし

て木材生産・炭素固定・水資源確保などがあり、すでに報告されているように、熱帯降雨林や熱帯泥炭湿地林で

も炭素収支に関するフラックス観測が行われている。一方、現在の世界的温暖化ガス排出の約20％は森林減少

および劣化に起因するという報告もあり、そのほとんどは発展途上国、熱帯林で発生するものと言ってよい。し

かも熱帯で進行している森林の減少や劣化は、単に地球規模の環境変化に起因するだけでなく、人間活動にも大

きく依存する事象である。従って、地球環境に大きな影響を及ぼす熱帯林の生態的変動を明らかにするためには、

人間活動を含めた社会的経済的なプロセスを考慮して、生物多様性等の生態的プロセスと炭素フラックス等の物
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理的プロセスを観測・評価しなければならない。 

（千葉） 

 

5.4 観測・研究ネットワーク 
5.4.1 国際観測計画の推進 

(1) 統合地球観測戦略パートナーシップ（IGOS-P） 

IGOS-Pは、宇宙からの地球観測と地表での観測システムの計画を調和させることを目的として1998年に結成

された国際的・総合的な枠組みである。特に、地球観測衛星を開発・運用する宇宙機関と、全球規模で展開して

いる地表での観測システムの協力を強化することにより、「統合的地球観測」を実現するための計画策定に取り

組んだ。IGOSパートナーのうち、生態系分野と関連の深い観測および研究プログラムには以下のようなものが

ある。 

○全球規模での観測システム： 

全球気候観測システム（GCOS）、全球陸上観測システム（GTOS）、全球海洋観測システム（GOOS） 

○気候変動研究プログラム： 

世界気候研究計画（WCRP）、地球圏－生物圏国際協同研究計画（IGBP） 

 

沿岸を含む陸上分野の観測システムであるGTOSを例に挙げると、GTOSには以下の4つのメインパネルが含ま

れる。 

○気候のための陸域観測パネル（TOPC: Terrestrial Observation Panel for Climate）： 

 気候変化に影響する陸域の物理・化学・生物学的パラメーターの同定 

○陸域炭素観測 (TCO: Terrestrial Carbon Observations) ： 

陸域における炭素放出量と吸収量の時間・空間分布の把握 

○森林および土地被覆動態に関する全球観測（GOFC-GOLD: Global Observation of Forest and Land Cover 

Dynamics）： 

森林と土地被覆に関する一貫性のあるデータおよび情報の収集 

○GTOS沿岸イニシアティブ（C-GTOS: Coastal GTOS）： 

人間活動の影響を強く受ける沿岸生態系の監視 

 

陸域の観測は、大気や海洋の観測に比べると、分野ごとにフォーマットも精度も異なる複雑で多様なデータを

扱うことが特徴である。さらに、陸域のデータは時間・空間的に不連続的である場合が多い。そこでGTOSは、

全球規模で一貫性のある衛星観測および地上観測データの収集と提供をどのように実現することができるかと

いう課題に取り組んだ。 

統合地球観測戦略パートナーシップ（IGOS-P）の結成以前、地上観測と衛星観測を融合させた定常観測や国際

的な取組みは、各国気象機関の観測を除けばほとんど存在しなかった。IGPS-Pも主に宇宙機関の呼びかけによ

り始まったため、衛星観測主体の傾向はあったが、地上観測システムを重視し、調和を目指した点は意義深い。

IGOS-P結成から数年後に、全球地球観測システム（GEOSS）実施計画策定の作業が開始され、2005年に10年実

施計画が承認された。IGOS-Pの成果は、GEOSS 10年実施計画のインプットとなり、利用ニーズ主導の地球観測

システム構築の取組みにつながっている。 

(2) 地球圏－生物圏国際協同研究計画（IGBP） 

IGBPは、ICSUの下に1986年に設立された学際的な国際研究計画であり、現在、第2期10年計画の中盤に差

しかかっている。活動中の6つのコアプロジェクトは、地球の重要な要素である大気・海洋・陸域と、それらの

要素の間の関係（大気－海洋、海洋－陸域、陸域－大気）に関する研究をカバーする。本節では、特に沿岸を含

む陸域の生態系分野に関係のある2つのコアプロジェクト[全球陸域プロジェクト（GLP: Global Land Project）、

および統合的陸域生態系－大気プロセス研究（iLEAPS: Integrated Land Ecosystem-Atmosphere Process Study）]

の国内外での活動について報告する。 

GLPは、IGBPと地球環境変化の人間社会側面に関する国際研究計画（IHDP: International Human Dimensions 

Programme on Global Environmental Change）の2つの国際研究計画が共同で立ち上げたコアプロジェクトであ

る。GLPは、IGBP第1期の2つのコアプロジェクト地球変化と陸域生態系研究計画（GCTE: Global Change and 
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Terrestrial Ecosystems）、および土地利用・土地被覆変化 LUCC（Land-Use and Land-Cover Change）を受け継

ぎ、第2期に活動を開始した。GLPの目標は、陸域を人間と自然環境の相互作用によって成り立つ系と捉え、人

間社会の問題が土地利用変化などを介して自然環境に及ぼす影響を把握すると同時に、自然環境から人間社会へ

のフィードバックの仕組みを明らかにすることである。 

国内では、世界各国の研究機関・組織との連携によりGLP関連研究を進めることを目的として、北海道大学が

2005年にGLP札幌拠点オフィスを開設した。GLP札幌拠点オフィスは、特に陸域システムの「脆弱性・復元力・

持続可能性」の解明を目的としており、GLPに関連する研究の振興と研究者コミュニティの組織化を推進してい

る。国内の研究グループが先導するGLP関連研究としては、アムール・オホーツク地域における自然・生物・人

間圏のシステムの把握、インドネシアの火災と炭素管理、里山里海の生態系アセスメントなどの課題が挙げられ

る。 

次に、大気－陸域の要素間の研究をカバーするiLEAPSは、GLPと同様、IGBP 第2期に活動を開始したコアプ

ロジェクトである。第1期のコアプロジェクトである水循環の生物的側面研究計画（BAHC: Biospheric Aspects 

of the Hydrological Cycle）、GCTE、地球大気化学国際協同研究計画（IGAC: International Global Atmospheric 

Chemistry）の一部を再編して2004年に組織された。iLEAPSの焦点は、陸面－大気間の多岐にわたる相互作用

の理解と、陸域によるフィードバックメカニズムの解明である。特に、陸域生態系を介したエネルギーと水循環

過程（旧BAHC）に加え、火災や人為による土地被覆の変化が物質循環に与える影響（旧GCTE）、生態系を介した

各種温室効果ガス（CO2・ CH4・NOX 等）の交換や生物起源揮発性有機化合物（BVOC: Biogenic Volatile Organic 

Compound）、の交換過程（IGACの一分野）を、気象学・水文学・大気化学・生物学などの分野間連携に基づき総

合的に理解することを目標としている。 

代表的な研究プログラムとして、ESAとの連携で進める大気－陸面統合研究（ALANIS: Atmosphere-Land 

Integrated Study）、アマゾン熱帯林地域での生物圏－大気圏大規模相互作用実験（LBA: Large-Scale 

Biosphere-Atmosphere Experiment in Amazonia）、世界の各種陸域生態系における熱・水・CO2収支の全球観測

ネットワーク（FLUXNET）などが挙げられる。iLEAPSは、生物起源の各種微量物質がオゾンやエアロゾルの生成

過程に及ぼす影響、加えて大気境界層での物質輸送を通して降水過程に及ぼす影響を解明することも目指してお

り、ヨーロッパでの野外実験プログラムやLBAではこの困難な課題に果敢に挑戦している。国内では、陸域生態

系プロセスを組み込んだ全球モデルによる植生フィードバックの研究、火災を含む生物起源のエアロゾルのもつ

気候への直接・間接効果の研究、地上観測点での分野横断的な取組みに基づく各種物質（BVOCを含む）の交換

過程の研究などが進行中である。 

(3) 海洋生態系における国際観測計画 

 海洋における国際的な観測計画およびデータベース構築・運営には、前述の IGBP、国連教育科学文化機関

（UNESCO）の政府間海洋学委員会（IOC）、国際海洋探査委員会（ICES）など複数の国際機関が関与している。こ

のうち生態系分野と関連の深い観測計画としては、前述のGOOSがある。 

 このほか地域レベルの国際海洋生態系観測計画では、北太平洋海洋科学機関（PICES）が、北太平洋における

気象変動と海洋環境の関係、海洋と陸地と大気との相互作用、海洋利用、海洋資源等についての調査、研究を行

っている。 

一方、生物多様性を含む海洋生態系の構造およびその変化の観測については、複数の国際的なプロジェクトが

進行している。これらは、国際的な科学者組織が運営しているものが多い。なかでも、「海洋生命のセンサス

(CoML：Census of Marine Life)」は、海洋における生物多様性モニタリングプロジェクトとして最大のもので

ある。沿岸・外洋・深海などの異なる生態系ごとに、海洋生物の多様性や分布などに関する地球規模のモニタリ

ングを行うとともに、過去の生物多様性の変動パターンの解明や今後の予測を行うことも目的としている。得ら

れたデータは、CoMLの統合的データベースであるOBIS (Ocean Biogeographic Information System)に収納され、

公開されている。OBIS に収納された生物多様性のデータは同時に地球生物多様性に関する情報推進（GBIF）に

も登録されている。現在、OBISはGBIFの最大のデータ供給源となっている。 

CoML が世界中の海洋における生物多様性を網羅的に把握しようとしているのに対し、沿岸域の特定の生態系

に対象を絞ってより詳細な野外観測を実施しているプログラムもある。例えば、アマモ場を対象としたものでは、

シーグラスネット(SeagrassNet)とシーグラスウォッチ(Seagrass Watch)が国際的なモニタリングを行っている。

前者は研究者主体のプログラムであり、統一された方法で各地のアマモ場の分布・種構成・現存量・繁殖状況な

どの調査を行っている。現在では、20 ヶ国以上が参加している。一方、シーグラスウォッチは市民参加型のモ
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ニタリングプログラムであり、太平洋西部の熱帯～亜熱帯海域を中心に15ヶ国以上にまたがる250以上のサイ

トで行われている。同様の市民参加型モニタリングはサンゴ礁でも国際的に実施されている。リーフチェック

(Reef Check)は、日本を含む 80ヶ国以上で、サンゴ礁の被度、魚類・無脊椎動物の種多様性と生物量の変化を

モニタリングしている。また、コラルウォッチ(Coral Watch)は、一般のスキューバダイバーでも簡単にサンゴ

の白化の進行状況を識別できる方法を開発することにより、サンゴ礁の健康状態を世界中の500以上の場所でモ

ニタリングしている。 

（三枝・仲岡） 

 

5.4.2 日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER） 

 生態学や水文学・陸水学などは生態現象の変動スケールが時空間的に非常に大きいものを対象とする。それは

単独の研究者や小規模のチームでは対応が難しい。また、個々のグループが仮に数十年単位のデータを得たとし

ても、調査手法がほかのサイトと異なっていれば互いの比較は難しい。これら大規模野外研究の持つ問題点に組

織的に対処し、研究の効率を最大限に高めるのが LTER である。LTER はアメリカで 1980 年に設立された組織

(U.S.-LTER)であり、2009年9月現在で、陸域から海域に至る26サイトから構成されている。NSFからの資金（年

間 US＄30 million）により運営されている。なお、LTER は 1993 年に U.S.-LTER（United States Long Term 

Ecological Research Network）から独立する形で設立され、現在40ヶ国が加盟している。 

日本では研究者からのボトムアップで2006年11月にJaLTERが正式発足した。JaLTERの目的は、人間社会的

側面を含む生態学的研究に関する学際的な長期、大規模な調査・観測を推進することにより、社会に対して自然

環境・生物多様性・生物生産・生態系サービスの保全や向上・持続可能性に寄与する適切な科学的知見を提供す

ることである。JaLTERは2007年にILTERに加盟し、国際的な連携研究活動も開始している。JaLTERは省庁の枠

を超えた学際的なネットワークで、森林・草地・湖沼・沿岸といった様々な生態系を含む。2009 年 4 月時点で

18のコアサイトと28の準サイトが登録されている。また、次節のモニタリングサイト1000やJapanFluxのサ

イトとも数多く重複しており、生物多様性と生態系機能を同じ場所で観測できるという大きな利点を持つ。 

 JaLTER では「気候変動下における生物多様性・生態系機能の応答とフィードバック」といった温暖化の影響

評価をはじめ、「陸域から海洋生態系にまたがる水文・生物地球化学過程と生態系相互作用」、「多次元スケール

での生態系観測網構築と観測技術開発」等の研究テーマを掲げ積極的な研究活動を展開しつつある。生態学に関

するデータは数値データ以外に種名・群集タイプなど実に様々な属性データが含まれるため、データベース構築

やデータ標準化も単純ではない。JaLTERによってILTER標準となりつつあるEcological Meta Languageを用い

たデータベースが構築され、現在データを集積しつつある。また、GBIF データベースとの連携を強め、両者が

相互に利用することを可能にするインターフェースの整備も進行しつつある。また、現在設立準備中の

GEO-BON・J-BONのデータベースの主要な部分を構成することが求められている。 

しかし、JaLTERの運営には、U.S.-LTERのような政府科学機関等による長期的な資金面でのサポートがなく、

観測体制やデータベース管理も含めすべて参加研究者の自助努力（短期的な競争的資金への応募等）に負ってい

るのが現状であり、早急な改善が求められる。 

（日浦・仲岡） 

 

5.4.3 モニタリングサイト1000 
モニタリングサイト1000は環境省生物多様性センターが中心となって開始された、生物多様性に関するモニ

タリングプログラムである。わが国の代表的な生態系の状態を定量的かつ長期的にモニタリングすることにより、

生態系の異変をいち早く捉え、生態系および生物多様性の保全施策につなげるため、約1,000か所で100年以上

継続して実施することを標榜している。対象生態系タイプは、陸域（森林・草原・里地）、陸水域（湖沼・湿原）、

海域（サンゴ礁・砂浜・磯・アマモ場・海藻藻場・干潟・小島嶼）など。特定の指標種（鳥類・ウミガメなど）

のみを対象とする場合と、それぞれの生態系の優占種、キーストン種を含めた生物群集全体および部分群集を対

照とする場合がある。調査主体は研究者・研究機関・NPO・市民ボランティア等である。モニタリングサイト1000

のうち特に生態系観測と密接に関連するのは森林域・沿岸域・陸水域の取組みである。 

 森林域では2008年度までに19のコアサイトと24の準コアサイト（5年ごとの毎木調査）、約300の一般サイ

ト（鳥類センサス）が設定されている。統一されたプロトコルにより、コアサイトでは毎年の1ヘクタールの毎

木調査や毎月のリター・種子トラップ調査、年4回のピットホールトラップ調査が行われており、NPPの算出や
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種子生産量、腐食連鎖に関わる多様性の変化なども捉えられるデザインとなっている。 

 海域のうち沿岸域については、主要生態系（磯・干潟・アマモ場・海藻藻場）を対象に、2008 年より開始さ

れた。調査サイトは合計26サイト設定されており、生態系タイプごとに統一されたプロトコルにより、優占種

やキーストン種の分布、生物量、種構成などを毎年調査するとともに、生物多様性のより詳細な定量的調査を5

年に1度行う。これにより、環境の長期変化に伴う生態系変動の速やかな察知するとともに、地域や環境による

変動様式の変異について解明することを目指している。 

陸水域については、日本全国の20の湖沼（汽水湖沼を含む）と10の湿原を対象とした調査が 2009年度から

開始された。透明度・水温・クロロフィル量・沿岸帯の植生や動植物プランクトンの組成変化などを標準化され

た方法でモニタリングする予定である。 

モニタリングサイト1000 で得られた標本およびデータについては、前者が GBIF、後者がJaLTERのデータベ

ースを利用して情報管理を行うことになっている。これを効果的・効率的に行うためには、管理主体となるデー

タセンターを設置して運営するための、人材および資金のサポートが必要である。 

モニタリングサイト1000の実施は国際的にも高く評価されているが、調査箇所・調査項目・データ管理に対

して、予算が圧倒的に不足している。調査担当者のボランティア（資金と労力の持ち出し）に依存して進められ

ているのが現状であり、持続的な長期観測体制の構築は不十分である。資金面を含めた長期的かつ安定な観測計

画の立案と実施が急務である。 

（仲岡・日浦） 

 

5.4.4 生物季節観測(植物フェノロジー観測) 

(1) 直接観測 

気象庁では、生物に及ぼす気象の影響を知るとともに、その観測結果から季節の遅れ進みや気候の違いなど総

合的な気象状況の推移を知ることを目的として、生物季節観測を実施している。全国の気象台等で統一した基準

により観測を実施しているため過去の観測値との比較が可能であり、近年、地球温暖化分野に利用できる観測値

の重要性や必要性に対する認識が高まってきている。 

生物季節観測は1953年に開始し、現在では植物12種目と動物11種目を対象に全国61の気象台等で観測を実

施している（図5-8、表5-2）。植物では開花日・黄葉日・紅葉日等を、動物では初見日・初鳴日を観測している。

観測は気象台等の敷地内またはその周辺で行い、植物に関しては観測対象の木を定めて実施している。このよう

にして得られた観測データは、環境省等関係機関にも提供するとともに、解析結果を「異常気象レポート 2005

（気象庁, 2005）」等において公表している。 

これらの観測データを見ると、地球温暖化による長期的な気温の上昇に加え、特に大都市に所在している気象

台では、近年、都市化現象のため気温の上昇が顕著になっており、この影響が現れている種目もみられる。例え

ば、さくらの開花は春先の気温の変化に伴って早まってきており、大都市は中小規模の都市に比べ開花がより早

くなっている（気象庁，2005）。また、動物の観測においては、観測場所によっては環境の変化により個体数が

減少し、ホタルやトノサマガエルは特に観測の報告が少なくなっている。 

(横井) 

(2) 近接センシング観測 

現在、日本のみならず世界各国において、植物を対象としたフェノロジー観測が多地点で実施されており、そ

の方法としては、直接目視観測で観察する手法から、定点カメラで撮影した画像、人工衛星による分光画像や熱

画像を使った解析まで様々な手法が存在する。その中でも定点カメラを用いたフェノロジー観察研究は近年広ま

る傾向にあり、地表面付近において対象を撮影することから、人工衛星による『リモートセンシング』と区別し

て『近接センシング』と呼ばれることが多い。 

目視による手法は観測の記録も古く情報量の蓄積はほかの手法より多い利点があるものの、限られた植物種・地

域での観察であることが多い。我が国では、桜の開花に関する記録が1300年以上前から継続されており世界最

古であるが、その観測地点や個体数は限られている。ドイツなどでは、半世紀以上前から2,000か所を超える調

査地点を策定し野生種から農作物に至る多くの植物種のフェノロジー観察が継続されているが（Menzel et al., 

2001）、このような大規模な観測網は世界的にもまだ多くはない。 

一方、広範囲における観測が可能な人工衛星画像を利用した手法では、植生からの分光反射率から得られる

NDVI（Normalized Difference Vegetation Index）やNDWI(Normalized Difference Water Index)などの植生指 
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表5-2 生物季節観測種目（気象庁資料より作成）。 

 

種 

 

 

類 

   現 象 

 

 

 種 目 

発 

芽 

日 

開 

花 

日 

 

満

開

日

紅 

(黄)

葉 

日 

落

葉

日

種 

 

 

類 

    現 象 

 

 

 種 目 

初 

鳴 

日 

初 

見 

日 

植 

 

物 

 

季 

 

節 

 

観 

 

測 

ウ    メ  〇    

動 

 

物 

 

季 

 

節 

 

観 

 

測 

ヒ    バ    リ  〇   

ツ バ キ  〇    ウ  グ  イ  ス  〇   

タンポポ  〇    ツ    バ    メ   〇 

サ ク ラ  〇 〇   モンシロチョウ   〇 

ヤマツツジ  〇    キ  ア  ゲ  ハ   〇 

ノダフジ  〇    トノサマガエル   〇 

ヤマハギ  〇    シオカラトンボ   〇 

アジサイ  〇    ホ    タ    ル   〇 

サルスベリ  〇    ア ブ ラ ゼ ミ  〇   

ス ス キ  〇    ヒ  グ  ラ  シ  〇   

イチョウ 〇   〇 〇 モ      ズ  〇   

カ エ デ    〇 〇    

 

 

図5-8 生物季節観測点（2009年10月現在）（気象庁資料より作成）。 
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標の季節変動を用いてフェノロジーの推定が行われる（Delbart et al., 2005）。植生指標は植物葉の生理生態

的な変化を可視～短波長赤外における反射率から算出したものであるが、その広域利用のためにはあらかじめ地

上で実測したフェノロジーとの検証が必要になる。また、人工衛星画像では、その空間解像度にも限界があるた

め、特定種のフェノロジー評価や、温暖化などの環境変動に対する植物応答の種間差異などを議論するには課題

も残る。 

 近接センシングによる地上観測網の整備と長期観測の実施は、上述のような従来の目視観察と衛星による広域

観測の間をつなぐ有効な温暖化影響調査方法である。近年の小型デジタルカメラの解像度は非常に高く、数10m

の距離から撮影した画像であっても、目視と同様に植物の芽や葉を観察することができ、開芽や展葉、落葉時期

などの算出も可能である。また、撮影画像の多くはデジタル情報であるため、判定基準や数値解析手法の開発に

あわせた過去データの再解析なども容易である。デジタル画像の色調情報を基にした解析手法としては、可視域

のRGB情報を基にした2G_RBi（Richardson et al., 2007）やGRVI（Motooka et al., 2008）などの指数が提案

されている。また、可視域だけでなく、近赤外領域にも感度を持つ小型カメラも市販されており、NDVIなどの

衛星観測で用いられる植生指標の算出も可能になっている。さらに、近年では、太陽光発電パネルによる電力供

給やインターネットを経由した自動データ転送なども行える全天候型デジタルカメラも市販されており、高山な

どの観測困難な遠隔地での無人観測への応用も期待される。 

このように、近接センシングでは、客観的な数値情報と高解像度をあわせもつ観測が可能であり、長期観測を

多地点で展開することで、群落から個々の植物種までの温暖化応答を評価することも可能である。 

 日本の研究者を中心にした植物フェノロジーの近接センシングは、PENを中心に2002年から展開しており、

現在までの主な観測地点は、国内では北海道と本州の森林・草地・水田を含む10地点、海外ではイギリス・韓

国などで3地点存在する（Nishida, 2007）。これらの地点では、定点カメラによる近接画像撮影だけでなく、植

生表面の連続分光反射率と大気エアロゾルも同時に計測しており、人工衛星データの地上検証や、植物の生理生

態情報を光学的に評価するための手法研究も行われている。 

海外では、FLUXNETの中でWebcam Networkが立ち上がっており、北アメリカ、中央ヨーロッパを中心に多数

のフラックス観測サイトで画像解析が進められている（Wingate et al., 2008、図5-9）。特にアメリカではUSGS

やニューハンプシャー大学の研究者を中心に、PhenoCam Network 54として緯度8度・平均気温10℃ごとに約12

地点でのカメラ観測網を整備しており、FLUXNETやLTER・アメリカ海洋大気庁（NOAA）などとの連携を通して、

近接センシング－衛星観測－生態系情報の相互関係を網羅したフェノロジー観測研究を開始している。 

観測全体の課題としては、まず、生理生態学研究と近接センシングの連携を基盤にした観測ネットワークの維

持が挙げられる。JaLTERやフラックスネットワーク（JapanFlux）などの既存研究ネットワークでは、フェノロ

ジーと関連した植物の生長量や物質循環が計測されている。従って、これらのネットワークの中に近接センシン

グを戦略的に展開し、相互協力の下に長期運営することが、研究の連携のみならず運営面での効率化も含めて有

用な方法であろうと思われる。実際に、一部の観測サイトでは、JaLTER・JapanFlux・PENの実施が重複し、基

盤研究としての成果も挙げていることから、その観測技術をそれぞれのネットワークに所属する多様な野外サイ

トに適用させて広域観測に展開することが期待される。なお、近接センシングの多地点・長期観測データは人工

衛星による広域評価における地上検証としても不可欠であるため、人工衛星観測において重要視される検証サイ

トに重点的・戦略的に展開することも重要であろう。 

次に、基本的な点ではあるが、FLUXNETのPhenological phase definitionsなど海外ネットワークのプロト

コルや気象庁の観測基準を参考に、世界的な議論も可能、かつ我が国の生態系にも合致したフェノロジー評価手

法の検討が必要と思われる。植物観測の面から見た定義はもちろん、近接センシングの画像解析においても、各

種分光植生指標の有効性や、フェノロジーステージとの合致などに検討課題が残る。また、落葉性植物の展開時

期に関する報告は多いが、常緑性の植生や落葉期におけるフェノロジーの画像観測手法はまだ不確実であり、今

後はこれらの対象も積極的に取り組むことが重要である。例えば、常緑針葉樹林での研究例では、NDVIのよう

な緑葉量に関する分光指標だけでは光合成機能を十分に反映せず、ほかの波長を利用したPRI（Photochemical 

Reflectance Index）が有効であることも示唆されており（Nakaji et al., 2008）、植生タイプごとの分光観測

手法の有効性確認やそれを加味した近接センシング技術の発展が望まれる。 

（中路） 

                                            
54 http://phenocam.unh.edu/info.html（参照日：2010/02/16） 
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図5-9 フラックスネットにおけるWebCamの展開地点（Wingate et al., 2008）。 

 

 

5.5 衛星による生態系観測 
5.5.1 衛星観測システムの必要性・現状と課題 

生態系に対する温暖化・気候変動の影響はすでに顕在化しており、また今後はその影響が加速することが懸念

されていることから、その影響変化をできるだけ時系列的に把握し対策をとるとともに、その対策の有効性を監

視することが求められている。また、地球温暖化とそれによる気候変動を予測し、適応策を立案するためには、

地球表層での水・熱エネルギー循環に加え、陸域植生や海洋の光合成などの炭素循環のメカニズムを理解し、気

候変動予測モデルを精緻化する必要がある。このように、生態系の観測は地球温暖化の予測・影響評価・適応の

すべての面で重要な課題であることから、対象とする現象や領域に応じて様々な観測の取組みが進められている

が、特に広域の生態系監視においては、広い範囲を均質に観測可能な衛星観測は非常に有効な手段であり、現在

までに様々な衛星による観測が行われてきている。 

地球規模の海洋生態系観測においては可視～赤外放射計を搭載した海色観測衛星が広く用いられており、海外

の衛星では、海洋広域観測センサー（SeaWiFS：Sea-viewing Wide Field-of-view Sensor，1997年9月から全

球観測を実施。）や中分解能分光放射計（MODIS）（1999年と2002年から運用中のアメリカTerra衛星とAqua衛

星に搭載）などがある。我が国においても、地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）搭載の海色海温走査

放射計（OCTS）、およびADEOS-II搭載のグローバル・イメージャ（GLI）による観測を行ったが、残念ながら衛

星本体の運用異常でいずれも1年足らずで観測を終えている。なお、これらの衛星の運用終了後も衛星海色観測

の利用を推進するため、JAXAではMODISデータによる海色推定処理を行い、海洋研究者や水産ユーザー等への

配布を継続して実施している。 

地表面の植生活動などの陸域生態系観測においては、NOAA衛星搭載の改良型高分解能可視赤外放射計（AVHRR）

やLANDSAT衛星搭載のセマティックマッパー（TM: Thematic Mapper）などが利用されており、現在ではより高

分解能のセンサーであるTerra MODISやAqua MODISの250m～1km分解能データが広く用いられている。我が国

においても前述の通り約1年間で観測を終えたものの、ADEOS-II GLIにより、MODISとほぼ同じ分解能で可視近

赤外の波長域を増強するなど、多種多様なデータを観測する取組みが行われている。また、より高分解能（10m

級）の観測データを提供するALOS搭載のAVNIR2は、環境省生物多様性センターが進める2万5千分の1の植生

図作成やサンゴ礁マッピングにおける利用が始まっており、同衛星搭載のフェーズドアレイ方式Lバンド合成開

口レーダー（PALSAR: Phased Array Type L-band Synthetic Aperture Radar）は二酸化炭素吸収源となる森林

観測）における利用が進められている。 

以上で述べたように、現在まで様々な衛星による観測データが蓄積され、生態系に対する温暖化の影響評価な
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どの分野で利用が進んでいるが、今後もその影響変化をできるだけ長期間時系列的に把握するためには、今後も

これらの衛星観測を長期に渡って継続する必要がある。特に、我が国の衛星による観測が中断している250m程

度の空間分解能を持つ可視赤外放射計については、早急に後継の衛星により観測を再開する必要がある。 

 

5.5.2 今後の展望 

現在、我が国で進められている生態系に関する観測を長期的かつ継続的に遂行していくための衛星計画の中心

となるのがJAXAの地球環境変動観測ミッション（GCOM）計画である。 

GCOMは、地球規模での気候変動・水循環メカニズムを解明するため、気候変動観測衛星（GCOM-C）および水

循環変動観測衛星（GCOM-W）という2機の衛星を複数世代打上げ、運用することで、全球規模で長期間（10～15

年程度）の継続観測を目指すミッションである。GCOM-Cは、GCOMの目的である気候変動の監視・理解の中で、

全球規模での放射収支と炭素循環に関わる地表・大気・沿岸・雪氷の広い範囲での長期継続変動観測、人間活動

の気候変動への影響の観測に重点を置く。具体的には、近紫外～熱赤外までの広波長帯を使って人間活動と広域

環境の結び付きを一貫して把握できる250mの空間分解能を持つ放射計を用い、陸圏では多方向観測を利用した

高精度な植生物理量の把握、海洋圏では変化の激しい沿岸域の詳細観測、雪氷圏では気候変動による影響が著し

い雪氷域の観測などを行い、全球気候変動の監視等に貢献する。GCOM-C1搭載センサーの多波長光学放射計

（SGLI）は、可視・近赤外放射計部（VNR: Visible and Near-infrared Radiometer）および赤外走査放射計部

（IRS: Infrared Spectrograph）から構成されるシステムであり、全19チャネル、走査幅1,150km（可視近赤

外）および1,400km（短波長赤外～熱赤外）で観測を行う。GLIの主要空間分解能1kmに対し、SGLIでは250m

に高分解能化を図ったこと、および偏光・多方向観測機能を新規装備した点が特徴である。GCOM-C1/SGLIでは、

250mの空間分解能を活かした陸域や沿岸海洋の詳細観測が可能となり、海洋域炭素固定量（基礎生産量）推定

や水産資源管理（生産力の推定・生育予測）、温暖化による海洋生態系の応答評価や、植生季節変動、陸域炭素

循環等、様々な生態系観測において活用することが期待されている。また、同時期に観測を行うアメリカNPOESS

計画、ヨーロッパMETOP計画と適切な補完関係となるよう観測軌道（降交点通過地方太陽時）を選択することに

より、国際的な観測協調体制を構築している。 

ALOSによる高分解能の陸域観測については、Lバンド合成開口レーダーによる観測を継続するALOS-2の開発、

および光学センサーによる観測を継続するALOS-3の検討が進められている。いずれの衛星もALOSから性能を高

めることを目指しており、様々な生態系観測において活用されることが期待されている。例えば、ALOS-3搭載

光学センサーにおいてはALOS搭載光学センサーから空間分解能や量子化ビット数を向上することを目指してお

り、藻場等の沿岸域生態系の観測において有用なデータを提供することが可能になる。これらの衛星を可能な限

り早期に打上げ、ALOSによる観測を途切れなく継続することが期待される。 

なお、衛星による生態系観測においては、衛星推定値の検証に現場観測データを活用することが必須である。

また、逆に衛星データを用いて現場観測を補完することにより広域の生態系監視が可能になる。しかし地上観測

の規模は数ヘクタール以下と衛星と比べて極めて小さなスケールで行われることがほとんどであり、このような

地上観測と衛星観測の連携のためには、アルゴリズムの開発とともに、将来的には超高分解能（時空間・波長）

をもつ衛星センサーの開発を推進する必要もある。 

（戸田） 

 

5.6 モデル開発の視点から見た観測ニーズ 
5.6.1 観測データ利用の概要 

生態系モデルは、生物－環境相互作用および生物間相互作用に基づいて、生態系の空間構造や時間変化を解析

し予測することを目的としている。生態系は複雑多様であり、主とする視点（例：個体群動態・進化生態・物質

循環）によっても、構築されるモデルは大きく異なる。そのため「生態モデリング」は生態学の一分野を成して

おり、様々な数理的あるいは数値的手法を用いたモデルが開発されている。地球変動研究において、生態系モデ

ルによるシミュレーションは、観測データの統合と整合性の検証、感度分析による重点要素の明確化、広域スケ

ーリング、そして影響の検出・評価および将来予測に不可欠なツールとなっている。広域を対象とした生態系モ

デルの多くは、空間分解能が数kmから数10kmと粗く、観測が行われる空間スケールとのギャップが問題とされ

ていた。最近では、空間分解能1kmといった詳細なモデル（例えばIto, 2008）も開発されているが、個葉特性

や土壌呼吸のチャンバー観測といった局所的な観測とのスケールギャップはなおも大きい点には注意が必要で
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ある。 

どのような観測データを使用するかは、モデルの種類やモデル研究者の間で共通の見解があるわけではない。

一般的には、①モデルを開発する段階での基礎情報、②シミュレーションを実行するための初期条件や駆動デー

タ、③計算出力の妥当性を調べるための検証データ、が必要とされる。実際には、それらが順番に実行される訳

ではなく、検証を行いつつさらにモデルを改良する、といったふうに同時並行的に行われる場合も多い。また当

然ながら、ほかで開発されたモデルをユーザーとして利用する限りにおいては、入力データと検証データさえあ

ればよいことになる。それでも、サイトの位置や生態系タイプ・土壌タイプ・温度や降水などの気象要素は、大

多数のモデルで必要な基礎情報と言える。地球温暖化に関係して重要性が高まっている陸域生態系の炭素循環モ

デルの場合は、人間による利用を含めた土地被覆・土地利用のデータも必要である。 

 

5.6.2 データ利用の実際 

個別のサイトにおいて、実験調査を行うとともに数理解析を実施する生態学的なモデル研究は1930年代（以

前）から行われてきたが、より広域を対象としてデータを収集し大規模なシミュレーションを行う研究が始まっ

たのは1970年代の国際生物学事業計画（IBP）からである。さらに、地球環境問題に対応した過去の再構築や将

来予測が始まったのは1980年代からである。このような研究の歴史の浅さや地域的な偏りにより、生態モデル

に利用可能なデータは十分に蓄積され、またそれが公開されて利用可能な状況になっているとは言い難い。特に

地域からグローバルなモデル研究を行う場合、研究者自身で必要なデータをゼロから網羅的に収集するのは不可

能に近く、何らかのデータベースを利用するのが現実的である。その初期のものとして国連環境計画（UNEP）が

運営していたGRIDデータセンター（Global and Regional Integrated Data Centres）が挙げられ、気候・植生・

土壌・人間活動に関する広域データセットを収集し提供していた。しかし、磁気メディアでのデータ提供、各デ

ータの解像度やフォーマットの不統一、更新頻度の低さなど、利便性にやや問題があったのも事実である。 

さらに重要なのは、近年のインターネット技術の飛躍的な進歩により、世界中にデータを配布するサイトを容

易に構築できるようになった点である。これは、オンラインでデータを取得できるためモデル研究者には利便性

が高まった反面、データが多数のサイトに分散して集約されにくくなる点や、信頼性が不確実なデータが広まる

危険性、といった問題があると考えられる。それでも、多数のデータを収集し配布するデータベースが構築され

ており、モデル研究者の利便に供している。その代表的なものにアメリカオークリッジ国立研究所などが提供す

るDAAC55 がある。ここではプロジェクト単位（例：BOREASやLBA）で取得されたデータを提供するほか、NPP

などのテーマに沿った情報を各種ソースより収集し、登録ユーザーに無料で提供している。また、研究者がデー

タを登録して配布することも可能である。多種のデータから変数やキーワードで横断的に検索することもでき、

モデル研究者は必要なデータを探して利用するうえで利便性が非常に高い。 

すべてのデータを網羅したデータベースが構築されるのが理想的だが、当面はインターネットでリンクされた

個別の提供サイトからデータを収集するのが現実的と考えられる。特に、衛星観測データのように容量が膨大な

ものや、フラックス観測データ（FLUXNET/AsiaFluxやLTER）のようにコミュニティ性が強いデータは、多くの

場合で個別のデータソースを照会することになる。モデル研究者への利便という点では、データができるだけ部

外者にもオープンであり、オンラインで取得可能なことが望ましい。上記のDAACのように、データのフォーマ

ットや説明ドキュメントを整備する体制をもった、データベース組織の確立が強く望まれる。モデル研究の場合、

どのようなデータが利用可能かが研究の方向性を左右する場合があるため、利用可能なデータのカタログやリン

ク集を提供することが有効と考えられる。特に、データの所在が整理されていることは、生態系の広域モデル研

究を新しく始める研究者への便宜になるはずである。 

 

5.6.3 最近の動向（データの統合化・同化） 

 生態系モデルは構造が複雑化するにつれ、より多くのデータを必要とするようになっている。特に、生態系の

構造やプロセスを特徴づけるパラメーターは、ほとんどが大スケールでの直接測定から決定することは困難であ

り、何らかの観測データに基づいて制約条件を付けることになる。その範囲内で、モデル研究者はパラメーター

値の調節（チューニング）を行い、検証を通じてより妥当に観測事実を再現し説明することを目指す。パラメー

ター値の調節だけではどうしても齟齬が残る場合は、モデル構造の改変も含めた修正が必要となる。これまでの

                                            
55 http://daac.ornl.gov/（参照日：2010/02/16） 
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モデル研究では、このような一連の流れを通じて観測データを利用してきたが、より最近の動向としてデータ同

化手法によるモデルの最適化が試みられている。 

 データ同化は、天気予報を行う大気・海洋モデルなどで発展してきた、観測データを随時モデルに取り込んで

一貫性のある連続したデータセットを作成する手法である。点在する観測サイトの情報から、物理的に整合性の

あるデータを客観的に作成できるため、気象モデルの初期値作成などに利用されている。そして、より高精度な

データ同化法の開発が進められており、大気・海洋モデルではナッジング、最適内挿法や変分法といった手法が

用いられてきた。生態系モデルは、物理法則に支配される大気・海洋モデルと異なり、構造が変則的で非線形性

が顕著なため、同様なデータ同化手法を適用できるか不明であった。しかし、最近ではより数値的な手法である

アンサンブルカルマンフィルター（EnKF: Ensemble Karman Filter）を生態系モデルに適用し、例えば、観測サ

イトで得られた正味CO2フラックスデータを用いて、モデルをEnKFによって最適化する試みが行われている。

データ同化はモデルパラメーターの最適化だけでなく、観測データを連続かつ平滑化することで、観測研究者に

も扱いやすいデータセットを提供できる可能性がある。その意味で、単なるモデル研究者による一方向のデータ

利用を超えた、双方向のデータ-モデル統合化につながると期待される。さらに、このようなデータ-モデル統合

化からより有用な知見を引き出せることを示すことで、観測網の充実や長期モニタリングによるデータ取得の必

要性を明確にすることもできるだろう。 

 このようなデータ同化は、観測サイトのCO2フラックスデータだけでなく、衛星観測データや大気CO2観測デ

ータにも適用可能であり、これまで困難であった広域モデルの最適化を大幅に進展させると期待される。実際に、

ヨーロッパの炭素循環モデル研究者を中心として、炭素循環に関するデータ同化（CCDAS: Carbon Cycle Data 

Assimilation System）の開発が試みられている。このような方向性は、生態系モデリングが研究フェーズから

応用フェーズに移行しつつあることを示すのかもしれない。データ同化を促進するためには、モデルのパラメー

ター値を最適化するための、生態系モデルの出力（例：正味CO2フラックス、バイオマス、LAI、光合成有効放

射吸収率など）に対応した観測データをより大量に集積するシステムが必要であろう。データ同化は現状の再構

築には極めて有効だが、将来予測を行ううえでは、生態系モデルの基礎的プロセスに関する精緻化を同時に進め

ることが必要である。 

 

5.6.4 温暖化影響評価と不確実性低減に向けて 

 同じ対象を異なるモデルでシミュレートし、結果を比較する「モデル相互比較プロジェクト（MIP: Model 

Intercomparison Projects）」が試みられている。多くの場合、モデル間で推定結果に大幅な差違があること、

つまり不確実性の存在が示唆されている。つまり、ある1つのモデルを用いた再現や解析は、そのモデルに固有

の結果に過ぎず、一般性に疑問符が付く恐れがある訳である。同様に、温暖化に関する将来予測についても、同

じ条件を設定した複数のモデルが大幅に異なる結果を与えるという解析例がある（Friedlingstein et al., 

2006）。このような不確実性は、モデルによる解析研究だけでなく、影響評価や生態系管理といった応用におい

て極めて重大な問題となる。そこで、観測データをモデルパラメーターの制約に用いることで、モデル間のバラ

つき幅を縮小させようという試みも行われている（例えばIchii et al., submitted）。 

 GEOSSをはじめとする地球観測網の充実に伴い、より多種かつ大量の観測データが利用可能になることが期待

される。温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）やGCOMに代表される新しい衛星観測、FLUXNET/AsiaFlux

やLTERなどの地上観測は、ますます長期かつ広域の生態系情報を提供するはずである。それに伴い、大量のデ

ータをいかにして効率的に管理し活用するか、という別な問題が深刻化する可能性は高い。現在においてすら観

測されたデータが100％利用されているわけではなく、利用制限や容量などの問題で埋もれたままになっている

データも多いと考えられる。そのため、生態系モデル研究者は観測サイドと密に連携をとり、データ統合・解析

システム(DIAS)の利用を含めて、既存データに加えて将来予想される新たなデータの有効利用について議論を重

ねる必要がある。 

（伊藤） 

 

5.7 まとめ 
生態系の地上観測の観測項目のスケールは数㎝のチャンバースケールからせいぜい100m程度のプロットスケ

ールであることが多いのに対し、衛星の空間分解能は10m－数100mがほとんどである。また広域を対象とした

生態系モデルの多くは、空間分解能が数kmから数10㎞と粗い。このように地上観測・衛星観測・広域モデルの
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間にはいまだ大きなスケールギャップが存在する。この3者間のスケールギャップをいかに埋めていき整合性を

持たせるかが今後の大きな課題である。そのためにも、陸域・沿岸域にかかわらずJaLTERやJapanFlux、モニ

タリングサイト1000などの複数の生態系観測ネットワークが重複するサイトをスーパーサイトと位置づけ、大

規模野外実験も積極的に取り入れたより高度な観測体制を確立し、長期的に維持していくことが望ましい。また

これらの観測サイトの情報をスケールアップするためには、東アジア地域をカバーする静止衛星も含めて考慮し

た超高分解能（時空間、波長）を持つ衛星センサーを開発するとともに、生態系観測との密接な連携を促進して

いくことが重要である。さらに生態系の地上観測データや衛星観測データを用いたモデリングを推進するために、

データを公開し、フォーマットや説明ドキュメントを整備する体制をもった、データベース組織の確立が望まれ

る。 

生態系の観測は生物多様性そのものと直接関わる部分も多く、センサーによる観測が可能な項目はごく限定さ

れている。このような観測は自動化そのものが困難な場合が多く、ほかの分野と比較して自動化やデータ同化が

立ち遅れている。このような観測に対する技術開発の促進や、キャパシティビルディングが強く望まれる。一方、

ほとんどの生態系観測ネットワークの運営には、U.S.-LTERのような政府科学機関等による長期的な資金面での

サポートがなく、観測体制やデータベース管理も含めすべて参加研究者の自助努力（短期的な競争的資金への応

募等）に負っているのが現状であり、早急な改善が求められる。 
（日浦） 
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第6章 社会経済データに関する取組み 

6.1 はじめに 
温暖化の影響は自然環境のみに現れるのではなく、人間環境にも現れる。自然環境への影響を検出するために

長期・広域にわたる観測が必要なのと同様に、人間環境への影響の検出のためには社会・経済活動に関する「観

測」とそのデータの蓄積が必要である。例えば、保険金支払額（自然災害）、作物収量（農業・食料）、救急搬送

者数・疾病別死亡数（人間健康）などは、人間環境に対する温暖化影響の現れ方を検出するために必要な社会・

経済データと言える。 

一方、温暖化の影響は、気候条件のみでは決まらず、影響を受ける人間側の状況（気候変化への脆弱性）も大

きく作用する。そのため、影響評価手法の開発・改良の観点から見ても、気候変化への脆弱性に関わる社会・経

済データが必要となる。また、現実性を伴った影響予測のためには、現状の社会・経済状況を基礎として、それ

と整合した将来見通しについても用意する必要がある。例えば、人口・所得・資産分布・土地利用などは温暖化

の人間環境への影響との関わりが特に深い基礎的な社会・経済データである。これらは、温暖化に対する脆弱性

を特徴づけて影響被害の大小を左右する因子であると同時に、他方では現在から将来にわたり生ずる温暖化影響

を直接的・間接的に受けて時間変化し得る要素でもある。特に、温暖化影響を軽減するための適応策の実施状況

などは、明らかに影響の大小を左右するとともに、影響の発現（もしくは将来の発現への懸念）に応じてその実

施の度合いが調整される側面もある。 

一般的には、人間環境への影響は、地域性の高い多様なメカニズム・社会条件を反映して生ずる。その影響を

適切に評価して対応策を検討するためには、地域詳細な気候変化観測・予測情報の整備と同時に、各地域の特質

を反映した社会・経済データの整備が重要となる。しかし現時点では、まだその取組みは明らかに不足している。 

本章では、人間環境への温暖化影響の検出・予測・対策を支援するための社会・経済データの整備について述

べる。6.1では、社会・経済データの整備・普及の重要性について述べた。次の6.2では、人間環境への影響検

出の前進に向けて今後充実させるべき社会・経済データについて理解を深めるため、分野別に影響検出事例を挙

げ、その検出に際して考慮された社会・経済データについて概観する。6.3では、影響予測研究の発展に向けた

社会・経済データの整備について理解を深めるため、人間環境への影響の予測研究における社会・経済データの

利用事例について分野別に概観する。最後に6.4では、6.2・6.3での整理を踏まえ、影響検出・影響予測に関

わる社会・経済データの整備・共有の促進について議論する。 

 

6.2 人間環境への温暖化影響の検出に関わる社会・経済データ 
気候変動に関する政府間パネル第4次評価報告書第2作業部会報告書（IPCC-AR4-WG2）が示した主なメッセー

ジの1つは「すべての大陸およびほとんどの海洋での観測によって得られた証拠は、多くの自然システムが、地

域的な気候変動、とりわけ気温上昇の影響を受けつつあることを示している」というものである。しかし、人間

環境への影響に関しては、「多くは適応や気候によらない要因のために識別することが困難であるものの、地域

的な気候変動が自然・人間環境に及ぼすその他の影響が現われていることは、確信度が中程度である」との記述

にとどまっている。 

社会・経済分野に関しても、例えば作物収量・疾病報告数・災害被害額など、過去長期にわたる統計情報が利

用可能な地域・事象が存在しており、時間的変化を見出すことは可能であるが、自然システムと比較して気候以

外の多様な諸因子が複雑に関係するため、各事象の変化に関して地域的な気候変化をその主因であると識別する

ことは一般的に困難である。しかし、そのような一般的制約がありながらも、最近では、北半球高緯度地域にお

ける農作物の春の植え付け時期の早期化、ヨーロッパにおける熱ストレスに関連した死亡数増加、北極圏居住者

の生活様式の変化、標高の低い山岳地域でのスポーツ産業への影響など、気温上昇の影響が現れているとの知見

も次第に示されつつある。 

本節では、IPCC-AR4-WG2第1章（自然および人為システムにおける観測された変化と応答の評価；Rosenzweig 

et al., 2007）を参照し、これまでに報告された人間環境への影響検出の事例を分野別に挙げ、そこから人間環

境への影響検出の前進のために充実が必要な社会・経済データについて理解を深めることを目指す。なお、全分

野に共通した問題点として、自然および人間システムの観測された変化に関するデータ・文献の地理的バランス

が著しく欠如しており、開発途上国からのデータ・文献が際立って不足しているということについてはここで触

れておく。 
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6.2.1 農業 

農業は気候条件に強く依存していることが知られているが、地域的気候変動に関連づけられた観察された変化

について、2001年公表の気候変動に関する政府間パネル第3次評価報告書（IPCC-TAR）まではほとんど言及さ

れなかった。このことは、非気候要因、特に管理慣行と技術的変化、そして市場価格と補助金に関する政策が、

農業に強い影響を与えるためと考えられる。過去40 年間にわたる作物の収量向上の世界的傾向の大部分は、主

に育種、害虫駆除と病害制御、施肥、機械化における技術進歩に起因しているが、それが作物収量の履歴の中の

気候変動シグナルの同定を困難にしている。しかし、IPCC-AR4-WG2では、農業に関しても気候変動への応答に

関する報告がなされている。 

作物収量の過去の変化に関しては、上述のように技術進歩に帰する部分が大きく、直接に気候変動が原因と特

定できる変化の報告は示されていないが、気候因子と作物収量の年々変動性に関する分析により、気候の年々変

動性への作物収量の応答を観測データから見出した研究は存在している（表6-1）。 

作物生物季節の変化に関しては、最近の地域規模の気候変動への応答が見出されている。作物生物季節の変化

は果樹などの多年生作物において明白であるが、それらは農業従事者による毎年の管理意思決定に一年生作物ほ

ど依存しておらず、また観察がより容易なことが背景にある。なお、生物季節変化に関しては、農業従事者によ

る管理慣行の変化とつながりをもって観測されることが多い。成長期間の長期化と作物サイクルにおける生育度

日の増加など、特に気温に直接的関係がある農業気候指標にも気候変動への応答が見られる。 

以上のような検出研究の現状を考慮すると、農業に関しては収量・品質に関する集計的な統計情報の記録・蓄

積を着実に継続する一方で、農業従事者の管理慣行の面からも変化・影響を検出できるように、農事暦や施肥記

録といった農業管理を把握するためのデータ整備することも重要である。また、収量変化に関する気候変動シグ

ナルの同定のためには、育種・害虫駆除・施肥・機械化といった非気候因子に関する時系列的なデータの整備が

望まれる。 

 

6.2.2 人の健康 

人間健康に関する観測された気候変動影響の証拠は、(1)長期間の疫学的データ・健康関連データの不足、(2)

人間の病気の分布と強度を決定する非気候因子の重要性、のためにほとんど存在していない。表6-2は

IPCC-AR4-WG2で整理された、気候あるいは気象の健康関連への影響を定量化した研究である。各研究において

考慮された非気候の駆動力に関しても併せて記されている。 

動物媒介性感染症は気温と降雨に対して感度が高いことで知られている。媒介動物となる昆虫とダニは、ほかの

冷血陸生生物種のように気候の変化に応答することが予想される。現在、いくつかの病原媒介動物について北方

に生息範囲が変化しているという十分な証拠があり、アレルギーを引き起こす花粉の季節的パターンの変化に関

しても同様である。しかし、気候変化が人の動物媒介性疾病の発生率に影響していることを示す明確な証拠はま

だない。明確な証拠が得られない背景の1つには、これらの疾病のシステムが極めて複雑であることが挙げられ

る。 

マラリアに関しては、観測された地理的分布の変化とアフリカ高地地域における感染力の変化に関して、気候

変動の寄与を調べる研究が行われてきたが、証拠はいまだ明瞭でない。何例かの研究が、いくつかの高地で長期

の気温上昇傾向がマラリアに及ぼした影響を示しているが、ほかの研究では、マラリア寄生動物の薬剤耐性向上、

媒介動物制御プログラムの低下、生態学的変化が、近年のマラリア再流行の背後にある原動力である可能性が最

も高いことを示している。このように、気候がマラリアの時空間的分布において主要な制限要因である一方で、

多くの非気候要因（薬剤耐性と人免疫不全ウィルス（HIV）の蔓延、二次的には、国境を越えた人々の移動、農

業活動、殺虫剤耐性の出現、屋内残留噴霧用DDTの使用）が、気候変化影響により強く作用する可能性もある。 

極端な熱暑または寒冷な時期は死亡率の上昇を伴ってきた。地域ごとに変化の程度は異なるが、近年の平均地

上気温の上昇と高気温日数の増加の証拠がある。2003年のヨーロッパ熱波が原因とされる25,000人から30,000

人の死者は、ヨーロッパで20世紀に観測された熱波死者数を上回る。ヨーロッパにおける2003年熱波期間中に

は、高気温が過剰死亡率と関連があった。一般的に、高収入な母集団は、暑さと寒さの両方に対して脆弱でなく

なってきた。冬季死亡率の減少は多くの温帯の国々で明らかであり、これは主に寒気に対する適応の増加による

ものである。しかしながら、極端な熱波に関連した死亡率は低下していない。熱波に起因する死亡率の長期変化

傾向の分析はまだ行われていない。 

以上の人間健康分野における長期変化傾向に関する研究の現状を考慮すると、研究の進展のためには、長期の
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疫学的データに加えて、移住を含む人口変化、収入、居住施設・空調利用、健康・栄養状態の指標、公衆衛生状

況（例：水供給インフラ、一般インフラ、廃棄物管理、媒介動物制御プログラム）、農業活動・土地利用、薬剤・

殺虫剤利用量、といった多様な社会・経済に関わるデータの整備・普及が同時に必要である。 

 

表6-1 農作物と家畜における観測された変化（Rosenzweig et al., 2007）。 

 

農業測定

基準 

観測された変化 場所 期間 参考文献 

 

 

 

 

 

 

 

生物季節 

冬ライ麦の茎の早期伸長（10日）およびトウ

モロコシの早期発芽（12日） 

 

3月／4月の気温上昇に応答(−5日/℃)した、

サクラの木の早期開花(0.9 日/10 年)とリン

ゴの木の早期開花(1.1日/10年) 

 

年間 1.4℃の気温上昇と合致する、果樹の成

長期間の開始の早期化(2.3 日/10 年)、サク

ラの木の早期開花(2.0 日/10 年)、リンゴの

木の早期開花（2.2日/10年) 

ドイツ 1961-2000 

 

 

1951-2000 

 

 

 

1961-1990 

Chmielewski et 

al., 2004 

 

Menzel, 2003 

 

 

 

Chmielewski et 

al., 2004 

アンズとモモの果樹開花時期の 1～3 週間の

早期化、春季の降霜の危険性の増加、敏感な

アンズ種の芽の落下または壊死の発生頻度

の増加 

フランス南部 

 

1970-2001 Seguin et al., 

2004 

 

 

 

管 理 慣

行、 

害虫と 

病害 

 

 

トウモロコシとテンサイの播種時期の繰り

上げ  (10日) 

ドイツ 1961-2000 Chmielewski et 

al., 2004 

4つのINRA実験農場におけるトウモロコシ播

種時期の20日の繰り上げ 

フランス 1974-2003 Benoit and 

Torre, 2004 

ジャガイモの植え付け時期の 5 日の繰り上

げ、春穀物には変化なし 

フィンランド 1965-1999 Hilden et al., 

2005 

コドリングリンゴガの 2～3 世代での生息地

の部分的移動 

フランス南部 

 

1984-2003 Sauphanor and 

Boivin, 2004 

 

 

 

収量 

暑い夏に関係した干草の収量低下 英国ローサムス

テッド 

1965-1998 Cannell et al., 

1999 

成長期間における最近の冷涼さに起因する

全体的な収量増加の一部：トウモロコシで

25%、大豆で33%  

アメリカの郡レ

ベル 

1982-1998 Lobell and 

Asner, 2003 

気温上昇に関係した米の収量の減少（1979～

2003 年の間に最高気温と最低気温がそれぞ

れ0.35℃と1.13℃上昇） 

フィリピン 1992-2003 Peng et al., 

2004 

 

 

家畜 

計測された牧草地バイオマスの 20～30%の減

少 

7月下旬 10 日間の NDVI が領土全体で69%低

下 

モンゴル 1970-2002 

 

1982-2002 

Batimaa, 2005 

 

Erdenetuya, 

2004 

夏季および年間気温の上昇に関連した家畜

生産量の観測された増加 

チベット 1978-2002 Du et al., 2004
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表6-2 人の健康に対する気象と気候の影響に関する研究（Rosenzweig et al., 2007）。 

 

健康影響 健康への気候の影響 その他の駆動力 参考文献 

暑熱と寒気の 

直接的影響 

 

夏季の気温に関係する死亡 

 

空調使用による夏季死亡率の

低下 

 

Diaz et al., 2002; 

Davis et al., 2003b; 

Beniston, 2004; 

Kysely, 2004 

動物媒介性疾病 温暖な気候によるスウェーデンで

のダニ媒介性脳炎(TBE)の増加 

 

スウェーデンとチェコ共和国にお

ける暖冬による、ライム病を引き

起こす病原媒介動物であるダニの

高緯度地域への拡大 

TBE の増加はおそらく人間と

動物の行動の変化による 

Randolph, 2001 

 

 

Lindgren et al., 

2000; Danielová et 

al.,2006 

食品性および 

水媒介性疾病 

 

気温上昇に関連するオーストラリ

アのサルモネラ感染症 

 

大腸菌（E.coli）とクリプトス

ポリジウム（Cryptosporidium）

原虫の発生は、気候変動が原因

とは特定できないであろう 

D’Souza et al., 

2004 

Charron et al., 2004

花粉および粉塵

に関連する疾病 

花粉の存在量とアレルギー誘発性

の増大は温暖化と関係している 

花粉の存在量は土地利用の変

化にも影響される 

Levetin, 2001; 

Beggs, 2004 

 

 

6.2.3 災害（経済的損失と保険損失） 

地球規模の損害額から、1970年代以降、極端な気象関連事象に起因するコストが急激に増大しつつあること

が明らかになっている。リスクに対する曝露の大幅な上昇が支配的因子だが、損失を曝露に対して規格化しても、

依然として基調をなすコストの上昇傾向が残ることを見出した研究もある。 

自然災害に起因する経済的損失は、1960年代の755億USドルから1990年代の6,599億ドルに増加した（年

複利成長率8％）。保険コストに関する民間部門のデータもまた、同様の期間における保険が支払われた損害の

増加を示している。災害への曝露の大幅な増加が支配的な原因である。 

アメリカのハリケーンや洪水を対象とした研究では、富と人口の変化に対する経済損失の規格化が行われてい

る。これらのアメリカの全国的評価では、長期にわたる損失額の有意な上昇傾向が示されないが、これは2004

年・2005年のハリケーンによる顕著な損害が生ずる前の研究であることには注意が必要である。 

また、資産変動により生ずる変化ならびに大災害の経路にあった財産数と価値により生ずる変化を補正する規

格化を行い、大災害による損害に関する世界的な目録が作成された。世界規模の調査は、1970～2005年にかけ

て、大災害の損害情報が集中的にあり、様々な災害のタイプ、すなわち熱帯低気圧・熱帯外低気圧・雷を伴う嵐・

雹を伴う嵐・山火事・洪水を含み、高緯度から低緯度まで広がる国と地域（オーストラリア・カナダ・ヨーロッ

パ・日本・韓国・アメリカ・カリブ海・中央アメリカ・中国・インド・フィリピン）を対象としており、包括的

である。データ正規化の結果、1970年以降の年間大災害損失額について、年当たり2％増加という、小さいが統

計的に有意なトレンドが示された。ただし、オーストラリアやインドなどの多くの地域について、1970年以降、

正規化された損失額が統計的に有意な減少を示している。上昇トレンドの有意性は2004年・2005年のアメリカ

とカリブ海における損害の影響を受けていること、また特にインドと比較して際立つアメリカの相対的な豊かさ

について考慮する必要があることなど、依然議論の余地がある。 

以上の災害分野（経済的損失）における長期変化傾向に関する研究の現状を考慮すると、研究進展のためには、

災害データの充実（観測空白地域の是正・過去の記録の再整理・小規模災害の記録対象化・記録事項の拡張）に

加えて、その時間・空間的正規化のために必要な人口・経済・資産等の社会・経済データに関する改善も同時に

目指す必要があることがわかる。 
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6.2.4 社会経済的指標 

近年の気候変動に応答した社会経済的指標の観測された変化に関する文献数は少ない。IPCC-AR4-WG2では、

エネルギー需要および観光に関連した事例と、気候トレンドへの地域的適応についてのいくつかの研究が総括さ

れた。 

(1) 建築物のエネルギー需要 

建築物は、全エネルギー利用の相当な部分、一部の先進国では最高で50％を占めており、建築物の設計とエ

ネルギー性能は気候に関連がある。エネルギーと気候に関連する一例は、暑い気象時の冷房である。しかしなが

ら、気温上昇が建物内の冷暖房のためのエネルギー利用にどの程度影響を与えてきたかははっきりしていない。

適応戦略とその実行は、エネルギーコストが強い動機になる。さらに、温度快適性に関して人間は温暖化に適応

するかどうかという問題がある。 

(2) 観光 

気候は観光客による目的地選択の主要因であり、観光客や観光業は、気象と気候の短期変動に敏感である。い

くつかの統計的分析とシミュレーション研究は、気候要因が、経済と政治状況、流行、メディアの注目、環境の

質に次いで、観光客の需要決定要因として関与することを示した。観光・気候システム・環境・社会の間に存在

する相互作用の複雑さゆえに、観光活動に対する気候変動の直接観測された影響を分離することは困難である。

いかなるスケールでもこの関係についての文献はわずかしかない。スイス・オーストリア・アメリカ東部・チリ

では、スキー産業における応答が示されている。 

(3) 地域的適応 

社会が乾燥化や気温上昇などの気候変動にすでに適応していることを示す研究がいくつか存在している。例を

挙げると、アフリカ南部の4地点における近年の気候変化への応答から、人々が長期化した乾季と従来に比べて

確実でなくなった降雨などの気候変化を大いに認識しており、作物の切替えによる短期的対処と植樹などの長期

的適応の両方、そして生計の営利化と多様化を含む集団的および個別的行動によって変化に適応していることが

示された。同時に、適応に着手し支援する際の地方機関や農業組合など社会資本の重要性についても示された。

ウェスタンオーストラリア州では、長期間の干ばつ中における水管理の適応に際して、気候科学が利用されたこ

とが示されている。 

ヨーロッパでもまた、観測された変化に対応して、あるいは予想される変化を見越して、住民が気候変動に適

応しているという証拠が蓄積している。例えば、イギリスでは、より極端な気象現象を想定した洪水管理ガイド

ラインの変更、気候変動管理者の雇用、自然保護および災害計画の変更、気候耐性建築物、様々な作物と樹木の

植え付け、スコットランドでのスキー場からウォーキング施設への転換などを含む、数多くの適応が確認されて

いる。 

 

6.3 影響評価手法開発と影響予測に関わる社会・経済データ 
各部門の温暖化影響について将来の見通しを得るためには、影響評価モデルを準備し、それに気候・非気候因

子の将来変化を与えて将来を予見する「モデルアプローチ」が一般的にとられる。人間社会への影響予測では、

社会・経済データの利用可能性が、モデル開発・改良の観点からも、またモデルを用いた将来予測の観点からも

鍵となる。 

影響評価モデルの開発・改良に際しては、対象影響自体の現在までの推移を示す社会・経済データに加えて、

対象影響の原因となる社会経済的な諸条件に関する推移についても、影響発現のメカニズム理解、モデルの構築

と検証、モデルパラメーターの調整などのために必要となる。人間社会への影響に関しては、（過去の比較的気

候条件の安定した時期にあっては特に）非気候因子が支配的な場合が多く、対策検討に有益な予測情報を提示で

きる影響評価モデルの構築のためには、非気候因子をいかに取り扱うかがポイントとなる。 

一方、影響評価モデルを用いた将来予測の実施に際しては、観測された社会・経済統計との整合性を維持しつ

つ、将来動向に関するシナリオを想定する必要があり、その点においてもやはり社会・経済データの整備が重要

課題である。 

しかしながら、社会・経済データの整備・流通の不足も一因となり、多くの温暖化影響評価が物理・生物学的

な影響の把握にとどまり、その社会的影響を把握する取組みが不足している現状がある。また、評価手法自体は

社会・経済的な因子の変化を考慮できる形で用意されていても、各因子の将来変化に関して裏づけのある想定が

困難なことから、社会・経済的因子について将来にわたり現状不変という非現実的な想定での影響評価を実施す
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る研究も多かった。 

本節では、IPCC-AR4の各章本文（Confalonieri et al., 2007; Easterling et al., 2007; Nicholls et al., 

2007; Wilbanks et al., 2007）を基にして温暖化影響評価の代表的な研究事例を分野別に挙げ、それを踏まえ

て各分野の影響評価をより有用なものにするための社会・経済データの整備について考察する。ただし、便宜的

に分野別に整理しているが、多くの点で分野間の重複・関係があることについては注意が必要である。 

 

6.3.1 農業 

農作物収量の変化に関しては、気温・降水・日射といった気候因子と、施肥効果に関わる大気中CO2濃度に焦

点が当てられがちだが、将来予測のためには管理慣行と技術的変化に関しても同時に考慮できる評価手法が必要

となる。時系列的な収量変化を説明可能な農作物収量の評価手法の確立のためには、収量・農地面積の統計や気

候データに加えて、播種日・収穫日、灌漑、施肥、害虫駆除、病害制御といった管理慣行や、育種、機械化とい

った技術進歩に関わる過去の変遷を示すデータが求められる。この種のデータは、長期間について面的な整備は

十分に行われておらず、また利用可能なデータの地域差も大きい。現存する記録を集中的に整理し、適切な方法

で空間的・時間的な補間・外挿を実施し、長期の面的なデータセットを開発する試みも重要だろう。さらに、将

来予測の実施に際しては、これら諸要素の多くについてシナリオを置くことになるが、非現実的な想定とならな

いように各因子間で整合的なシナリオを用意することが求められる。一部の因子に関しては、状況に合わせて判

断・制御が可能な適応策に相当するが、実施可能な適応策は将来の技術・経済等の社会的な諸条件にも左右され

るため、妥当な適応シナリオの構築が重要となる。 

食料安全保障に関しては、気候変動影響よりも社会・経済発展の影響が支配的であることから、より社会・経

済データにその評価の精度が依存する。具体的には、各国の食料輸入依存度、グローバル化に伴う制度的・経済

的な変革（例：補助金の撤廃、貿易協定）、世界人口増加の鈍化速度、所得変化、都市化、所得構成における農

業シェアの変化、食料需要量に関わる消費パターンの変化、技術の普及速度、備蓄政策、食料援助政策などに左

右される。これらの因子に関して現実的なモデルでの取扱いと将来想定を実現するためには、関連する過去の社

会・経済データの系統的整備と、整合性を有した将来シナリオの開発が重要課題となる。 

 

6.3.2 人の健康 

様々な気候シナリオと社会経済シナリオの下で気候変動が人間健康に及ぼす影響を予測する、気候－健康影響

モデルの開発が進んできている。ただしモデル開発・影響予測は、疫学的証拠が十分得られているいくつかの感

染症、異常高温、大気汚染に限られており、各々に異なるアプローチがとられている。 

例えば、マラリアとデング熱の場合、一般に分布可能域の変化が地図の形で示される。モデルの多くは媒介動

物や寄生虫の成長への気候制約に基づき構築されているが、人口予測等の非気候因子を考慮する場合もある。表

6-3は気候変動がマラリア、デング熱、その他感染症の発生率と地理的分布範囲に及ぼす影響を予測した研究を

まとめている。排出量シナリオに関する特別報告（SRES）に対応した気候シナリオを利用したモデル研究がいく

つかあるが、人口シナリオを利用したものはほとんどなく、経済シナリオを組み込んだものは1つもない。適応

能力に関する十分な想定を組み込んだ研究はほとんど存在しない。人間の罹患と死亡に影響を及ぼす気候以外の

要因のトレンドについて不確実性があるため、媒介動物の地理的分布範囲の変化予測の確信度は、疾病発生率の

変化予測の確信度よりも高いものとなる。疾病発生率の検討のためには、人口・土地利用分布のみならず、監視

プログラム・保健医療サービス等の疾病対策措置に関する情報も整備・活用してメカニズム理解とモデル改良を

進める必要がある。 

熱波が人間健康に及ぼす影響についても多くの予測研究が行われている。表6-4は気候変化が暑熱と寒気に関

連した死亡率に及ぼす影響の予測をまとめている。先進国以外では熱ストレスが死亡率に及ぼす影響についての

情報は不足している。暑熱に関連した罹患率と死亡率は上昇すると予測されている。モデルに順応・適応に関す

る想定が組み込まれている場合、気候変動に起因する暑熱に関連した死亡率負担の推定値は減少するが、完全に

はなくならない。ほかの因子と整合的な順応・適応に関する想定を用意する必要がある。なお、高齢者人口の増

加によりリスクにさらされる人口の比率は今後上昇するものと見込まれている。リスクにさらされる人口、集団

の年齢構成、居住密度はどの予測でも重要な変数である。特に高齢者は若い年齢群に比べて熱波・暴風雨・洪水

などの極端な気象に起因する傷害に対してより脆弱であるため、特に高齢化の速度は重要な変数である。また、

屋外労働者に高い死亡率が見られるとの知見を踏まえると、産業構造や労働環境の変化なども重要な社会経済的
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な因子と言える。 

メタン・一酸化炭素・窒素酸化物（NOX）の排出量増加により、地表面オゾンのバックグランドレベルは工業

化以前に比べて上昇してきた。このトレンドは今後50年にわたり継続すると予想されている。ヨーロッパ・北

アメリカに関して、地表面オゾン濃度の変化が将来の排出および気象パターンのシナリオによって予測されてき

た。これらの大気汚染物質の将来排出は不確かであり、人口増加、経済開発、規制措置、エネルギー利用につい

ての想定に左右される。表6-5は予測されるオゾン濃度に現在の曝露－死亡関係を適用することで得られた将来

的な罹患率と死亡率の予測をまとめている。中・低所得の都市に関しては住民の汚染負担はより大きいにも関わ

らず、予測はない。 

 

6.3.3 沿岸システム 

20世紀を通じて、人間活動が沿岸地帯に与えた直接的影響は、観測された気候変動に直接起因した影響より

はるかに大きい。人為の直接的影響には、沿岸湿地の乾燥化、森林伐採と開拓、下水・肥料・汚染物質の沿岸水

域への排出、砂の採掘、水産、侵入生物種の導入、護岸設備やその他の構造物の建設などが含まれる。さらに、

ダム、水路、沿岸水路の迂回路などの構造物の建設は、循環パターンを変化させるとともに、淡水、土砂、そし

て栄養塩の供給を変化させてきた。養浜などの軽度な工学的解決策を講じた場合でも、自然システムは直接的あ

るいは間接的に変化してしまうことが多い。沿岸域への生態系サービスも、人間活動によって乱されることが少

なくない。例えば、熱帯地域や亜熱帯地域のマングローブ林と温帯地域の塩性湿地は、栄養塩を蓄積・変換し、

波と暴風雨を減衰させ、土砂を保持し、豊かな生態系のコミュニティを支えているが、それらは、農業、産業・

都市開発、水産養殖業のための生態系の大規模な変換によって減少している。沿岸域における局所的な開発に加

えて、河川上流域での土地利用の変化、とりわけ森林伐採と水理的な改造は、下流に影響を与えてきた。 

以上を考慮すると、沿岸システムにおける影響予測の高度化を目指すには、気候・海水位の変化のみならず、

沿岸周辺および上流陸域での非気候の人為的因子についても同時に捉える必要があることは明らかであり、その

ための社会・経済データの整備が求められる。 

表6-6には、自然要因と社会的要因の組合せによって出現する脆弱性の主要なホットスポットがまとめられて

いる。気候変動が沿岸域に及ぼす影響は人為的な圧力の増大によっていっそう悪化する。沿岸域の利用は20世

紀中に劇的に増加したが、この傾向が21世紀も続くことはほぼ確実である。沿岸域でリスクにさらされている

人々と資産は増加しており、沿岸域への土砂の供給を減らすダムを含む、集水域における土地利用と水文学的変

化によって、追加的なストレスを受けている。人口の多いデルタ（特にアジアのメガデルタ）、低平な沿岸都市

地域、および環礁は、沿岸域の脆弱性に関する主要な社会的ホットスポットであり、自然システムへのストレス

が人間の低い適応能力および高い曝露と重なる場所にある。地域的には、南アジア、東南アジア、東アジア、ア

フリカ、小島嶼が最も脆弱である。 

高潮による沿岸洪水に関しては全球を対象地域とした予測研究が実施されている。同研究では、将来の海面上

昇量に加え、人口分布変化、経済発展に関連づけた防護水準の向上などの社会・経済的な因子についてもシナリ

オとして考慮している。表6-7は将来の適応について仮定した、高潮による沿岸洪水の推定を示している。それ

によると、アジアとアフリカが最も大きな影響を受けることになる。海面上昇がなければ、沿岸洪水は減少する

と予測されている。一方、海面上昇があると、特にA2シナリオ下では、沿岸洪水の問題は2080年代までに増大

する。 

政策分析のために、各国沿岸の社会・経済的なシナリオが、気候変動シナリオと関連づけて開発されている。

洪水・沿岸防護の見通し（イギリス）、ナショナルアセスメント（アメリカ）が例として挙げられる。しかし、

沿岸地域の社会経済的なシナリオは、気候や海面上昇のシナリオに比べると未発達であると言える。予測研究の

共通基盤として地域固有の特性を記述したシナリオの整備が望まれる。 
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表6-3 気候変動がマラリア、デング熱、その他の感染症に及ぼす影響の予測（Confalonieri et al., 2007）。 

 

健康へ

の 

影響 

測定基準 モデル 

気候シ

ナリオ

と 

時間区

分 

気温上昇と

基準 

人口予測

とその他

の仮定 

主な結果 
参考文

献 

マラリ

ア、 

全球と

地域 

気候条件

がマラリ

アの流行

に適した

地域にお

けるリス

クに曝さ

れる人数 

熱帯熱マラ

リアに関し

て、実験室デ

ータとフィ

ールドデー

タから構築

された生物

学的モデル、 

HadCM3。

SRES 

A1FI, 

A2, B1シ

ナリオ

で実験。

時間区

分は

2020年

代、2050

年代、

2080年

代 

 

 SRES人口

シナリ

オ；現在

のマラリ

ア対策の

状況が適

応能力の

指標とし

て用いら

れた 

流行期間が1ヶ月を超える

場合のリスクに曝される

人口増加の推定値は、気候

と人口増加が組み込まれ

ている場合、2億2,000万超

（A1FI）から4億超（A2）。

年間継続3ヶ月以上の流行

リスクを考慮すると、全球

の推定値は大幅に低下し、

A2シナリオとB1シナリオ

では全球のリスクに曝さ

れる人口は正味マイナス

になる。 

Van 

Liesho

ut et 

al., 

2004 

マラリ

ア、 

アフリ

カ 

定常的な

熱帯熱マ

ラリア

〈の流

行〉のリ

スクに曝

されてい

る人月 

定常的な熱

帯熱マラリ

ア〈の流行〉

の気候適合

性について

の

MARA/ARMAa

モデル 

HadCM3。

SRES 

A1FI, 

A2a, B1

シナリ

オで実

験。時間

区分は

2020年

代、2050

年代、

2080年

代 

2020年代に

1.1～

1.3℃； 

2050年代に

1.9～

3.0℃； 

2080年代に

2.6～5.3℃ 

1995年の

人口に基

づく推定

値 

全てのシナリオに跨る曝

露の人月は、5から7％の

（主に高地への）分布の拡

大など、2100年までに16

～28％増大するが、緯度範

囲の拡大は限られる。流行

の気候閾値に近い地域が

広い国はすべてのシナリ

オにおいて大きく増大し

得る。 

Tanser 

et al., 

2003 

マラリ

ア、 

アフリ

カ 

定常的な

熱帯熱マ

ラリア

〈の流

行〉に関

する気候

適合性地

図 

定常的な熱

帯熱マラリ

ア〈の流行〉

の気候適合

性について

の

MARA/ARMAa

モデル 

排出が

中・高程

度の

HadCM2

のアン

サンブ

ル平均。

時間区

分は

2020年

代、2050

年代、

2080年

代 

 気候要因

のみ（月

間平均気

温と月間

最低気温

及び月間

降雨量） 

南東アフリカでは2020年

代に流行が減少する。2050

年代と2080年代までに、高

原と高地で局地的に増加

し、サハラと南中アフリカ

周辺では減少する。 

Thomas 

et al., 

2004 
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マラリ

ア、 

ジンバ

ブエ、 

アフリ

カ 

流行の気

候適合性 

定常的な熱

帯熱マラリ

ア〈の流行〉

の気候適合

性について

の

MARA/ARMAa

モデル 

COSMIC

からの

16の気

候予測。

1.4℃と

4.5℃の

気候感

度；2100

年のCO2

等価換

算

350ppm

と

750ppm 

 なし 高地で流行の適合性が高

まる。低地と降雨量の少な

い地域では、気候感度、排

出シナリオ、GCMに応じて

変化にばらつきがある。 

Ebi et 

al., 

2005 

マラリ

ア、 

ブリテ

ン島 

マラリア

流行の確

率 

歴史的分布、

土地の被覆、

農業要因、気

候決定要因

に基づく、統

計的多変量

回帰 

2050年

代に平

均気温

が1～

2.5℃の

上昇 

1～2.5℃の

平均気温上

昇 

なし。土

地被覆と

農業要因

は変化な

し。 

局地的なマラリア流行リ

スクは8～15％上昇する；

土着マラリアが再定着す

るであろう可能性がかな

り低い。 

Kuhn et 

al., 

2002 

マラリ

ア、 

ポルト

ガル 

疾病の流

行に適し

た気温の

年間日数

の割合 

公表された

閾値に基づ

く流行リス

ク 

2040年

代に関

しては

PROMES。

2090年

代に関

しては

HadRM2。

2040年代は

1981－1990

年より

3.3℃、2090

年代は2006

－2036年よ

り5.8℃平

均年間気温

が上昇。 

媒介動物

の分布及

び／又は

移入に関

するいく

つかの仮

定 

マラリア媒介蚊の生存に

適した日数は大幅に増加

する。ただし、感染した媒

介蚊がいない場合には、三

日熱マラリアによる流行

リスクは非常に低く、熱帯

熱マラリアによる流行リ

スクはごくわずかである。

Casimi

ro and 

Calhei

ros, 

2002 

マラリ

ア、 

オース

トラリ

ア 

媒介動物

の生存に

適した／

適してい

ない地理

的地域 

主なマラリ

ア媒介蚊の

現在の分布、

相対的量、生

物季節に基

づく経験

的・統計的モ

デル

（CLIMEX） 

CSIROMk

2と

ECHAM4。

SRES 

排出シ

ナリオ

B1, 

A1B, 

A1FIで

実験。時

間区分

は2020

年、2050

年 

1990年と比

較して年間

平均気温が

2030年代に

は0.4℃～

2.0℃。2070

年代には

1.0℃～

6.0℃上昇

（CSIRO） 

適応能力

を想定；

オースト

ラリアの

人口予測

を利用 

「マラリア受容区域」は南

に拡大し、2050年までに一

部の地方都市が含まれる。

再移入の絶対的リスクは

非常に低い。 

McMich

ael et 

al., 

2003b 

aThe Mapping Malaria Risk in Africa/Atlas du Risque de la Malaria en Afrique Project（アフリカにおけ

るマラリアリスク地図プロジェクト） 
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健康

への

影響 

測定基準 モデル 

気候シナリ

オと 

時間区分 

気温上昇

と基準 

人口予

測とそ

の他の

仮定 

主な結果 参考文献 

マラ

リア、

イン

ド、全

州 

熱帯熱マラリ

アと三日熱マ

ラリアの流行

に対する気候

適合性 

気温とマ

ラリア症

例数との

観測され

た関連性

に基づく

流行至適

期間 

HadRM2。排出

シナリオ

IS92aで実

験。 

現在の気

候より2～

4℃上昇 

なし 2050年代までに、地理

的分布範囲は中央地

域から南西と北部の

州に移動すると予測

される。流行期間の長

さは、北部と西部の州

では長くなり、南部の

州では短くなる可能

性が高い。 

Bhattacharya 

et al., 2006

デン

グ熱、

全球 

リスクに曝さ

れる人口 

蒸気圧に

基づく統

計モデ

ル。リス

クに曝さ

れる基準

人口は15

億人。 

ECHAM4、

HadCM2、

CCSR/NIES、

CGCMA2、

CGCMA1。排出

シナリオ

IS92aで実験

 特定地

域予測

に基づ

く人口

増加 

人口増加と気候変動

の両方が起きる場合、

2085年までに全球の

リスクに曝される人

口は50億から60億人

になる。気候変動のみ

が起きる場合には35

億人になる。 

Hales et al., 

2002 

デン

グ熱、

ニュ

ージ

ーラ

ンド 

媒介蚊「ホッ

トスポット」

地図；現在ニ

ュージーラン

ドにデング熱

はない 

降雨と気

温に基づ

く閾値モ

デル 

DARLAM GCM。

排出シナリ

オA2及びB2

で実験。時間

区分2050年、

2010年 

 なし 現在の気候下で一部

の地域でデング熱の

急激な発生の潜在リ

スクがある。気候変動

により、より多くの地

域でデング熱のリス

クが増大すると予測

される。 

De Wet et 

al., 2001 

デン

グ熱、

オー

スト

ラリ

ア 

デング熱の流

行に適した気

候の地域地図 

経験モデ

ル（Hales 

et al., 

2002） 

CSIROMk2、

ECHAM4、

GFDL。高排出

シナリオ

（A2）、低排

出シナリオ

（B2）、2100

年に450ppm

で安定化の

シナリオで

実験 

1961-1990

年より全

球の平均

気温が1.8

～2.8℃上

昇 

なし 気候が適した地域が

南に拡大する；適した

地域の大きさはシナ

リオにより異なる。高

排出シナリオでは、南

はシドニーまで気候

が適した地域となり

得る。 

Woodruff et 

al., 2005 

ライ

ム病、

カナ

ダ 

ライム病を媒

介する鹿ダニ

（Ixodes 

scapularis）

の地理的分布

範囲と存在数 

観測され

た関係に

基づく統

計モデ

ル；ダニ

存在数モ

デル 

CGCM2と

HADCM2。排出

シナリオ

SRES A2とB2

で実験。時間

区分2020年

代、2050年

代、2080年代

 なし 両方のシナリオで

2020年代までに北に

ほぼ200キロ拡大し、

A2で2080年代までに

ほぼ1000キロ拡大す

る。A2シナリオの下で

は、ダニの存在数は

2020年代までに30～

Ogden et at., 

2006 
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100％増加し、20280年

代までに2～4倍にな

る。季節性が変化す

る。 

ダニ

媒介

性脳

炎、ヨ

ーロ

ッパ 

地理的分布範

囲 

現在の分

布に基づ

く統計モ

デル 

HadCM2。小程

度、中の小程

度、中の大程

度及び大程

度（それ以上

は定められ

ていない）で

実験。時間区

分2020年代、

2050年代、

2080年代 

程度が大

きいシナ

リオ下で

2050年代

に平均気

温が

3.45℃上

昇、基準は

定められ

ていない 

なし 小程度から大程度ま

での気候変動で、ダニ

媒介性脳炎の分布範

囲は現在よりもさら

に北東に広がる。西方

には南スカンディナ

ビアまでのみの移動。

小程度シナリオと中

の小程度シナリオの

場合のみ、ダニ媒介性

脳炎は2050年代まで

中央ヨーロッパと東

ヨーロッパに留まる。 

Randolph and 

Rogers, 2000

下痢

性疾

患、全

球、世

界の

14の

地域 

下痢性疾患の

発生（死亡） 

年平均気

温、給

水・衛生

設備の範

囲、一人

当たり

GDPを含

む、分野

横断的研

究による

統計モデ

ル 

排出シナリ

オSRES A1B、

A2、B1、B2。

時間区分

2025年、2055

年 

 SRES人

口増加

結果は地域とシナリ

オにより異なる。一般

に、下痢性疾患は気温

上昇と共に増加する。 

Hijoka et 

al., 2002 
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健康へ

の影響 
測定基準 モデル 

気候シナ

リオと 

時間区分 

気温上昇

と基準 

人口予測

とその他

の仮定 

主な結果 参考文献 

下痢性

疾患、

アボリ

ジニ・

コミュ

ニテ

ィ、中

央オー

ストラ

リア

（アリ

ス・ス

プリン

グス） 

10歳未満

の子ども

の入院 

公表され

た研究に

基づく曝

露・反応関

係 

CSIROMk2

とECHAM4。

排出シナ

リオSRES 

B1、A1B、

A1FIで実

験。時間区

分2020年、

2050年 

1990年と

比較して

年間平均

気温が

2030年代

には0.4℃

から

2.0℃、

2070年代

には1.0℃

から6.0℃

上昇

（CSIRO）

なし 基準と比較して、2020

年までには顕著な増加

はなく、2050年までの

年間増加率は5～18％。 

McMichael 

et al. 

2003b 

食中

毒、イ

ングラ

ントと

ウェー

ルズ 

食中毒の

届け出件

数（不特

定） 

観測され

た気温と

の関係に

基づく統

計モデル 

UKCIPシナ

リオ。2020

年代、2050

年代、2080

年代 

1961-1990

年の基準

より2020

年代には

0.57～

1.38℃、

2050年代

には0.89

～2.44℃、

2080年代

には1.13

～3.47℃

気温が上

昇 

なし 食中毒の届け出件数は

気温が1℃上昇すると

約4,000件、2℃上昇す

ると約9,000件、3℃上

昇すると約14,000件絶

対数が増加する。 

Department 

of Health 

and Expert 

Group on 

Climate 

Change and 

Hearth in 

the UK, 

2001s 
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表6-4 気候変動が暑熱と寒気に関連した死亡率に及ぼす影響の予測（Confalonieri et al., 2007）。 

 

場所 健康への影

響 

モデル 気候シナリ

オ、 

時間区分 

気温上昇と基

準 

人口予測

とその他

の仮定 

主な結果 参

考

文

献 

英国 

 

暑熱と寒気

に関連した

死亡率 

観測さ

れた死

亡率か

ら導か

れた経

験・統計

モデル 

UKCIPシナリ

オ。時間区分

2020年代、

2050年代、

2080年代 

1961～1990年

の基準より

2020年代には

0.57 ～

1.38℃、2050

年代には0.89

～ 2.44 ℃、

2080年代には

1.13～3.47℃

上昇 

人 口 は

1996年レ

ベルを維

持。いか

なる順応

も仮定さ

れていな

い。 

中の高シナリオのもとでは暑熱

に関連した年間死亡者は1990年

代の798人から2050年には2,793

人、2080年代には3,519人に増加

する。中の高シナリオのもとで

は寒気に関連した年間死亡者は

1990年代の80,313人から2050年

代には60,021人、2080年代には

51,243人に減少する。 

Dona

ldso

n et 

al., 

2001

ドイツ、バー

デンビュル

デンベルグ 

暑熱と寒気

に関連した

死亡率 

適応の

概念モ

デルと

組み合

わせた

熱・生理

学的モ

デル 

ECHAM4-OPYC

3。排出シナ

リ オ SRES

A1Bで実験。

1951～2001

年と比較し

た 2001 ～

2055年 

 人口増加

と高齢化

および短

期的な適

応と順応

暑熱に関連した死亡率の約20％

上昇。この上昇は寒気に関連し

た死亡率の減少によって相殺さ

れない可能性が高い。 

Kopp

e, 

2005

リスボン、ポ

ルトガル 

暑熱に関連

した死亡率 

観測さ

れた夏

季の死

亡率か

ら導か

れた経

験的・統

計的モ

デル 

PROMESおよ

びHadRM2。

2020年代、

2050年代、

2080年代 

1968～1998年

の基準より

2020年代には

1.4～1.8℃、

2050年代には

2.8～3.5℃、

2080年代には

5.6～7.1℃上

昇 

SRES人口

シ ナ リ

オ。ある

程度の順

応 を 仮

定。 

暑熱に関連した死亡率が基準の

100,000人当たり5.4～6人／10

万人から2020年代までに5.8～

15.1人／10万人、2050年代まで

に7.3～35.9人／10万人、2080

年代までに19.5～248.4人／10

万人に増加 

Dess

ai, 

2003

アメリカの

カリフォル

ニアの4都市

（ロサンゼ

ルス、サクラ

メント、フレ

ズノ、シャス

タダム） 

熱波の年間

日数、熱波シ

ーズンの長

さ、暑熱に関

連した死亡

率 

観測さ

れた夏

季の死

亡率か

ら導か

れた経

験的・統

計的モ

デル 

PCM と

HadCM3。排出

シ ナ リ オ

SRES B1およ

びA1FIで実

験。2030年

代、2080年代

1961～1990年

の基準より

2030年代には

1.35～2.0℃、

2080年代には

2.3～5.8℃上

昇 

SRES人口

シ ナ リ

オ。ある

程度の適

応 を 仮

定。 

熱波条件として分類された年間

日数の増加。2080年代までにロ

サンゼルスで、熱波日数はB1の

もとでは4倍、A1FIのもとでは8

倍に増加する。ロサンゼルスの

暑熱に関連した年間死亡者は

1990年代の約165人から、シナリ

オに応じて319から1,182人に増

加する。 

Hayh

oe, 

2004

オーストラ

リアの主要

な都市（アデ

レード、ブリ

スベーン、キ

ャンベラ、ダ

ーウィン、ホ

バート、メル

ボルン、パー

ス、シドニ

ー） 

65歳以上の

暑熱に関連

した死亡率 

観測さ

れた日

死亡率

から導

かれた

経 験

的・統計

的モデ

ル 

CSIROMk2 、

ECHAM4 、

HADCM2。排出

シ ナ リ オ

SRES A2およ

びB2と2100

年に450ppm

で安定化の

シナリオで

実験。 

主要な都市の

年間最高気温

が1961～1990

年の基準より

0.8～5.5℃上

昇 

人口の増

加と人口

の 高 齢

化。順応

はなし。

すべての都市で気温に起因する

死亡率が現在の気候のもとでの

82人／10万人から2100年には

246人／10万人に増加；GHG緩和

政策が実施されると死亡率は低

下する。 

McMi

chae

l et 

al., 

2003

b 
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表6-5 気候変動がオゾンに関連した健康に及ぼす影響の予測（Confalonieri et al., 2007）。 

 

場所 健 康へ

の影響 

モデル 気候シナリオ、

時間区分 

気温上昇と

基準 

人口予測とそ

の他の仮定 

主な結果 参 考

文献 

ニュー

ヨーク

都市部、

アメリ

カ 

郡 ご と

の オ ゾ

ン に 関

連 し た

死亡 

公表された疫学文献か

らの濃度応答関数、

CMAQ(Community 

Multiscale Air 

Quality Model)による

格子に区切られたオゾ

ン濃度 

SRES A2排出シ

ナリオで実行し

たGISS MM5を

用いてダウンス

ケール。時間区

分2050年代 

1990年代と

比 較 し て

2050年代に

は 1.6 ～

3.2℃上昇 

人口と年齢構

造は2000年の

ままで維持さ

れる。アメリカ

環境保護庁

（ USEPA ）の

1996年の国別

排出目録から

変化がなく、

2050年代まで

にNOxと揮発性

有機化合物が

一貫して増加

するA2シナリ

オを仮定。 

A2気候のみ：

オゾンに関連

した死亡の

4.5％の増加。

すべての郡で

オゾンが上

昇。A2気候お

よび前駆物

質；オゾンに

関連した死亡

の4.4％の上

昇。（NOx相互

作用によりい

ずれの場所で

もオゾンは上

昇しない。） 

Knowl

ton et 

al.,2

004 

50都市、

アメリ

カ東部 

オ ゾ ン

に 関 連

し た入

院と 死

亡 

公表された疫学文献か

らの濃度影響関数、

CMAQによる格子に区切

られたオゾン濃度 

SRES A2排出シ

ナリオで実行し

たGISS MM5を

用いてダウンス

ケール。2050年

代 

1990年代と

比 較 し て

2050年代に

は 1.6 ～

3.2℃上昇 

人口と年齢構

造は2000年の

ままで維持さ

れる。USEPAの

1996年の国別

排出目録から

変化がなく、

2050年代まで

にNOxと揮発性

有機化合物が

一貫して増加

するA2シナリ

オを仮定。 

すべての都市

で最大オゾン

濃度が上昇

し、現在濃度

がより高い都

市において、

最も大きく上

昇する。8時間

規制値を超え

るひと夏の平

均日数の増加

は、事故以外

の死亡率を

0.11～0.27%

上昇させ、心

血管系疾患に

よる死亡率を

平均0.31%上

昇させる。 

Bell 

et 

al., 

2007 

イング

ランド

とウェ

ールズ 

超過日

数（オゾ

ン、微粒

子、NOx） 

高汚染物質の日に関す

る気象上の要因に基づ

いた統計的モデル（気

温、風速） 

UKCIPシナリオ。

2020年代、2050

年代、2080年代

1961 ～ 1990

年の基準と

比 較 し て

2020年代に

は 0.57 ～

1.38℃、2050

年 代 に は

0.89 ～

2.44℃、2080

年 代 に は

1.13 ～

3.47℃上昇 

排出は変わら

ない。 

期間全体を通

して、高微粒

子、高SO
2の日

が大幅に減少

する。オゾン

を除くその他

の汚染物質は

わずかに減少

する。オゾン

は上昇するか

もしれない。

Ander

son et 

al., 

2001 
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表6-6 沿岸地帯における社会的脆弱性の主要なホットスポット（Nicholls et al., 2007）。 

 

制御因子 本章における事例 

適応に対する（経済的、制度的、環境的、技術的など

の）重大な障害が存在する沿岸地域 

ベニス、アジアのメガデルタ、環礁と小さな島々、ニ

ューオリンズ 

地盤沈下や自然の防護物の減少などの、自然および人

間による複合的ストレスにさらされている沿岸地域 

ミシシッピ、ナイルとアジアのメガデルタ、オランダ、

地中海地域、モルディヴ 

気温上昇による悪影響を既に受けている沿岸地域 サンゴ礁、北極地方の海岸（アメリカ、カナダ、ロシ

ア）、南極半島 

氾濫原の人口がきわめて多く、高潮の重大な危険にさ

らされている沿岸地域 

ベンガル湾、メキシコ湾／カリブ海地域、ラプラタ／

パラナ川デルタ、北海 

気候変動によって淡水資源が減少する可能性が高い沿

岸地域 

西アフリカ、西オーストラリア、環礁と小島嶼 

観光に大きな悪影響が発生する可能性が高い、経済が

観光に依存している沿岸地域 

カリブ海地域、地中海地域、フロリダ、タイ、モルデ

ィヴ 

内陸での移動範囲が制限されている、感度が高い沿岸

システム 

多くの発達した河口沿岸域、海抜の低い小島嶼、バン

グラデシュ 

 

 

6.3.4 産業・居住・社会 

気候変動が産業、居住、社会にどのように影響し得るかを予測する能力は、比較的小さい地理的スケールでの

気候変動自体の不確実性と、非気候の人間システムの変化傾向の不確実性により制限されている。技術進歩や制

度変化といった社会経済的要因についての不確実性が大きいために、気候変動の大小に応じた影響の違いについ

て検討比較できない場合すらある。従って、特に長期的予測を行う場合には、時間発展する社会経済システムに

気候変動が及ぼす影響の予測ではなく、気候変動影響に対する脆弱性に焦点を合わせることが多い。表6-8では、

産業・居住・社会の主要な脆弱性がまとめられている。人口密度、土地利用、洪水防護、制度的能力、排水イン

フラ、給水システム、水資源競合、エネルギー需要、沿岸開発などが脆弱性に関わる社会・経済的なプロセス・

ストレスとして取り扱われており、将来予測の改善のためにはそれら因子に関するデータ・シナリオを改善する

ことが求められることがわかる。 
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表6-7 海面上昇による沿岸洪水の犠牲者の年平均人数の推定（単位は百万人）。熱帯低気圧の強度と徐々に進

歩させていく防護には変化がないと仮定**。Base ＝海面上昇なしのベースライン、aSLR ＝海面上昇に

よる追加の影響（Nicholls et al., 2007）。 

 

地

域 

ケ

｜

ス 

年代、SRESの社会経済シナリオ（および海面上昇のシナリオ（m）） 

2020年代 2050年代 2080年代 
A1FI 

(0.05) 

A2 

(0.05)

B1 

(0.05) 

B2 

(0.06)

A1FI 

(0.16)

A2 

(0.14)

B1 

(0.13)

B2 

(0.14)

A1FI 

(0.34) 

A2 

(0.28) 

B1 

(0.22)

B2 

(0.25)

オ

｜

ス

ト

ラ

リ

ア 

Base 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

aSLR 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ヨ

｜

ロ

ッ

パ 

Base 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

aSLR 

0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 

ア

ジ

ア 

Base 9/12 14/20 12/17 9/13 0 15/24 2 1/2 0 11/18 0 0/1 

aSLR 
0 0 0 0 0 1/2 0 0 1 4/7 0 0/1 

北

米 

Base 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

aSLR 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ラ

テ

ン

ア

メ

リ

カ 

Base 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

aSLR 

0 0 0 0 0 0 0 0 1 0/1 0 0 

ア

フ

リ

カ 

Base 1 2/4 1 3/4 0 1/2 0 1/2 0 0/1 0 0 

aSLR 

0 0 0 0 0 1 0 0/1 2/5 4/7 1 2/4 

世

界

合

計 

Base 10/14 17/24 13/18 12/17 0/1 16/26 2 3/4 0 11/19 0 1 

aSLR 

0 0 0 0 0 2/3 0 0/1 6/10 9/15 2/3 3/5 

**防護の水準は一人当たりのGDPの増加とともに改善する。しかし、海面上昇については追加的な適応はない。 
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6.4 温暖化影響検出・予測に関わる社会経済データの整備・共有 
地球温暖化観測推進ワーキンググループ報告書第1号（以下、WG報告書第1号）では、社会経済データに関

して、データ標準化と流通促進の観点に重点を置いて現状把握が行われ、緊急に取り組むべき課題の提言が行わ

れた。その一環として、各国国情を表すデータ、エネルギー使用量・温室効果ガス排出量データ、土地利用・土

地被覆データ、温室効果ガス排出将来シナリオ、影響被害・対策のコスト情報について、情報源情報の整理が行

われた。また、それらの社会経済データの収集と配布に関する国際的拠点・動向に関する情報整理も実施され（表

6-9：WG報告書第1号からの再掲）、現状把握に基づき情報源情報の収集促進の方法と課題が提示された。さら

に、データ整備の中の重点的課題として、特にデータ統合化・デジタル化（可視化含む）と、途上国におけるデ

ータ利用の能力開発に関して、現状整理と課題の提示が行われた。 

W報告書第1号以降に社会・経済データの標準化・流通促進に関連して大きな状況変化は生じていないとの認

識から、WG報告書第1号と同様の観点での情報源情報の網羅的整理を再度行うことはせず、6.4では6.2、6.3

での検討をふまえた影響検出・予測に関わる社会・経済データの整備について課題を整理する。WG 報告書第 1

号以降の新たな個別の動向については、その中で紹介するにとどめる。 

 

6.4.1 社会・経済データの広域整備と空間情報化 

人間社会への影響に関して、広域を対象とした包括的分析を実施し、その結果に基づいて特に脆弱な地域・分

野を特定するような用途のためには、人口分布データについて典型的に実施されているように、広域をカバーし

た空間・地理情報としてデータが整備・提供されることが望ましい。気候情報や土壌情報などの自然科学的なデ

ータに関しては、衛星観測データと地上観測データの組合せによって広域の比較的均質なデータの利用度が高ま

りつつある。人間社会への影響を分析する場合、自然科学的データと社会・経済データを統合・連関させる必要

があり、社会・経済データについても空間・地理情報化されることで、分析に大幅な改善が見込まれる。 

取組みの事例としては、国連をはじめとした国際機関や各国公的機関が整備する国別もしくは、より空間詳細

な統計情報の包括的整備を典型例として挙げることができる。行政境界コードの標準化など、地理情報システム

を効果的に利用可能な形でデジタルデータとして整備・提供する流れが出来上がりつつある。また、研究レベル

でも新たな取組みが進められつつある。例えば、エール大学のG-ECONプロジェクト56では、様々なスケールの経

済統計を整備・按分することで、1度×1度のメッシュごとの総生産（Gross Cell Product）を整備し、提供し

ている。 

災害に関する長期・広域のデータベースの整備も進展めざましい。災害記録に関しては、25,000件を超す災

害について記録するMunich Re社のNatCatSERVICE（企業の独占情報であり一般には公開されていない）がよく

知られているが、公的機関が整備する無償公開の災害記録データベースも存在している（表6-10）。各データベ

ースが記録する数値については、収録された災害記録の種類やデータ処理の違いなどのために、無視できない差

異があることについては注意が必要である。 

将来の社会・経済シナリオに関しても、広域の空間情報を開発・共有する動きがある。典型的には、IPCC-SRES

シナリオが示す複数の将来発展経路に関して、現状データの空間分布等を用いて按分する便宜的なものであり、

その手法は発展途上といえるが、例えば人口分布や総生産分布などについては、6.3でも見たように各分野の影

響評価研究が共通して必要とする情報であり、開発されたデータの共有が進んでいる状況と理解できる（6.4.3）。

なお、IPCC第5次評価報告書（IPCC-AR5）に集約される研究での統一的前提として利用すべくSRESシナリオの

後継となる「新シナリオ」開発も進められている（6.4.3）。そこでも、気候予測での利用を直近の目的として空

間詳細なGHG排出データ・土地利用データ等の開発が行われているが、これはIPCC-AR5に向けて影響予測・適

応評価研究での将来想定としても用いられるものと予想される。 

さらに、人間社会への影響予測研究では、自然環境への影響の予測情報が外力シナリオとして取り扱われる場

合もある。その種の高次の加工情報に関して、従来は研究論文等で地域集計された情報として示されるにとどま

っていたものが、空間・地理情報として提供できるように、収集・整備する取組みが新たに行われつつある。例

えば、Resource for the Future（アメリカ）において実施されているThe Global Adaptation Atlas 57では、

脆弱性・温暖化影響評価結果の空間的情報の集約・共有に取り組んでいる。 

                                            
56 http://gecon.yale.edu/（参照日：2010/02/16） 
57 http://www.rff.org/NEWS/CLIMATEADAPTATION/Pages/international_home.aspx（参照日：2010/02/16） 
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6.4.2 地域固有の情報の整備・流通 

人間社会への影響は、地域固有の社会・経済条件に大きく左右される。それゆえ、影響の詳細な分析とそれに

基づく適応策検討のためには、広域について面的に整備された人口・資産分布・土地利用などの社会・経済デー

タに加えて、その他の地域固有の諸条件に関する情報が求められる。 

地域固有の情報には、他地点との比較が容易に可能な定量的情報に限らず、例えば地域住民の過去の災害経験

や伝統的対策の有無といった定性的情報も含まれる。適応策検討に関連しては、各地域での関係者会合等の記録

や、地域行政計画といったものまで、有効に活用すべき情報とみなされる場合もあろう。 

人口・資産などの定型的なデータに関しては、その収集・整理のフォーマットは自明であるが、上述のような

定性的情報に関しては統一的・画一的なフォーマットの提案は困難であり、またデータの品質管理にも困難が伴

う。それゆえ、既存の情報に関してもデジタル化されずに分散している傾向がある。しかし、地域固有の情報・

経験を地域内で埋もれさせず、各地域間で共有しながらリスク評価・管理を進めていく必要があり、さらに工夫

を重ねる必要があろう。 

なお、前述の新シナリオ（6.4.3参照）の開発計画でも、地域的なボトムアップシナリオの開発・共有が視野

に入っている。現在までのところ、地域シナリオ開発の動きは活発であるとは言い難いが、開発されたデータプ

ロダクトについて情報共有できる場があることで、プロダクトの品質向上にもつながり、また開発の動きが活発

化することが期待できる。 
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表6-8 気候変動が産業、居住、社会に及ぼす現在の影響および将来予測される影響の例と、それらの影響とほ

かのプロセスとの相互作用の例（Wilbanks et al., 2007）。 

 

気候変動

がもたら

す現象 

現在の影響／脆弱性の証拠 その他のプロセス

／ストレス 

将来予測される影響／脆弱

性 

影響を受ける地域、

集団 

a）極端現象の変化 

熱帯低気

圧、高潮 

洪水と風による犠牲者と損害；経

済損失：輸送、観光、インフラ（例

えばエネルギー、輸送）、保険

（7.4.2； 7.4.3； Box 7.3； 7.5） 

洪水のおきやすい

地域の土地利用／

人口密度；洪水防

護；制度的能力 

暴風雨が起きやすい地域の

脆弱性の増大；居住、健康、

観光、経済・輸送システム、

建物、インフラに影響が及

ぶ可能性 

沿岸の地域、居住地

および活動；能力お

よび資源が限られた

地域および人々；固

定インフラ；保険部

門 

極端な降

雨、河川

洪水 

侵食／地滑り；内陸洪水；居住

地；輸送システム（7.4.2）（地域

別の章を参照） 

熱帯低気圧および

高潮の項に同じ、加

えて排水インフラ 

熱帯低気圧および高潮の項

に同じ、加えて排水インフ

ラ 

熱帯低気圧および高

潮の項に同じ、加え

て氾濫原 

熱波また

は寒波 

人間の健康への影響；社会の安

定；エネルギー、水、その他のサ

ービス（例えば、水や食料の備蓄）

に対する需要、インフラ（例えば、

エネルギー輸送）（7.2； Box 

7.1； 7.4.2.2； 7.4.2.3） 

建築設計と屋内の

温度調節；社会的背

景；制度的能力 

一部の地域・住民の脆弱性

の増大；健康への影響；エ

ネルギー需要の変化 

中緯度地域；高齢者、

乳幼児、病人および

／または非常に貧し

い人  々

干ばつ 水の利用可能量、生計；エネルギ

ーの生成；移住；水域での輸送

（7.4.2.2； 7.4.2.3； 7.4.2.5） 

給水システム；水の

利用を巡る競争；エ

ネルギー需要；水需

要の制約 

影響を受ける地域の水資源

問題；人口と経済活動の場

の移動；給水への追加的投

資 

半乾燥・乾燥地域；

貧困地域と貧困者；

人為的理由による水

不足の地域 

b）平均値の変化 

気温 エネルギー需要およびコスト；都

市の大気の質；永久凍土の融解；

観光およびレクリエーション；小

売消費；生計；融水の損失

（7.4.2.1； 7.4.2.2； 7.4.2.4； 

7.4.2.5） 

人口構成と経済の

変化；土地利用の変

化；技術革新；大気

汚染；制度的能力 

エネルギー需要のシフト；

大気の質の悪化；融水に依

存している居住地と生計へ

の影響；一部の地域におい

て永久凍土融解による居住

地／インフラへの脅威 

適応能力と適応のた

めの資源が比較的限

られた場所と住民

の、非常に多様であ

るが、より高い脆弱

性 

降雨 農業による生計；塩水の浸入；観

光；水インフラ；エネルギー供給

（7.4.2.1； 7.4.2.2； 7.4.2.3） 

他の地域／部門と

の競争 

水資源の割り当て 

地域により、降雨量の増加

の影響（例えば洪水。ただ

しよい影響になる場合もあ

る）に対して脆弱な地域も

あれば、減少の影響に対し

て脆弱な地域もある（上記

干ばつを参照のこと） 

貧しい地域と人  々

塩水の浸

入 

水インフラへの影響（7.4.2.3） 地下水揚水のトレ

ンド 

沿岸地域での脆弱性増大 低平地沿岸地域、特

に能力と資源が限ら

れた地域 

海面上昇 沿岸域の土地利用；洪水リスク、

浸水；水インフラ（7.4.2.3； 

7.4.2.4） 

沿岸域での開発、居

住、土地利用のトレ

ンド 

低平地沿岸地域の脆弱性の

長期的な増大 

塩水の浸入の項に同

じ 

c）急激な気候変動 

 可能性の分析 人口構成、経済、技

術の変化；制度的発

展 

少なくとも短期間、世界の

大半の場所、住民に多大な

影響を及ぼす可能性がある 

ほとんどの地域と集

団 

オレンジ色の部分は、一部の地域および／または部門で非常に著しいことを示す。黄色は著しいことを示す。 

白は重要性がそれほどはっきりとは立証されていないことを示す。 
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表6-9 地球規模のデータ・情報システム（社会経済データ）（WG報告書第1号）。 

 

データ･情報システム
実施機関
(支援機関)

概　要 データ種類 備　考

ASFIS(養殖,漁業情報システム)1971～
Aquatic Science and Fisheries Information
System

FAO,IOC,UN/D
OA‐LOS/OLA

養殖,水産,沿岸域,海洋環境,
海洋学,水質汚濁などの情報,
基準を提供

関連分野の文献情報
など

国,地域レベルでは特定の
情報ニーズを把握して対処

AGRIS(農業科学技術情報システム)1974～
Agricultural Information System  for
Agricultural Science and Technology

FAO 国、国際機関等240機関より
農業関連データ収集

農学,農業関連文献
情報

CD-ROMで利用可

CC:INFO(気候変動に関する情報交換システム)
Information Exchange System on Country
Actibity on Climate Change

UNFCCC/UNEP 気象変動枠組条約に関する情
報交換を促進する各国の気候
変動に関する活動,プロジェ
クトの策定支援

財政,人間,科学・技
術資源情報

CDIAC(二酸化炭素情報分析センター)1982～
Carbon Dioxide Information Analysis Center

ORNL,アメリ
カ

USDOEによる二酸化炭素研究
計画(CDRP)を支援するため
に,気候変動を含む大気中の
CO2濃度上昇に関した国際研
究,意思決定,環境問題の評価
を支援するための情報提供

モデルパッケージ
(CO2モデル)と数値

のパッケージ

毎年CO2研究,観測結果を集
約したTREND’93等の出版

CIESIN(国際地球科学情報ネットワークコン
ソーシアム)1989～
Consortium for International Earth Science
Intormation Network

CIESIN事務局 地球環境変動の学際的研究の
推進,地球,社会,健康に関す
る情報源情報の整備

人口など社会経済
データと情報源情報

IHDP,GRIDなどとの協
力,NASA-EDSとの協力

EOSDIS(地球観測システム･データ情報システ
ム)
Earth Observing System - Data and
Information Systems

NASA NASAの地球科学研究,衛星か
ら得たデータの管理と学際的
研究の推進,支援

各種衛生データ,情
報源情報

USGCRPとNASA/GCDISの中核
的要素

EROS(EROSデータセンター)
Earth Resources Observation and Science

USGS USGSのデータ管理,情報シス
テム開発,研究支援

AVHRRのデータアー
カイブ,EOS-DISの分
散DBの一つ

GLIS(1991-),NASA,USAIDが
協力,UNEP/GRIDを支援

GCMD(地球変動マスターディレクトリ)
Global Change Master Directory

NASA/GSFC 衛生観測および現地観測によ
る気圏,水圏,岩石圏及び生命
圏に関するデータ及び情報の
収集と提供

情報源情報(メタ
データ)の提供

CEOS-IDNの米国ノードの一
部,GCDISの一部を担う.米
国環境変動研究（GCRP）に
も参画

GED(地球生態系データベース)1990～
Global Ecosystem Database

NGDC 地球変動研究のための生態系
に係るデータを収集し、提供

全球・地域の環境・
生態系に係るデータ

USGCRPを支援するために
NGDC, EPAなどが協力して
作成

GRID(地球資源情報データベース)1985～
Global Resource Information Database

UNEP GEMS等の収集,加工したデー
タの統合と,研究者,行政担当
者への提供など

全球メッシュデー
タ,地理情報データ

1991年5月にUNEP直轄のプ
ロジェクトとなる

GRID-つくば1991～ 国立環境研究
所地球環境研
究センター,
つくば

GRIDデータ提供,社会･経済
データの作成,データ処理技
術の開発と途上国への移転

GRID地球環境デー
タ,環境モニタリン
グデータ

CGER-地球環境データベー
ス

GLIS(地球陸域情報システム)
Global Land Information System

USGS/アメリ
カ

USGSにより開発された地球表
面に関する数々の情報を提供
する対話型コンピューターシ
ステム

土地利用,土地被覆
と土壌データ,植
生・地理データ,衛
生データと航空デー
タ

ディレクトリ,利用ガイド,
イベントリをもつ,広域
ネットワーク

ISRIC(国際土壌照会情報センター)1966～
International Soil Reference Information
Center

オランダ 世界,とくに開発途上国にお
ける土壌資源に関する情報セ
ンター,ICSUの土壌,分類の
WDC（ICSUの土壌に関する
WDC-C）

土壌劣化図などの土
壌関連地図,土壌関
連文献,書籍等

ISRIC土壌情報システム

INFOTERRA(国際環境情報源照会システム)
International Referral System  for Sources
of Environmental Information

UNEP 環境情報源と専門機関情報の
交換を支援

環境情報源,専門機
関情報

各国にフォーカルポイン
と,国際的な情報源ディレ
クトリ,世界環境専門ディ
レクトリ

IPCC DDC (IPCCデータ配布センター）IPCC
Data Distribution Center

IPCC 気候将来予測、影響評価、排
出シナリオの関する情報や知
見を提供

気候現状・予測、排
出シナリオ関連情報
など

IPCCの評価報告書の作成や
温暖化の予測、影響、対策
研究を促進するための情報
提供

IUC(条約情報ユニット) 1991(IUCC),IUC(1996
～)
Information Unit on Conventions

UNEP 環境関係の条約および協定な
どの一般情報やメディアなど
の提供

条約関連,COP関連の
ドキュメント

UNFCCC,IPCCなどとも協力
関係

MARC(モニタリング評価研究センター)1975～
Monitoring and Assesment Research Center

UNEP 環境情報の収集,蓄積,UNEPの
環境報告（EDR）を隔年に出
版

UNED/GEMSのモニタ
リングデータの評価

WRI,UK,DoEと協力

MENRIS(山岳環境・自然資源情報サービス)
Mountain Environment and Natural Resource
Information Service

ICIMOD ヒンドゥクシ・ヒマラヤ地域
の情報センター

山岳地GIS,リモセン
データ,定期報告
書,GISデータベース

ADB,UNEP/GRIDの支援によ
る

WDC(世界資料センター)1957～
World Data Center

ICSU 地球関連の分野ごとのデータ
を収集･提供  
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表6-10 インターネットでアクセスできる4つの災害データベースの比較（Gall et al., 2009）。 

 

 EM-DAT NATHAN SHELDUS Storm Events 
対象地域 全球 全球 US（グァム、プエルトリコ、

その他米領を除く） 

US（米領含む） 

空間解像度 国別 国別 州別 州別・地域別・予報

区域別 

対象利用者 人道援助団体 保険産業 危機管理・危険緩和団体 気候・気象の専門家

損失の種類 負傷者数、死亡者数、被害者数、住

居損壊、保険支払被害、復興費用、

全被害 

経済的損害、死亡者数 資産・作物への直接被害、負

傷者数、死亡者数 

資産・作物への直接

被害、負傷者数、死

亡者数 

データ収録

期間 

1990 年– 現在 1811 年– 現在 1960 年– 現在 1950 年– 現在 

データ報告

の時間遅れ 

90日 n/a 180 – 600日 90 – 120日 

更新頻度 毎四半期 随時 毎年 毎月 

収録データ

件数 

>16000 >2600 >400000 >1000000 (推定) 

収録の基準 10人以上の死亡者、100人以上の被

害者、非常事態宣言、国際援助要請

主たる自然災害 1960年～1995年：50000ドル

以上の作物・資産被害 

1996年以降：1ドル以上の被

害もしくは一人以上の死亡者 

基準無し 

アクセシビ

リティ 

ダウンロード（xlsファイル） ネット閲覧 ダウンロード（txtファイル） ネット閲覧 

データソー

ス 

国連機関、各国政府、赤十字、世銀、

再保険企業、AP通信、他 

MR NatCatSERVICE、各

国保険協会、各国気象

サービス 

NCDC Storm Data, 

USGS 

NWS、NCDC Storm 

Data、NOAA’s Storm 

Prediction Center 

被害のタイ

プ 

    

地滑り ○ ○ ○  

冬季の気象 ○ ○ ○ ○ 

熱波 ○ ○ ○ ○ 

旱ばつ ○ ○ ○ ○ 

天候撹乱 ○ ○ ○ ○ 

強風害   ○ ○ 

洪水 ○ ○ ○ ○ 

竜巻 ○ ○ ○ ○ 

台風 ○ ○ ○ ○ 

火災 ○ ○ ○ ○ 

地震 ○ ○ ○  

火山 ○ ○ ○  

津波 ○ ○ ○ ○ 

技術的危害 ○    

生物的危害 ○    

DBの所有者 Center for Research on the 

Epidemiology of disaster, 

Catholic University of Louvain 

Munich Re Group Hazards and Vulnerability 

Research Institute, 

University of South 

Carolina 

NCDC (NOAA) 

URL www.emdat.be mrnathan.munichre.c

om 

www.sheldus.org www4.ncdc.noaa.gov

.cgi-win/wwcgi.dll

?wwEvent~Storms 



 

 

 

164

6.4.3 将来シナリオの整備と流通 

6.3の冒頭でも触れたように、影響の将来予測のためには、影響評価モデルを準備し、そのモデルに気候・非

気候因子の将来変化を与えて将来予測を実施する、モデルアプローチが一般的にとられる。人間社会への影響を

予測するためには、想定する気候変化シナリオと整合性のある適切な社会・経済シナリオを置くことが重要であ

るが、実際に影響評価研究で社会・経済状況の変化に関するシナリオが積極的に考慮されるようになってきたの

は最近になってからである。以下では、Carter et al. (2007)に基づいて、温暖化影響・適応評価研究における

社会・経済シナリオの取り扱われ方の現況を整理した後、今後の整備・共有の改善に向けた取組みを提示する。 

国際連合開発計画（UNDP）適応政策フレームワークの一部に、社会・経済状況分析のためのガイドライン（Malone 

and La Rovere, 2005）が含まれており、そこでは社会経済の状況と見込みを特徴描写するために5つのカテゴ

リー（人口、経済、天然資源の利用、ガバナンスと政策、および文化）の指標を使用することを推奨している。

実際には、最近の研究のほとんどは、このうちの最初の2つのみに焦点を当てている。 

影響・適応評価では、概して国別よりも空間詳細な情報を必要とするが、シナリオの多くがそれより広いスケ

ールで開発されるため、集計的社会経済的シナリオ情報のダウンスケーリングを必要とする。例えば、SRES シ

ナリオは、国スケールや、国より下位のスケールでの筋書きおよび定量的シナリオを開発するための土台として

用いられてきている。対照的に、多地域や多分野における気候変動の影響および適応に関する評価（AIACC: 

Assessments of Impacts and Adaptations to Climate Change）の研究プログラムにおけるほとんどの地域研究

は、主要な社会経済指標の現在のトレンドおよびステークホルダー間の協議を利用しながら、社会経済シナリオ

を開発するために、参加型アプローチを採用した。 

定量的な社会経済情報をダウンスケールするための手法は、人口と国内総生産（GDP）に焦点が当てられてき

た。人口増加のダウンスケーリングは、人口変化の割合が世界の全地域にわたって均一であるという非現実的な

想定を時として行う初期の単純な運用を超えて発展してきている。新しい手法は、国レベルで異なる人口状況と

展望を考慮している（Grübler et al., 2006; van Vuuren et al., 2007）。国より下位のレベルにダウンスケー

ルする新しい手法には、沿岸域の優先的発展に対する単純な規則を適用（Nicholls, 2004）、地方の土地レベル

での最近のトレンドの外挿（Hachadoorian et al., 2007）、都市部の優先的成長を招くアルゴリズム（Grübler et 

al., 2006; Reginster and Rounsevell, 2006）などがある。 

GDP のダウンスケーリング手法もまた発展しつつある。最初にダウンスケールされたSRESのGDPの想定は、

当初状況や成長予想における各国固有の違いを考慮することなしに、同地域のすべての諸国に地域成長率を一律

に適用した。新しい手法は、シナリオに応じて諸国間における収束の様々な度合いを想定する。これは、開発途

上地域内の豊かな国についてもっともらしくない高成長率を回避する手法である（Grübler et al., 2006; van 

Vuuren et al., 2007）。GDPシナリオもまた、個々のグリッドセル内でのGDPの一定の割り当てを想定すること

（Gaffin et al., 2004; van Vuuren et al., 2007）、または都市部と農村部で所得を区別するアルゴリズムを

通じて（Grübler et al., 2006）、国より下位のレベルまでダウンスケールされてきている。 

技術変化に関するシナリオも重要度が高い。技術変化は、経済システムに対する外生的要因として扱われるこ

ともあり得るし、また経済的および政治的インセンティブによって内生的に駆動されることもあり得る。全球規

模での分析においては、技術開発の速度と大きさは、多くの場合、エキスパートジャッジに基づいている。続い

て、筋書きの想定が環境モデルの入力パラメーター（例えば、生態系、土地利用、または気候に関する）を修正

するのに用いられ、その後モデルシミュレーションが実施される。そうしたアプローチは、技術変化への様々な

システムの相対的感度を示すのに役立つものの、技術の役割は依然として将来の特徴描写における主要な不確実

性のままである。 

将来の適応の代替的な経路の特徴描写には、限られた注意しか払われてきていない。シナリオに含まれた叙述

的情報は、気候変動への潜在的な適応応答を特徴描写する際に役立ち得る。例えば、ヨーロッパに関して適応能

力の決定要因とその指標が質問票調査を通じて特定されてきている（Schröter et al., 2005b）。これらの指標

と1960～2000年までの人口およびGDPとの実証的関係もまた構築され、適応能力のシナリオを導出するために、

ダウンスケールされたSRESに基づGDP予測と人口予測に適用された。SRESの筋書きはまた、ある研究では気候

変動下での人間集団の将来の沿岸防護基準に基づいた沿岸洪水に対する曝露を推定するために（Nicholls, 

2004）、また別の研究では下痢の発生率に関連する安全な水へのアクセスを推定するために（Hijioka et al., 

2002）、 一人当たりGDP のシナリオを用いて解釈されてきている。農業分野に関しては、技術革新導入の代替

的シナリオを用いて、気候変動への適応の速度が分析された（Easterling et al., 2003）。 
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社会経済シナリオに関しては、個別の影響評価研究用にアドホックに作成して、利用後は埋没させるというの

ではなく、適切なメタデータの記述ルールを確立し、不確実性情報等も付与できる形でプロダクトを広く共有で

きる仕組みを作り出していくことが、影響予測研究の加速のためには重要であろう。なお、過去約10年にわた

り温暖化研究の共通前提として用いられてきた社会経済と温室効果ガス排出の将来想定（SRESシナリオ）は、

地域区分の粗さ、想定の現実との乖離等、最新研究での利用には不十分となってきている。IPCC-AR5に集約さ

れる研究に資するよう、将来の社会・気候・自然の予測をするための統一的前提となる将来シナリオ（新シナリ

オ）の開発が進められつつある。新シナリオ開発プロセスにおいては、気候・影響・排出の各研究コミュニティ

が連携してシナリオの仕様検討・開発分担を行っており、最終的には気候・影響・排出の間で一貫性が維持され

た統合的シナリオの提示が期待されている。 

 

6.5 まとめ 
温暖化の影響は自然環境のみに現れるのではなく、人間環境にも現れる。自然環境への影響を検出するために

長期・広域にわたる観測が必要なのと同様に、人間環境への影響の検出のためには社会・経済活動に関する「観

測」とそのデータの蓄積が必要である。例えば、保険金支払額（自然災害）、作物収量（農業・食料）、救急搬送

者数・疾病別死亡数（人間健康）などは、人間環境に対する温暖化影響の現れ方を検出するために必要な社会・

経済データと言える。 

一方、温暖化の影響は、気候条件のみでは決まらず、影響を受ける人間側の状況（気候変化への脆弱性）も大

きく作用する。そのため、影響評価手法の開発・改良の観点から見ても、気候変化への脆弱性に関わる社会・経

済データが必要となる。また、現実性を伴った影響予測のためには、現状の社会・経済状況を基礎として、それ

と整合した将来見通しについても用意する必要がある。例えば、人口、所得、資産分布、土地利用などは温暖化

の人間環境への影響との関わりが特に深い基礎的な社会・経済データである。これらは、温暖化に対する脆弱性

を特徴づけて影響被害の大小を左右する因子であると同時に、他方では現在から将来にわたり生ずる温暖化影響

を直接的・間接的に受けて時間変化し得る要素でもある。特に、温暖化影響を軽減するための適応策の実施状況

などは、明らかに影響の大小を左右するとともに、影響の発現（もしくは将来の発現への懸念）に対して反射的

側面を持つ。 

一般的には、人間環境への影響は、地域性の高い多様なメカニズム・社会条件を反映して生ずる。その影響を

適切に評価して対応策を検討するためには、地域詳細な気候変化観測・予測情報の整備と同時に、各地域の特質

を反映した社会・経済データの整備が重要となる。しかし現時点では、まだその取組みは明らかに不足している。 

多くの社会・経済データは温暖化問題での利用を想定して整備されてはおらず、その所在についても情報共有が

不十分である。効果的・効率的な整備に向け、関係省庁間での情報交換・仕分け・連携を促進する必要がある。 

社会経済データに関して、ワーキンググループ報告書第1号では、データ標準化と流通促進の観点に重点を置

いて現状把握が行われ、緊急に取り組むべき課題の提言が行われた。ワーキンググループ報告書第1号で提言さ

れた課題は、本報告書の作成時点においても依然として重要であるため、ここで再掲する。 

 

・社会経済データについては、情報源情報の収集促進、多様なデータの統合化と過去のデータのデジタル化、途

上国におけるデータ利用の能力開発などが必要であり、各分野から得られた観測データと社会経済データを有

効活用して、炭素循環などの現象解明、気候変動（現象や影響）のモデル化、影響の検出や監視、種々の適応

策、緩和策の効果評価などに活用することが重要である。 

・国際機関・各国機関が多種多様な情報・データを作製し、蓄積してデータベースを構築しているが、アメリカ

のマスターディレクトリなどがそれらの情報源情報を管理・検索するうえで重要な役割を果たしている。日本

の情報についても、温暖化に限定した独自の情報源情報システム（利用促進の点から、日本語のシステム）が

必要であるが、併せて情報源情報および情報・データをこうした国際的なディレクトリに登録して、活用を促

進することも重要である。 

 

加えて、本報告書では、影響検出・予測研究の現状把握を通じて、それらの研究の発展を促進することを目指

す観点から、社会・経済データの整備についての課題検討をさらに進めた。本報告書では以下の事項が取り組む

べき課題として新たに挙げられた。 
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6.5.1 社会・経済データの広域整備と空間情報化 

人間社会への影響に関して、広域を対象とした包括的分析を実施し、その結果に基づいて特に脆弱な地域・分

野を特定するような用途のためには、人口分布データについて典型的に実施されているように、広域をカバーし

た空間・地理情報としてデータが整備・提供されることが望ましい。気候情報や土壌情報などの自然科学的なデ

ータに関しては、衛星観測データと地上観測データの組合せによって広域の比較的均質なデータの利用度が高ま

りつつある。人間社会への影響を分析する場合、自然科学的データと社会・経済データを統合・連関させる必要

があり、社会・経済データについても空間・地理情報化されることで、分析に大幅な改善が見込まれる。 

なお、対象とすべき社会・経済データは、過去から現在までの観測された統計情報に限らず、それとシームレ

スに接続する将来のシナリオまで含めて考えるべきである。 

 

6.5.2 地域固有の情報の整備・流通 

人間社会への影響は、地域固有の社会・経済条件に大きく左右される。それゆえ、影響の詳細な分析とそれに

基づく適応策検討のためには、広域について面的に整備された人口等の社会・経済データに加えて、その他の地

域固有の諸条件に関する情報が求められる。 

地域固有の情報には、他地点との比較が容易に可能な定量的情報に限らず、例えば地域住民の過去の災害経験

や伝統的対策の有無といった定性的情報も含まれる。適応策検討に関連しては、各地域での関係者会合等の記録

や、地域行政計画といったものまで、有効に活用すべき情報とみなされる場合もあろう。 

人口・資産などの定型的なデータに関しては、その収集・整理のフォーマットは自明であるが、定性的情報に

関しては統一的・画一的なフォーマットの提案は困難であり、またデータの品質管理にも困難が伴う。それゆえ、

既存の情報に関してもデジタル化されずに分散している傾向がある。しかし、地域固有の情報・経験を地域内で

埋もれさせず、各地域間で共有しながらリスク評価・管理を進めていく必要があり、さらに工夫を重ねる必要が

あろう。 

 

6.5.3 将来シナリオの整備と流通 

影響の将来予測のためには、影響評価モデルを準備し、そのモデルに気候・非気候因子の将来変化を与えて将

来予測を実施する、モデルアプローチが一般的にとられる。人間社会への影響を予測するためには、想定する気

候変化シナリオと整合性のある適切な社会・経済シナリオを置くことが重要であるが、実際に影響評価研究で社

会・経済状況の変化に関するシナリオが積極的に考慮されるようになってきたのは最近になってからである。社

会経済シナリオに関しては、個別の影響評価研究用にアドホックに作成して、利用後は埋没させるというのでは

なく、適切なメタデータの記述ルールを確立し、不確実性情報等も付与できる形でプロダクトを広く共有できる

仕組みを作り出していくことが、影響予測研究の加速のためには重要であろう。 

（高橋） 
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第Ⅳ部 地球温暖化観測に関する横断的課題 

第7章 地上観測と衛星観測の統合に関する課題 

7.1 はじめに 
様々な要因が関係し合う地球規模の環境変化や温暖化の問題に対応するためには、適切な地球環境の診断（例

えば観測と将来予測）と処方（例えば温暖化緩和・対応策）を持続的に実施する必要がある。また、その実施に

は、変化していく地球環境の実態や対策後の経過を社会に継続的に周知すると同時に、どのような対策をどのよ

うな優先度で行うべきかといった点についての社会的コンセンサスを形成することが重要である。そのためには、

これまで各分野で推進されてきた研究の先進化という観点に加え、「地球環境という共通の対象に対して様々な

手段を統合して長期的に診断する」といった観点に重きを置き、研究・教育の推進、観測手段や領域の選択を行

うことが求められる。 

この“様々な手段を統合”することとは、地上観測や衛星等によるリモートセンシングといった多分野の手法

を、ある観測対象に対して集中的に適用し、得られた種々のデータセットに基づいて単独の手法では得られない

総合的な理解や解釈を得ることである。地球環境は広範な科学・社会分野にまたがる様々な要因が複雑に関係し

ながら形成されるため、この統合的なアプローチ（統合的な観測と解析）が必須であると言える。しかし、これ

を実施するためには、現在は以下の(a)～(c)のようなギャップがある。 

 

(a) 長期観測を支える観測リソースの不足 

各分野の研究を先進化するという従来の観点では、新たな観測手法や新たな知識の取得に重点が置かれ、長期

的モニタリングを支える観測システムのリソースは必ずしも十分ではなかった。しかし温暖化等の地球環境変動

は数十年～数百年のスケールで起こるため、そのような長期的な変動を検出するには長期観測を前提としたシス

テムを構築することが必要不可欠である。長期観測システムを維持するために効果的な手段としては、長期観測

への安定した人的・資金的支援を行うことが重要であるが、それに加えて、多分野で構築された既存の観測シス

テムをネットワーク化し、各ネットワークの観測データの公開と観測サイトの共同利用を進める（多分野の観測

を行うスーパーサイトとして整備する）ことが挙げられる。これによって既存の観測機能（設備・観測技術、人

材、パラメーター・精度・時空間のカバレッジ）を最大限に活かすだけでなく、多分野の現場データや衛星デー

タを統合的に解析することが可能となる。 

 (b) データ精度・相互利用性の問題 

観測データを統合的に利用するためには、個々のデータが十分な精度を持つとともに、種々のデータを複合的

に利用できること、十分な種類のパラメーターが観測されていること、データが広く利用可能な状態であること

が必要である。このうち、データを複合的に利用可能にするためには、観測パラメーターの定義・測定法・測定

機器の較正法などの標準化を進めることが不可欠であるが、現時点ではそれが十分に確立していない。特に、地

球環境のような複合領域の観測に対しては、分野横断的な観点で観測パラメーターを網羅することが必要である

が、現実には各分野の観測者コミュニティがパラメーターの定義や測定項目の検討を個別に進めているのが現状

である。データを広く利用可能にすることは、多くの研究者の参加をもたらすとともに、多くの目に触れること

でデータ自体の信頼性が検証されるという点でも効果的である。そのためにはWeb等でのデータの公開と、利用

に必要な補足情報の整備、適切でわかりやすいデータフォーマットを採用するといった考慮も求められる。 

 (c) 統合利用技術・人材の不足 

地上および衛星観測のデータを有効に利用して気候や地球環境の変動を監視し、将来の変化を予測するために

は、大気・海洋・陸域における水・エネルギー循環・炭素循環、雪氷や生態系の動態といった様々な分野の知見

を統合する必要がある。この統合を実現するためには、様々なデータセットの特徴（観測データの定義や誤差・

時空間カバレッジ・データフォーマットなど）を十分理解し、多量なデータを処理・解析し、統合的な観点でデ

ータを解釈し、数値モデル等に知見を集約するといったデータの利用技術が必須である。さらに、衛星等のリモ

ートセンシングデータと地上の現場データを、可視・赤外やマイクロ波の放射伝達過程を介して結びつけること

ができれば、さらに効果的に観測データを統合利用することも期待できる。これまでは、各研究分野を究めるた

めの技術開発と人材育成が主であり、上記のような統合技術やそれを持つ人材が極端に不足している。今後統合

的な観測・データ利用とそれによる地球環境の実態把握・予測を十分に進めていくためには、基礎科学に基づく

広範な観点と専門的な深い知見を併せ持つ人材の育成に真剣に取り組むことが必要不可欠である。 
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現状の課題を抽出するうえで、地球温暖化の現象解明と影響評価に関する地上観測および衛星観測については、

分野・手法・観測項目の数が膨大であるため、本報告書ですべての課題を網羅的に取り上げることはできない。

そこで、本報告書の第1～5章で取り上げられた分野（雲・エアロゾル・放射、対流圏オゾン、水循環・雪氷・

生態系への温暖化影響評価）において特に重要な課題であり、かつ、ほかの分野にとっても共通であるものにつ

いて抽出して議論する。 

以下では、7.2で長期的な観測システムの構築・維持について、7.3でデータ精度・相互利用性の向上につい

て、7.4で統合利用技術・人材の不足における現状の課題事例を記し、7.5でまとめと将来への展望を述べる。 

 

7.2 長期的な統合観測システムの構築・維持 
7.2.1 雲・エアロゾル観測と水循環・炭素循環・雪氷・生態系観測サイトの共同利用 

SKYNETのような雲・エアロゾル・放射分野の観測ネットワークの観測項目には、統合地球水循環強化観測計

画（CEOP）やAsiaFlux等の水循環・雪氷・生態系等の分野の観測ネットワークと同一の項目が含まれており、

これらの観測サイトをできる限り重ねることにより、観測機能を効率化し、長期的にデータを相互利用する仕組

みを促進することが可能になるはずである。SKYNETで推奨される観測項目は、地上における全天日射・大気放

射（赤外放射）・気温・大気湿度・光学的厚さやエアロゾルのサイズ分布である。一方、水循環・雪氷・生態系

影響評価の各分野の研究者が個々の研究課題として、または業務の一環として国内・海外に展開している熱・水

収支観測やフラックスネットの多くの観測点でも、放射収支を含む基本的な気象観測を標準的に実施している。

こうした現状を見ると、異なる分野の観測ネットワークの間で必要とされる観測項目が重複するケースが増加し

ており、複数の観測ネットワークがデータの相互利用や観測点の維持について協力することによって得られる相

互支援効果が近年急速に高まってきたと言うことができる。 

例えば、我が国が主導してきた水循環に関する統合観測の多くはGEWEXアジアモンスーン実験計画（GAME）と

CEOPの一部として、あるいはそれらの後継プロジェクトとして行われてきた。典型的な代表例の1つはCEOPに

よって現在も継続的に行われているチベット高原での観測である。チベット高原はアジアモンスーン水循環の大

きな鍵を握る地域での観測であり、そこでの水循環が日本の気候の変動にも大きな影響を与えていると考えられ

る。しかし、文字通り人里離れた地域であるため水循環の観測は長い間空白域であった。1990年代に入り、GAME

でのチベット観測が始まって以来、数多くの地上水循環観測設備（例えば、雨量計・土壌水分計・超音波蒸発フ

ラックス計測システム・降雨レーダー・ウィンドプロファイラなど）が設置・維持され、ネットワーク化が進め

られてきた。しかし、チベット域は広大であり、このような現地地上観測ネットワークをもってしても情報が得

られる地域は限られている。そこで、衛星リモートセンシングを活用し、さらには衛星リモートセンシングデー

タを水循環数値モデルへと同化することによって、広域の水循環を推定することに成功している。例えば改良型

高性能マイクロ波放射計（AMSR-E）を同化することによって、チベットにおける広域の土壌水分量や蒸発量の推

定に成功している。類似の水循環統合観測は、タイのチャオプラヤ流域・インドネシア・モンゴル・シベリアな

どでも行われており、それぞれ先進的な成果を挙げてきた。また、ベトナムやバングラデシュでの観測など、新

たに始まりつつあるものもある。このようにすでにアジア諸国に展開され水循環や降水過程の研究に成果を挙げ

ている観測プラットフォームについて、複数の研究分野におけるサイトの共同利用やデータ流通の促進をはかる

ことにより、観測点の維持やデータの統合的解析についていっそうの相互支援効果を期待することが可能である。 

一方、FLUXNETおよびAsiaFluxに参加する多くの観測サイトは、最初から長期連続観測を前提として設置さ

れたサイトが多く、熱・水・CO2フラックスに加えて全天日射・赤外放射・光合成有効放射量の収支（入射・反

射・植物群落における透過）に関する長期データが比較的安定に収集されている（図7-1）。さらに、生態系影

響評価の分野では、光合成の推定に重要な直達／散乱日射および分光放射観測、全天カメラを用いた雲や植生の

画像データ取得、およびエアロゾル光学特性の観測などが長期的に行われるケースも増えている(図7-2、図7-3)。

そこで、近年ではスカイラジオメーターを有するAsiaFlux のいくつかの観測サイトがSKYNET に参加し、雲・

エアロゾル・放射観測分野と連携しようとする取組みが始まっている。これらのサイトではSKYNETで標準化さ

れたデータを公開すると同時に、様々な生態系の機能を同一観測点で実測することにより、地上・衛星観測を用

いた生態系機能の広域評価を高精度で実現するための研究を目指している。こうした共同利用サイトにおいて、

大気の多波長放射量観測に加え、ある空間スケール（例えば、500m×500m、 1 km×1 km など）における代表

的な地表面反射率の地上計測や、あるいはサイト周辺の土地被覆とそれに対応する地表面反射率データの整備が
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進めば、これまで衛星からの地表と大気の情報の分離（大気補正）が難しかった陸上についても、新たなアルゴ

リズム開発や大幅な精度向上が可能になるはずである。そのためには、地上観測ネットワークを意識的に重複さ

せることによって、これまで気象学・水文学・農学・林学といった異なる分野でばらばらに行われていた陸面反

射率計測の相互連携とデータの相互利用を推進することが効率的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1 (独)国立環境研究所富士北麓フラックスリサーチサイトに設置された各種放射計。 

                    a: B領域紫外放射計、b: A領域紫外放射計、c: 全天日射計、d: 光量子計、e: 光量子計。 

 

 

 
 

 

図7-2 直達・散乱成分を分離するシャドウバンドを設置した分光放射計 

 (f: シャドウバンド、g: 分光放射計)(富士北麓サイト)。 
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図7-3 タワー上に設置されたスカイラジオメーター（協力 産業技術総合研究所）(富士北麓サイト)。 

 

 

7.2.2 大気化学観測と水循環・炭素循環・雪氷・生態系観測サイトの共同利用 

対流圏オゾン濃度については、東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）の一部・世界気象機関全

球大気監視（WMO/GAW）・EMEPといった地上観測ネットワークにおいて観測されている。近年では、衛星観測に

よる対流圏オゾンのカラム密度の推定や、アジア地域における領域化学輸送モデルの開発が進み、対流圏オゾン

の濃度変動のメカニズム解明に貢献している。これらの対流圏大気化学に関する地上観測ネットワークと水循

環・炭素循環・雪氷・生態系観測の拠点を共同利用し、データの相互利用を促進することが有効である。 

特に、対流圏オゾンをはじめとした光化学オキシダントの前駆物質である窒素酸化物（NOX）や揮発性有機化

合物(VOC)については、人為起源だけではなく陸上生態系に起源をもつものも多く含まれている。そこで、陸域

生態系起源のVOC等の発生過程の解明、および発生量推定に含まれる不確実性の低減を目指して、森林・草原・

農耕地・湿地等の様々な生態系に設置された水循環や生態系の観測点において、微気象学的方法やチャンバー等

を用いた方法により、NOXやVOCの動態を観測する取組みが進められている。これらの観測は、CH4やN2O等の温

室効果ガスとして重要な物質の発生量を推定する取組みの一環でもある。現在のところ、NOXやVOCの発生量を

無人で長期連続観測することは困難と考えられているが、今後こうした取組みによって新規観測技術の開発が進

み、CO2以外の微量気体の収支についても長期連続観測のネットワーク構築が可能になれば、対流圏オゾン濃度

の推定や長距離輸送量の推定精度向上に大きく貢献することが期待される。 

さらに、2009年1月には本格的な温室効果ガス観測衛星である温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）

が打ち上げられ、CO2やCH4のカラム濃度の全球分布が高頻度で観測されるようになった。そのデータの蓄積が

進み、地上観測や航空機観測等との比較によってデータの検証と精度向上が進めば、気候の変化による陸域生態

系の炭素収支変化を地球規模で定量的に評価できることが期待される。 

 

7.2.3 日本およびアジア・ユーラシア地域における分野間連携スーパーサイトの整備 

日本およびアジアの気象や生態系、人間社会への地球温暖化の影響を評価するためには、地球表層における雪

氷域や各種生態系を介したエネルギー循環・水循環・炭素循環等の変動を正確に把握し、予測することが必要で

ある。同時に気候変動に伴う雪氷や生態系のフィードバックを長期観測によって確認し、その観測データをもと

にして将来予測の精度向上を図ることが是非とも必要である。 

こうした課題を解決するために必要な取組みの1つが、大気・水循環・炭素循環・雪氷に加え、生態系および

生物多様性に関する観測、衛星地上検証のための観測等を総合的かつ長期的に行う観測点もしくはある広がりを



 

 

 

173

もつエリア（スーパーサイトと呼ぶ：図7-4）を、日本およびアジア・ユーラシア地域に整備することである。

ここでいうスーパーサイトとは、例えば、複数の研究分野がカバーする様々な項目の観測を同時に同一地点で行

うサイト、1つの研究機関のみならず国内外の複数の研究機関・大学などが観測に参加できる施設であって総合

的な共同観測研究を進めていく拠点となるサイトなどである。 

このようなスーパーサイトは、すでに一部の地域で構築が進められている。例えば、ある地域（または流域）

を対象として、一般気象観測、大気化学観測、陸域炭素・水収支観測、生物多様性観測、リモートセンシングと

融合した広域評価などを同時に進めるサイトであり、国内では JapanFlux・日本長期生態学研究ネットワーク

（JaLTER）・（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）・（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC） が協力して推進する、

地上・衛星観測に基づく多スケールでの総合的な長期生態系観測の構想などが挙げられる（1つの例を図7-5に

示す）。国外においては、アジアモンスーン水循環と降水過程をターゲットとし、地上・衛星観測、水循環モデ

ルへのデータ同化のシステムを含む水循環統合観測サイト、東アジア域の広域大気環境を監視するための観測ネ

ットワークとその総合的観測サイトなどが挙げられるだろう。こうした分野間連携のスーパーサイトを拠点とし

て、多分野の統合的なデータの取得・研究連携の促進・統合利用技術の向上と、それを担う人材の育成を促進す

ることが期待される。 

日本およびアジア・ユーラシア地域において、衛星観測を十分に活用し得る統合観測プロジェクトを行うこと

は、大いなる科学的な発展をもたらす可能性があるだけでなく、観測データや観測サイトが新たな社会的な利用

価値を創造する可能性を秘めている。例えば、各府省や研究機関による観測ネットワークや様々な衛星観測デー

タなどを統合的に用いることによって、日本域をスーパーサイト（エリア）とした統合観測も可能であるはずで

ある。また、地球温暖化が世界政治の最優先のトピックである今、このようなスーパーサイトをアジア等の発展

途上国に設置し育成すれば、発展途上国における有力な地球温暖化適応策支援の1つとなると考えられる。 

 

 

 
 

図7-4 複数の観測ネットワークが重なる地点で様々な分野の観測を行うスーパーサイトの概念図。 
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図7-5 陸域炭素循環観測、生態系観測、衛星リモートセンシングの分野間連携によるスーパーサイトの例（岐

阜県、高山サイト）（岐阜大学提供）。 

 

 

7.2.4 長期継続を前提とした衛星ミッションの構築 

従来の衛星ミッションは気象衛星を除き宇宙技術の開発が主目的とされてきており、地球観測衛星も同様であ

った。しかし、地球温暖化や環境変動が社会の主要課題となる昨今の情勢において、地球全体を観測し得る衛星

観測ミッションは、その課題に対する手段の1つとして捉えられ、長期的な地球環境監視の観点で整備されるべ

きである。現在運用されている日本の衛星・センサーは、陸域の高解像度観測を行う陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS）やセンサー（ASTER：Terra衛星搭載）、大気中の温室効果ガスを観測する温室効果ガス観測技術衛星「い

ぶき」（GOSAT）、降水と水循環を観測するセンサー（衛星搭載降雨レーダー（PR：TRMM衛星搭載）や改良型高性

能マイクロ波放射計（AMSR-E：Aqua衛星搭載））などがあり、今後、水循環においては水循環変動観測衛星（GCOM-W）、

広域の雲・エアロゾル・植生観測では気候変動観測衛星（GCOM-C）等で10年以上の観測継続を目指して計画が

進んでいるが、現時点では必ずしも継続機の開発や運用が保障されているわけではない。今からは、地球を長期

監視・診断するという観点で、新規の観測技術開発と長期の継続観測のバランスを考えた開発・研究を進めるこ

とが強く望まれる。 

 

7.3 データ精度・相互利用性の向上 
7.3.1 大気・放射収支および分野共通の課題 

地表面と大気の放射収支を地上観測と衛星観測に基づいて高い精度で広域推定することは、地球全体のエネル

ギーや水の循環を正確に評価し将来の気候変化を予測するためにも、また陸上植生や海洋の光合成等の炭素循環

プロセスを把握するうえでも、最も基本的かつ最重要の課題である。従って、放射観測に関する雲・エアロゾル

観測分野の課題は、同時に、水循環・雪氷・生態系に対する温暖化影響評価分野と密接に共有される課題である。 
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衛星データから地表面と大気の放射収支に関する各種パラメーターを推定し、地上でそれらを同時に観測して

比較検証することにより、衛星観測手法の高精度化を進めることができる。この考え方はどの分野においても共

通である。こうした地上検証を多地点で行うため、雲・エアロゾル・放射分野では気エアロゾル観測ネットワー

ク(AERONET)、SKYNET、WMO/GAW、基準地上放射観測網（BSRN）等の地上観測ネットワークが構築されている。 

(1) 波長別放射観測機器の較正手法確立に関する課題 

放射観測の地上観測ネットワークが抱える課題のうち、分野間共通の最重要課題として、各種放射観測機器の

較正に関する問題を挙げることができる。例えば、全天日射量・赤外放射量の基準（較正手法）はWMOや気象庁

によりほぼ確立されているが、紫外放射・光合成有効放射・分光放射等の観測については国際基準が確立されて

いない。一方、最近の衛星観測ではより多くの波長を利用する観測が増えてきていることから、アルゴリズムの

開発や較正・検証の観点からも、波長別放射観測の精度検証の重要性が増している。地球温暖化に関わる放射収

支の長期変動を高精度で監視し、衛星による広域量推定の開発・検証に利用するため、気象庁、経済産業省、環

境省その他の各機関が、国際基準も考慮しながらこの課題に積極的に取組み、波長別放射量観測の較正システム

を早急に確立することを強く期待する。 

(2) 現場観測の長期的な品質管理に関する課題 

地上観測においては、放射収支の観測も、水循環・雪氷・生態系影響評価の分野でも、観測現場で定期的かつ

適切な機器のメンテナンスを長期的に継続することは容易なことではない。研究活動の一環としてデータを収集

している観測点では、人的・予算的な理由からメンテナンスの頻度や内容について制限を受ける場合がある。ま

た、研究期間の終了とともに適切なメンテナンスが実施できなくなる場合もある。特に海外の観測点では、メン

テナンスの頻度と内容がしばしばデータの品質を左右する重要な要因になることがある。このため、各種のネッ

トワークがばらばらに観測点を展開して維持管理を行うより、複数のネットワークができる限り情報を共有し、

協力して観測点の適正配置の検討を行い、長期観測を行う拠点を可能な限り重ねていく方が効率的である。こう

した分野間連携の結果、複数のネットワークによって総合的な観測を行う拠点を確保し、良質のメンテナンスを

長期間継続し、データを共同利用する仕組みを作る取組みを早期に開始することが望まれる。 

(3) 衛星観測の長期的な品質管理に関する課題 

衛星観測では、衛星やそのセンサーの寿命は一般に3～7年程度であり、気候変動のような長期変動の監視・

評価に利用するためには、複数の衛星センサーを途切れることなく運用し、その間のセンサー感度時間変動の補

正や複数の衛星センサー間の相互較正することが必須である。衛星光学センサーの較正には、一般に衛星搭載の

較正源が用いられるが、較正源の軌道上変化の課題があり、地上観測データを利用した較正（代替較正）と併せ

て精度評価することが重要となる。一般に代替較正では、衛星・地上放射量観測データの比較や、衛星・地上そ

れぞれから二次的に推定されたエアロゾル量などのデータの比較を行う。この場合、較正手法の間で一貫した結

果を得るためには、衛星と地上放射量観測測器が同じ較正基準で較正されていることが重要である。 

 

7.3.2 雪氷分野のデータ精度の向上と新たなパラメーターの推定 

積雪情報は、冬季の積雪下の土壌面温度や植生に影響するとともに、融解水として水文に、さらにその後の地

面の湿潤・乾燥状態にとつながっていく重要な要素である。衛星による積雪観測は積雪域の面的な分布と積雪水

量の分布の2つがあるが、両者とも植生被覆が観測の妨げとなって精度の低下の原因となっている。マイクロ波

放射計による観測では積雪面積だけでなく積雪水量を観測することが可能であるが、植生があると積雪水量は過

小に見積もられ、逆にツンドラなどでは過大に見積もられる誤差が発生している。森林の分布の影響を補正する

ことが衛星による積雪観測にとって重要である。補正するための植生情報として、植生指標であるNDVIやLAI、

さらに木の種類などといった情報がこれまで用いられてきた。さらに斜面の傾斜や向きなどの地形も観測に影響

する。 

衛星による積雪分布観測の精度向上には、これら植生被覆の影響を補正することが重要である。さらに地面が

低温または凍結しているときもマイクロ波観測では積雪と似たシグナルを観測してしまう。降水などの気象の影

響もある。この改善のためには、これらの環境下における雪氷域におけるリモートセンシングで使われる電磁波

の放射伝達過程の研究が重要である。 

雪氷圏の観測の一部である凍土の観測においては、正確な地形情報があることが有効である。リモートセンシ

ングデータの積極的な利用として、マイクロ波衛星データと数値モデルを組み合わせた表層土壌の凍結融解の推

定、近年の高精度DEMと過去の画像の比較による凍土融解に伴う地形変化の把握、重力観測衛星GRACEによる凍



 

 

 

176

土氷量変化のモニタリングなどが挙げられる。GRACEによる凍土の観測の際には、積雪、地下水などの質量変化

の補正を行う。 

時間・空間変化が急速な雪氷圏においては、衛星によるリアルタイムモニターが有効である。このためには衛

星データそのものの公開とともに、検証に使える現場データが取得されているかが適時チェックされていること

が望ましい。その基本観測点での比較地表情報として、気象や積雪に関する自動観測装置の開発と使用が望まれ

ている。 

複数の衛星を使って全地球の降水（降雨・降雪）を高精度かつ高頻度に観測する全球降水観測（GPM）が計画

されている。観測域は北緯および南緯約68度より低緯度側に限られるため、全球雪氷圏を網羅する範囲ではな

いものの、広域雪氷圏の観測が可能になる。例えばシベリア、アラスカの南半分が十分観測範囲に入る。ほかの

衛星観測であるGCOM-WおよびGCOM-Cの衛星活用による高精度積雪把握とともに、GPMによる高精度降雪把握と

いう、積雪と降雪の両方の観測は画期的である。しかし、地表での検証観測サイトはやはり不可欠である。降雪、

積雪特性の違う地域、森林域と平原、ツンドラなどに展開した観測点が重要である。 

以上の課題を考慮し、リモートセンシングによる研究と地上観測施設のデータを利用した多分野連携体制を構

築することにより、アルゴリズム開発・検証・改良を推進することができると考えられる。 

 

7.3.3 生態系・水循環・雪氷分野における特に改善の必要のある観測項目 

(1) 広域化のための多スケールでの土地被覆推定 

各種の現場観測によって得られた知見から、衛星観測を利用して大陸規模・全球規模で広域評価するために土

地被覆を高精度で把握すること必要不可欠である。これまでに開発されてきた各種の土地被覆推定の精度を大幅

に向上し、高い分解能で、かつ長期連続的に土地被覆の変化を把握するためには、高性能可視赤外放射計2型

（AVNIR-2）のような10mスケールの衛星センサーと、中分解能分光放射計（MODIS）や多波長光学放射計（SGLI）

のような数100m～1kmスケールの全球観測センサーを段階的に利用し、現場観測周辺の土地被覆とそれを全球規

模に広げるための、より広域の土地被覆の推定を行うことが効果的である。 

同時に、衛星土地被覆推定アルゴリズムの開発と精度向上には現場による検証データ（被覆状態や光学特性の

観測）が重要である。土地被覆データは、しばしば衛星処理アルゴリズムや数値モデルの中で、植生や熱収支過

程のパラメーターを領域ごとに決める条件として用いられるが、このパラメーターの切り替えと被覆分類の分け

方は常に整合していなければならない。そのために、分類結果だけでなく分類を導く過程で利用された地表面の

特性情報（植生や光学特性等）が同時に整備され、様々な分類結果の相互関係がトレースできるようになってい

ることが望ましい。 

しかし、土地被覆推定結果の検証を、全球規模で正確に、かつ継続的に行う仕組みは、今のところ適切なもの

が存在しないと言わざるを得ない。近年では、Degree Confluence Project （整数の緯度経度の交点を訪問し、

その場の状態を画像と文章で記録するボランティアベースのプロジェクト）58 のような活動と連携して、全球規

模で土地被覆の検証を行う研究も行われており、こうした研究の発展が期待される。 

一方、あえて国内に限って高精度の検証データを長期連続的に収集する仕組みを作り、それらのデータに基づ

き次世代の土地被覆推定手法を集中的に構築するという戦略もあり得る。その場合、他の諸国（地域）には追随

することのできない高精度の検証データを長期的に整備することを目指すべきである。例えば、高精度かつ長期

連続的な土地被覆検証データを取得するため、高い空間分解能で国内に定点カメラ等を設置し、それらの画像を

系統的に収集・解析する手法を開発することにより、国内の土地被覆の変化を長期モニタリングする取組みも効

果的であろう。今後は、環境省をはじめ各機関の有する植生データ、土地被覆データ等を最大限活用のうえ、土

地被覆推定結果を長期継続的に検証するための新規的手法に基づく計画を策定し、実現に向けた取組みを開始す

ることが望まれる。 

 (2) 陸上植生の葉面積指数とバイオマスの推定 

LAIとバイオマス（現存量）は、光合成・蒸散量・遮断蒸発等の推定に必要不可欠であることから、水循環と

生態系分野では言うまでもなく重要な項目である。一方、雪氷分野においても、現状では難しい森林地帯の林床

の積雪や積雪深の推定といった新しい課題を克服するために重要な項目である。 

1980年代より、衛星観測によってLAIの季節変化パターンに関する情報が得られることはわかっていたが、

                                            

58
 http://www.confluence.org/（参照日：2010/02/16） 
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地上での葉面積の実測との詳細な比較検証が行われるようになったのは2000年以降である。地上での各種植生

におけるLAIやバイオマスの計測は、生物学、農学、林学などの様々な分野の研究者により行われており、様々

な手法・精度のものを合わせれば膨大なデータが存在する。しかし、地球観測に寄与する長期連続観測としての

データが、衛星観測のフットプリントに合った空間スケールの代表値として得られており、多点比較を可能にす

る標準化に準拠している観測点という条件を課すと、それを満足する観測点は極めて限られていると言わざるを

得ない。今後は、既存の単独の観測点のデータ、各種機関の所有するデータを収集・公開する仕組みをつくるこ

とに加え、JaLTER・モニタリングサイト1000・PlotNetをはじめとする各種生態系観測ネットワークが衛星観測

との連携を強化することにより、地球観測に寄与する生態系の基礎データを長期にわたって安定供給することの

できる仕組みを確立することが強く求められる。 

 (3) 降水量や積雪深の推定 

水循環・雪氷・生態系影響評価分野の共通の項目として降水量や積雪深の高精度化が重要な課題である。例え

ば、地球温暖化が陸域の土壌水分量・降水量・積雪深・蒸発散量・地下水位等に与える影響の検出は水循環分野

がカバーするが、これらは同時に雪氷分野、生態系分野の影響評価にも必要不可欠な項目であり、データを分野

間で共同利用することによって大きな相互支援効果を生む。 

水循環分野で開発されているマイクロ波放射計を使った降水量推定には近年大きな進展があったものの、陸域

においてはまだ精度向上が必要である。また、温暖化影響評価には積雪深、積雪量、積雪面積等の広域かつ長期

的な観測データが必要不可欠であるが、現在のところ特に積雪深や植生地における林床の積雪面積を衛星観測で

正確に求めることはいまだ困難である。そこで、例えば各種生態系のネットワークで観測されている植生地の積

雪関連のデータを共同利用したり、植生の影響を受けた積雪の評価精度向上のための地表面光学モデルの技術開

発を共同で行うことにより、温暖化影響評価の重要指標としての積雪関連のデータの利用可能性を大きく向上す

ることに貢献することが期待できる。 

以上のような取組みにより、温暖化影響下での水循環・雪氷・生態系の様々な機能の変化とフィードバックを

実測によって検出することができ、それによって地球規模での気候変化予測の精度を向上させることができる。

また、こうした観測データは、生物多様性や生態系サービスの脆弱性の新たな評価軸の構築にも貢献する。 

 (4) 光化学オキシダントの前駆物質（NOXやVOC）の推定 

領域化学輸送モデルを用いた輸送過程や濃度変動の推定精度向上を図るために、光化学オキシダントの前駆物

質に関する地上観測データや、日本およびアジア地域での前駆物質の発生量推定、モデルの計算結果を地上観測

データに基づいて検証する手法の開発等が必要とされている。特に、NOXやVOC等の微量気体の収支についても

将来長期連続観測のネットワーク構築が可能になれば、対流圏オゾン濃度の推定や数値モデルによる長距離輸送

量の推定精度向上に大きく貢献することが期待される。 

 

7.4 統合利用技術の向上と人材の育成 
7.4.1 統合利用技術の向上 

個々の観測技術の向上や利用可能な観測パラメーターの増加だけでは、目的とする温暖化・地球環境変動の解

明に到達することはできない。それらを有効に統合利用する技術と、観測および技術開発を長期間支える人材が

不可欠である。例えば、前述の多分野観測サイトにおいて地表直達光・散乱光・分光観測（各波長・方向性・偏

光等）、地表植生等の透過光・反射光観測、それに関わる気象・生物要素の観測、衛星による鉛直プロファイル

観測・広域観測・分光観測等の様々な手段による観測が整備できた場合、そこから十分な情報を得るためには、

各分野のデータを効果的に組み合わせて、エアロゾルの発生・成長・消失、雲の形成、地表・生態系とエアロゾ

ルの関わりや放射強制力のフィードバック等の理解へ繋げるための利用技術を確立させておく必要がある。特に、

観測対象物の放射伝達過程は、衛星観測と現場観測をより直接的に統合するための効果的な手段であり、放射過

程の研究やその応用技術を向上させることが重要である。 

様々な知見を統合する手段の1つとして数値モデルがある。これまで大気・大気化学・海洋・陸域生態系等で

それぞれ発展してきたモデルが気候モデルの一部として融合し、将来の地球環境変動予測に利用されてきている。

特に地表面・水中・大気の放射伝達と現場観測パラメーターを結びつけることによって、リモートセンシングに

よる多量の情報を、より直接的に数値モデルに取り込むことが可能となる。 
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7.4.2 人材の育成 

今後さらに複雑化するこれらのモデルを正しく活用・理解し、長期観測データを用いて将来にわたって改善を

続けていくためには、地球環境に対する広範な知見と深い洞察力を持つ人材が必要不可欠である。これらの必要

な能力は、数学・物理学といった基礎学問の上に成り立つものであり、地球環境のような複雑な対象が重要にな

る昨今こそ基礎学力を着実に教育することが大学（教養・学部期間）に必要とされている。 

地上・衛星による多分野の観測を行うスーパーサイトは、多分野の知見が集約される拠点ともなり、統合観測

を支える人材の育成に最適な場となる。研究をリードするエキスパートだけでなく、次世代を担う学生や若手研

究者をスーパーサイトや分野間連携サイトへ積極的に参加させるような枠組みが是非必要である。 

また、衛星観測推進のワークショップなどの研究情報の交換や将来計画への提言、若手研究者への指導の検討

会などの機会も十分とは言えない。観測技術とともに研究者の将来展望や解析技術を向上・維持するためには、

基礎科学に基づく広範な観点による教育に加え、研究交流のワークショップやトレーニングセミナーを増やすこ

とが必要である。 

 

7.5 まとめと今後の展望 
7.5.1 地上と衛星観測の統合における課題 

(1) 長期安定した観測の運用 

○日本およびアジア・ユーラシア地域における総合的かつ長期的に行う現場観測拠点の整備 

地球環境の観測には長期安定した運用と精度管理が必要である。長期観測の観点からの観測システムの強

化・維持の必要性は言うまでもないが、多くの場合現場観測サイトの人的・資金的リソースが限られているこ

とから、水循環・炭素循環・雪氷・生態系・大気化学・衛星較正検証サイト等の複数の観測ネットワークを共

同利用することよって、効果的に観測サイトを設置・維持することが効果的である。また、取得された観測デ

ータの相互利用、分野共通的な観点でのサイトの適正配置や衛星センサー選定、衛星-現場比較のためのサイ

ト周辺の被覆情報の整備を推進し、その価値を高めていくことが必要である。 

(2) データの精度向上と相互利用性の向上 

○複数世代の衛星センサーの継続運用と世代間相互較正 

地球環境変動の監視や過程の研究のためには、衛星センサーも長期に継続して運用することが必要である。

また、1機3～7年程度の寿命の衛星センサーを長期的につないで利用するためには、地上観測データを含め

た複数の手段により、異なる世代間の測器を精度よく相互較正することが必須である。 

○波長別放射量観測の較正システムの確立 

現場観測による物理・生物・化学量とリモートセンシングデータの統一的な理解には、衛星で用いられる各

波長での放射量を現場でも観測し、観測対象物の放射伝達過程をモデル化することが必須である。しかし地上

の波長別放射量観測の精度維持に現在課題があることから、今後較正手段・体制を整えることが必要である。

また種々のデータを複合的に利用するためには、衛星測器と地上放射量観測測器を同じ較正基準によって較正

することが重要である。 

○温暖化予測・環境影響評価において、現在特に以下のようなパラメーターの観測技術の改善が必要である 

・土地被覆分類（モデルでのパラメーターを切り替える基準として利用） 

・LAI（蒸発散や光合成過程で利用） 

・バイオマス（現存量）（炭素固定量や燃焼・利用による炭素放出で利用） 

・降水量と積雪深（水循環や植生ストレス、アルベド、乾燥（火災危険度）等で利用） 

・NOXやVOC（対流圏オゾン濃度の推定や長距離輸送量の推定精度向上に利用） 

(3) 地上・衛星観測の効果的な複合利用技術の確立と人材育成 

○地表面と大気の放射伝達過程についての理解の向上 

観測対象物の放射伝達過程は、衛星観測と現場観測をより直接的に統合するための効果的な手段であり、開

発を推進する必要がある。このためには、現場の物理・生物・化学量の計測と、地表・大気の光学観測（各波

長の反射率・方向性・偏光等）を併せて実施することが効果的である。また、この放射伝達過程をモデルに取

り込むことで、衛星観測の直接の情報（観測輝度）を気候モデルへ同化することにつながると期待される。 

○統合的な環境監視やモデル研究における分野間の連携の推進 

現場・衛星観測データを有効利用して気候や地球環境の変動を監視し、モデル化するためには、水循環・炭
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素循環・雪氷・生態系・大気化学といった様々な分野の知見を統合する必要がある。 

○地上・衛星観測データに基づいたモデル計算結果の検証手法の開発 

モデルで検証対象とする変数の整合性や観測データの誤差や時空間カバレッジなどを正しく理解し、効果的

に利用できるよう、観測とモデル研究が密に連携する必要がある。 

○広範な観点と専門的な深い知見を併せ持つ人材の継続的な育成 

今後統合的な観測・データ利用とそれによる地球環境の実態把握・予測を十分に進めるためには、基礎科学

に基づく広範な観点と専門的な深い知見を併せ持つ人材の育成を大学（教養・学部期間）で着実に行うことが

必要である。 

 

7.5.2 今後の展望 

(1) 地上観測と衛星観測の連携によるデータ流通の促進 

多くの研究者が参加して統合解析を進めるためには、以下のようなデータの使い易さとデータの入手のし易さ

を改善し、データを多くの人が容易に使えるようにする必要がある。観測サイトの共同運用や複合利用の発展を

通じてこれらの問題点が改善され、将来のデータ利用者は目的に応じて衛星と現場データを区別することなく利

用できるようになることが期待される。 

○データの使い易さの改善 

データを使い易くするために、（a）観測パラメーターの定義の衛星･現場観測間の共通化、（b）現場観測手

法の標準化、（c）観測測器の較正手法の標準化、（d）データの品質情報の整備、（e）参考となり得る利用事例

の蓄積、が必要となる。これは全球地球観測システム（GEOSS）で挙げられているデータの相互利用性

（interoperability）にも貢献することになる。 

○データの入手のし易さの改善 

データの公開と入手し易さの改善は、衛星観測ではTRMM、ADEOS-II、GOSAT、MODIS、LANDSAT等多くのミ

ッションで進展している。一方現場観測においては、観測出資機関のポリシーや観測者の処理・整理の遅延等

の理由により、データ公開と流通促進は国際的に見ても極めて遅れていると言わざるを得ない。特に現場観測

におけるこの重大な問題を解決するためには、標準化された手法で観測・解析し、観測後速やかにデータ公開

できるよう、観測機関および出資機関が率先してデータ公開を推進することが強く望まれる。 

(2) 広域推定のための効果的な観測補完 

観測サイトの共同運用や複合利用の発展を通じ、衛星と現場観測の統合利用を前提とした現場サイトの位置選

定、衛星センサーの選定、時空間カバレッジ不足やパラメーター不足の補完が進むことが望まれる。例えば、こ

れまで不足していた数10日以下×数100m時空間スケールの観測や、精度良い土地被覆やLAI観測・推定等が、

高度化・詳細化するモデル研究と連動して整備されていくことが期待される。これらの実現のためには、多分野

の観測者が現状の課題（達成できていない観測機能および観測空白域など）について共通認識を持ち、協力して

その課題を解決する取り組む体制が必要である。 

(3) 分野横断領域の統合研究の発展 

分野横断的な観測が特に要求される領域として沿岸域の物質循環を例に挙げると、陸からの化学物質の流入、

地形の影響を受けた複雑な循環の物理場、そこに形成される複雑な生物動態があり、この分野はモデル化も予測

も現状では特に難しい。一方でこのような領域は、人間活動の環境への影響や、逆に環境が人間生活に与える影

響が強く現れる重要な領域であることも多い。今後現場・衛星・モデルの統合利用や、物理・生物・化学等の分

野間連携が進むことによって、沿岸域のような分野横断領域でのモデル化と予測が実現し、持続的で豊かな環境

を維持するための指針を提供できるようになることが期待される。 

（三枝・村上・戸田） 
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第Ⅴ部 まとめ 

第8章 課題と展望 
地球温暖化問題を解決するためには、包括的で統合された地球観測を長期的・継続的に推進することが必要不

可欠である。特に、ポスト京都議定書に関連する施策に対応するためには、地球温暖化の実態把握の観測のみな

らず、適応・緩和の課題に資するための温暖化影響等に関する観測の推進が重要となってくる。 

報告書第2号においては、地球温暖化において重点的な取組みが求められている、雲・エアロゾル・放射なら

びに対流圏オゾンに関する観測、および温暖化影響評価に関する観測について、その現状、課題および今後の展

望について、各分野の専門家による詳細に検討された結果が示されている。 

報告書の各章において述べられているように、多くの分野において、人的・予算的制約があるにもにもかかわ

らず、多くの取組みが行われている。各章において、今後も継続すべき観測、今後新たに実施すべき観測等につ

いて詳細に述べられるとともに、多くの提言がなされている。 

今後、観測を推進し、一層発展させるためには、多くの施策の実施が必要である。本章では、各章で詳細に述

べられている観測等に関する課題と展望について、そのまとめを示す。 

 

8.1 雲・エアロゾル・放射に関する観測 
 放射収支の観測に関しては、地表面での短波・長波放射の定量的評価が不十分であり、特に国際的にも確立さ

れていない赤外放射計の較正を行う体制を我が国で早急に構築する必要がある。また、太陽直達分光日射計の準

器の維持も重要である。さらに、光源を利用した方法の可能性も検討する必要がある。他方、気象庁は各研究機

関で得られる放射収支観測データを統合的に集めることや基準地上放射観測網（BSRN）との連携強化を推進する

必要がある。 

 エアロゾルの地上観測においては、その散乱係数・吸収係数・消散係数に関する測定の高度化が放射過程の理

解や気候変動の解明のために必要である。また、エアロゾルの化学組成や混合状態と光学特性の関係の解明も重

要である。我が国は世界でも有数のライダー観測ネットワークを有するが、エアロゾルの種類別に消散係数を推

定するなど、これらの観測データのさらなる高精度化や有効活用を図るとともに、消散係数プロファイルを昼夜

を問わず高感度で測定できる高スペクトル分解ライダー方式の多波長ライダーの実現が期待される。国内の観測

サイトはもとより、北極・南極における雲・エアロゾル・放射の観測を強化するほか、アジアやその他関係各国

との協力の強化が望まれる。特にアジア域では、今後の人口増加とそれに伴う農業活動の増加が予測されており、

農業活動由来のエアロゾルやブッラクカーボン（BC）等の物質の発生量もまた増加すると予測されるため、アジ

ア域におけるエアロゾル研究の推進が必要である。現在、これらの観測に携わることのできる、特に若手の人材

が減少している。観測的研究への研究資金の投入とともに、長期モニタリングに対応した人材育成システム（長

期観測の専門職職員の配置）などが望まれる。またデータ相互利用を促進することも望まれる。さらに、航空機

観測を推進するため、観測用航空機を共同で持つ必要がある。 

 雲・エアロゾルの衛星観測においては、長期モニタリングとプロセス研究の2本立ての衛星計画が必要である。

現在計画が進められている日欧の「雲・エアロゾル・放射ミッション」（EarthCARE）やアメリカ航空宇宙局（NASA）

のACEにおける受動型センサー＋能動型センサーによる衛星観測システムは、将来、長期モニタリングの中核を

担う可能性がある。 

 地上から衛星に至るまで、様々なプラットフォームから観測されるデータは、今日では数値モデルによる計算

値と比較することによりモデルの改良に資することはもとより、インバーション法を用いてエアロゾルや前駆物

質の発生源を推定することも進められつつある。さらに、近年では様々な形でエアロゾルや雲のデータ同化も行

われるようになってきている。データ同化を高精度で行うためには、数値モデルが相応の質を保持している必要

があるほか、適用する観測データの品質保証および品質管理も重要となる。 

 

8.2 対流圏オゾンに関する観測 
対流圏オゾンは、温室効果ガスであると同時に、越境大気汚染問題にも関連していることから、地球観測とし

て取り組むべき課題としての重要度を増している。 

 オゾン濃度観測データの標準化にあたっては、国内におけるオゾン濃度の国際体系に基づくUV法 によるスケ

ールでの統一化および、機関間の相互比較の定期的・継続的な実施を通じた観測データの統合化をさらに進めて
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いくことが必要である。それを踏まえて、観測データの準リアルタイムでの流通や国内の観測施設で観測された

データを共同で利用するためのデータベース化を含めた観測データの収集と、提供形態の一層の多様化による利

便性を図り、温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）を通じた観測データの流通をさらに促進することが重要

である。地上・航空機・船舶・ライダー・ゾンデ・人工衛星など様々な観測データをネットワーク化し、それら

を統合して時空間的に密で詳細な3次元観測データを得ると同時に、地球規模の現象解析やモデルの検証・同化

のために極域における対流圏オゾンの長期連続観測を継続することが必要である。今後、東アジアの地域スケー

ルでの越境大気汚染の実態と動向をより正確に把握するために、アジア大陸での観測強化に向けた国際協力およ

び世界気象機関（WMO）や東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）の枠組みなどを通じた関係国相互

間の緊密な観測の連携がさらに求められる。 

 以上の実現にあたっては、長期観測の継続とそのネットワークの拡大のために必要な観測機器等の整備・運用、

専門家会合・ワークショップや標準化のための比較実験の実施のために、予算確保と人材育成が不可欠である。 

 

8.3 水循環分野 
地球温暖化による人間社会や生態系への影響のかなりの部分は水循環の変化に関連して現れるため水循環の

観測は重要であるが、水循環分野の観測と観測データには以下の課題がある。 

まず、利用可能なデータの時空間分布および解像度が必ずしも十分ではない。例えば、途上国や山岳域、熱帯

林の中などの観測不足地域が多く、極値に関する情報も限られており、必要十分な観測データが利用可能なケー

スは必ずしも多くない。この原因としては、そもそも観測が行われていない場合もあるが、各国や各機関にデー

タが眠ったままという場合もある。また、統一したフォーマットで容易に利用できるデータが流通していないこ

とも水循環に関するデータの欠点である。そのような中、我が国はこれまで、ある程度の国際的リーダーシップ

を発揮してきたが、継続は必ずしも容易ではない。 

これらの課題を乗り越えるための今後の対策としては以下のようなものが考えられる。 

まず、世界の多くの面積を占める発展途上国を含め、地上観測を長期にわたって継続実施できる体制を確保す

ることの重要性を再確認し、技術的支援を行う必要がある。一方、地上観測の時空間の分布と解像度の不足を補

うために、地上観測と数値モデルと衛星観測データとを統合的・融合的に利用することによる準観測値を生成す

ることが重要である。そのためにも、途上国での観測の支援と途上国の過去のデータのレスキュー・そのアーカ

イブを行うことが必要である。また、各国の地上観測データおよび衛星観測データの統一フォーマットでの流通

を進め、日本および世界中の人が容易にアクセスし、データ取得できるシステムを構築するべきであろう。これ

らを通して日本の国際的リーダーシップは確保されると考えられる。 

これらの実現のためには、期間限定のプロジェクトに頼るばかりではなく、NASAやアメリカ海洋大気庁（NOAA）

のように研究機関として安定したサービスを提供する水循環観測データ統融合マネジメント機関（仮称）の設立

が必要である。 

ところで、これからの水循環に関する広域観測を長期的かつ継続的に遂行し、上記のような課題の解決を遂行

していくための重要な手段の 1 つは衛星観測であるが、我が国では 2 つの衛星計画が進められている。その 1

つが（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）の地球環境変動観測ミッション（GCOM）計画であり、もう1つが日本

とアメリカを中心に国際的な協力の下に進められている全球降水観測（GPM）計画である。これらの衛星観測を

国際的な協力の下、着実に進めることは極めて重要である。加えて、単に衛星によって観測データを取得するこ

とに留まらず、アメリカおよびNASAあるいはヨーロッパおよびESAが行っているように、衛星観測から新たな

科学的知見を発見し、あるいは社会福祉の向上につながるプロダクトを生成するような活動を、我が国はこれま

で以上に拡充すべきである。上記機関の設立は、このような衛星観測とその利用の一層の発展においても中心的

な役割を果たすことであろう。 

次世代の観測をより良きものとするために、衛星観測および地上観測に関わる新たな観測技術の開発を着実に

継続、発展させねばならないことは言うまでもない。 

 

8.4 雪氷分野 
 地球上の雪氷は温暖化の進行によって大きく変化し、またこの変化が温暖化を加速する懸念が持たれている。

特にここ数十年から半世紀の間に顕著な変化を示しているのは凍土・氷河および北半球の海氷であり、積雪も地

域性を持ちながらも減少傾向が見られる。氷床もグリーンランドについては融解面積の増加が見られる一方、変
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化によるインパクトの大きい南極氷床の挙動は不明確なところが多い。雪氷の特徴は、時定数の比較的短い因子

とともに、数十から数千年の時定数を持つ因子が存在し、監視体制の構築により変動把握、応答機構の明確化が

急務となっている。 

地球環境変動で雪氷が重要となるプロセスとしては、アルベドフィードバック、海洋を含む水循環・海水面上

昇、温室効果ガス放出など物質循環、そして地域的な人間活動に対する影響などが上げられる。これらに関する

理解を深め、評価し対応策へつなげるためには、雪氷分野に関して以下の施策を推進することが必要である。 

(1)雪氷圏変動監視観測ネットワークを強化し持続性監視体制を構築する: 国際・国内連携の下で全球・地域

的な監視体制および当該地域でのプロセス研究が求められている。現在実施している地域における観測態勢を整

備・高度化し、共同利用などで連携強化を行い、効率的で安定した体制の下、データを確保することが重要であ

る。地域としては、日本コミュニティ実績があり国際分担の期待がある北極域、ヒマラヤを中心としたアジア高

山帯、国内山岳地帯、南米のパタゴニア、それと南極氷床域が中心となる。陸域におけるスーパーサイト・分布

型観測網・トラバース観測、海洋における船舶・自動観測などの観測手段・要素の充実と機器開発が求められて

いる。 

(2)衛星および地上観測のデータ整備・品質管理を通じて統合解析を実施できる体制を確立する: 雪氷データ

は、いわゆる個別のプロセス研究上で扱われることが多く、また担当機関がないため、研究者および一般社会が

使える形でのデータセット化が遅れている。過去から現在まで取得した衛星および地上観測のデータプロダクト

をアーカイブ、管理、流通させる機能が必要とされている。その際、衛星導出手法の改良によるプロダクトの高

度化、および統合解析ができることが求められている。 

(3)雪氷圏の持続的監視体制、データの利活用を推進し、温暖化影響評価・予測貢献を行う中核組織を形

成する: 雪氷因子はデータの蓄積・利活用が遅れ、持続的観測が困難な状況におかれているが、温暖化

での変化およびその潜在的影響力は、この状況を改善することを求めている。このためには、効率的・系

統的に雪氷変動を総合的に扱い、他分野との連携を図る中核組織の形成が急務であると言える。 

 

8.5 生態系分野 
生態系の地上観測、衛星観測、広域モデルの間にはいまだ大きなスケールギャップが存在する。この3者間の

スケールギャップをいかに埋めていき整合性を持たせるかが今後の大きな課題である。そのためにも陸域・沿岸

域にかかわらず日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER）やJapanFlux、モニタリングサイト1000 などの複

数の生態系観測ネットワークが重複するサイトをスーパーサイトと位置づけ、大規模野外実験も積極的に取り入

れたより高度な観測体制を確立し、長期的に維持していくことが必要である。また、より広域な観測をカバーす

るために国内における高山帯、暖温帯などの観測空白域やアジア・ユーラシア地域における現場観測拠点の整備

と長期的な維持も求められる。 

生態系の観測は生物多様性そのものと直接関わる部分も多く、センサーによる観測が可能な項目は現在の技術

ではごく限定されている。このような観測は機械化そのものが現状では困難な場合が多く、ほかの分野と比較し

て自動化やデータ同化が立ち遅れている。このような観測に対する技術開発の促進やキャパシティビルディング

が強く望まれる。 

これら観測サイトの情報をスケールアップするためには、超高分解能を持つ衛星センサーを開発し、日本を中

心とする東アジア地域を対象とした静止衛星も視野に入れた衛星観測体制を確立するとともに、生態系観測との

密接な連携を促進していくことが重要である。 

さらに、生態系の地上観測データや衛星観測データを用いたモデリングを推進するためにも、データを公開し

フォーマットや説明ドキュメントを整備する体制をもった、データベース組織と様々な観測データを統合解析す

る拠点の確立が必要である。 

一方、ほとんどの生態系観測ネットワークの運営には、U.S.-LTERのような政府科学機関等による長期的な資

金面でのサポートがなく、観測体制やデータベース管理も含めすべて参加研究者の短期的な競争的資金への応募

等の自助努力に負っているのが現状であり、早急な改善が求められる。 

 

8.6 社会経済データ分野 
一般的に、人間環境への影響は、地域性の高い多様なメカニズム・社会条件を反映して生ずる。その影響を適

切に評価して対応策を検討するためには、地域詳細な気候変化観測・予測情報の整備と同時に、各地域の特質を
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反映した社会・経済データの整備が重要となる。しかし現時点では、まだその取組みは明らかに不足している。

多くの社会・経済データは温暖化問題での利用を想定して整備されてはおらず、その所在についても情報共有が

不十分である。効果的・効率的な整備に向け、関係省庁間での情報交換・仕分け・連携を促進する必要がある。 

人間社会への影響に関して、広域を対象とした包括的分析を実施し、その結果に基づいて特に脆弱な地域・分

野を特定するような用途のためには、人口分布データについて典型的に実施されているように、広域をカバーし

た空間・地理情報として社会・経済データが整備・提供されることが望ましい。なお、対象とすべき社会・経済

データは、過去から現在までの観測された統計情報に限らず、それとシームレスに接続する将来のシナリオまで

含めて考えるべきである。 

人間社会への影響の詳細な分析とそれに基づく適応策検討のためには、広域について面的に整備された人口等

の社会・経済データに加えて、その他の地域固有の諸条件に関する情報も求められる。地域固有の情報には、他

地点との比較が容易に可能な定量的情報に限らず、例えば地域住民の過去の災害経験や伝統的対策の有無といっ

た定性的情報も含まれる。適応策検討に関連しては、各地域での関係者会合等の記録や、地域行政計画といった

ものまで、有効に活用すべき情報とみなされる場合もあろう。定性的情報に関しては統一的・画一的なフォーマ

ットの提案は困難であり、またデータの品質管理にも困難が伴う。それゆえ、既存の情報に関してもデジタル化

されずに分散している傾向がある。しかし、地域固有の情報・経験を地域内で埋もれさせず、各地域間で共有し

ながらリスク評価・管理を進めていく必要がある。 

人間社会への影響を予測するためには、想定する気候変化シナリオと整合性のある適切な社会・経済シナリオ

を置くことが重要である。個別の影響評価研究用にアドホックにシナリオ作成して、利用後は埋没させるという

のではなく、適切なメタデータの記述ルールを確立し、不確実性情報等も付与できる形でプロダクトを広く共有

できる仕組みを作り出していくことが、影響予測研究の加速のためには重要である。 

 

8.7 地上と衛星観測の統合 
各種の地上観測と衛星観測を統合したアプローチ（統合的な観測と解析）に基づく地球観測を実現するうえで、

現時点で我が国の関連研究分野が抱える最も深刻な弱点は、 

(1)長期的に安定した地球観測を支える人的・資金的リソースの不足、 

(2)観測データの精度上の問題と相互利用性の問題、 

(3)分野間連携によって得られる統合的なデータの利用技術とその技術開発を担う人材の不足、 

にある。 

これらの弱点を克服するために特に必要とされる取組みはそれぞれ以下のとおりである。まず、地球観測に資

する観測を長期的に安定運用するためには、個々の観測点や観測者のグループの有する限られた人的・資金的リ

ソースを最大限に有効利用するための取組みが重要である。これを実現するために、炭素循環・水循環・雪氷・

生態系・大気化学・衛星較正検証等の機能をもつ複数の観測ネットワークをできる限り重複させた観測サイトま

たはエリア（スーパーサイト）を共同運用することにより、観測サイトの適正配置と長期的な維持を分野間連携

によって実施することが強く望まれる。 

次にデータの精度向上と相互利用性の向上については、長期に及ぶ地球観測を支えるため複数世代にわたる衛

星センサーの継続運用と、その観測精度を維持するための世代間相互較正の取組みが必要不可欠である。また、

地上観測と衛星観測における波長別放射量観測の較正システムの確立を早期に実現することにより、放射量観測

の精度向上と長期的な精度管理を保証することが求められる。同時に、土地被覆分類やバイオマス、降水量・積

雪深量といった複数の分野において共通かつ必要不可欠なパラメーターの観測技術を向上させる取組みが重要

である。 

最後に、統合的な地上・衛星観測によって得られる観測データの効果的な複合利用技術の確立とそれを担う人

材育成については、基礎科学に基づく広範な観点と専門的な深い知見を併せ持つ人材を、大学等の教育機関で育

成するのみならず、分野間連携のスーパーサイトで展開される観測や研究活動を通して、長期的かつ着実に育て

る取組みを継続することが強く求められる。こうした取組みにより、地上・衛星による統合的な観測とデータ解

析に基づく地球環境の診断（観測・予測）と処方（緩和・対策）の実践、およびそれにより得られる知見の社会

への還元を持続的に行うことが可能になる。 
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第9章 優先的に取り組むべき課題 
地球温暖化問題を解決するためには、包括的で統合された地球観測を長期的・継続的に推進することが必要不

可欠である。このため、第Ⅰ部の報告書の目的にも述べられているように、連携拠点の設置によって進展が期待

される、①「データ標準化の促進」、②「データ流通の促進」、③「観測施設等の相互利用の促進」、④「時空間

的観測空白の改善および観測項目の充実」の各項目、さらに、これらの項目を実現する基盤となる、⑤「観測技

術の開発」、⑥「人材育成」の6つの項目の視点に準拠して、報告書に記述された内容を精査し、特に優先的に

取り組むべき課題等を抽出し、その課題名を具体的な実施内容とともに以下に示す。 

なお、各課題には参照すべき本文各章の項番が付記されている。 

 

1. データ標準化の促進 

○高精度放射観測体制の確立とデータアーカイブ（1.2.1、1.2.3、7.3.1、7.5.1） 

地表面における放射量は気候システムにおける最も基本的な要素であるにもかかわらずいまだ十分な精度で

観測・評価されていない。特に長波放射量や分光放射量について、地上観測と衛星観測双方の較正方法を確立し、

長期的な維持管理を可能にする体制を整える。また、基準地上放射観測網（BSRN）、全球大気監視（GAW）や世

界放射センター(WRC)などの国際的なプログラムや機関と連携して複数の安定した観測体制を確立するととも

に、長期データのアーカイブの面でも世界をリードする。 

 

○オゾン濃度の観測スケールの統一化および機関間比較観測の定期的・継続的実施（2.2） 

(独)国立環境研究所（NIES）の標準参照光度計 (SRP)No. 35をはじめ、国際体系に基づくUV法によるスケー

ルで国内におけるオゾン濃度を体系化することにより、観測データの利用性向上を図る。また、機関間相互の比

較観測を定期的・継続的に実施する。 

 

○データ整備・品質管理を通じた統合解析の実施体制の確立（4.7、4.9）（データ流通の促進にも関連） 

雪氷関係のデータが存在しているにもかかわらず、統合解析の実施体制が整備されていないことにより、種々

の研究や社会的利益のための利活用が遅れている。衛星および地上観測のデータ整備・品質管理を通じて統合解

析が実施できる体制を確立する。 

 

2. データ流通の促進 

○対流圏オゾン観測データの収集・提供形態の多様化と観測データの流通促進（2.3.1、2.3.2） 

オゾン濃度観測データの準リアルタイムでの流通など観測データの収集・提供形態を多様化するとともに、世

界気象機関全球大気監視（WMO/GAW）の下で設立され気象庁で運営している温室効果ガス世界資料センター

（WDCGG）を通じてデータ流通を促進する。 

 

○アジア大陸でのオゾン観測の強化および観測データの流通・利用の促進 (2.4.2) 

北半球規模または東アジアの地域スケール越境大気汚染の実態・過程・変容を明らかにするための基盤として、

発生源付近でのオゾンおよびオゾン前駆物質の観測を強化し、さらに、関係国相互間の観測データの流通・利用

を促進する。 

 

○水循環観測データ統融合マネジメント機関（仮称）の設立（3.1、3.5） 

様々な水循環の地上観測データや衛星観測データ、さらにはレスキューされたデータや統融合によって生成さ

れた準観測値などを統一形式でアーカイブし、世界のどこからでも容易にアクセスできるようにするシステムが

求められている。このために、恒久的に安定したサービスを提供する水循環観測データ統融合マネジメント機関

（仮称）を設立する。 

 

○雪氷圏の温暖化影響評価・予測貢献を行う中核組織の形成（4.1～4.9）（ほかのすべての項目にも関連） 

雪氷圏の温暖化影響評価・予測貢献を行うため、持続的監視体制、データの利活用、統合解析等を推進

する中核的組織を設立する。 
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○生態系のデータ統合解析拠点の整備（5.6.4) 

生態系の地上観測データや衛星観測データを用いたモデリングを推進するため、データを公開しフォーマット

や説明ドキュメントを整備する体制をもった、データベース組織と、様々な観測データを統合解析する拠点を確

立する。 

 

○社会経済データの広域統合化・デジタル化による利用性向上（6.4) 

社会経済データについては、過去に記録されたデータのデジタル化や空間・地理情報化といった整備をすすめ、

影響の検出・評価や適応策検討での利用性を向上させ、その流通促進を図る。なお、対策検討の観点からは、過

去から現在までの観測された統計情報に限らず、それとシームレスに接続する将来のシナリオまで含めた情報を

整備する。 

 

○省庁連携を前提とした、ニーズに沿った社会経済データ情報源情報の整理・配信（6.4、6.5) 

温暖化影響の検出・評価と適応策検討に要する社会・経済データの多くは、必ずしも温暖化問題での利用を当

初から想定して整備されてはおらず、その所在についても情報共有が不十分である。関係省庁間で連携し、国内

外の既存の社会経済データ情報源について網羅的に情報収集するとともに、利用者（影響研究者・適応政策に関

わる行政担当者）のニーズに合わせてその収集した情報源情報を整理・配信する。 

 

○衛星観測データのアーカイブの推進 

長期かつ広範囲にわたる地球観測を実現するためには、衛星による観測が不可欠であり、特に得られた観測デ

ータのアーカイブが重要である。 

 

3. 観測施設等の相互利用の促進 

○エアロゾル・雲・放射の地上観測ネットワークの長期運用体制の確立（1.3、1.5.1） 

スカイラジオメーターを中心に、ライダーや多様なエアロゾル・雲・放射観測用測器を整備したSKYNET等の

地上観測ネットワークが東アジアにおける重要なデータを提供している。国際的にも重要なこれらの観測ネット

ワークを恒久的に安定して運用できる体制を確立する。 

 

○生態系観測のスーパーサイトの整備（5.4.2） 

陸域、沿岸域にかかわらず日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER）やJapanFlux、モニタリングサイト1000

などの複数の生態系観測ネットワークが重複するサイトをスーパーサイトと位置づけ、大規模野外実験も積極的

に取り入れたより高度な観測体制を確立し、長期的に維持していく。 

 

○日本およびアジア・ユーラシア地域における総合的かつ長期的な観測拠点の整備（7.2.3） 

既存の観測機能（設備・観測技術、人材、パラメーター・精度・時空間のカバレッジ）を最大限に生かし、各

種地上観測データや衛星データを統合的に解析するため、複数の分野で構築された観測システムをネットワーク

化し、分野間連携に基づく観測サイトの共同運用と、各ネットワークが収集する観測データの公開および相互利

用を促進する。 

 

4. 時空間的観測空白の改善および観測項目の充実 

○雲・エアロゾル・放射観測衛星の継続的な打ち上げ（1.2.4、1.5.4） 

グローバルな気候モデルと大気化学輸送モデルの発展や地上観測データの有効活用のために、全球をカバーで

きる衛星観測は極めて重要な観測手段である。長期モニタリングとプロセス研究の観点から、近年、成果を挙げ

てきた我が国の衛星観測を、国際的な協力の下、今後も着実に推進する。 

 

○対流圏全層の観測の充実および長期連続観測の継続とモデルの検証・同化（2.3.3、2.4.3、2.6) 

極域を含む地上観測点における地上から上空までの対流圏オゾンの長期連続観測を継続するとともに、地上・

航空機・船舶・オゾンライダー・オゾンゾンデ・人工衛星など時空間的に密で詳細な様々な観測データを統合し

た3次元観測データを得る。また、これらの観測データを使用して、現象の解析やモデルの検証・同化に関する
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活動を推進する。 

 

○水循環に関わる地上観測体制の持続可能性の確保・強化と過去の観測データのレスキューとアーカイブ（3.1、

3.2、3.5） 

地球温暖化による水循環の変化を的確にモニタリングするとともに、衛星データや気候モデル等を校正・検証

するためには、地上での長期にわたる高品質な観測データが必要である。このために、発展途上国における水循

環に関わる地上観測体制の品質と持続可能性の確保・強化のために必要な技術的支援を行う。また、途上国を中

心として眠ったままのデータを救い出し、専門家や政策決定者等が利用可能とする。 

 

○我が国の水循環に関わる衛星観測とその利用の充実・拡大（3.3、3.4） 

地上観測のみでは十分な確保が難しい空間網羅性を補完しつつ、長期的かつ継続的に水循環の観測を遂行して

いくための重要な手段の1つは、衛星観測である。我が国が進めている2つの水循環に関する衛星観測計画（地

球環境変動観測ミッション（GCOM）計画と全球降水観測（GPM）計画）を国際的な協力の下、着実に進める。加

えて、衛星観測から新たな科学的知見を発見し、あるいは社会福祉の向上につながるプロダクトを生成するよう

な活動を、これまで以上に拡充する。 

 

○雪氷圏変動監視観測ネットワークの強化および持続性監視体制の構築（4.2～4.6）（観測施設等の相互利用の

促進にも関連） 

現在変化している現象を精度良く持続的に監視し、応答機構を解明することが地球環境との関わり、影響を評

価するうえで不可欠である。そのため、雪氷圏においては、雪氷圏変動監視ネットワークを強化することにより、

持続的な監視体制を構築する。 

 

○高山帯、暖温帯などの観測空白域の改善（5.3.1、5.3.3) 

脆弱な生態系である高山帯やフラックス観測が行われていない暖温帯などが観測空白域である。生態系機能の

広域比較や温暖化に対する影響を評価するうえでも、観測の空白域に充実した観測サイトを整備する。 

 

5. 観測技術の開発 

○高スペクトル分解ライダー方式の多波長ライダーの実現（1.2.2、1.5.1） 

我が国は世界でも有数のライダー観測ネットワークを有し、国際的にもこの分野の研究をリードしているが、

エアロゾルの種類別消散係数の鉛直分布を昼夜問わず高感度で測定できるようにするため、多波長・高スペクト

ル分解ライダーを早期に実現する。 

 

○雲・エアロゾル・放射観測測器を搭載した観測用航空機の整備（1.5.3） 

我が国では1980～1990年代に雲・エアロゾル・放射に関する航空機観測を実施し、成果を挙げてきた。近年、

これらの3次元構造の解明がますます重要になりつつあるにもかかわらず、その後の航空機観測の技術開発や体

制の整備は進んでいない。観測による研究の新たなブレークスルーのためにも、航空機を用いた観測体制の整備

を図る。 

 

○地上観測と数値モデルと衛星観測データを統合的・融合的に利用することによる準観測値の生成（3.1、3.2、

3.4）（時空間的観測空白の改善および観測項目の充実にも関連） 

地球温暖化による水循環の変化に取り組むためには広域かつ長期のデータが必要であるが、たとえ途上国等か

らすべての過去のデータをレスキューしても、それでも過去の観測データには空白域が残る。この空白域を埋め

る手段としては、高度な科学技術の運用および新開発となるが、地上観測と数値モデルと衛星観測データとを統

合的・融合的に利用することによる準観測値の生成が最も適切なものである。このため、気候データの「再解析

値」の作成の継続、発展および高度化を図る。 

 

○超高分解能を持つ衛星センサーの開発と生態系観測への連携（5.5.2) 

観測サイトの情報をスケールアップするため、超高分解能を持つ衛星センサーを開発し、日本を中心とするア
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ジア・ユーラシア地域を対象とした静止衛星も視野に入れた衛星観測体制を確立するとともに、生態系観測との

密接な連携を促進する。 

 

○複数世代の衛星センサーの継続運用と世代間相互較正（7.3.1、7.5.1） 

長期的な地球観測を実現するためには、衛星センサーを長期に継続して運用することが必要である。1機3～7

年程度の寿命をもつ衛星センサーによる観測の連続性を保証し、データの精度を長期的に維持管理するため、地

上観測との比較を含む複数の手段で、世代の異なる測器を高い精度で相互較正する。 

 

6. 人材育成 

 各分野における検討において、観測の実施とそのデータ管理・応用を担う次世代の人材育成の重要性が指摘

されている。人材育成に関しては、初等・中等教育における理科離れ、高等教育における博士課程進学者の減少、

研究現場におけるポスドクの雇用問題など、地球温暖化分野に限定されない、我が国の科学技術分野全体に関わ

る重要な課題が多数存在しているが、ここでは、本報告書で検討を実施している各分野に共通する課題に限定し

て、課題等を抽出している。 

 

○長期的視野に立った人材開発 

地球温暖化に関係する観測においては、遠隔地で持続的な観測を実施し、そのデータを利活用することが求め

られており、このような能力を有する人材を、国内外において育成・確保する。 

 

○観測・解析技術の向上と研究交流による人材育成 

 観測技術とともに研究者の解析技術や将来展望を向上・維持するために、基礎科学に基づく広範な観点による

着実な教育を充実させ、ワークショップやトレーニングセミナー等により研究情報の交換、将来計画への提言、

若手研究者への指導の機会を増やす。 

 

○統合的なデータ利用技術の向上と人材育成 

地上・衛星観測によって得られた多様化したデータセットの特徴（観測データの定義や誤差、時空間カバレッ

ジ、データフォーマットなど）を十分に理解し、多量なデータを処理・解析し、統合的な観点でデータを解釈し、

数値計算モデル等に知見を集約するといったデータの複合的な利用技術の向上を図る。同時にその技術開発を行

う人材の育成を推進する。 

 

○地球温暖化観測と影響評価・適応策への応用のための人材育成 

地球温暖化という新たに発生した学際的な問題に対して、一部の専門家に過大な負担がかかっているのが現状

であり、大学院教育の充実や観測データの統合的解析を実施する機関の設立などを通して、国内外の人材育成を

一層促進する。 
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略語一覧 

【A】 

ADEOS（Advanced Earth Observing Satellite）：地球観測プラットフォーム技術衛星「みどり」 

ADEOS-Ⅱ（Advanced Earth Observing Satellite Ⅱ）：環境観測技術衛星「みどりⅡ」 

AERONET (Aerosol Robotic Network)：大気エアロゾル観測ネットワーク 

AIST（National Institute of Advanced Industrial Science and Technology）：（独）産業技術総合研究所 

ALOS（Advanced Land Observing Satellite）：陸域観測技術衛星「だいち」 

AMSR（Advanced Microwave Scanning Radiometer）：高性能マイクロ波放射計 

AMSR2（Advanced Microwave Scanning Radiometer-2）：高性能マイクロ波放射計2 

AMSR-E（Advanced Microwave Scanning Radiometer for the Earth Observing System）：改良型高性能マイクロ

波放射計 

AMeDAS（Automated Meteorological Data Acquisition System）：アメダス（地域気象観測システム） 

ARM（Atmospheric Radiation Measurement）：大気放射観測計画 

AVHRR（Advanced Very High Resolution Radiometer）：改良型超高分解能可視赤外放射計 

AVNIR2（Advanced Visible and Near Infrared Radiometer type 2）：高性能可視赤外放射計2型 

AWCI（Asia Water Cycle Initiative）：アジア水循環イニシアティブ 

 

【B】 

BC（Black Carbon）：黒色炭素（ブラックカーボン） 

BIODIC（Biodiversity Center of Japan）：環境省生物多様性センター 

BIPM（Bureau International des Pois et Mesures）：国際度量衡局 

BSRN（Baseline Surface Radiation Network）：基準地上放射観測網 

 

【C】 

CCL（Central Calibration Laboratory）：中央較正施設 

CEOP（Coordinated Energy and Water Cycle Observations Project）：統合地球水循環強化観測計画 

CHASER（Chemical AGCM for Studies of Atmospheric Environment and Radiative Forcing）：全球化学・気候

結合モデル 

CLIVAR（Climate Variability and Predictability Programme）：気候変動性・予測可能性研究計画 

CREST（Core Research for Evolutional Science and Technology)：戦略的創造研究推進事業 

 

【D】 

DAAC（Distributed Active Archive Center）：分散型活動記録センター 

DIAS（Data Integration & Analysis System）：データ統合・解析システム 

DMSP（Defense Meteorological Satellite Program）：軍事気象衛星プログラム 

 

【E】 

EANET（Acid Deposition Monitoring Network in East Asia）：東アジア酸性雨モニタリングネットワーク 

EarthCARE（Earth Clouds, Aerosols and Radiation Explorer）：雲・エアロゾル・放射ミッション 

ECMWF（European Center for Medium-Range Weather Forecasts）：ヨーロッパ中期気象予報センター  

EMEP（European Monitoring and Evaluation Programme)：ヨーロッパモニタリング評価プログラム 

ENVISAT（Environment Satellite）：環境観測衛星 

ESA（European Space Agency）：ヨーロッパ宇宙機関 

EUMETSAT（European Organisation for the Exploitation of Meteorological satellites）：ヨーロッパ気象衛

星機関 
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【G】 

GAME（GEWEX Asian Monsoon Experiment）：GEWEXアジアモンスーン実験計画 

GAW（Global Atmosphere Watch）:全球大気監視 

GAWSIS（Global Atmosphere Watch Station Information System）：GAW観測所情報システム 

GBIF（Global Biodiversity Information Facility）：地球生物多様性に関する情報推進 

GCM（General Circulation Model）：大気大循環モデル 

GCOM（Global Change Observation Mission）：地球環境変動観測ミッション 

GCOM-C（Global Change Observation Mission-Climate)：気候変動観測衛星 

GCOM-W（Global Change Observation Mission-Water）：水循環変動観測衛星 

GCOS（Global Climate Observing System）：全球気候観測システム 

GEOSS（Global Earth Observation System of Systems）：全球地球観測システム 

GEWEX（Global Energy and Water Cycle Experiment）：全球エネルギー・水循環観測計画 

GIS（Geographic Information System）：地理情報システム 

GLI（Global Imager）：グローバル・イメージャ 

GOME（Global Ozone Monitoring Experiment）：全球オゾン監視実験 

GOOS（Global Ocean Observing System）：全球海洋観測システム 

GOSAT（Greenhouse Gases Observing Satellite）：温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」 

GPCP（Global Precipitation Climatology Project）：全球降水気候計画 

GPM (Global Precipitation Measurement):全球降水観測計画 

GPS（Global Positioning System）：全地球測位システム 

GTOS（Global Terrestrial Observing System）：全球陸上観測システム 

 

【I】 

IAEA（International Atomic Energy Agency）：国際原子力機関 

IARC（International Arctic Research Center and National Science Foundation）：国際北極圏研究センター 

IASI（Infrared Atmospheric Sounding Interferometer）：大気サウンディング赤外干渉計 

IBP（International Biological Program）：国際生物学事業計画 

ICES（International Council for the Exploration of the Sea）：国際海洋探査委員会 

ICSU（International Council of Scientific Unions）：国際科学会議 

IGBP（International Geosphere-Biosphere Programme）：地球圏－生物圏国際共同研究計画 

IGOS（Integrated Global Observing Strategy）：統合地球観測戦略 

IGOS-P（Integrated Global Observing Strategy Partnership）：統合地球観測戦略パートナーシップ 

ILTER（International Long Term Ecological Research）：国際長期生態学研究ネットワーク 

IOC（Intergovernmental Oceanographic Commission）：政府間海洋学委員会 

IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：気候変動に関する政府間パネル 

IPY（International Polar Year）：国際極年 

ISCCP（International Satellite Cloud Climatology Project）：国際衛星雲気候計画 

IUCN（International Union for Conservation of Nature）：国際自然保護連合 

 

【J】 

JaLTER（Japan Long-Term Ecological Research Network）：日本長期生態学研究ネットワーク 

JAMSTEC（Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology）：（独）海洋研究開発機構 

JARE（Japan Antarctic Research Expedition）：日本南極地域観測隊 

JAXA（Japan Aerospace Exploration Agency）：（独）宇宙航空研究開発機構 

JICA（Japan International Cooperation Agency）：（独）国際協力機構 

JMA（Japan Meteorological Agency)：気象庁 

JST（Japan Science and Technology Agency）：（独）科学技術振興機構 
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【L】 

LANDSAT（Land Satellite）：ランドサット衛星 

LTER（Long-Term Ecological Research）：長期生態系研究 

 

【M】 

MetOp（Meteorological Operational Satellite Programme）：極軌道気象衛星 

MISR（Multi-angle Imaging Spectro Radiometer）：多角度画像スペクトル放射計 

MODIS（Moderate Resolution Imaging Spectrometer）：中分解能分光放射計 

MTSAT（Multi-functional Transport Satellite）：運輸多目的衛星 

 

【N】 

NaGISA（Natural Geography In Shore Areas）：なぎさプロジェクト 

NASA（National Aeronautics and Space Administration）：アメリカ航空宇宙局 

NCAS（National Centre for Atmospheric Science）：国立大気科学センター 

NCDC（National Climatic Data Center）：アメリカ気候データセンター 

NDACC（Network for the Detection of Atmospheric Composition Change）：大気組成変化検出のためのネット

ワーク 

NERC（Natural Environment Research Council）：イギリス自然環境研究協議会 

NIES（National Institute for Environmental Studies）：（独）国立環境研究所 

NIST（National Institute of Standards and Technology）：国立標準技術研究所 

NOAA（National Oceanic & Atmospheric Administration）：アメリカ海洋大気庁 

NPOESS（National Polar-orbiting Operational Environmental Satellite System）：アメリカ極軌道環境観測

衛星システム 

NPP（Net Primary Production）：純一次生産量 

NSIDC（National Snow and Ice Data Center）：アメリカ雪氷データセンター 

 

【O】 

OCTS（Ocean Color and Temperature Sensor）：海色海温走査放射計 

 

【P】 

PEN（Phenological Eyes Network)：陸上植生の季節変動・長期変動に関する長期観測網 

PICES（Pacific International Council for the Exploration of the Sea：Pacific ICES）：北太平洋海洋科学

機関 

POLDER（Polarization and Directionality of the Earth’s Reflectances）：表面反射偏光計 

 

【Q】 

QA/SAC（Quality Assurance and Scientific Activity Centre）：品質保証科学センター 

 

【S】 

SGLI（Second-generation GLI）：多波長光学放射計 

SPRINTARS（Spectral Radiation-Transport Model for Aerosol Species）：全球エアロゾル輸送・気候モデル 

SRES（Special Report on Emissions Scenarios）：排出量シナリオに関する特別報告 

SRP（Standard Reference Photometer）：標準参照光度計 

 

【T】 

TOMS（Total Ozone Mapping Spectrometer）：全オゾン測定放射計 
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TRMM（Tropical Rainfall Measuring Mission) ：熱帯降雨観測衛星 

 

【U】 

UNDP（United Nations Development Programme）：国際連合開発計画 

UNEP（United Nations Environment Programme）：国際連合環境計画 

UNFCCC（United Nations Framework Convention on Climate Change）：気候変動に関する国際連合枠組条約 

USGS（United States Geological Survey）：アメリカ地質調査所 

 

【V】 

VOC（Volatile Organic Compounds)：揮発性有機化合物 

 

【W】 

WCC（World Calibration Centre）：世界較正センター 

WCRP（World Climate Research Programme）：世界気候研究計画 

WDCGG（World Data Center for Greenhouse Gases）：温室効果ガス世界資料センター 

WGMS（World Glacier Monitoring Service）：世界氷河モニタリングサービス 

WMO（World Meteorological Organization）：世界気象機関 

WOUDC（World Ozone and Ultraviolet Radiation Data Centre）：世界オゾン・紫外線データセンター 

WRC（World Radiation Centre）:世界放射センター 
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用語集 
【ア】 

Aqua衛星 

解説：地球規模の水循環に関する情報を取得し、地球規模の水とエネルギー循環のメカニズムの解明を通し

て地球環境問題解決への貢献を目指すNASAの衛星。取得する水に関する情報としては、海洋からの蒸

発量、大気中の水蒸気・雲・降水・土壌水分・海氷・陸氷・雪などがある。また、放射エネルギー量・

エアロゾル・植生被覆・植物プランクトン・陸海面の温度のデータも取得する。 

出典：http://www.aero.osakafu-u.ac.jp/as/okamoto/okamoto_new/tango/a_6.htm（参考日:2009/11/30） 

 

アルゴリズム 

解説：有限回の演算により問題の回答を得ることができるよう、厳密に記述された計算手順。 

出典：相磯秀夫監修, 2001：情報技術用語大辞典, オーム社. 

 

アルベド 

解説：太陽放射が地表あるいは物体によって反射される率であり、普通はパーセントで表現される。地球の

アルベドは、主として雲量、雪、氷、葉面積、土地被覆状況の変動で変化する。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日:2009/11/30） 

 

ALOS（Advanced Land Observing Satellite: 陸域観測技術衛星「だいち」） 

解説：2006年に打ち上げられた世界最大級の地球観測技術衛星で、3つの地球観測センサーを搭載し、高分

解能による立体視可能な画像、面的な地殻変動や土地被覆を捉えることができる。 

出典：http://www.gsi.go.jp/johosystem/johosystem40077.html（参考日:2009/11/19） 

 

【エ】 

エアロゾル（Aerosol） 

解説：大気中に浮遊している個体あるいは液体の微粒子。地表や海洋から舞い上がるものや工業活動によっ

て排出される煤煙などがある。太陽光の吸収・散乱や雲の生成などに影響する。 

出典：気象庁, 2007: 気象業務はいま 2007 情報から始まる防災 正しい知識 確かな情報があなたを守

る. 

 

エアロゾルオングストローム指数 

解説：エアロゾルの光学的厚さの波長依存性を表す指数。エアロゾルの粒径分布密接に関係しており、値が大

きいほど小粒子が多い粒径分布であることを示す。 

出典：http://157.82.240.167/subjects/aerosol/aerosol3_j.html（参考日:2009/10/30） 

 

エアロゾルの光学的厚さ 

解説：エアロゾルの消散係数（散乱計数と吸収係数を合わせたもの）を大気柱全体（大気上端から地表まで）

について積分した値。エアロゾルの粒径分布、複素屈折率とそれらの鉛直分布によって決まる。 

出典：http://www.eorc.jaxa.jp/imgdata/topics/2004/tp041026.html（参考日:2009/08/10） 

 

永久凍土 

解説：少なくとも一夏をはさむ、二冬以上の間、継続して0℃以下の凍結状態を保った土壌、または岩石や地

層。 

出典：日下哉編, 2002：図解日本地形用語辞典, 東洋書店. 

 

（気候変動の）影響評価 

解説：貨幣価値と非貨幣価値の両方またはいずれか一方について、自然および人間システムにおける気候変

動の影響を特定および評価する方法。 
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出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日:2009/11/30） 

 

A-Train 

解説：NASAが行っている、同地点で観測を行う地球観測衛星隊列（Aqua, CALIPSO, CloudSat, Parasol, Aura）

で、先頭と最後尾の衛星の頭文字をとってA-Trainと呼ぶ。 

出典：http://www2nict.go.jp/y/y222/SMILES/MACS/8/note/Schoeberl/ss5.html（参考日:2009/11/28） 

 

栄養塩 

解説：生物の生命を維持する栄養分として必須の無機塩類。有機物の主要構成要素（炭素・水素・酸素）を

除く、リン・窒素・カリウム・ケイ素・マンガンなどの微量元素を含む。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 

 

エルニーニョ 

解説：太平洋赤道域の日付変更線付近から南米のペルー沿岸域にかけて海面水温が平年に比べて高くなり、

その状態が1年以上続く現象。太平洋熱帯域において、平常時より弱まった東風の影響で西部の暖か

い海水が東方へ広がるとともに東部で冷たい水の湧き上がりが弱まることが原因。 

出典：http://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/data/elnino/learning/faq/whatiselnino.html（参考

日:2009/11/18） 

 

【オ】 

Aura衛星 

解説：地球のオゾン、大気質および気候について研究するNASAの衛星。4種類の観測装置を搭載しており、

互いに補完しあって地球大気のオゾン層、大気質および主要な気候パラメーターの観測を行う。 

出典：http://www.aero.osakafu-u.ac.jp/as/okamoto/okamoto_new/tango/a_6.htm（参考日:2009/11/30） 

 

【カ】  

海面上昇 

解説：海洋の平均水位の上昇。海洋の体積増加によって引き起こされる海水の熱膨張や、氷河・氷帽・氷床

の融解によって増加した流出量が海面水位に大きな影響を与えると考えられている。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日:2009/11/30） 

http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/tide/knowledge/sl_trend/sl_cont.html（参考

日:2010/02/16） 

 

海洋の酸性化 

解説：測定可能な酸性度上昇（海洋のpH低下）を引き起こす海水中のCO2濃度の増加。石灰化生物の石灰化

速度の低下をもたらす可能性がある。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日:2009/11/30） 

 

可降水量 

解説：大気中にある水蒸気をすべて液体の水にした場合、どれだけの厚みになるかを表した量のこと。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 

 

河川流量 

解説：河道における流水量。河川流出量ともいう。流量は、流量観測結果から求められた水位と流量の関係

を用いて、水位観測値から算出される。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日:2009/11/30） 

http://www1.river.go.jp/workbook.html（参考日:2009/11/19） 
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カルマンフィルタ 

解説：あらかじめ求めておいた予測式の係数を直近の観測値により最適に補正する、ガイダンスの作成手法

の1つ。 

出典：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/shiryo.html#P22（参考日:2009/11/05） 

 

乾性沈着 

解説：大気中の浮遊物質が、物理的あるいは化学的プロセスによって大気から除去され、乾燥した状態で地

表や植生、水面などにとりこまれる現象。 

出典：http://www.env.go.jp/earth/dss/report/02/05_2.pdf（参考日:2009/11/05） 

 

涵養域 

解説：氷河の年間質量収支（増減量）がゼロになる標高を境とした上流部分。涵養域では、氷河が厚くなる

ために、質量収支はプラスになる。 

出典：http://premium.nikkeibp.co.jp/em/column/oki/03/index.shtml（参考日:2009/10/26） 

 

【キ】 

帰化生物 

解説：本来の自生地から人為的な原因でほかの地域に入り、その後に自力で生存できるようになった動植物。 

出典：八杉貞雄, 可知直毅監修, 1971：生物事典, 旺文社. 

 

気候値（Climatology） 

解説：気候要素（気温、風、海面水温、積雪量など気候を表現する各種の物理量）の長年の観測データの平

均値。 

出典：http://www.science.aster.ersdac.or.jp/jp/glossary/jp/ki/climatic_val.html(参考

日:2009/11/10) 

 

季節凍土 

解説：1年の内でも限られた期間にできる凍土。 

出典：国立環境研究所, 「南極・北極の百科事典」委員会編, 2004：南極・北極の百科事典, 丸善株式会社. 

 

輝度 

解説：単位面積あたりの発光体の明るさを示す言葉。 

出典：長倉三郎, 井口洋夫, 江沢洋, 岩村秀, 佐藤文隆, 久保亮五編, 2006：岩波理化学辞典 第5版, 岩波

書店. 

 

揮発性有機化合物(VOC: Volatile Organic Compounds)  

解説：浮遊粒子状物質および光化学オキシダントの原因の1つで、揮発性を有し、大気中で気体状となる有

機化合物の総称。トルエン、キシレン、酢酸エチルなど。 

出典：http://www.env.go.jp/air/osen/voc/voc.html（参考日:2009/11/05） 

 

吸収係数 

解説：光や放射線が物質に吸収されて減衰する割合を表す定数。 

出典：（財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 丸善株式会社. 

 

【ク】 

雲凝結核(CCN: Cloud Condensation Nuclei)  

解説：凝結核は水蒸気が凝結するときに芯になる液体または固体粒子で、エートケン核（直径が0.2μm以下）、

大核（0,2～1.0μm）、巨大核（1μm以上）に分けられ、雲核には大核以上の吸湿性粒子がなる。 
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出典：（財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 株式会社丸善. 

 

CALIPSO（The Cloud-Aerosol Lidar and Infrared Pathfinder Satellite Observation）衛星 

解説：雲・エアロゾルおよび赤外放射輝度の観測を目的としたNASAの衛星で、2006年から観測を開始してい

る。 

出典：http://www2nict.go.jp/y/y222/SMILES/MACS/8/note/Schoeberl/ss5.html（参考日:2009/11/28） 

 

CloudSat衛星 

解説：94GHz帯で雲を観測するレーダーを搭載したNASAの衛星で、2006年から観測を開始している。 

出典：http://www.isas.jaxa.jp/j/researchers/symp/2009/image/0226_proc/1-1.pdf（参考日:2010/02/16） 

 

GRACE (Gravity Recovery and Climate Experiment)衛星 

解説：太陽極大期に併せて同一軌道上に数百kmの間隔をあけて2002年に打ち上げられた「GRACE-A」と

「GRACE-B」の2つの衛星で、それぞれの位置と衛星間の距離の測定によって互いの衛星の速度変化を

測定し、その揺るぎから精密な重力場を測定をすることを目的としている。 

出典：http://www.satnavi.jaxa.jp/basic/glossary/g.html（参考日:2006/12/03）

http://www1.kaiho.mlit.go.jp/KOHO/simosato/Japanese/articles/20020625.htm（参考

日:2010/01/12） 

 

グローバル・イメージャ（Global Imager: GLI） 

解説：陸域、海域、地球表面および雲からの太陽反射光・赤外放射光を観測し、表面温度、植生分布、雪氷

アルベドなどの物理量を測定するための光学センサーで、地球の大気から地表面を同時かつ高精度に

観測することが可能。 

出典：http://suzaku.eorc.jaxa.jp/GLI/ov/sensor_j.html (参考日:2010/02/16) 

 

【ケ】  

決壊洪水(GLOF: Glacial Lake Outburst Flood)  

解説：氷河湖（氷河の浸食・堆積作用によって形成された凹地に湛水したもの）が小氷期のモレーンを破っ

て決壊した、氷河湖決壊洪水。 

出典：http://www.lowtem.hokudai.ac.jp/newsletter/no8/yamada.html（参考日:2009/10/30） 

http://www.chikyu.ac.jp/shiraiwa/glaciology/Terminology.htm（参考日:2009/10/30） 

 

【コ】 

光化学オキシダント(Ox)  

解説：大気中に排出された窒素酸化物と炭化水素が、紫外線により光化学反応を起こし、オゾンを主成分と

して酸化性物質（オキシダント）が生成される。オキシダントのうち、二酸化窒素を除いたものを光

化学オキシダントといい、光化学スモッグの原因となる。 

出典：http://www.city.yokohama.jp/me/kankyou/mamoru/kanshi/worda/ox.html（参考日:2009/11/05） 

 

光合成窒素利用効率 

解説：窒素あたりの光合成能力のことで、種を特殊づける性質の1つとして利用されている。 

出典：巌佐庸, 松本忠夫, 菊沢喜八郎, 日本生態学会編, 2003：生態学事典, 共立出版株式会社. 

 

光合成有効放射（Photosynthetically Active Radiation） 

解説：緑色植物の光合成に有効な波長範囲（およそ400～700nm）に含まれる放射のことで、この波長範囲の

光量子のフラックスで示される。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 
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後方散乱 

解説：最初の運動方向に対して90度以上の角をなす散乱過程による粒子または放射の偏向。 

出典：太田次郎監訳, 1999: 科学・技術大百科事典＜上＞, 株式会社朝倉書店. 

 

【サ】  

サンゴ 

解説：Scleractinia目生物の一般的な呼び名で、硬い石灰石のからを持っており、造礁と非造礁、冷水性と

暖水性のサンゴに分けられる。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

サンゴ礁 

解説：サンゴによって作られた炭酸カルシウムで作られた岩のような石灰石の構造体で、海岸線に沿ってで

きる裾礁、浅く水に浸かった斜面の上部あるいは陸棚面にできる堡礁・環礁がある。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

サンゴの白化 

解説：サンゴがエネルギーを提供してくれる共生生物を失った場合に、結果として色がなくなること。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

【シ】 

CISLiNet（Commonwealth of Independent States Lidar Network） 

解説：独立国家共同体域においてエアロゾルとオゾンの観測技術の向上とライダーネットワークの構築を目

的として作られたネットワーク。 

出典：http://www.cis-linet.basnet.by/（参考日: 2009/12/04） 

 

閾値 

解説：あるシステムのプロセスにおいて、それを越えると突然にあるいは急激に変化が生じる水準。生態学

的、経済学的、あるいはその他のシステムにおいて、新しい特性が出現し、それまでの低い水準では

適用できた数学的関係に基づく推測が意味をなさなくなる点または水準。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

湿性沈着 

解説：大気中の浮遊物質が、物理的あるいは化学的プロセスによって大気から除去され、雲核になったり雨

粒に取り込まれた後沈着したりする現象。 

出典：http: //www.env.go.jp/earth/dss/report/02/05_2.pdf（参考日: 2009/11/05） 

 

JapanFlux 

解説：日本の陸域炭素収支観測網。AsiaFlux（アジア域での二酸化炭素収支観測ネットワーク）の国内サプ

ネットワークとして2006年12月に発足。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/cger-j/c-news/vol18-1/vol18-1.pdf#page=4（参考日: 2009/11/28） 

 

植生指数（Normalized Difference Vegetation Index） 

解説：衛星リモートセンシングでは植生の持つ特性（植物の緑葉は赤・青領域の波長を吸収し、近赤外線領

域の波長を強く反射する）を生かし、植生指数を以下のように計算する。 

植生指数 ＝（近赤外波長 - 赤波長）/（近赤外波長 + 赤波長） 

出典：http://www.agri.pref.hokkaido.jp/center/syuppan/a_rimosen/sld008.htm（参考日: 2009/11/10） 
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蒸発散 

解説：地表面からの水の蒸発と植生からの蒸散が合わさった過程。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

消耗域 

解説：年間の氷河の質量収支（増減量）がゼロになる標高を境に、下流部分のこと。消耗域では氷河が融け

るため、氷河の年間質量収支はマイナスとなる。 

出典：http://premium.nikkeibp.co.jp/em/column/oki/03/index.shtml（参考日: 2009/10/26） 

 

純一次生産量(NPP: Net Primary Production)  

解説：光合成により生産される有機物生産を総一次生産、それから植物の呼吸量を差し引いた量を純一次生

産量という。 

出典：巌佐庸, 松本忠夫, 菊沢喜八郎, 日本生態学会編, 2003：生態学事典, 共立出版株式会社. 

 

【ス】 

水位流量曲線 

解説：観測地点の水位（H）と流量（Q）の関係をグラフ化したもので、観測した水位に対する流量を算出す

るために用いられ、水文データ整理、流出解析、危機管理の資料として活用される。 

出典：http://www.skr.mlit.go.jp/kasen/mizu/yougo/sect07.htm（参考日: 2009/10/26） 

 

SKYNET 

解説: 大気におけるエアロゾル(大気浮遊微粒子)－雲－放射の相互作用の観測ネットワーク。モンゴルから

タイまでの日本を含む東アジア域に観測点がある。 

出典：http://atmos.cr.chiba-u.ac.jp/（参考日: 2009/12/07） 

 

スペクトル 

解説：可視光線をプリズムに当てた際にできる、各色に分かれた光の帯のことで、通常横軸に波長や周波数

を取り、縦軸に電磁波の強さをとって表される。 

出典：http://wwwj.vsop.isas.jaxa.jp/yougo/k02_spectral.html（参考日: 2009/11/05） 

 

【セ】 

正規化水指数（NDWI: Normalized Difference Water Index） 

解説：地表面における水の存在と深い関連をもつ指標の1つで、赤波長（R）と中間赤外波長（SWIR）を用い

て、(R-SWIR)/(R+SWIR)で計算される。NDWIが高いときは表面が帯水状況にあると判断される。 

出典：http: //www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_nogyo/remote/r-8.pdf（参考日: 2009/10/30） 

 

生態系純生産量（Net Ecosystem Production） 

解説：NEPは純一次生産量NPPから生態系の従属栄養生物の呼吸Rhを差し引いたものと定義されている。 

NEP = NPP – Rh  

出典：http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=2844（参考日: 2010/02/19） 

 

生物多様性 

解説：すべての生物体と様々な空間的スケールの生態系の総多様性（遺伝子レベルからバイオーム全体まで）

のこと。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

積雪水量 

解説：ある特定の雪あるいは氷の塊が溶けて生じ得る水に相当する体積、質量。 
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出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

雪氷圏（Cryosphere） 

解説：地表・地中および海面・海中におけるすべての雪と氷（永久凍土を含む）により構成される気候シス

テムの要素。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

【タ】 

大気混濁係数 

解説：空気分子のみの仮想的な大気の光学的厚さに対する実際の大気の比率を表わす指標で、直達日射瞬間

値から算出する。 

出典：http://www.data.kishou.go.jp/obs-（参考日: 2009/10/30） 

 

【チ】 

窒素酸化物(NOX)  

解説：窒素の酸化物の総称で、光化学オキシダントの原因物質であり、酸性雨の原因にもなっている。一酸

化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、三酸化二窒素、五酸化二窒素などが含まれる。 

出典：http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&ecoword=%C3%E2%C1%C7%BB%C0%B2%BD%CA%AA（参考日: 

2009/11/19） 

 

中分解能分光放射計（MODIS: Moderate Resolution Imaging Spectrometer） 

解説：NASAの地球観測衛星Terra/Aquaに搭載されているNASA/GSFCにより開発された光学センサーの名称。 

出典：http://www.eorc.jaxa.jp/hatoyama/satellite/sendata/modis_j.html（参考日: 2009/11/10） 

 

【テ】 

適応 

解説：実際のもしくは予想される気候による刺激あるいはその影響に対する自然界もしくは人間システムの

調整作用で、これにより被害を軽減もしくは便益の機会を活用する。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

適応能力（気候変動に対する） 

解説：気候変動に適応し、被害の可能性を軽減し、機会を生かし、影響に対処するシステムの能力。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

Terra衛星 

解説：地球環境システムのメカニズムの解明を目的として、NASAによって開発された地球観測衛星で、MODIS

が搭載されている。 

出典：http: //www.eorc.jaxa.jp/hatoyama/satellite/satdata/eos-pm1_j.htm（参考日: 2009/11/28） 

 

デング熱 

解説：カによって広がるウイルス感染症で、関節と背中の激しい痛みが特徴であるため、しばしば骨折熱と

よばれる。それに引き続きウイルス感染は、致命的になり得るデング出血熱およびデング熱ショック

症候群に進むこともある。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

【ニ】 

NIMBUS衛星 

解説：1964年に初めて打ち上げられた気象衛星のシリーズで、大気のリモートセンシングをテストするため
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に作られた。 

出典：http://www.geog.ucsb.edu/~jeff/115a/history/nimbus1.html（参考日: 2009/12/03） 

 

【ハ】 

ppm（parts per million） 

解説：体積の百万分率。 

出典：http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/co2/knowledge/observation.html（参考日: 2009/11/04） 

 

ppb(parts per billion)  

解説：体積の十億分率。1ppm = 1000ppb。 大気中のメタン濃度など、濃度レベルが低い場合に用いられる。 

出典：http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/cdrom/report/html/2_2.html（参考日: 2009/11/04） 

 

バイオマス（現存量） 

解説：一定の面積もしくは体積における生物体の総量。バイオマスの量は乾燥重量またはエネルギー量、炭

素や窒素量で表される。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

【ヒ】 

ヒステリシス 

解説：2つの物理量が互いに関連していて、一方の増減が他方の増減に依存している場合に見られる現象。 

出典：山崎昶訳, 2009: オックスフォード科学辞典, 株式会社朝倉書店. 

 

必須気候観測要素(ECVs: Essential Climate Variables)  

解説：技術的にも経済的にも総合観測においては実行可能な項目で、気象分野では気温、放射収支、エアロ

ゾル特性等、海洋分野では海面温度、塩分濃度、二酸化炭素分圧等、陸域分野では河川流量、アルベ

ド、LAI等、44項目と新項目としての土壌水分量からなる。 

出典：http://www.wmo.ch/pages/prog/gcos/index.php?name=EssentialClimateVariables 

（参考日: 2009/11/19） 

 

氷晶核 

解説：氷晶の形成の元となる粒子のことで、大きさ0.2～0.7μmの粘土鉱物等が主な成分である。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 

 

【フ】 

フィードバック 

解説：プロセス間の相互作用メカニズム。最初の過程が次の過程の変化を引き起こした時に、それが今度は

最初の過程に影響を与える。正のフィードバックは最初の過程を強め、負のフィードバックはそれを

弱める。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

フェーズシフト  

解説：ここでは、環境ストレスにより、サンゴ礁が藻場に変わってしまうこと（生態系の相転移）。 

出典：http://www-sys.eps.s.u-tokyo.ac.jp/~coral/profile/profile02.html（参考日: 2009/10/30） 

 

フェノロジー（生物季節、生物季節学） 

解説：周期的にくり返し起こる自然現象とその気候や季節変化との関係についての研究。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 
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複素屈折率 

解説：吸収を伴う媒質の屈折率で、電磁気学における複素誘電率に対応する。複素屈折率虚数部の値が大き

いほど光の吸収が強い。 

出典：http: //www.env.go.jp/earth/dss/report/02/05_2.pdf（参考日: 2009/11/05） 

 

腐食連鎖 

解説: 生物体の破片、死骸、排出物ならびにそれらの分解物の摂食から始まる食物連鎖。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 

 

ブラックカーボン（BC：黒色炭素） 

解説：石炭やディーゼルエンジン、薪などの生物燃料、バイオマスバーニングなどの不完全燃焼から放出さ

れる、すすの一種のエアロゾル。 

出典：http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/cdrom/report/html/4_0bis.html（参考日: 2009/10/30） 

 

プロトコル（Protocol） 

解説: ここでは衛星観測データの解析手順のこと。 

出典：http://e-words.jp/（参考日: 2009/11/10） 

 

【へ】 

偏光解消度 

解説：偏光（光の振動ベクトルの方向が規則的なもの）が散乱により変わる割合。球形の散乱の場合、偏光

は変わらないので、エアロゾルの非球形の指標となる。 

出典：http: //www.env.go.jp/earth/dss/report/02/05_2.pdf（参考日: 2009/11/05） 

 

ベントス 

解説：水底に生息する生物、すなわち底生生物の総称。基質表面に生息する表在性ベントスと内部に生息す

る埋在性ベントスに分けられる。 

出典：http://nrifs.fra.affrc.go.jp/yokosuka/higata/guide_line/HigataGL071211/3-1-4-1Bentos 

(071214).doc（参考日: 2009/10/27） 

 

【ホ】 

放射強制力 

解説：対流圏界面における正味鉛直放射量の変化で、二酸化炭素濃度やエアロゾル、太陽出力の変化など気

候システムの強制力の内的あるいは外的な変化に由来する。ｍ2当たりのワット数で表される（W/m2）。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

北極振動 

解説：冬季北半球大気循環場の変動に卓越するパターンであり、北緯約60度を境に、南北に気圧場が逆相関

をもつもの。 

出典：http://www-arctic.nipr.ac.jp/newslt06/060110nl_5/060110nl_5.html（参考日: 2009/10/27） 

 

【マ】 

毎木調査 

解説：調査区域内のすべての木について行う樹種や樹高、直径などの調査。 

出典：http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/dyr/doyurinka/goroku.htm（参考日: 2009/10/30） 

 

マラリア 

解説：Plasmodium属（原虫）のいくつかの種が原因となって発生し、Anopheles属のカによって伝染する風
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土性もしくは流行性の寄生虫病；高熱発作と全身性疾患を引き起こす。毎年、世界で約3億人が羅患

し、約200万人が死亡している。 

出典：http://www-cger.nies.go.jp/ipcc-ar4-wg2/index.html（参考日: 2009/11/30） 

 

【ミ】 

ミー散乱 

解説：球形の微粒子による光の散乱現象で、空気中のエアロゾルや雲による光の散乱がこの例である。微粒

子の直径が光の波長に比して十分小さいときは、レイリー散乱と一致する。 

出典：（財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 丸善株式会社. 

 

【メ】 

メタデータ（Meta Data） 

解説：データの意味を記述あるいは代表するデータ。 

出典：長尾 真, 稲垣 康善, 辻井 潤一, 中田 育男, 石田 晴久, 田中 英彦, 所真理雄, 米沢 明憲

編, 1990: 岩波情報科学事典, 岩波書店. 

 

【モ】 

モニタリングサイト1000 (Monitoring site 1000)  

解説：「新・生物多様性国家戦略」に基づいて実施される長期的な生態系モニタリング。環境省自然環境局生

物多様性センターが担当している。 

出典：http://www.biodic.go.jp/moni1000.html（参考日: 2009/11/05） 

 

【ヨ】 

ヨウ化カリウム法（KI法） 

解説：オゾン含有量を測定する方法。ヨウ化カリウム水溶液中にオゾンを吹き込み、遊離して黄色く着色し

た液中に滴定したチオ硫酸ナトリウムの滴定量からオゾン含有量が定量的に測定できる。 

出典：http://jstore.jst.go.jp/cgi-bin/patent/advanced/pat/detail_pat.cgi?patid=13326& 

detail_id=15351（参考日: 2009/11/05） 

 

葉面積指数（Leaf Area Index） 

解説：単位土地面積ごとの全葉面積の合計値。 

出典：日本陸水学会編, 2006：陸水の事典, 株式会社講談社サイエンティフィック. 

 

【ラ】 

ラマン散乱 

解説：単色光を物質に入射したとき物質中の分子振動あるいは固体の格子振動を励起あるいは吸収して、そ

のエネルギーの分だけ周波数が低くあるいは高くなった散乱光を生じる現象。 

出典：(財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 丸善株式会社. 

 

【リ】 

リグニン 

解説：木材、タケ、ワラなどの木化した植物体を構成する主成分の1つ。 

出典：(財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 丸善株式会社. 

 

リモートセンシング（Remote Sensing） 

解説：直接的に対象物に触れることなく、受動、能動方式を問わず、何らかの方法で対象物からの電磁波の

反射、放射、散乱等を観測することにより対象物に関する情報を収集すること。  

出典: http://www.science.aster.ersdac.or.jp/index.html（参考日:2009/12/07） 
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【レ】  

レイリー散乱 

解説：入射光によって誘起される散乱体中の分極変化が、1つの電気双極子をみなせるときの光散乱現象。空

気分子、水分子、極めて小さいエアロゾルによって発現する散乱現象で、分子散乱とも呼ばれており、

青空、夕焼け、水の青さなど自然における光学現象の発生原因となっている。 

出典：(財）国際科学振興財団編, 2005: 科学大辞典第2版, 丸善株式会社. 

 

レフュージア 

解説：生物の避難場所・環境 

出典：http: //www.env.go.jp/earth/ondanka/rc_eff-adp/report/part2chpt4.pdf（参考日：2009/11/19） 
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